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(注)　１． 本書において別途記載のない限り、本書において記載されている人民元から日本円への換算は、

100円＝6.1207人民元（１人民元＝約16.34円に相当(中国人民銀行が公表した2016年６月８日の中

心値))の換算率により行われている。元になる人民元の計数の表示単位(百万人民元または千人民

元)が異なる場合、同じ人民元の計数でも円換算額が異なる場合がある。

　　　２． 本書において別途記載のない限り、本書において記載されている香港ドルから日本円への換算

は、１香港ドル＝13.79円(三菱UFJリサーチ&コンサルティング株式会社が2016年６月８日に発表

した為替相場の仲値)の換算率により行われている。

　　　３． 当社の事業年度は暦年である。

　　　４． 本書において記載されている人民元の計数は、単位未満の数値を原則として四捨五入している

が、合計を計数の総和と合致させるため、ある計数につき適宜切上げまたは切下げの調整を行っ

ている場合がある。ただし、円換算額等このような調整を行っていない計数については、合計は

計数の総和と必ずしも一致しない。

　　　５． 本書に含まれる将来予測に関する事項は、有価証券報告書提出日現在において判断したものであ

る。

　　　６． 本書において、別段の記載がある場合を除き、下記の用語は以下の意味を有する。
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「当社グループ」、「当社」ま

たは「チャイナ・コール・エナ

ジー」

 

中国において2006年８月22日に設立された株式有限会社であるチャ

イナ・コール・エナジー・カンパニー・リミテッド（China Coal

Energy Company Limited（中国語名称：中国中媒能源股份有限公

司））ならびに、文脈上別意に解すべき場合を除いて、その一切の

子会社およびその業績がチャイナ・コール・エナジー・カンパ

ニー・リミテッドの業績に連結された共同支配会社を意味する。

 

「中煤集団」、「チャイナ・

コール・グループ」または「親

会社」

当社の支配株主である中国中煤能源集団公司を意味する。中国の国

営企業であり、その前身は中国煤炭工業進出口総公司と呼ばれ、

1981年12月に設立された。

 

Ａ株式 SSEに上場され、人民元で取引されているCSRCの承認を受けて中国

国内の投資家に対して発行された普通株式を意味する。

 

当社定款 2006年８月18日に当社の設立総会で採択され、関連政府当局によっ

て承認された定款（随時、修正および補足済み）を意味する。

 

当社の取締役会／当社取締役会 チャイナ・コール・エナジー・カンパニー・リミテッドの取締役会

を意味する。

 

焦化公司 中煤焦化控股有限責任公司を意味する。

 

装備公司 中国煤鉱機械装備有限責任公司を意味する。

 

中煤華晋公司 山西中煤華晋能源有限責任公司を意味する。

 

当社ウェブサイト www.chinacoalenergy.comを意味する。

 

CSRC 中国証券監督管理委員会を意味する。

 

大屯鉱区 上海能源公司が操業する江蘇省の炭鉱区を意味し、由姚橋炭鉱、孔

荘炭鉱、徐荘炭鉱および龍東炭鉱で構成されている。

 

当社取締役 全業務執行取締役、全非業務執行取締役および全独立非業務執行取

締役を含む、当社の取締役を意味する。

 

東坡公司 山西中煤東坡煤業有限公司を意味する。

 

財務公司 中煤財務有限責任公司を意味する。

 

Ｈ株式 香港ドルでの引受けのためにHKSEに上場されている当社の株式資本

中の１株1.00人民元の海外上場外国株式を意味する。

 

黒龍江化工公司

 

中煤黒龍江煤化工有限公司を意味する。

龍化集団 中煤黒龍江煤炭化工（集団）有限公司を意味する。

 

HKSE 香港証券取引所（The Stock Exchange of Hong Kong Limited）を

意味する。

 

HKSEウェブサイト www.hkexnews.hkを意味する。
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香港上場規則 香港証券取引所への証券の上場に関する規則を意味する。

 

華晋焦煤公司 華晋焦煤有限責任公司を意味する。

 

華昱公司 中煤集団山西華昱能源有限責任公司(旧中煤集団山西金海洋能源有

限公司)を意味する。

 

進出口公司 中国煤炭進出口公司を意味する。

 

晋煤集団 山西省晋城無煙煤鉱業集団有限責任公司を意味する。

 

財政部 中華人民共和国の財政部を意味する。

 

南梁公司 陝西南梁鉱業有限公司を意味する。

 

NDRC 中華人民共和国国家発展改革委員会を意味する。

 

平朔公司 中煤平朔集団有限公司を意味する。

 

平朔鉱区 山西省の炭鉱区を意味し、主に安太堡露天炭鉱および地下炭鉱、安

家嶺露天炭鉱および地下炭鉱、井東炭鉱ならびに平朔東露天炭鉱か

ら構成されている。

プライスウォーターハウスクー

パース

羅兵咸永道会計師事務所を意味する。

 

 

プライスウォーターハウスクー

パース中天

普華永道中天会計師事務所(特殊普通合伙)を意味する。

 

 

元 人民幣（元）を意味する。

 

SAIC 中華人民共和国国家工商行政管理総局を意味する。

 

運銷公司 中国煤炭銷售運輸総公司を意味する。

 

SASAC 国有資産監督管理委員会を意味する。

 

SAWS 中華人民共和国国家安全生産監督管理総局を意味する。

 

陝西公司 中煤陝西楡林能源化工有限公司を意味する。

 

上海能源公司 上海大屯能源股份有限公司を意味する。
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山西焦煤集団 山西焦煤集団有限責任公司を意味する。

 

当社株式 Ａ株式およびＨ株式を含む、当社の普通株式を意味する。

 

当社株主 Ａ株式およびＨ株式の株主を含む、当社の株主を意味する。

 

SSE 上海証券取引所（Shanghai Stock Exchange）を意味する。

 

SSE上場規則 上海証券取引所の上場規則を意味する。

 

SSEウェブサイト www.sse.com.cnを意味する。

 

太原煤気化集団 太原煤炭気化（集団）有限責任公司を意味する。

 

唐山溝公司 山西中新唐山溝煤業有限責任公司を意味する。

 

依蘭第三煤礦 中煤能源黒龍江煤化工有限公司が操業する黒龍江省の地下炭鉱を意

味する。

 

中天合創公司 中天合創能源有限責任公司を意味する。
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第一部【企業情報】

 

第１【本国における法制等の概要】

昨年度からの変更点は、下線で表している。

 

１【会社制度等の概要】

 

(1)【提出会社の属する国・州等における会社制度】

中国会社法は、1993年12月29日に第８回全人代常務委員会の第５会議により公布され、1994年７月１日に施行さ
れた。その後、1999年12月25日、2004年８月28日および2005年10月27日に改正された。改正された中国会社法は、
2006年１月１日に施行された。

株式有限会社による国外株式募集および上場に関する特別規定は、1994年７月４日に中国国務院の第22回常務委
員会において採択され、1994年８月４日に公布および施行された。特別規定は、株式有限会社の国外における株式
の募集および上場に関して策定された。証券委員会と国家経済体制改革委員会が1994年８月27日に公布した、国外
上場される会社定款のための必須条款は、国外の証券取引所において上場を予定する株式有限会社の定款に規定す
る必要がある条項を定めたものである。したがって、必須条款は、当社の定款にも包含されている。本項において
「会社」とは、中国会社法に基づいて設立され、Ｈ株式を発行する株式有限会社をいう。

以下の記載は、中国会社法、特別規定および必須条款の主要な規定の要約である。

 

　(a)　一般

「株式有限会社」(以下「会社」という。)とは、中国会社法に基づいて設立され、独立して財産を所有し、その
財産に対する権原を行使することができる企業法人を指す。株式有限会社の責任は、その資産の総額に限定され、
株式有限会社の株主の責任は引き受ける株式の範囲に限定される。

 

　(b)　設立

会社は、発起設立または募集設立のいずれかの方法により、設立することができる。会社は、２名以上200名以
下の発起人により設立できるが、少なくともその半数は、中国国内に居住していなければならない。

発起設立により設立された会社は、その登録資本のすべてが発起人により引き受けられる。会社の株式は、その
登録資本が払込済みである場合を除き、その他の者に割り当てることができない。募集設立により設立された会社
の場合、会社の登録資本は、所管の登記所に登記された、その払込済資本の総額である。株式有限会社の最低登録
資本は、法律もしくは行政規則が定める金額である。

発起設立により設立された会社の場合、発起人は、定款により同人が引き受けるべき株式につき、書面にて全資
本を引き受けなければならない。金銭以外の資産に係る所有権の移転手続は、かかる資産が資本として拠出される
場合、適式に完了されなければならない。上記の規定に基づく出資額の支払いを怠った発起人は、発起人契約の規
定に従い、契約違反に対する責任を負わなければならない。発起人が出資額を全額引き受けた後、取締役会および
監査役会が構成され、取締役会は、定款および法律または行政規則により要求されるその他の書類を会社登記所に
提出することにより、設立登記の申請を行わねばならない。
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募集設立により設立された会社の場合、法律または行政規則が別途定める場合を除き、その全株式の35％以上は
発起人が引き受けなければならない。一般に株式を募集する発起人は、株式募集目論見書ならびに引受数、引受金
額および引受人の住所が記載され、引受人が署名、押印する予定の株式引受書を作成しなければならない。引受人
は、同人が引き受ける株式数に応じた金額を払い込まねばならない。発起人が一般に株式を募集する場合、かかる
募集は、適法に設立された会社により引き受けられ、それに関して引受契約が締結される。一般に株式を募集する
発起人は、銀行との契約（本契約により銀行は発起人の株式に係る支払いを回収する。）に署名しなければならな
い。受領銀行は、支払金を受領し、保管し、株式の引受けに関して支払を行った引受人に対して受領書を発行し、
関連当局に対して支払金を受領したことの証明書を提出する義務を負う。株式発行の引受金額が全額払い込まれた
後、法律に基づき設立された出資検査機構は、資本金を査定し、その報告書を作成しなければならない。発起人
は、発行された株式に関する全額の払込みがなされてから30日以内に設立総会を招集しなければならない。設立総
会は、引受人により構成されなければならない。発行済株式が、株式募集目論見書に定める締切日までに引き受け
られていない場合、または発行済株式の引受金額が全額払い込まれた後30日以内に発起人が設立総会を招集しない
場合、引受人は発起人に対し、払込済みの引受金額の返還を同期間の銀行預金金利での利息とともに請求すること
ができる。取締役会は、設立総会の終了後30日以内に、登記所において会社の設立登記の申請を行う。

所管する工商行政管理局によって登記が認められ、営業許可が発行されることにより、会社は正式に設立された
ことになり、法人としての地位を取得する。

会社の発起人は個別におよび連帯して、以下の責任を負う。

(1) 　会社が設立できなかった場合に、設立過程において発生した費用および債務を支払う責任

(2) 　会社が設立できなかった場合に、引受人に対して、払込金額およびかかる金額に対する同期間における銀

行預金金利での利息を払い戻す責任

(3) 　会社の設立過程において、発起人の義務不履行の結果として会社が被った損害を賠償する責任

会社が募集設立によって設立される場合、かかる会社の発起人は、中国国務院が1993年４月22日に公布した「株
式の発行および取引に関する暫定規則」（本規則は、中国国内における株式の発行および取引ならびにその関連取
引のみに適用される。）に従い、その際使用される目論見書の内容の正確性につき連帯責任を負い、当該目論見書
に誤解を生じさせ得る記載が含まれないことおよび重要な情報が欠けていないことを確保しなければならない。

 

　(c)　株式資本

発起人は、金銭もしくは現物の出資、またはそれぞれの評価額に基づく資産、知的財産権もしくは土地使用権の
拠出によって、資本の拠出を行うことができ、また、適法に移転された金銭以外の資産を現金評価により資本拠出
することができる。ただし、法律または行政規則により、資本拠出が禁じられている資産を除く。資本拠出が金銭
以外でなされる場合、拠出された資産の評価および査定は、過大評価または過小評価することなく、法律または評
価に係る行政規則に従って行わなければならない。

会社は、記名式または無記名式のいずれかの株券を発行することができる。外国投資家に対して発行され国外で
上場される株式は、特別規定および必須条款に基づき、記名式で発行され、額面金額は人民元建てで、かつ、外貨
により引き受けられるものとされている。外国投資家ならびに香港、マカオおよび台湾の各地域内の投資家に対し
て発行され、香港で上場される株式は、Ｈ株式とされ、また、上記の地域を除く中国国内の投資家に対して発行さ
れる株式は、Ａ株式とされる。会社は、特別規定に基づいて、証券監督管理委員会の認可を得た上で、Ｈ株式の発
行に関する引受契約において、引受株式数を考慮した上で、発行予定国外上場外国投資株式総数の15％までを留保
することに同意することができる。
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　(d)　株式資本の増加

中国会社法によれば、株式の発行は、公正かつ平等な方法で行われなければならない。同種類の株式は、互いに
同順位とする。同一の募集における同種類の株式は、同条件かつ同価格で発行される。株式の引受けがいかなる単
位であっても、１株当たり同価格が払い込まれる。

会社が、新株を発行する場合、新株の種類および数、新株の発行価格、新株発行の開始および終了日ならびに既
存の株主に発行される予定の新株の種類および数につき、定款に従い、株主総会決議または取締役会決議により可
決されなければならない。会社が、中国国務院の証券規制当局の承認を得た上で新株を発行する場合、新株募集目
論見書および財務会計報告書ならびに申込書を作成しなければならない。会社が新たに発行する株式への払込みが
完了した後、会社登記所に変更登記を行い、公告を行わなければならない。会社がその登録資本を増資するため、
新株を発行する場合には、株主による新株の引受けは、会社の設立に係る引受金額の支払いに関する規定に従い行
われなければならない。

 

　(e)　株式資本の減少

会社は、中国会社法に規定された以下の手続に従って、その登録資本を減少することができる。

(1) 　会社は、貸借対照表および財務書類を作成しなければならない。

(2) 　登録資本の減少は、株主総会において株主により承認されなければならない。

(3) 　会社は、資本減少の承認決議の可決後、10日以内に資本減少につき債権者に通知し、30日以内に新聞紙上

で資本減少の公告を行わなければならない。

(4) 　会社の債権者は、法定の期間内に、会社に対して、その債務の弁済または債務の担保のための保証の提供

を要求できる。

(5) 　会社は、会社登記所に対して、登録資本の減少の登記申請を行わなければならない。

 

　(f)　株式の買戻し

当社は、以下のいずれかの目的以外で、自己株式を買い戻すことはできない。

(1) 　登録株式資本の減少

(2) 　会社の株式を保有する他の会社との合併

(3) 　会社の従業員に対する報奨としての株式付与

(4) 　株主総会において、他の会社との合併および会社分割に関する決議に反対票を投じた株主からの自己株式

の取得

上記(1)ないし(3)の理由で、会社の自己株式を取得する場合には、株主総会決議による承認がなければならな
い。上記に従い、会社が自己株式を取得した後、かかる株式は(1)の場合には取得日から10日以内に消却しなけれ
ばならず、(2)または(4)の場合、６ヶ月以内に譲渡または消却しなければならない。

上記(3)に従い会社が取得する株式は、当該会社の発行済株式総数の５％を超えてはならない。株式取得に係る
資金は、会社の税引後利益から支払われ、会社が購入した株式は、１年以内に従業員に譲渡されなければならな
い。
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　(g)　株式の譲渡

株主が保有する株式は、関連法令に従い譲渡することができる。株主は法律に従って設立された証券取引所にお
いて、または中国国務院が定めるその他の方法に従う場合にのみその株式の譲渡の効力を生じさせることができ
る。記名式株式は、株主が株券の裏面に署名を裏書きすることにより、または法律もしくは行政規則により定めら
れたその他の方法により、譲渡することができる。譲渡後、会社は譲受人の氏名およびその住所を、株主名簿に記
入しなければならない。上記に定める株主名簿の登録変更は、上場会社の株主名簿の変更に係る登録に関する法規
に従い、株主総会の招集の前20日間または配当を受ける権利を確定するための基準日の前５日間は行ってはならな
い。無記名式株券の譲渡は、株主がかかる株券を譲受人に引き渡した時点で効力が生じる。

発起人が保有する株式は、会社の設立後１年間は譲渡することができない。株式の公募前に発行した会社の株式
は、証券取引所への上場後１年間は譲渡してはならない。

会社の取締役、監査役および上級管理職は、同人が保有する会社の持分およびその変更について会社に申告しな
ければならない。同人はその任期中の各年につき、保有する会社の株式の25％超を譲渡してはならない。同人が保
有する株式は、会社の証券取引所への上場の日から１年間、また同人がその職でなくなった後６ヶ月以内は、これ
を譲渡してはならない。会社の取締役、監査役および上級管理職が保有する会社の株式の譲渡につき、定款におい
てその他の制限規定を定めることができる。

 

　(h)　株主

中国会社法に基づく株主の権利には、以下の権利が含まれる。

(1) 　株式の利益の還元を受ける権利、重要な意思決定に参加する権利および経営陣を選出する権利

(2) 　招集された株主総会または取締役会での決議もしくはその議決権の行使が、法律に違反して行われた場

合、または決議の内容が定款に違反している場合に、人民法院にその取消しを申し立てる権利。ただし、
かかる申立ては、かかる決議がなされた日から60日以内に行われなければならない。

(3) 　株主総会に出席する代理人を任命する権利

(4) 　定款、株主名簿、社債原簿、株主総会議事録、取締役会議事録、監査役会議事録および財務会計報告書を

閲覧する権利、ならびに会社の業務に関する提案または質問を行う権利

(5) 　保有株式数に従って配当を受領する権利

(6) 　株式保有割合に応じて会社の清算に際して残余財産の分配を受ける権利

(7) 　定款に定められたその他の株主の権利

株主の義務には、会社の定款に従う義務、引き受けた株式に関する引受金額の支払義務、引き受けた株式に関し
て支払うことに同意した引受金額の範囲内で会社の債務および負債について責任を負う義務、ならびに会社の定款
に定められたその他の株主の義務が含まれる。

 

　(i)　株主総会

株主総会は、会社の授権機関であり、中国会社法に従いその権限を行使する。

株主総会は、以下の権限を行使する。

(1)　 会社の業務方針および投資計画の決定

(2)　 取締役および監査役（従業員の代表を除く。）の選任または解任ならびに取締役および監査役の報酬に関

する事項の決定

(3)　 取締役会の報告の検討および承認

(4)　 監査役会または監査役の報告の検討および承認

(5)　 会社の年次予算案および決算の検討および承認

(6)　 会社の利益処分案および損失填補案の検討および承認

(7)　 会社の登録資本の増減の決定
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(8)　 会社の社債発行の決定

(9)　 会社の合併、分割、解散および清算等の事項の決定ならびにその他の事項の決定

(10)　会社の定款の変更

(11)　定款に記載されたその他の権限

株主総会は、毎年１回開催しなければならない。臨時株主総会は、以下のいずれかの事由が発生した場合、発生
後２ヶ月以内に開催しなければならない。

(1)　 取締役の員数が法律に定められた員数を下回った場合または定款に定められた員数の３分の２を下回った

場合

(2)　 補填されていない会社の損失の総額が会社の株式資本総額の３分の１に達した場合

(3)　 会社の株式の10％以上を保有する株主が臨時株主総会の開催を請求した場合

(4)　 取締役会が必要とみなした場合

(5)　 監査役会により招集の提案がなされた場合

(6)　 会社の定款に記載されたその他の状況が発生した場合

株主総会は、取締役会が招集し、取締役会会長が議長を務める。取締役会会長がその職務を遂行することができ
ず、また遂行しない場合、副会長がかかる総会を主宰しなければならない。副会長がその職務を遂行することがで
きず、また遂行しない場合には、取締役の過半数により指名された取締役が総会を主宰しなければならない。取締
役会がかかる会議を招集することができず、また遂行しない場合には、監査役会が直ちに総会を招集し主宰しなけ
ればならない。監査役会が株主総会を招集し主宰することができない場合には、単独でまたは共同で会社の株式の
10％以上を90日間連続して保有する株主が、かかる会議を自ら招集し主宰することができる。

株主総会の招集通知は、すべての株主に対し、株主総会開催日の20日前までに、送付されなければならず、かか
る通知には、開催時刻、開催場所および総会で審議すべき事項を記載しなければならない。臨時株主総会の招集通
知は、すべての株主に対し、臨時株主総会の15日前までに、送付されなければならない。無記名式株券の発行につ
いては、その時刻、場所および総会で審議すべき事項を、株主総会開催日の30日前までに公告しなければならな
い。単独でまたは共同で会社の株式の３％以上の株式を保有する株主は、取締役会に対し、株主総会開催日の10日
前までに書面にて臨時の提案を提出することができる。取締役会は、かかる臨時の提案を受領後２日以内にその他
の株主に通知し、株主総会にて検討すべくかかる臨時の提案を審議に回さなければならない。臨時の提案は、株主
総会の権限の範囲内のものであり、決議のため具体的な事項を含むものでなければならない。株主総会において
は、上記の２種類の通知に定める事項以外の事項については、何ら決議を行ってはならない。無記名式株券を保有
する株主で、株主総会への出席を希望する者は、株主総会の５日前までに会社に対し、同人の株券を預託しなけれ
ばならない。かかる株券は、株主総会の終了時まで会社が保管しなければならない。

株主総会に出席する株主は、保有する株式１株につき１議決権を有する。ただし、会社が保有する株式には、議
決権は付与されない。株主総会の決議は、出席した株主の保有する議決権の過半数の賛成により可決される。ただ
し、会社の合併、分割もしくは解散または定款の変更に関する事項については、出席した株主の保有する議決権の
３分の２を超える多数をもって、承認されなければならない。中国会社法および定款において、重要な資産の譲渡
もしくは取得、または対外的担保提供について、株主総会の決議により承認されなければならない場合は、取締役
はかかる事項につき決議をするため、速やかに株主総会を招集しなければならない。株主総会における取締役およ
び監査役の選任に際し、定款または株主総会の決議に基づき、累積投票制度を採用することができる。株主総会に
おける取締役および監査役の選出につき、累積投票制度においては、各株式に選出予定の取締役または監査役の数
に等しい議決権が付与され、株主は投票の際にその議決権を集中して行使することができる。

株主総会にて検討された事項につき、議事録が作成され、総会の主宰者および総会に出席している取締役は、か
かる議事録を署名しなければならない。議事録は、株主出席簿および委任状とともに保管されなければならない。
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必須条款によれば、株式資本の増減、種類株式、新株予約権もしくはその他これらに類する有価証券、および社
債もしくはディベンチャーの発行、会社の清算ならびに株主が普通決議により必要であると決議したその他の事項
については、株主総会に出席した株主の保有する議決権の３分の２を超える多数をもって、承認されなければなら
ない。

中国会社法には、株主総会の定足数を構成する株主の数について、特に規定は設けられていない。しかし、特別
規定および必須条款においては、議決権の50％に相当する株式を保有する株主からの招集通知に対する回答が開催
日の20日前までに受領された場合に、会社は定時株主総会を開催できるものとされている。かかる50％の基準が満
たされない場合、会社は、かかる回答受領期間の最終日から５日以内に、議案ならびに開催日および開催場所を公
告をもって再び株主に通知することにより、定時株主総会を開催することができる。必須条款は、種類株式の権利
の修正または制限をする場合には種類株主総会を開催すべき旨を規定しており、その目的においては、国内株式の
保有者とＨ株式の保有者は、異なる種類の株式の株主とみなされる。

 

　(j)　取締役

会社は、５名から19名の構成員からなる取締役会を置くものとする。取締役会の構成員には、従業員代表大会、
従業員大会またはその他において、会社の従業員の中から民主的に選出された従業員の代表者を含むことができ
る。取締役の任期は、定款に定められるが、３年を超えてはならない。取締役は、再選されれば何期でも連続して
取締役の職に就くことができる。任期満了に伴う取締役の再選が直ちに行われない場合、または取締役の解任によ
り、取締役の定足数が満たされない場合、取締役は、法律、行政規則および定款に従い、適式に再選された取締役
が就任するまで、その職務を遂行し続けなければならない。

中国会社法に基づき、取締役会は以下の権限を行使する。

(1)　 株主総会の招集および株主総会への業務報告

(2)　 株主総会においてなされた決議の実行

(3)　 会社の事業計画および投資計画案の決定

(4)　 会社の年次予算案および決算の策定

(5)　 会社の利益処分案および損失填補案の策定

(6)　 会社の登録資本の増減および社債発行に関する提案の策定

(7)　 会社の合併、分割または解散の計画の準備

(8)　 会社の内部管理体制の決定

(9)　 会社のジェネラル・マネジャーの選任または解任ならびにジェネラル・マネジャーの推薦に基づく会社の

副ジェネラル・マネジャーおよび財務責任者の選任または解任、ならびにこれらの報酬の決定

(10)　会社の基本的管理体制の策定

(11)　定款に基づくその他の権限の行使

取締役会は、１年に２回以上招集されなければならない。取締役会の招集通知は、当該会議の10日前までに、す
べての取締役および監査役に対して交付されなければならない（かかる通知期間は、臨時取締役会には適用されな
い。）。臨時取締役会は、10％超の議決権を保有する株主、３分の１超の取締役または監査役会により招集され
る。取締役会会長は、かかる提案を受けた後10日以内に臨時取締役会を招集し、その議長を務める。取締役会は、
臨時取締役会の招集に関し、通知方法および通知期間を、別途規定することができる。取締役会は、取締役の半数
以上が出席する場合にのみ開催される。取締役会の決議は、全取締役の過半数の賛成により可決される。いずれの
取締役も、取締役会により承認予定の決議につき、１票を有する。取締役は、自ら取締役会に出席しなければなら
ない。取締役が取締役会に出席できない場合、かかる取締役は、授権の範囲を記載した書面による委任状により、
他の取締役を、かかる取締役のために取締役会に出席する代理人として指名することができる。
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取締役会の決議が法律、行政規則または会社の定款に違反し、その結果会社が重大な損失を被った場合、決議に
参加した取締役は、会社に対し補償責任を負う。ただし、ある取締役がかかる決議の審議が行われた際に明確に反
対した旨が証明され、かつ、かかる反対が取締役会議事録に記録された場合、かかる取締役は上記補償責任を負わ
ない。

中国会社法に基づき、以下の者は会社の取締役に就任することができない。

(1)　 民事上の行為能力を有しない者または行為能力を制限されている者

(2)　 汚職、贈収賄、財産権の侵害、横領もしくは社会経済秩序破壊の罪を犯し、刑事処分を受け、その刑の執

行完了日から５年以上が経過していない者、または犯罪行為により政治的権利を剥奪され、かかる剥奪の
執行完了日から５年以上が経過していない者

(3)　 破産し清算された会社または企業の元取締役、元工場長または元マネジャーであった者であり、かつ、か

かる会社または企業の破産に関し個人的に責任のある者で、かかる会社または企業の破産および清算の完
了日から３年以上が経過していない者

(4)　 法律違反により営業許可を取り消された会社または企業の法律上の代表者であった者であり、かつ、かか

る取消しに関し個人的に責任のある者で、かかる営業許可取消日から３年以上が経過していない者

(5)　 支払期限の到来した未払いの負債を有し、その金額が比較的大きい者

会社が選出または選任した取締役が上記の規定に違反した場合、その選出、選任または雇用を無効とする。任期
中に上記に違反した取締役は、会社により解任される。

会社の取締役のその他の欠格事由は、必須条款に定められている。

取締役会は、取締役会会長および取締役会副会長を選任する。取締役会会長および取締役会副会長は、全取締役
の過半数の承認により選出される。取締役会会長は、取締役会を招集および主宰し、取締役会決議の実行状況を調
査する。取締役会副会長は、取締役会会長の職務を補佐する。取締役会会長が、取締役会会長としての職務を遂行
できず、または遂行しない場合、取締役会副会長がこれを行う。取締役会副会長が、取締役会副会長としての職務
を遂行できず、または遂行しない場合、取締役の過半数により指名された取締役がこれを行う。

 

　(k)　監査役

会社は、３名以上の監査役からなる監査役会を置く。監査役会は、株主の代表者および適切な割合の会社の従業
員の代表者により構成される。具体的割合は、定款に定められるが、会社の従業員の代表者の割合は、３分の１以
上でなければならない。監査役会における会社の従業員の代表者は、従業員代表大会、従業員大会またはその他に
おいて、会社の従業員により民主的に選出された者でなければならない。監査役会は、監査役会会長および監査役
会副会長を選任する。監査役会会長および監査役会副会長は、監査役の過半数の承認により選出される。監査役会
会長は、監査役会を招集し主宰する。監査役会会長がその職務を遂行できず、または遂行しない場合、監査役会副
会長が監査役会を招集し、主宰する。監査役会副会長がその職務を遂行できず、または遂行しない場合、監査役の
過半数により指名された監査役が監査役会を招集し、主宰する。取締役および役員のいずれも監査役を兼任するこ
とはできない。

監査役の任期は３年間で、再選されれば何期でも連続して監査役の職に就くことができる。任期満了に伴う監査
役の再選が直ちに行われない場合、または監査役の解任により、監査役の定足数が満たされない場合、監査役は、
法律、行政規則および定款に従い、適式に再選された監査役が就任するまで、その職務を遂行し続けなければなら
ない。

監査役会は、以下の権限を行使する。

(1)　 会社の財務状況の検査

(2)　 取締役および役員の職務遂行の監督、ならびに法令、定款または株主決議に違反した取締役および役員の

解任提案

(3)　 会社の利益に悪影響を与える取締役およびマネジャーの行為の是正の要求

(4)　 臨時株主総会の招集の提案、ならびに法律に基づいて取締役会が株主総会を招集し主宰することができな

い場合の、株主総会の招集および主宰

(5)　 株主総会における決議の提案
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(6)　 取締役および役員に対する訴訟の提起

(7)　 定款に記載されたその他の権限

監査役は、取締役会に出席し、取締役会決議に関する質問または提案を行うことができる。監査役会または（監
査役会がない場合は）会社の監査役は、会社の業務に不正を発見した場合には、その調査を開始し、必要に応じ
て、会社の負担で、その調査を支援する会計士を雇うことができる。

 

　(l)　マネジャーおよび役員

会社は、マネジャーを１名置き、当該マネジャーは取締役会により選任または解任される。マネジャーは、以下
の権限を行使することができる。

(1)　 会社の生産、業務および管理の監督ならびに取締役会決議の実行の手配

(2)　 会社の年次事業計画および年次投資計画の実施の手配

(3)　 会社の内部管理体制構築計画の策定

(4)　 会社の基本管理体制の策定

(5)　 会社の内部規則の策定

(6)　 副マネジャーおよび財務責任者の選任および解任の推薦

(7)　 その他の管理担当役員（取締役会により選任または解任されることを要する者を除く。）の選任または解

任

(8)　 取締役会により付与されたその他の権限

定款に定められるジェネラル・マネジャーの権限に関するその他の規定についても遵守されなければならない。
ジェネラル・マネジャーは、取締役会に出席しなければならない。

中国会社法において、役員とは、会社のジェネラル・マネジャー、副ジェネラル・マネジャー、財務責任者、取
締役会秘書役（上場会社の場合）および定款に定めるその他の役員をいう。

 

　(m)　取締役、監査役、ジェネラル・マネジャーおよびその他の役員の義務

中国会社法に基づき、会社の取締役、監査役、マネジャーおよび役員は、関連法令および定款を遵守し、職務を
誠実かつ勤勉に遂行しなければならない。また、取締役、監査役、マネジャーおよび役員は、その権限を利用して
賄賂または法律に反するその他の収入を受け取り、また当社の財産を着服することを禁じられている。取締役およ
び役員は、以下の行為を禁じられている。

(1)　 会社の資金を流用すること。

(2)　 自己またはその他の個人名義の口座に会社の資金を入金すること。

(3)　 定款に違反して、または株主会、株主総会もしくは取締役会の事前の承認を得ずに、会社の資金を他人に

貸し付け、または会社の資産を担保に他者に保証を供与すること。

(4)　 定款に違反して、または株主会、株主総会もしくは取締役会の事前の承認を得ず、会社と契約しまたは取

引すること。

(5)　 自己の地位および権限を利用し、会社が利用できるはずであった事業の機会を取得することならびに株主

会および株主総会の事前の承認なくして、会社の事業に類似する事業を自己または他人のために行うこ
と。

(6)　 会社と取引する第三者から、自己の利益のために手数料を得ること。

(7)　 権限なく会社の秘密情報を漏洩すること。

(8)　 会社に対する信認義務に違反するその他の行為を行うこと。

取締役または役員が上記の規定に違反して得た利益は、会社に返還されなければならない。

取締役、監査役または役員が、その職務の遂行において法令または会社の定款に違反し、その結果、会社に損失
をもたらした場合、かかる者は、会社に対し個人的に責任を負う。
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株主総会において、取締役、監査役または役員の出席が求められた場合、かかる取締役、監査役または役員は、
要求どおり株主総会に出席し、株主の質問に回答しなければならない。取締役および役員は、監査役会または（監
査役会を設置していない有限責任会社においては）監査役に対し、監査役会または監査役の職務の妨げとならない
よう、真正なる事実および情報を提供しなければならない。

取締役または役員が、その職務の遂行において法令または会社の定款に違反し、その結果会社に損害を及ぼした
場合、単独でまたは共同で会社の株式を180日間連続して１％以上保有している株主は、監査役会に対し、その株
主に代わり人民法院に訴訟を提起するよう書面にて請求することができる。監査役がその職務の遂行に際し、法
律、行政規則または定款に違反し、その結果会社に損害を及ぼした場合、上記の株主は、取締役会に対し、その株
主に代わり人民法院に訴訟を提起するよう書面にて請求することができる。監査役会もしくは取締役会が、上記の
株主からの請求書を受領した後、訴訟の提起を拒否した場合、もしくはかかる請求書の受領後30日以内に訴訟を提
起しない場合、または直ちに訴訟を提起しなければ、会社の利益に対し回復不能な損害を及ぼすこととなる緊急の
場合には、上記の株主は、会社の利益のために、同人の名において、人民法院に直接訴訟を提起する権限を有す
る。会社の法律上の権利を侵害し、その結果会社に損害を及ぼしたその他の者に対し、株主は上記２文の規定に従
い、人民法院において訴訟を提起することができる。取締役または役員が、法律、行政規則または定款に違反し、
株主の利益を侵害した場合にも、株主は人民法院に訴訟を提起することができる。

特別規定および必須条款によれば、会社の取締役、監査役、ジェネラル・マネジャーおよびその他の役員は、会
社に対して信認義務を負う。これらの者は、職務を忠実に遂行するとともに会社の利益を守らなければならず、そ
の個人的利益のためにその地位を濫用してはならない。必須条款には、当該義務に関する詳細な規定が定められて
いる。

 

　(n)　財務および会計

会社は、適用のある法律、行政規則および所管する中国国務院財政部局の規則に従って、財務会計システムを構
築し、各事業年度末において、法律に従って、財務報告書を作成し、公認会計士による監査を受ける。財務会計報
告書は、法律、行政規則および中国国務院財政部局の規則に従って作成されなければならない。

会社は、定時株主総会開催日の少なくとも20日前までに、財務書類を会社に備え置き、株主による閲覧に供さな
ければならない。募集設立により設立された会社は、その財務書類を公表しなければならない。会社は、各事業年
度の税引後利益を分配する場合、税引後利益の10％を法定利益準備金に繰り入れなければならない（ただし、法定
利益準備金の累積額が会社の登録資本の50％に達している場合は、この限りではない。）。会社の法定利益準備金
が前事業年度の損失を填補するのに十分でない場合には、当事業年度の利益は、法定利益準備金へ繰り入れる前
に、かかる損失の填補に充当される。会社が法定利益準備金を税引後利益から積み立てた後、株主会または株主総
会の決議による承認に基づき、その税引後利益から任意利益準備金を積み立てることができる。会社が損失の填補
を行い、利益準備金への繰入れを行った後に残存する利益は、株主の持株比率に応じて分配される。ただし、比率
に応じて分配しない旨の定款に別段の定めがある場合はこの限りでない。上記規定に違反し、損失が填補され法定
利益準備金が積み立てられる前に株主総会または取締役会により株主に配当された利益は、会社へ返還されなけれ
ばならない。会社が保有する自己株式に対しては、利益配当はなされない。

発行時の会社株式の額面超過金および関連政府当局により資本準備金として取り扱うことが求められているその
他の金額は、資本準備金として計上されなければならない。会社の準備金は、会社の損失を填補し、会社の事業を
拡大し、または会社の資本金を増加させるために利用されなければならない。資本準備金は会社の損失を填補する
ために使用してはならない。法定利益準備金が資本に転換される場合、法定利益準備金の残額は、かかる転換前の
会社の登録資本の25％を下回ってはならない。

会社は、法定の会計帳簿以外の会計帳簿を設けてはならない。会社の資産は、個人名義で開設された口座にこれ
を預けてはならない。

 

　(o)　会計監査人の選任および退任

中国会社法に基づき、会社の監査を担当する会計監査人の選任または解任は、定款に従い、株主総会または取締
役会により決定される。会計監査人は、株主総会または取締役会が、会計監査人の解任につき投票を行う場合、意
見表明を行うことができる。会社は、会社が雇用する会計監査人に対し、真正かつ完全な会計の証拠、帳簿、財務
会計報告書およびその他の会計データを提供しなければならず、これを拒絶、留保したり虚偽の情報を提供しては
ならない。
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特別規定によれば、会社は、その年次報告書を監査させ、その他の財務報告書を検討および検証させるために、
資格を有する独立した監査法人を雇用しなければならない。

 

　(p)　利益分配

特別規定によれば、Ｈ株式の株主に支払われる配当およびその他の分配金は、人民元で宣言および計算され、外
貨で支払われなければならない。必須条款に基づき、株主への外貨の支払いは受取代理人を通して行われる。

 

　(q)　定款変更

定款の変更は、適用ある法令および定款に定められた手続に従って行われなければならない。必須条款に従って
定款に組み込まれた規定を変更する場合、証券監督管理委員会の授権を受けた会社の設立を認可する部局および中
国国務院の認可を得た上で、国家工商行政管理局または登記に関するその地方部局に提出しなければ、変更の効力
は生じない。定款変更の登記が行われずまたは提出されず、また、承認されない場合には、会社は適用ある法令に
従い、変更登記を修正しなければならない。

 

　(r)　解散および清算

会社は、以下の事由のいずれかが発生した場合には、解散する。

(1) 　会社の定款に規定された会社の営業期間が満了した場合または会社の定款に記載されたその他の解散事由

が発生した場合

(2) 　株主総会において会社の解散決議を株主が可決した場合

(3) 　合併または会社分割により会社を解散しなければならない場合

(4) 　営業許可が取り消され、業務が停止しまたは裁判所より解散命令が下された場合

(5) 　会社が重大な問題に直面し、当該会社の存続が、株主の利益に重大な損害を及ぼし、これをその他の方法

を通じても解決不可能である場合、会社の全株主の議決権の10％以上を保有する株主の解散請求に対し、
人民法院が会社を解散させる場合

上記(1)の場合、会社は、その定款を変更することにより存続することが可能である。前項に定める規定に従い
定款を変更するためには、会社が有限責任会社の場合には、議決権の３分の２超を有する株主の承認が必要であ
る。会社が株式有限会社の場合、株主総会に出席する株主の議決権の３分の２超を有する株主の承認が必要であ
る。

会社が上記の(1)、(2)、(4)または(5)のいずれかの事由により解散した場合、15日以内に清算委員会を結成し、
清算を開始しなければならない。清算委員会の構成員は、取締役または株主総会において株主が選任する。所定の
期間内に清算委員会が結成されない場合、会社の債権者は、人民法院に対し清算委員会を結成するための人員を選
任する旨の請求をすることができる。人民法院は、かかる申請を受理し、直ちに清算を開始するため清算委員会を
結成しなければならない。

清算委員会は、清算期間中、以下の権限を行使する。

(1) 　会社の資産の処理ならびに貸借対照表および資産目録の作成

(2) 　債権者への通知の送付または公告の掲載

(3) 　会社の存続する事業の処理および決済

(4) 　未納の税金および清算手続上発生した税金の支払い

(5) 　会社の財務上の債権債務の決済

(6)　 負債の返済完了後の会社の残余財産の処理

(7)　 民事訴訟における会社の代表
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清算委員会は、その結成から10日以内に会社の債権者に通知を行い、60日以内に新聞紙上に公告を掲載しなけれ
ばならない。債権者は、通知受領後30日以内に、または通知を受領しなかった場合には公告掲載日から45日以内
に、清算委員会に対して、債権を届け出なければならない。債権者は、届出をするにあたり、債権者の権利に関す
るすべての事項を報告し、証拠を提出しなければならない。清算委員会は、かかる債権者の権利を登録しなければ
ならない。清算委員会は、届出期間中、債権者に対し債務の弁済を行ってはならない。

会社の財産の清算時ならびに貸借対照表および資産目録の作成時には、清算委員会は、株主会、株主総会または
人民法院にて承認を得るため提出する清算計画書を作成しなければならない。

清算費用、給与、社会保険費用および法的補償、未納の税金ならびに会社の債務の支払後の会社の残余財産は、
会社の株主に対して、有限責任会社の場合にはその出資額に応じて、株式有限会社の場合にはその持株数に応じて
それぞれ分配される。会社は、清算期間中存続することができるが、清算に関連のない業務活動を行ってはならな
い。会社の財産は、上記の規定に従い、弁済がなされる前に、株主に対し分配が行われてはならない。

会社の財産の清算時ならびに貸借対照表および資産目録の作成時に、清算委員会が、会社の資産がその負債を返
済するために十分でないと認識した場合、直ちに人民法院に破産宣告の申請を行わなければならない。

かかる宣告の後、清算委員会は、清算に関するすべての業務を人民法院に移管する。

清算委員会は、清算の完了に際して、株主会、株主総会または人民法院にて承認を得るため清算報告書を提出す
る。その後、会社の登記を抹消するため当該報告書が会社登記所に提出され、会社の解散に関する公告がなされな
ければならない。清算委員会の構成員は、それぞれの職務を、関係する法律に従って誠実に遂行しなければならな
い。清算委員会の構成員は、賄賂または法律に反するその他の収入を収受するためにその権限を行使してはなら
ず、会社の資産を流用してはならない。清算委員会の構成員は、会社および債権者に対して、その故意または重大
な過失により生じた損害について賠償する責任を負う。

法律に従い、破産を宣言した会社の清算は、会社の倒産に関する法律に従い行われる。

 

　(s)　国外上場

会社の株式は、証券監督管理委員会による認可を得た場合にのみ国外で上場することができ、上場は、中国国務
院により定められた手続に従って進められなければならない。

特別規定によれば、証券監督管理委員会により認可された会社のＨ株式および国内株式の発行の計画は、証券監
督管理委員会からの認可が得られた後15ヶ月以内に、会社の取締役会によって、別個の発行として実施することが
できる。

 

　(t)　株券の紛失

株主は、中国民事訴訟法に規定された公告および通知手続に従い、記名式株式の株券が盗取され、紛失しまたは
毀損した場合、人民法院に対してかかる株券に関する無効宣告の申請を行うことができる。株主は、かかる宣告を
得た後、代替株券の発行を会社に対して申請することができる。

 

　(u)　合併および会社分割

会社の合併に際しては合併契約が締結されなければならず、当事会社は、それぞれ貸借対照表および資産目録を
作成しなければならない。当事会社は、合併決議後10日以内にそれぞれの債権者に対して通知を行い、また、新聞
紙上に債権者に対する公告を掲載する必要がある。債権者は、書面による通知受領後30日以内または書面による通
知を受領しなかった場合には45日以内に、会社に対して、未払債務の弁済またはこれに代わる保証の提供を要求す
ることができる。
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会社が合併する場合、債権者の権利および当事者の債務は、存続会社または新会社により引き継がれる。会社が
分割される場合、それぞれの資産も分割されなければならず、また貸借対照表および資産目録が作成されなければ
ならない。会社の分割の承認決議が可決され、会社はかかる決議の可決日から10日以内にすべての債権者に対して
通知を行い、また30日以内に新聞紙上に公告を掲載する必要がある。債権者が別途承認する場合を除き、会社の分
割前の負債に係る債務は、分割会社が連帯して負担しなければならない。

合併や分割によって会社の登記事項に変更が生じた場合、かかる変更は、会社登記所に登記されなければならな
い。会社が解散する場合、会社の抹消について登記されなければならない。新会社が設立された場合、会社の設立
が登記されなければならない。

 

(2)【提出会社の定款等に規定する制度】

当社定款およびその変更は、株主総会において株主に承認されており、中国会社法、中国証券法、香港で株式上
場する株式有限責任会社の定款の追加変更に関する意見書、特別規定、必須条款、香港上場規則および中国証券監
督管理委員会（以下「CSRC」という。）が、人民元建普通株式（以下「Ａ株式」という。）を発行した会社に対し
公布した、Ａ株式上場企業の定款に対する指針、Ａ株式上場企業の統治基準、Ａ株式上場企業の株主総会規則、独
立取締役制度の設置に関する指導意見などの規定を含む適用のある法令に従って作成されている。

 

　(a)　取締役およびその他の役員

当社株式の割当および発行権限

当社定款には、当社株式の割当および発行を行う権限を取締役に付与する条項はない。

当社資本を増加する場合、株主総会の特別決議による承認を得るための議案を策定する責任を取締役会が負う。
かかる増資は、関連する法律および行政規則により定められた手続に従って行われなければならない。

 

当社または子会社の資産処分権限

取締役会は、株主総会における報告義務を負う。

取締役会は、処分に係る資産の推定価値と、処分の直前４ヶ月間に処分された当社の固定資産の価値との合計
が、株主総会において提示された当社の直近の貸借対照表上に示される固定資産の価値の33％を超える場合、株主
総会の事前の承認または同意がなければ、当社の固定資産を処分しまたは処分に同意してはならない。

当社による固定資産の処分の有効性は、上記の違反により影響を受けることはない。

当社定款上、固定資産の処分には資産に対する権利の移転に関する行為が含まれるが、固定資産への担保権の設
定は含まれない。

取締役会は、法令、当社定款および株主総会において可決された決議に従って職務を遂行する。

 

報酬および失職に関する補償または支払い

当社は、株主総会による事前の承認を得て、各々の取締役または監査役との間でその報酬について規定する書面
による契約を締結する。かかる報酬には以下のものが含まれる。

　(1) 　当社の取締役、監査役または上級執行役員としての業務に関する報酬

　(2) 　当社の子会社の取締役、監査役または上級執行役員としての業務に関する報酬

　(3) 　当社および当社の子会社の事務管理に関連して提供するその他の業務に関する報酬

　(4) 　失職に対する補償としてなされる支払いまたは退職時の報酬もしくは退職に関連した支払い

上記の契約に規定される場合を除き、上記事項について取締役や監査役が自らの利益のために当社に対して訴訟
を提起することはできない。
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報酬に関する当社と取締役または監査役との間の契約においては、当社が買収された場合に、株主総会の事前承
認を条件として、取締役および監査役が失職または退職に対する補償その他の支払いを受ける権利を有することが
定められなければならない。本項において「当社が買収された場合」とは以下のいずれかの意味を有する。

　(1) 　ある者からすべての株主に対する買付けの申込み

　(2) 　ある者から、その者が当社定款に定める意味における「支配株主」となることを目的とする買付けの申込

み（「第一部-第１-１-(2)-(q)詐欺的行為または強迫に関する少数株主の権利」を参照のこと。）

取締役または監査役が上記の事項を遵守しない場合、当該取締役または監査役の受領額は、当該買付けの申込み
の結果自己の保有する株式を売却した者に帰属する。これらの者に対して総額を按分して支払うために発生する費
用は当該取締役または監査役が負担し、その総額から支払ってはならない。

 

取締役、監査役およびその他の役員に対する融資

当社は、当社または当社の持株会社の取締役、監査役、総裁もしくはその他の上級執行役員またはそれらの者の
関係者に対して、直接的にも間接的にも、融資の実行または融資に関連した保証の供与を行ってはならない。ただ
し、以下の場合についてはこの限りではない。

　・　当社がその子会社に対して融資または融資の保証を行う場合

　・　取締役、監査役、当社の総裁およびその他の上級執行役員が、当社のために、または株主総会の承認を得た
役務提供契約の条件に従いその義務を適正に履行するために支払ったまたは支払う予定の経費に充当するた
めに、当社が、当該取締役、監査役、総裁およびその他の上級執行役員に対して融資を行い、融資に関連し
て保証を行い、またはその他の資金の供与を行う場合

　・　当社の通常業務に金銭の貸付けまたは保証の供与が含まれる場合に限り、当社が通常の条件で、取締役、監
査役、総裁およびその他の上級執行役員またはそれらの者の関係者に対して融資または融資の保証を行う場
合

当社が上記規定に違反して融資を実行した場合、当該融資の条件の如何にかかわらず、借入人は直ちにこれを返
済しなければならない。

当社が上記規定に違反して供与した保証は、当社に対してその履行を強制することができない。ただし、以下の
場合を除く。

(1）　当社または当社の持株会社の取締役、監査役、総裁およびその他の上級執行役員のいずれかの関係者に対
して実行された融資に関して保証が供与された場合で、当該融資の貸付人が融資実行時にかかる事情を知
らなかった場合

(2）　当社が提供した担保物が既に貸付人により善意の購入者に対して適法に処分されている場合

本項において、

(a)　 保証とは、債務者による債務の履行を担保するために提供される約束または財産を含む。

(b)　 下記「第一部-第１-１-(2)-(a)取締役およびその他の役員-義務」の項に記載される関係者の定義は本項

に準用される。

当社または当社子会社の株式取得に対する資金援助

当社定款に例外として規定されている場合を除き、当社および当社の子会社は、当社株式を取得しようとし、ま
たは取得を申し出ている者に対して、方法および時期の如何を問わず、資金援助(以下に定義される。)を行っては
ならない。かかる当社株式の取得者には、当社株式を取得した結果、直接的または間接的に何らかの債務負担（以
下に定義される。）をすることになる者も含まれる。当社および当社の子会社は、方法および時期の如何を問わ
ず、かかる取得者に対して、かかる取得者が負担する債務の軽減または免除を目的として資金援助を行ってはなら
ない。

ただし、以下の行為は禁止行為とはみなされない。

　・　資金援助が当社の利益のために誠実に行われる場合であり、資金援助の主な目的が当社株式の取得のためで
はなく、または資金援助の付与が当社のより大きな目的の中で偶発的に行われたものである場合における当
該資金援助
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　・　法律に従った配当による当社資産の適法な分配

　・　配当による株式の無償割当

　・　当社定款に従った当社の登録資本の減少、当社株式の買戻しまたは当社の株式資本構成の再構成

　・　金銭の貸付が当社の業務の範囲の一部である場合における、通常の業務としての金銭の貸付（ただし、当社
の純資産がこれによって減少しない場合または資産がこれにより減少するものの当該資金援助が分配可能利
益から提供される場合に限る。）

　・　当社が従業員持株制度に対して資金を拠出する場合（ただし、当社の純資産がこれにより減少しない場合ま
たは資産がこれにより減少するものの当該資金援助が分配可能利益から提供される場合に限る。)

本項において、

　(a)　「資金援助」とは、以下の事項を含むがこれらに限定されない。

(1) 贈与

(2) 保証（債務者の債務の履行を担保するための保証人による債務の引受けもしくは保証人による資産の供

与を含む。)または(当社自身の債務不履行に関する補償以外の)補償もしくは権利の免除もしくは放棄

(3) 融資の供与もしくは当社の債務が他の者の債務に先立って履行されるべきことを定めるその他の契約の

締結、またはかかる融資もしくは契約の当事者の変更もしくは更改もしくはかかる融資もしくは契約に
基づく権利の譲渡

(4) 当社が債務につき支払不能に陥った場合、当社が純資産を有しなくなった場合、または当社の純資産を

著しく減少させることが予想される場合において当社が付与するその他の資金援助

　(b)　「債務負担」には、契約または取決め（かかる契約もしくは取決めが執行可能か否か、もしくは債務者の
みが債務を負担するものか他者と共同して負担するものかを問わない。）によって債務者の財務状況に変
動を生じさせること、その他一切の方法による債務負担を含む。

 

当社またはその子会社との契約に関する利害関係の開示

当社の取締役、監査役、総裁またはその他の上級執行役員は、当社との契約、取引もしくは取決めまたは予定さ
れた契約、取引もしくは取決め（当該取締役、監査役、総裁またはその他の上級執行役員と当社との間における役
務提供契約を除く。）に対して、態様を問わず、直接的または間接的に重大な利害関係を有する場合、かかる契
約、取引もしくは取決めまたはそれらの提案が、通常の状況において、取締役会の承認を要するか否かにかかわら
ず、当該利害関係の性質および程度を可及的速やかに取締役会に報告する。

利害関係を有する当社の取締役、監査役、総裁またはその他の上級執行役員が、当社定款に従い取締役会への報
告を行っており、かかる契約、取引または取決めが、当該取締役、監査役、総裁またはその他の上級執行役員が定
足数に算定されずかつ決議に参加していない取締役会において承認を受けていない限り、当該取締役、監査役、総
裁またはその他の上級執行役員が重大な利害関係を有する契約、取引または取決めは、当社の要請によりこれを取
り消すことができる。ただし、当該取締役、監査役、総裁またはその他の上級執行役員の義務違反を知らずに行為
した善意の第三者に対してはこの限りではない。

本項の目的に従って、当社の取締役、監査役、総裁またはその他の上級執行役員は、自己の関係者が利害関係を
有する契約、取引または取決めについても、利害関係を有しているものとみなされる。

当社取締役、監査役、総裁またはその他の上級執行役員が、当社が今後締結する可能性のあるあらゆる種類の契
約、取引または取決めに対して利害関係を有する旨の一般的な通知を、具体的理由を明記した書面にて取締役会に
対して行った場合、かかる通知は、本項との関係において、当該通知に記載されている内容に関する利害関係に係
る十分な報告とみなされる。ただし、このような一般的な通知が、当社のために当該契約、取引または取決めを締
結することを最初に検討する日よりも前になされていることを条件とする。
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報酬

上記「第一部-第１-１-(2)-(a)取締役およびその他の役員-報酬および失職に関する補償または支払い」の項で
言及されているとおり、取締役の報酬については、株主総会決議による承認を受けなければならない。

 

任命、解任および退任

取締役会会長およびその他取締役会の構成員の任期は３年とする。取締役の任期が満了し、再選された場合、当
該取締役は連続した任期について再任することができる。

取締役は株主総会において選任および解任される。取締役の候補者を推薦する旨の書面による通知および候補者
が選任を受諾する旨を示した書面による通知が、総会の通知の送付時以降、株主総会の７日前までに当社に送付さ
れる必要がある。

取締役会は９名の取締役により構成され、３名以上かつ取締役会の３分の１以上が独立非業務執行取締役である
ものとする。取締役会には、会長１名および副会長１名を置く。会長および副会長は、全取締役の過半数の可決を
もって選任および解任される。取締役は当社の株式を保有する必要はない。

以下のいずれかに該当する者または状況の場合は、当社の取締役、監査役、総裁およびその他の上級執行役員に
就任することができない。

　・　行為能力を有しない者または行為能力を制限されている者

　・　汚職、贈収賄、財産権の侵害、横領もしくは社会経済的秩序破壊の罪を犯し、そのために処罰を受けた者ま
たは政治的権利が剥奪された者で、かかる処罰または剥奪の執行完了後５年以上が経過していない者

　・　経営の失敗により破産し清算された会社または企業の元取締役、元工場長または元マネジャーであった者で
あり、かつかかる会社または企業の破産に関し個人的に責任のある者で、かかる会社または企業の破産およ
び清算の完了日から３年以上が経過していない者

　・　法律違反により営業許可を取り消された会社または企業の法律上の代表者であった者であり、かつ、かかる
取消しに対して個人的に責任のある者で、かかる営業許可取消日から３年以上が経過していない者

　・　支払期限の到来した未払いの負債を有し、その金額が比較的大きい者

　・　刑法違反により司法機関の犯罪捜査または訴追下にあり、当該捜査または訴追が終了していない者

　・　法律および行政規則に従い企業の指導者として不適格とされる者

　・　自然人以外の者

　・　関連政府当局により関連証券規則に違反したとして有罪判決を受けている者で、かかる有罪判決において当
該者の詐欺行為または不誠実行為が認定事実として含まれており、その判決日から５年以上が経過していな
い者

　・　当社株式が上場している地域の法律および規則に規定される場合

当社定款には、一定の年齢を超えた場合に取締役から退職することが義務付けられる定年退職の規定はない。

取締役、総裁またはその他の上級執行役員が当社を代表して行う行為の有効性は、善意の第三者との関係におい
て、その任期もしくは選任における規定違反または資格の欠如によって影響を受けない。

総裁またはその他の上級役員は、当社の取締役を兼任することができる。ただし、当社の総裁または上級役員を
兼任する取締役の数は、当社の取締役総数の半数を超えないものとする。

取締役会の議長は、全取締役の過半数により選任または解任される。取締役は株主総会の普通決議によって解任
することができる。ただし、取締役による損害賠償請求を妨げない。

取締役選任における候補者指名の意向およびかかる者の選任希望についての、書面による通知の提出については
少なくとも７日間の期間を置かなければならない。かかる期間は、当社が株主総会の招集通知を郵便で送付した翌
日から開始し、総会開催日の少なくとも７日前までに終了するものとする。
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取締役および監査役の候補者リストは、株主総会に対し決議案の形式で提案される。株主総会における取締役ま
たは監査役の選任決議に際しては、定款に従い、または株主総会で承認された決議に基づき、累積投票制度が実施
される。

前段落の「累積投票制度」とは、株主総会における取締役または監査役の選任決議の際に、各株式が取締役また
は監査役の候補者の数と同数の議決権を付与されることを意味する。株主は投票の際にその議決権を集中して行使
することができる。取締役会は、取締役および監査役の候補者の経歴および一般情報を公表しなければならない。

 

借入権限

適用のある中国の法令を遵守することを条件として、当社は、資金を調達し借り入れる権限を有する。かかる権
限には、社債の発行ならびに当社の営業または財産ならびに中国法および行政規則により認められるその他の権利
の一部または全部に対する担保権または抵当権の設定が含まれるが、これらに限定されない。当社定款には、(a)
当社による社債発行を提案する権限を取締役に付与する条項および(b)社債発行に特別決議による株主総会の承認
を要する旨を定める条項を除き、借入れに関する権限を取締役が行使しうる方法についての明確な条項はなく、ま
たかかる権限を変更できる方法について明確な条項はない。

 

義務

法律、行政規則または当社株式を上場している証券取引所により課される義務に加えて、当社の取締役、監査
役、総裁およびその他の上級執行役員はそれぞれ、当社から委ねられた職務および権限の行使について各株主に対
して以下の義務を負う。

　・　当社がその営業許可証に明記された事業範囲を超えないようにすること。

　・　当社の最善の利益のために誠実に行為すること。

　・　当社の財産をいかなる名目においても奪取しないこと（当社の利益となる機会の剥奪を含むがこれに限定さ
れない。)。

　・　株主の個別の権利を剥奪しないこと（分配に対する権利および議決権を含むがこれらに限定されない。ただ
し、定款に従って株主総会の承認を受けるために提案された当社の再編に従う場合は除く。)。

取締役会は、その義務を法律、行政規則、定款および株主総会決議に従って履行する。当社の取締役、監査役、
総裁およびその他の上級執行役員はそれぞれ、権限の行使および義務の遂行にあたり、同様の状況において合理的
な程度に慎重な者が行うような監督、注意および技能を発揮する義務を負う。当社の取締役、監査役、総裁および
その他の上級執行役員はそれぞれ、信認の原則に従って権限を行使し、または職務を遂行し、その義務と自己の利
益とが相反するような立場に身を置いてはならない。この原則には、以下の義務を遂行することが含まれるが、こ
れらに限られない。

　・　当社の最善の利益のために誠実に行為すること。

　・　自らの権限の範囲内で行為し、かかる権限を超えないこと。

　・　与えられた裁量権を自ら行使し、他者の支配下で行動することがないようにし、かつ、法律もしくは行政規
則で認められる範囲内である場合または十分な説明をした上で株主総会で同意された場合を除いて、与えら
れた裁量権の行使を委任しないこと。

　・　同種類の株式を保有する株主を平等に取り扱い、また異なる種類の株式を保有する株主を公平に取り扱うこ
と。

　・　当社定款に従う場合または十分な説明をした上で株主総会で同意された場合を除いて、当社と契約、取引ま
たは取決めを締結しないこと。

　・　十分な説明をした上で株主総会で同意された場合を除いて、当社の財産を自らの利益のために使用しないこ
と。

　・　自らの地位を利用して賄賂もしくは法律に反するその他の収入を受け取らないことまたは当社の財産をいか
なる方法においても奪取しないこと（当社の利益となる機会の剥奪を含むがこれに限定されない。)。
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　・　十分な説明をした上で株主総会で同意された場合を除いて、当社の取引に関連して手数料を受け取らないこ
と。

　・　当社定款を遵守し、自らの義務を忠実に履行し、当社の利益を保護すること、ならびに当社における自らの
地位および権限を濫用して私益を追求しないこと。

　・　十分な説明をした上で株主総会で同意された場合を除いて、当社といかなる形においても競合しないこと。

　・　当社の資金を横領しないこと、または当社資産を入金する口座を自己もしくは他人の名義で開設しないこ
と。

　・　定款に違反して、取締役会または株主総会の同意を得ることなく、当社の資金をいかなる者にも貸し付けた
りしないこと、または当社株主またはその他個人の負債の担保として当社資産を提供しないこと。

　・　関連当事者としての立場を利用して当社の利益に損害を与えないこと。

　・　情報提供をした上で株主総会で許可された場合を除き、その任期中に入手した情報を公開してはならず、ま
た、かかる情報を当社の利益を増大させる目的以外に使用してはならない。ただし、以下の場合に限り、裁
判所または他の政府機関に対してかかる情報を開示することができる。

(ⅰ)　法律により開示を強制される場合

(ⅱ)　公益のために開示が要求される場合

(ⅲ)　当該取締役、監査役、総裁またはその他の上級執行役員の利益のために開示が要求される場合

当社の取締役、監査役、総裁またはその他の上級執行役員はそれぞれ、以下の者または組織（以下「関係者」と
いう。）に対して、自らが禁止されている行為を行うように指図することはできない。

(1)　 当該取締役、監査役、総裁またはその他の上級執行役員の配偶者または未成年の子供

(2)　 当該取締役、監査役、総裁もしくはその他の上級執行役員または上記(1)に記載されている者の受託者の

資格において行為する者

(3)　 当該取締役、監査役、総裁もしくはその他の上級執行役員または上記(1)および(2)に記載する者のパート

ナーの資格で行為する者

(4)　 当該取締役、監査役、総裁またはその他の上級執行役員が、単独でまたは上記(1)、(2)および(3)に記載

する１名以上の者ならびに他の取締役、監査役、総裁およびその他の上級執行役員と共同で、支配持分を
事実上保有する会社

(5)　 上記(4)に記載される支配を受ける会社の取締役、監査役、ジェネラル・マネジャーおよびその他の上級

執行役員

当社の取締役、監査役、総裁およびその他の上級執行役員の信認義務は、その任期満了により必然的に終了する
ものではなく、当社の営業上の秘密に関する守秘義務はその任期満了後も存続する。その他の義務の存続期間は、
その者の退任の時期から当該事由の発生時期までの経過時間およびその者と当社の関係が終了した状況に基づいて
公正の観点から要求される期間とする。

当社の取締役、監査役、総裁またはその他の上級執行役員が当社に対する義務に違反した場合、法律および行政
規則に定められている権利および救済手段に加え、当社は以下の権利を有する。

　・　当該取締役、監査役、総裁またはその他の上級執行役員に対し、かかる違反に起因して当社が受けた損失に
関して賠償を請求する権利

　・　当社が当該取締役、監査役、総裁もしくはその他の上級執行役員または第三者（当該第三者が取締役、監査
役、総裁もしくはその他の上級執行役員が当社に対する義務に違反していることを知っていたかもしくは知
るべきであった場合）との間で締結した契約あるいは取引を解除する権利

　・　当該取締役、監査役、総裁またはその他の上級執行役員に対し、その義務違反の結果生じた利益について説
明することを要求する権利

　・　当社が受領するはずであった金員に関し、当該取締役、監査役、総裁またはその他の上級執行役員が受領し
た金員（手数料を含むがこれに限られない。）を取り戻す権利
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　・　当社に支払われるべきであった金員に関し、当該取締役、監査役、総裁もしくはその他の上級執行役員が受
領したかまたは受領することができたであろう利息の支払いを要求する権利

　・　取締役、監査役、総裁またはその他の上級執行役員が、その義務違反により取得した財産を、当社が所有す
べき旨の裁決を得るため訴訟を提起する権利

当社定款に従い、当社の取締役、監査役、総裁またはその他の上級執行役員は、特定の義務違反により生じた債
務について、十分な説明をした上で株主総会において同意された場合は、その免責を受けることができる。

当社の職務の執行に際し取締役または上級役員が法律、行政規則または定款に違反し、その結果当社が損害を
被った場合、単独でまたは共同で当社の株式を180日間以上連続して１％以上保有している株主は、監査役会に対
し裁判所に訴訟を提起するよう書面にて請求する権利を有する。当社の職務の執行に際し監査役会が法律、行政規
則または定款に違反し、その結果当社が損害を被った場合、株主は、取締役会に対し裁判所に訴訟を提起するよう
書面にて請求する権利を有する。

監査役会もしくは取締役会が、前段落記載の株主からの請求書を受領した後、訴訟の提起を拒否した場合、かか
る請求書の受領日から30日以内に訴訟を提起しない場合、または直ちに訴訟を提起しなければ、会社の利益に対し
回復不能な損害を及ぼすこととなる緊急の場合には、前段落記載の株主は、会社の利益のために、同人の名におい
て、裁判所に直接訴訟を提起する権限を有する。

 

　(b)　定款変更

当社は、法律、行政規則および当社定款の要件に従い、当社の定款を変更することができる。

必須条款の内容に関する当社定款の変更は、中国国務院から授権された会社認可機関および中国国務院証券主管
機構の認可によって効力が発生する。当社の登記事項に変更が生じる場合、法律に従って変更登記の申請を行わな
ければならない。

 

　(c)　既存株式または種類株式の権利の変更

国内株式の保有者および当社の国外上場外国投資株式の保有者は、異なる種類の株式の株主とみなされる。

近時改正された会社法に基づき、すべての既存の国内株式は、証券取引所へのＨ株式の上場日から１年間は譲渡
することはできない。定款に基づき、中国国務院または中国国務院より授権された監督当局の承認を得た上で、証
券取引所の要件に従い、国内株式はＨ株式に転換することが可能である。

あらゆる種類の株主に対して、株主の資格において付与された権利(以下「種類株主の権利」という。)は、株主
総会における株主の特別決議および定款に従って別途招集される当該種類株主の総会における決議によって承認さ
れない限り、変更または廃止できない。

中国国務院または中国国務院より授権された認可当局の承認後、当社の国内普通株式は、その全部または一部
を、外国投資株式に転換することができ、外国の証券取引所において、一般に取引できおよび上場することも可能
である。上場される取引所の規制当局が別途定める場合を除き、国内の株主が保有する当社の株式を、外国投資株
式に移転または転換し、外国の証券取引所に上場する場合には、当社の種類株主ごとの総会の承認を得る必要はな
い。

以下に該当する場合は、種類株主の権利の変更または廃止とみなされる。

(1) 　当該種類の株式数の増減または当該種類の株式の議決権、持分権もしくは特権と同等以上の議決権、持分

権もしくは特権を有する種類の株式数の増減。ただし、国内株主名簿に登録されている当社株式が、外国
投資家に譲渡され、中国国務院証券主管機構の承認を条件として、かかる譲渡株式が外国の証券取引所に
おいて上場または取引される場合を除く。

(2) 　当該種類の株式の全部もしくは一部の別の種類の株式への交換の実施または別種類の株式の全部もしくは

一部の当該種類株式への交換もしくは交換権の創出。ただし、国内株主名簿に登録されている当社株式
が、外国投資家に譲渡され、中国国務院証券主管機構の承認を条件として、かかる譲渡株式が外国の証券
取引所において上場または取引される場合を除く。

(3) 　当該種類の株式に付される未払配当または累積配当に対する権利の廃止または縮小

(4) 　当該種類の株式に付される優先配当権または清算分配金優先受領権の廃止または縮小
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(5) 　当該種類の株式に付される転換権、オプション、議決権、譲渡権、先買権または当社証券の取得権の拡

大、廃止または縮小

(6) 　当該種類の株式に付される、当社からの支払金を特定の通貨により受領する権利の廃止または縮小

(7) 　当該種類の株式の議決権、持分権または特権と同等以上の議決権、持分権または特権が付される新しい種

類の株式の創出

(8) 　当該種類の株式の譲渡もしくは所有に対する制限またはかかる制限の強化

(9) 　当該種類もしくは別種類の当社株式を引き受け、または当該種類もしくは別種類の当社株式に転換する権

利の付与

(10)　別種類の当社株式の権利または特権の拡大

(11)　提案された再編によれば異なる種類の株主間に不均等な負担をもたらすこととなる当社の再編

(12)　当社定款第９章の規定の変更または廃止

影響を受ける種類の株主は、株主総会における議決権を有するか否かを問わず、上記(2)から(8)、(11)および
(12)に関する事項について、種類株主総会における議決権を有する。ただし、利害関係を有する株主（以下に定義
される。）は、かかる種類株主総会において議決権を有しない。

ある種類の株主による決議は、当該種類の株主の総会において表章される議決権の３分の２超の賛成をもって可
決される。

種類株主総会の招集通知は、株主名簿に当該種類の株式の保有者として登録されているすべての株主に対して、
種類株主総会の開催日の45日前までに書面によりなされる。かかる通知には、当該種類株主総会における議事なら
びに総会の開催日および場所を記載する。種類株主総会に出席する意思を有する株主は、当該総会の開催日の20日
前までに、出席の旨を書面により当社に回答する。

当社は、種類株主総会に出席する意思を有する株主が、当該種類株主総会における議決権のある当該種類株式総
数の２分の１以上を表章する場合、当該種類株主総会を開催することができるが、この条件が満たされない場合、
当社は、当該種類の株主に対して５日以内に再度公告を行うことにより、当該種類株主総会の議事、開催日および
場所を通知する。この場合、当社は、当該公告後に種類株主総会を開催することができる。

種類株主総会の招集通知は、種類株主総会における議決権を有する株主に対してのみ送付すれば足りる。

種類株主総会は、可能な限り株主総会と同様の方法によって運営される。当社定款上の株主総会の運営方法に関
する規定は、種類株主総会についても適用される。国内株式の保有者および国外上場外国投資株式の保有者は、異
なる種類の株式の保有者とみなされる。

以下のいずれかに該当する場合、種類株主総会における決議のための特則は適用されない。

(1) 　株主総会の特別決議による承認を受け、当社が、個別であると同時であるとを問わず、12ヶ月に１度、国

内株式および国外上場外国投資株式を、既存の発行済国内株式および国外上場外国投資株式のそれぞれ
20％を超えない範囲で発行する場合

(2) 　当社設立時の国内株式および国外上場外国投資株式の発行計画が、中国国務院証券主管機構による認可を

受けた日から15ヶ月以内に実行される場合

(3) 　所管する中国国務院証券主管機構からの認可を取得後、当社の国内株式の保有者が、同人の保有する国内

株式を、外国投資家に譲渡し、かかる譲渡株式が外国の証券取引所において上場または取引される場合

当社定款における種類株式の権利の規定において、「利害関係を有する株主」とは以下の株主をいう。

(1) 　当社の全株主を対象とし、株式数に応じた公開買付けまたは証券取引所における公開取引による当社株式

の買戻しの場合には、当社定款に定める意味における「支配株主」

(2) 　相対取引による当社株式の買戻しの場合には、当該取引に関係する当社株式の保有者

(3) 　当社の再編の場合は、再編案に基づいて同種類の株主に課せられた義務よりも軽い義務を負う種類株主ま

たは再編案において同種類の株主の利害関係とは異なる利害関係を有する種類株主

 

　(d)　決議－決議に必要な多数

株主総会における決議は、普通決議と特別決議に区分される。

普通決議は、当該総会に出席している株主(代理人を含む。)により表章される議決権の２分の１以上の賛成票に
より可決される。

特別決議は、当該総会に出席している株主(代理人を含む。)により表章される議決権の３分の２以上の賛成票に
より可決される。
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　(e)　議決権(投票による採決および投票による採決を要求する権利)

当社普通株式の株主は、株主総会に出席する権利または出席する代理人を指名する権利ならびにかかる株主総会
において議決権を行使する権利を有する。株主(代理人を含む。)は株主総会において、保有する議決権付株式の数
に応じて議決権を行使することができる。各株式は１議決権を有する。株主総会においては、以下のいずれかの者
が(挙手による採決の前後を問わず)投票による採決を要求しない限り、挙手により採決される。

　・　総会の議長

　・　議決権を行使する権利を有し、本人または代理人が出席している２名以上の株主

　・　総会における議決権の付された株式の総数の10％以上を表章し、本人または代理人が出席している１名以上
の株主

投票による採決が要求されない限り、挙手により決議が全会一致で可決され、または決議に必要な多数により可
決されもしくは可決されなかった旨の議長による宣言および総会議事録上のその旨の記録は、当該決議案に対する
賛否の票数または比率の証明がなくともかかる事実の確定的証拠となる。投票による採決の要求は、これを要求し
た者が撤回できる。

総会議長の選出または延会について投票による採決が要求された場合は、直ちにこれを実施する。その他の件に
ついて投票による採決が要求された場合は、議長が指示する時刻にこれを実施し、また投票による採決が要求され
た議事以外の議事については、投票による採決を留保してこれを進行することができる。投票による採決の結果
は、当該投票が要求された総会の決議とみなされる。

総会での投票による採決においては、２議決権以上有する株主(議決権代理人を含む。)は、すべての票を賛否の
いずれか一方に投じる必要はない。

挙手によると投票によるとを問わず、賛否同数の場合、挙手による採決が行われまたは投票が要求された総会の
議長に１個の追加議決権が付与される。

累積投票制度に加え、株主総会に提案されたすべての議案に関する決議は、項目別に行われる。同一の案件に関
し異なる議案が提案された場合、かかる議案に対する決議は議案が提案された日付順に行われる。株主総会が延期
されたり、不可抗力またはその他特別な理由により決議が採択できない場合を除いて、いかなる議案も撤回または
拒否されることはない。議決権は、株主総会の場で、インターネットを通じて、またはその他の方法のいずれか一
つの方法のみによって行使される。同一の議決権が２度行使された場合、１度目の投票結果が優先される。

 

　(f)　定時株主総会の要件

株主総会には、定時株主総会または臨時株主総会がある。取締役会は、毎年１回、直近の事業年度終了後６ヶ月
以内に定時株主総会を招集する。

 

　(g)　会計および監査

当社は、法律、行政規則および中国国務院の財務規制部局が策定した中国の会計基準に従い、財務会計制度を確
立する。

取締役会は、法律、行政規則ならびに所管する地方政府当局および中央政府当局が交付する通達により作成が義
務付けられている、当社が作成する財務報告書を、毎年の定時株主総会において株主に提出する。

EDINET提出書類

チャイナ・コール・エナジー・カンパニー・リミテッド(E05990)

有価証券報告書

 24/301



当社の財務報告書は、定時株主総会の開催日の20日前までに、当社において株主の縦覧に供される。いずれの株
主も、財務報告書の写しを入手する権利を有する。

上記の財務書類の写しは、総会の開催日の少なくとも21日前までに、外国株式の各保有者の登録住所宛てに料金
前払郵便により送付される。当社の財務書類は、中国の会計基準および規則に従って作成されるほか、国際財務報
告基準または当社株式が上場されている海外の会計基準のいずれかに従って作成される。２種類の会計基準に従っ
て作成された財務書類の間に重大な相違がある場合、かかる相違について財務書類の別紙に記載するものとする。
当社が利益を分配する場合、２種類の会計原則に基づき決定される当社の配当可能剰余金のうち低い方に基づいて
配当を支払うことが要求される。

当社が公表または開示する中間決算または中間財務情報も、中国の会計基準および規則に従って作成および提出
されるほか、国際財務報告基準または当社株式が上場されている海外の会計基準のいずれかに従って作成および提
出されなければならない。

当社は、事業年度中に２度の財務報告書を公表しなければならない。すなわち各事業年度の上半期終了後60日以
内に中間財務報告書が公表され、各事業年度期末後120日以内に年次財務報告書が公表されなければならない。

 

　(h)　株主総会の招集通知および総会における議案

株主総会は当社の授権機関であり、その機能および権限は法律に従って行使される。当社は、株主総会の事前の
承認なしに、取締役、監査役、総裁またはその他の上級執行役員を除くいかなる者との間においても、当社の業務
の全部または相当部分の管理運営を委譲する契約を締結してはならない。株主総会は、定時株主総会と臨時株主総
会とに分類される。株主総会は取締役会により招集される。以下のいずれかの状況が発生した場合、取締役会は、
当該状況の発生から２ヶ月以内に臨時株主総会を招集しなければならない。

　・　取締役の員数が中国会社法に規定された員数を下回った場合または当社定款に規定された員数の３分の２を
下回った場合

　・　当社の未補填損失額が当社株式資本総額の３分の１に達した場合

　・　当社の発行済議決権付株式の10％以上を保有する株主が臨時株主総会の招集を要求した場合

　・　取締役が必要と判断した場合または監査役会が要求した場合

　・　２名以上または２分の１以上の独立取締役が臨時株主総会の招集を要求した場合

当社が株主総会を招集するときは、開催日の45日前までに、株主名簿に記載されている株主全員に対し、議案な
らびに総会の開催日および場所を記載した書面による株主総会招集通知が送付される。総会に出席する意思を有す
る株主は、開催日の20日前までに、書面により当社に出席の旨を回答しなければならない。

当社が定時株主総会を招集する場合、当社の議決権付株式総数の３％以上を保有する株主は、書面により新たな
議案を提案する権利を有し、当社は、株主総会の役割および権限の範囲内で、当該提案事項を定時株主総会の議事
に付加する。

臨時株主総会においては、臨時株主総会の招集通知に記載されていない事項について決定してはならない。

当社は、株主総会の開催日の20日前までに株主から受領した書面による回答に基づき、総会に出席する意思を有
する株主の議決権付株式数を算定する。総会に出席する意思を有する株主の議決権付株式数が、当社の議決権付株
式総数の２分の１以上の場合、当社は総会を開催することができる。この条件が満たされない場合、当社は、株主
に対して５日以内に再度公告を行うことにより、当該総会の議事、場所および開催日を通知する。この場合、当社
は、当該公告後に当該株主総会を開催できる。

株主総会の招集通知は、以下の要件を満たしていなければならない。

　・　書面によること。

　・　総会の場所および開催日を明記すること。

　・　総会に出席する資格を有する株主の登録日を記載すること。

　・　総会の議案を明記すること。
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　・　提案された議案について、株主が十分な情報に基づいて判断できるよう、必要な情報提供および説明を行う
こと。前記の一般原則を制限するものではないが、当社と他社との合併、当社株式の買戻し、当社株式資本
の再構成またはその他の方法による当社の再編に関する議案を提出する場合は、提案する取引の条件の詳細
を、契約案（もしあれば）の写しとともに提出しなければならず、かつ当該議案の理由および効果を適切に
説明しなければならない。

　・　提案された取引における取締役、監査役、総裁またはその他の上級執行役員の重要な利害関係の性質および
範囲（もしあれば）を開示すること。また当該取引が株主としての取締役、監査役、総裁またはその他の上
級執行役員に及ぼす影響が同種類の株主の利害関係に及ぼす影響と異なる場合は、取締役、監査役、総裁ま
たはその他の上級執行役員に及ぼす影響を開示すること。

　・　総会において決議される特別決議案の全文を記載すること。

　・　総会に出席し議決権を行使することのできる株主は、自らに代わり総会に出席し議決権を行使する１名以上
の代理人を指名する権利を有し、かつ代理人は株主である必要がないことを明示すること。

　・　当該総会に関する議決権行使委任状の提出時刻および提出場所を明示すること。

　・　総会に関する連絡者の氏名および連絡先電話番号を明示すること。

株主総会の招集通知は、株主（総会において議決権を行使する権利を有するか否かを問わない。）に対し、手交
によりまたは株主名簿に記載されている株主の住所宛てに料金前払郵便により送付されなければならない。国内株
式の保有者については、総会の招集通知は、公告によりこれを行うことができる。

公告は、総会の開催日の45日前から50日前の間に、中国国務院の証券管理当局が指定する１紙以上の新聞上にお
いて行う。公告後は、国内株式の保有者は株主総会の招集通知を受領したとみなされる。総会の招集通知が、これ
を受領する権利を有する者に対して、偶発的要因のために送付されずまたは当該者により受領されなかった場合で
も、総会における手続は無効にならない。

株主総会の招集通知の発行後、当該総会は適切な理由がない限り、延期または中止されることはない。また、か
かる通知に記載された議案が撤回されることはない。株主総会が延期または中止される場合、議長は総会の当初の
開催予定日の少なくとも２営業日前に、その理由を公告する。

臨時株主総会または種類株主総会の開催を請求する株主は、下記の手続に従うものとする。

単独でまたは共同で株式の10％以上を保有する株主は、取締役会に対し臨時株主総会の開催を書面にて請求する
権利を有する。取締役会は、請求書の受領後10日以内に、法律、規則および当社定款に従い、臨時株主総会の開催
に同意するか否かに関し書面による回答を送付する。

取締役会が臨時株主総会の開催に同意する場合、株主総会の招集通知は、取締役会がかかる決定を行ってから５
日以内に発行される。

取締役会が臨時株主総会の開催を拒否する場合、または請求書の受領後10日以内に回答を行わない場合には、単
独でまたは共同で株式の10％以上を保有する株主は、監査役会に対し監査役会が臨時株主総会を招集するよう書面
にて請求する権利を有する。

監査役会が臨時株主総会の開催に同意する場合、株主総会の招集通知は、監査役会が請求書を受領した後５日以
内に発行される。監査役会が規定の期間内に招集通知を発行しない場合、監査役会は株主総会の招集および主催を
行わないものとみなされ、単独でまたは共同で当社の株式の10％以上を90日間連続して保有する株主が、かかる総
会を招集し主催する権利を有する。

監査役会は取締役会に対し、臨時株主総会の招集を提案する権利を有しており、かかる提案を取締役会に対し書
面にて提出することができる。

監査役会または株主が自ら株主総会を開催することを決定した場合には、取締役会に対し通知書面を送付し、記
録のために、当社が所在する地域のCSRCの支所および証券取引所に同一の書面を提出する。

株主総会の決議通知より前に、招集者である株主の株式の保有割合は10％を下回ってはならない。

招集者である株主は関係書類を、株主総会の招集通知および採択された決議通知の発行に際し、当社が所在する
地域のCSRCの支所および証券取引所に提出する。

以下の事項は、株主総会において普通決議により決議される。

　・　取締役会および監査役会の業務報告

　・　取締役会が作成した利益処分案および損失処理案
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　・　取締役会および監査役会の構成員の選任および解任、報酬ならびにその支払方法

　・　当社の年次暫定予算案および確定予算、貸借対照表、損益計算書およびその他の財務書類

　・　法律、行政規則または当社定款により特別決議による可決を要求される事項以外の事項

以下の事項は、株主総会において特別決議により可決される。

　・　株式資本の増資または減資ならびにあらゆる種類の株式、ワラントおよびその他これらに準ずる証券の発行

　・　当社の社債の発行

　・　当社の分割、合併、会社組織の変更、解散、清算ならびに重要な買収および売却

　・　当社定款の変更

　・　その他、株主総会において普通決議として検討される事項のうち、その性質上当社に重大な影響を及ぼす可
能性があり、特別決議により採択されるべき事項

当社の株主総会または取締役会の決議が、法律および行政規則に違反している場合、株主は裁判所に対し無効宣
告を申し立てる権利を有する。

株主総会もしくは取締役会の招集手続もしくは投票方法が、法律、行政規則もしくは当社定款に違反している場
合、または決議内容が当社定款に違反している場合、株主はかかる決議が承認された日から60日以内に、裁判所に
対しかかる決議の無効宣告を申し立てることができる。

 

　(i)　株式の譲渡

中国国務院証券主管機構の承認を条件として、当社の国内株主名簿に登録されている当社株式は、外国投資家に
譲渡することが可能である。また、かかる譲渡株式は、外国の証券取引所において上場または取引することができ
る。外国の証券取引所において譲渡株式を上場または取引する場合、かかる外国の証券取引所が定めた手続、規則
および要件に従わなければならない。

発起人が保有する当社株式は、当社の設立日から１年間譲渡することができない。公募前に既に発行されている
当社株式は、当社株式が証券取引所に上場し、取引がなされた日から１年間譲渡することができない。

当社の取締役、監査役および上級役員は、同人が保有する当社株式の数およびその変更について会社に報告しな
ければならない。取締役、監査役または上級役員がその任期中に毎年譲渡することのできる株式の数は、同人が保
有する当社株式の総数の25％を超えてはならず、同人が保有する当社株式は、当社株式が証券取引所に上場し、取
引がなされた日から１年間は譲渡することができない。また、同人の当社での雇用が終了した後６ヶ月間は、同人
は保有する当社株式を譲渡してはならない。

当社の取締役、監査役、上級役員または当社株式の５％以上を保有する株主による、当社株式の買入れ後６ヶ月
以内の当該株式の売却から生じた収益、またはかかる売却後６ヶ月以内の当該株式の買戻しから生じた収益は、当
社に帰属する。当社取締役会は、上記当事者からかかる収益を没収する。当社取締役会が本段落記載の規定に従わ
ない場合、当該違反に関与した取締役は、法律に基づいて連帯して、または個別に責任を負う。

当社取締役会が前段落記載の規定に従わない場合、株主は取締役会に対し、30日以内に前段落記載の措置を講ず
るように要求する権利を有する。取締役会が上記期限内にそれに従わない場合、株主は会社の利益のために、同人
の名において、裁判所に直接訴訟を提起する権限を有する。

当社の全額払込済みのＨ株式は、定款に従って自由に譲渡可能である。香港証券取引所に上場しているＨ株式に
つき、定款に定められる要件を満たさない限り、取締役会は理由を説明することなく譲渡文書の受領を拒否するこ
とができる。

株主名簿の各部分の修正および改訂は、株主名簿が管理されている場所の法律に従い行われる。

株主総会開催日前30日間または当社の配当分配のための基準日前５日間は、株式譲渡による株主名簿の変更を行
うことができない。
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　(j)　当社自己株式買受けに関する当社の権能

当社は当社定款に定める手続に従い、かつ関連政府当局の承認を条件として、以下の場合に発行済株式の買戻し
を行うことができる。

(ⅰ)　当社資本の減少のための株式消却

(ⅱ)　当社株式を所有する他社との合併

(ⅲ)　当社の従業員に対するインセンティブ報酬としての株式の付与

(ⅳ)　当社の合併または分割に関し株主総会において採択された決議に反対票を投じた株主の株式の取得

(ⅴ)　その他法律および行政規則によって許容される場合

前段落（ⅰ）号ないし（ⅲ）号の事由により当社がその自己株式を買い戻す場合、株主総会において、かかる事
由による買戻しに関する決議が採択されるものとする。当社が、(ⅰ）号に記載されている事由によって前段落の
規定に従ってその自己株式を買い戻す場合、当社は買い戻された株式を、買戻しから10日以内に消却する。（ⅱ）
号および（ⅳ）号に記載されている事由による場合は、買い戻された株式を６ヶ月以内に譲渡または消却する。

前段落の（ⅲ）号に基づいて当社がその自己株式を買い戻す場合、当社は、当社の発行済株式の合計数の５％を
超えて買い戻すことはできない。かかる買戻しは、当社の税引後利益を原資として行われ、買戻された株式は、１
年以内に従業員に譲渡されるものとする。

当社は関連政府当局の承認を受けて以下のいずれかの方法により株式を買い戻すことができる。

　・　当社のすべての株主に対するその持分に応じた株式の買戻しの申出

　・　証券取引所における公開取引による株式の買戻し

　・　合意による株式の買戻し

相対取引により当社株式を買い戻す場合、当社定款に従い株主の事前の承認を得なければならない。当社は、同
様の方法により株主の事前承認を得ることによって、締結した契約に基づく当社の権利を解除し、変更しまたは放
棄することができる。

当社株式を買い戻すための契約は、当社株式の買戻義務を負担する契約または買戻権を取得する契約を含むが、
これらに限られない。当社は、かかる契約に基づき、株式およびその権利を買い戻すための契約を譲渡することは
できない。

適法に買い戻された当社株式は法律および行政規則に定められる期間内に消却され、当社は当社登録株式資本の
変更登記を当初の会社登記所に申請しなければならない。当社登録株式資本は、消却された当社株式の額面総額分
減少する。

当社が会社清算手続中でない限り、当社は当社発行済株式の買戻しに関連し、以下の事項を遵守しなければなら
ない。

　・　当社が額面金額で当社株式を買い戻す場合、その支払いは当社の帳簿上の分配可能剰余金またはかかる目的
上新規発行される株式の手取金からなされなければならない。

　・　当社が額面金額に割増金を付した額で当社株式を買い戻す場合、その支払いは、額面金額分の支払いについ
ては当社の帳簿上の分配可能剰余金またはかかる目的上新規発行される株式の手取金からなされるものとす
る。

額面金額を超過する部分についての支払いは、以下のとおりとする。(ⅰ)買い戻される当社株式が額面金額で発
行されていた場合には、かかる支払いは当社の帳簿上の分配可能剰余金からなされるものとする。(ⅱ)買い戻され
る当社株式が額面金額を超過する価額で発行されていた場合には、かかる支払いは当社の帳簿上の分配可能剰余金
またはかかる目的上新規発行される株式の手取金からなされるものとするが、新規発行株式の手取金から支払われ
る金額は買い戻された当社株式につき、当社が発行時に受領した額面超過金総額を上回ってはならず、またその時
点における当社の株式払込剰余金勘定(新規発行株式の額面超過金を含む。)の金額を上回ってはならない。

　・　当社による(ⅰ)当社株式の買戻権取得のための支払い、(ⅱ)当社株式の買戻契約の変更に基づく支払いおよ
び(ⅲ)当社株式の買戻契約に基づく当社の債務の免除に関する支払いは、当社の分配可能利益からなされる
ものとする。
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　・　当社の登録株式資本が関連条項に従って消却済株式の額面総額分減じられた後、買い戻された当社株式の額
面金額部分の支払いのために当社分配可能利益から控除された金額は、当社の株式払込剰余金勘定に振り替
えられる。

 

　(k)　当社子会社が当社株式を保有する権限

当社定款に、当社子会社による当社株式の保有を禁ずる条項はない。

 

　(l)　配当およびその他の利益分配方法

当社は配当を現金もしくは株式またはその両方により分配することができる。

当社の利益配当政策は、当社が必要に応じて欠損を補填し準備金を積み立てた後の税引後余剰利益を株主へ配当
する際に、現金での配当を優先し、具体的な配当比率は株主総会で決議されることとする。

国内株式保有者に対する当社の配当またはその他の支払いは、人民元で計算の上、宣言され、支払われる。外国
投資株式保有者に対するかかる支払いは、人民元で計算の上、宣言され、外貨によって支払われる。

当社は、Ｈ株式の保有者のために受取代理人を任命する。かかるＨ株式の保有者のために任命された受取代理人
は、当社が宣言した配当およびかかる株主に支払われるその他すべての金員を、かかる保有者に代わって受領す
る。Ｈ株式の保有者のために任命された受取代理人は、香港受託者政令に基づく信託会社として登録された会社と
する。

Ｈ株式の保有者に支払われるべきものとして宣言された配当が、配当を支払うべき日から６年経過しても請求さ
れない場合、当該配当は失効し、当社に返還される。

 

　(m)　代理人

当社の総会に出席しかつ議決権を行使できる株主は、自らに代わって出席しかつ議決権を行使する代理人とし
て、１名以上の者(株主であるか否かを問わない。)を指名する権利を有し、指名された代理人は、以下の権利を有
するものとする。

　・　株主と同等の総会における発言権

　・　投票による採決を要求しまたは共同で投票による採決を要求する権利

　・　挙手または投票により議決権を行使する権利。ただし、２名以上の代理人を指名した株主の議決権代理人
は、投票によってのみ議決権を行使できるものとする。

代理人を指名する議決権委任状は、株主または書面により正式に権限を付与された株主の代理人の署名を付した
書面によるものとし、株主が法人である場合は、株主が社印を押捺するか取締役または適法に授権された代理人が
署名を行うものとする。代理人を指名する議決権委任状および公証人による認証を受けた指名権委任状またはその
他の授権書の謄本（指名者に代わって指名権委任状またはその他授権書を受けた者が議決権委任状に署名した場
合）は、代理人が決議を行う総会の開催時刻または決議案の承認の予定時刻の24時間以上前に、当社所在地、また
は当該目的のために総会の招集通知に指定されたその他の場所に届け出るものとする。

指名者が法人である場合、当該法人の法律上の代表者、または当該法人の取締役会もしくはその他の経営機関の
決議により代理人として行為する権限を付与された者は、指名者の代理人として当社の株主総会に出席することが
できる。

総会に出席して議決権を行使する代理人を当社の株主が指名するための書式として、取締役会から株主に対して
発行される書式は、株主が自らの意思に基づいて、代理人に対して、総会で決議される議案に対する賛否の指示が
できるものでなければならない。当該書式には、株主からの明示的な指示がなければ、代理人が適当であると思料
するとおりに賛否の意思を表示できる旨を記載しなければならない。
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議決権委任状の条件に従って付与された議決権は、指名者の事前の死亡もしくは能力の喪失にかかわらず、また
は代理権もしくは代理権の授権権限の取消しにかかわらず、または代理権が与えられた株式の譲渡にかかわらず、
有効であるものとする。ただし、当社がかかる代理権が行使される総会の開会に先立ち、上記の死亡、能力喪失、
代理権の取消しまたは株式の譲渡について書面による通知を受領していない場合に限る。

 

　(n)　株式払込請求および失権手続

当社定款に、株式払込請求および失権手続に係る条項はない。

 

　(o)　株主の権利(株主名簿閲覧の権利を含む。)

当社は株主名簿を備え置くものとする。

当社は、中国国務院の証券監督当局と外国の証券監督機関との間の取決めまたは合意に従い、外国株式の株主名
簿を海外に備え置き、かかる株主名簿の管理のために、国外代理人を選任することができる。

外国株式の保有者に関する株主名簿の写しは、当社の本店所在地に備え置かれる。選任された国外代理人は、株
主名簿の原本と写しの整合性を確保するものとする。香港で上場されている国外上場の外国投資家購入株式の株主
名簿の原本は、香港に備え置かれる。

外国株式の保有者に関する株主名簿の原本と写しが一致しない場合には、原本が有効であるものとする。

株主名簿は、以下で構成される。

(ⅰ)　下記（ⅱ）号および（ⅲ）号以外で、当社の本店所在地において保管されている株主名簿

(ⅱ)　当社の国外上場の外国投資家購入株式が取引されている証券取引所において保管されている、かかる外国
投資家購入株式に関する株主名簿

(ⅲ)　上場のために取締役会が必要と考えるその他の保管場所に保管されている株主名簿

株主名簿の各部分は重複しないものとする。ある株主名簿に登録されている当社株式に係る譲渡は、かかる株式
の登録が存続している間、他の株主名簿には登録されない。

株主名簿に対する変更は、かかる株主名簿が備え置かれている場所の法律に従って行われる。

株主総会の日以前の30日間または当社の配当金の分配に係る基準日以前の５日間は、株主名簿に当社株式の譲渡
により義務付けられる変更を加えることはできない。

当社が、株主総会の招集、配当の分配、清算または株主により決定されることが必要なその他の行為を行うこと
を決定するとき、取締役会は株主を確定するための基準日を定める。基準日における最終の株主名簿に当社の株主
として登録されている者が、当社の株主となる。

株主名簿に記載されている事項につき異議があり、自身の名前を株主名簿に登録または株主名簿から抹消するこ
とを希望する者は、かかる株主名簿に対して管轄権を有する裁判所に株主名簿を修正するための申請をすることが
できる。

当社の普通株式の株主は以下の権利を享受する。

　・　保有株式数に応じて配当その他の分配を受領する権利

　・　株主総会に出席しまたは株主総会に出席する代理人を指名し、株主総会において投票する権利

　・　当社の事業運営に関し監督管理する権利、および提案または質問を提起する権利

　・　法律、行政規則および当社定款の条項に従い株式を譲渡する権利
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　・　以下の権利を含む、当社定款の条項に従い関連情報を入手する権利：(ⅰ)費用を支払うことによって、当社
定款の写しを取得する権利および(ⅱ)合理的な範囲の金額を支払うことにより、以下の書類を閲覧し複写す
る権利：(a)株主名簿の全部、(b)当社の取締役、監査役、総裁、その他上級執行役員各人の個人情報（(1)
現在の氏名および通称ならびに過去の氏名および通称(2)主たる住所(居住地)(3)国籍(4)主たる職業その他
非常勤での職業(5)身分証明書類およびその番号を含む。）、(c)当社の株式資本の状況に関する報告書、
(d)直近の事業年度末以降当社が買い戻した株式の種類毎の数、額面総額、株式総数、最高支払価格および
最低支払価格ならびにかかる目的で当社が支払った総額を示す書類、ならびに(e)株主総会議事録

　・　当社が解散または清算された場合、所有する株式数に応じて当社の残余財産の分配に参加する権利

　・　当社の合併または分割に関する決議に反対した株主から株式を買い戻すことを当社に要求する権利

　・　法律、行政規則および当社定款により付与されたその他の権利

 

　(p)　株主総会および別個の種類総会の定足数

当社は、株主総会の開催日の20日前までに受領した、総会に出席する意思を表す通知を送付した株主の議決権付
株式数が、当社の議決権付株式総数の２分の１以上となった場合に株主総会を開催することができ、上記数が満た
されない場合には、５日以内に株主総会にて提案される議案、開催日および場所を再度公告しなければならない。
かかる公告後、当社は株主総会を開催することができる。

当社は、種類株主総会の開催日の20日前に受領した総会に出席する意思を表す通知を送付した株主の議決権付株
式数が、当該種類の議決権付株式総数の２分の１以上となった場合に、種類株主総会を開催することができる。上
記数が満たされない場合には、５日以内に株主総会にて提案される議案、開催日および場所を再度公告しなければ
ならない。かかる公告後、当社は種類株主総会を開催することができる。

 

　(q)　詐欺的行為または強迫に関する少数株主の権利

法律もしくは行政規則により課される義務または当社株式が上場している証券取引所により要求される義務に加
えて、支配株主は、当社の株主全員または一部の利益を侵害する方法により下記の事項に関する議決権を行使して
はならない。

　・　取締役または監査役を当社の最善の利益のために誠実に行動する義務から免除すること。

　・　方法の如何を問わず、取締役または監査役が(本人または他者の利益のために)当社資産(当社にとって利益
となる機会を含むがこれに限らない。)を奪取することを承認すること。

　・　取締役または監査役が(本人または他者の利益のために)他の株主の個別の権利を剥奪することを承認するこ
と。かかる権利には分配の権利および議決権を含むがこれに限られない。ただし当社定款に従って株主総会
の承認を受けるために提出された再編案に基づく場合を除く。

上記において、「支配株主」とは以下の条件のいずれか１つを満たす者を意味する。

　・　単独でまたは他者と共同で取締役会の２分の１以上を選任する権利を有する者

　・　単独でもしくは他者と共同で当社の議決権の30％以上を行使する権限またはかかる行使を支配する権限を有
する者

　・　単独でまたは他者と共同で当社の発行済株式の30％以上を所有する者

　・　単独でまたは他者と共同でその他の方法で当社を事実上支配する者

上記「第一部-第１-１-(2)-(c)既存株式または種類株式の権利の変更」の項目をあわせて参照のこと。

 

　(r)　清算手続

当社は、以下のいずれかの事由が発生した場合、解散し、清算される。

　・　株主総会において解散決議が可決された場合
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　・　当社の合併または分割に伴い解散が必要となった場合

　・　当社が、支払期限の到来した債務を弁済できず法律上の破産を宣告された場合

　・　当社が、法律および行政規則の違反により廃業を命じられた場合

取締役会が支払不能宣言以外の理由によりその清算を提案する場合、当該提案を審議するために招集する株主総
会の通知には、当社の業務を精査した結果、取締役会は、当社が清算開始から12ヶ月以内にその負債を全額弁済で
きると判断している旨を記載しなければならない。

当社の清算決議が株主総会において可決された時点で、取締役会のすべての職務および権限は停止する。

清算委員会は、株主総会の指示に従い、少なくとも毎年１回は株主総会に対し、同委員会の収支、当社の事業お
よび清算の進捗状況について報告し、清算結了に際し株主総会に対し最終報告を提出すべく行為する。

 

　(s)　当社および当社株主にとって重要なその他の条項

総則

当社は存続期限の定めのない株式有限会社である。

当社定款は、当社の組織および活動ならびに当社と各株主の間の権利および義務、さらに株主間の権利および義
務を規律する法的拘束力を有する文書である。

当社は他の企業に投資することができる。

投資先に対する当社の責任は当該投資先への拠出額に限定される。

当社はその業務上および開発上の必要性から、当社定款の関係条項に基づき、増資を承認することができる。

当社は以下の方法により増資することができる。

　・　不特定の投資家の引受けによる新株式の募集

　・　当社既存株主に対する新株式の割当

　・　当社既存株主に対する新株式の無償交付

　・　資本準備金の振替え

　・　法律および行政規則により許容されたその他の方法

新株式発行による当社の増資は、当社定款の条項に従って承認された後、関連する法律および行政規則に定める
手続に従って行われる。

法律および行政規則に別段の定めがある場合を除き、当社の株式は、一切の負担に服することなく、自由に譲渡
可能である。

当社はその登録株式資本を減少させる場合には、貸借対照表および資産目録を作成しなければならない。当社
は、当社の債権者に対して、当社が減資を決議した日から10日以内に通知し、かつ、かかる決議日から30日以内に
かかる旨を新聞紙上で公告する。債権者は当社から通知を受領後30日以内に(かかる通知を受領しなかった債権者
の場合、第１回目の公告掲載日から45日以内に)、当社に対し債務の弁済またはかかる債務に相応の保証の提供を
請求する権利を有する。当社の登録資本金は、減資後も法定最低額を下回ってはならない。

当社の普通株式の株主は、以下の義務を負うものとする。

　・　当社定款を遵守すること

　・　引受株式数および引受けの方法に応じて払込金を支払うこと

　・　引き受けた株式の範囲で、会社に対して責任を負うこと

　・　法令によって規定されている場合を除き、出資の払戻しを行わないこと

　・　自身の権利を当社または他の株主の利益を損なうために悪用しないこと、また、法人としての独立した地位
または株主の有限責任性を会社の債権者の利益を損なうために悪用しないこと

　・　法律、行政規則および当社定款によって課されるその他の義務

株主は当社の株式引受時に当該株式の引受人が合意した場合を除いて、株式資本に追加拠出義務を負わない。

 

取締役会

取締役会は、株主総会に対し責任を有し、以下の権限を行使する。

(1) 　株主総会の招集につき責任を負い、株主総会に対し自らの業務について報告すること。
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(2) 　株主総会における決議を実施すること。

(3) 　当社の事業計画および投資計画を決定すること。

(4) 　当社の年次予算案および決算報告を策定すること。

(5) 　当社の利益処分案および損失填補案を策定すること。

(6) 　当社の登録資本の増減および当社のディベンチャー発行に係る案を策定すること。

(7) 　当社の合併、会社分割、組織変更または解散に係る計画を策定すること。

(8) 　当社の内部管理体制の確立を決定すること。

(9) 　取締役会会長の提言に基づき、当社の総裁を選任または解任し、また総裁の提言に基づき他の上級執行役

員を選任または解任し、またそれらの者の報酬および褒賞に関する事項を決定すること。

(10)　当社の基本的経営体制を策定すること。

(11)　当社定款の変更に係る案を策定すること。

(12)　当社の情報開示を担当すること。

(13)　取締役会の下に設置する一連の特別委員会およびその責任者を決定すること。

(14)　株主総会において、監査法人の選任または変更を提案すること。

(15)　総裁（ジェネラル・マネジャー）が提出した業務報告書を受領し、その業務を確認すること。

(16)　証券規制当局の要求に従い、総会の授権の範囲内および当社の株式が上場されている取引所の上場規則の
範囲内で、当社の対外投資、資産の購入および売却、資産の処分、対外保証、資産運用委託および関連当
事者間取引について決定すること。

(17)　法律、行政規則、省庁規則および上場規則の関連要件により規定されるまたは総会および当社定款により
付与されるその他の責務および権限を果たすこと。

取締役の３分の２以上により可決される上記(6)、(7)および(11)に定める事項に関する取締役会決議を除き、そ
の他の事項に関する取締役会決議は、取締役の２分の１以上により可決される。

取締役会は、毎年４回以上開催され、取締役会会長により招集されなければならない。取締役会の招集通知は、
すべての取締役に対して、取締役会開催日の10日前までになされなければならない。臨時取締役会は、(i)３分の
１以上の取締役が共同提案した場合、(ii)監査役会が提案した場合、(iii)過半数の独立取締役が共同提案した場
合、(iv)取締役会会長によって必要と判断された場合、(v)10分の１以上の議決権を保有する株主が提案した場
合、または(vi)総裁（ジェネラル・マネジャー）が提案した場合のうちいずれかの状況において開催されるものと
する。

取締役会は、取締役の２分の１以上が出席する場合に限り開催される。各取締役は１議決権を有する。ある決議
に対する賛成票と反対票が同数である場合、取締役会会長が決定権を有するものとする。
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監査役会

当社は監査役会を有するものとする。当社の取締役、総裁、およびその他の上級執行役員は、監査役を兼務し
てはならない。監査役会は、３名の監査役から構成されるものとする。監査役会の構成員のうち、１名が会長を務
める。各監査役の任期は３年とし、再選および再任により更新することができる。監査役会の会長の選任または解
任は、監査役会構成員の３分の２以上の賛成により決定される。監査役会の決定は３分の２以上の監査役の賛成に
よる。

監査役会は、株主の代表者２名および当社の従業員の代表者１名によって構成される。株主の代表者は株主総会
において選任および解任される。当社従業員の代表者は、当社従業員によって民主的な手続によって選任および解
任される。

監査役会は、株主総会に対して報告義務を有し、法律に従って以下の権限を行使する。

　・　当社の財務状況を調査すること。

　・　取締役および上級管理職の業務状況を監督すること。また、適用ある法令、当社の定款または株主総会決議
に違反した上記の役員の解任の提案を行うこと。

　・　当社の利益に反して行為する取締役、総裁（ジェネラル・マネジャー）およびその他の上級管理職に対し
て、必要な場合には、かかる行為を是正するよう要求すること。

　・　取締役会が株主総会に提出する財務報告、事業報告および利益処分案等の財務情報を検証し、それらについ
て疑義が生じた場合、上記の情報を訂正するため、当社の名において、資格を有する会計監査法人を雇用す
ること。

　・　臨時株主総会の開催を提案すること。また取締役会が中国会社法に定める株主総会を招集し、主宰すること
を怠った場合、株主総会を招集し、主宰すること。

　・　総会に決議案を提出すること。

　・　当社を代理して、取締役および上級管理職と交渉することまたはこれらに対して訴訟を提起すること。

　・　当社の定款に明示されたその他の権限を行使すること。

監査役会の構成員は取締役会に出席しなければならない。

 

当社の総裁

当社は、１名の総裁を有するものとし、取締役会がこれを任命および解任する。

当社の総裁は、取締役会に対して報告義務を有し、以下の権限を行使する。

　・　当社の運営および経営の責任者となり、取締役会の決議の実施を計画すること。

　・　当社の毎年の経営計画および投資計画の実施を計画すること。

　・　当社の内部経営組織確立案を作成すること。

　・　当社の基本的経営体制を立案すること。

　・　当社の基本規定および規則を策定すること。

　・　副総裁の任命または解任を提案すること。

　・　取締役会による任命または解任が要求される者以外の経営陣の任命または解任を行うこと。

　・　当社定款および取締役会により付与されたその他の権限を行使すること。

当社の総裁は、取締役会に出席しなければならないが、取締役でない総裁は、同取締役会において議決権を有し
ない。当社の総裁は、誠実かつ勤勉に、法令および当社定款に従って、その職務を遂行し、権限を行使しなければ
ならない。
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取締役会会長

取締役会会長は、以下の権限を行使する。

　・　株主総会を主宰すること。取締役会を招集し、主宰すること。

　・　取締役会決議の実施状況を調査すること。

　・　当社が発行した有価証券に署名すること。

　・　法律上の代表者が署名すべき取締役会の重要書類およびその他書類に署名すること。

　・　法律上の代表者の権限を行使すること。

　・　自然災害または他の不可抗力等の緊急事態において、法律および当社の利益に適う形で特別の裁量権を行使
し、取締役会および株主総会に報告すること。

　・　取締役会により付与されたその他の権限を行使すること。

取締役会会長が上記の権限を行使できない場合、取締役会会長は、取締役会副会長にその権限を委譲することが
できる。

 

取締役会秘書役

取締役会秘書役は、必要な専門知識および経験を有する自然人とし、取締役会により指名される。秘書役の主な
責務は、以下の事項を含むが、これらに限らない。

　・　当社の書類および記録の完備を確実にすること。

　・　所管の当局（工商行政管理局を含むが、これに限らない。）が要求する報告書および書類を、当社に適法に
作成および提出させること。

　・　株主名簿が適切に管理されていることを確実にし、当社の記録および書類を入手する資格を有する者が適時
にそれらの記録および書類を入手できることを確実にすること。

　・　情報開示を取りまとめ、調整する責任を有すること。

　・　株価に敏感な機密情報を守り、実行可能な機密保持システムおよび機密保持手段を策定すること。

　・　当社の上場につき、法律もしくは監督当局が義務付けるその他の責務および／または定款に定める責務（取
締役会が授権するその他の権限を含む。）を果たすこと。

 

会計および監査

・監査人の選任

当社は、当社の年次財務書類を監査し、当社の他の財務報告書を調査する、中国の関連規則に基づいて資格を有
する独立の監査人を選任しなければならない。

当社が選任する監査人は、選任された定時株主総会の終了時から次回の定時株主総会の終了時まで在任する。

株主総会が招集される前に、監査人につき偶発的に欠員が生じた場合、取締役会はこれを補充することができる
が、かかる状況が存続する期間中、存続または継続している監査法人がある場合には、かかる事務所が行為を継続
することができる。

株主総会において、当社と監査法人の間の契約の規定にかかわらず、当該監査法人をその任期満了前に普通決議
によって解任することができる。ただし、かかる解任による損害(もしあれば)につき監査法人による賠償請求権を
妨げない。

監査法人の報酬またはかかる監査法人が報酬を受ける方法は、株主総会において決定される。取締役会により選
任された監査法人の報酬は、取締役会により決定される。

 

・監査法人の変更および解任

当社による監査法人の選任、解任および不再任は、株主総会において決議される。
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株主総会において、監査法人の偶発的な欠員を補充するために、在任中の監査法人以外の監査法人を選任する決
議、偶発的な欠員を補充するため取締役会が選任した退任後の監査法人を再任する決議または任期満了前に監査法
人を解任する決議が提案される場合には、以下の規定が適用される。

　－　総会通知が株主に付与される前に、提案の写しが、選任もしくは退任が提案されている監査法人または退任
した監査法人に送付されなければならない(ここで退任とは、解任、辞任および退職を含む。)。

　－　退任する監査法人が書面による表明をなし、当社に対してかかる表明を株主に対して通知するよう要求した
場合には、当社は、かかる表明の受領が遅すぎない限り、(ⅰ)株主に付与される決議通知の中に表明がなさ
れた事実を記載し、かつ(ⅱ)かかる表明の写しを通知に添付して、これを当社定款に規定される方法により
株主に送付する。

　－　当社が前項に記載する方法により監査法人の表明を送付しなかった場合、当該監査法人は、当該表明を株主
総会において読み上げることを要求し、さらに不服を申し立てることができる。

　－　退任する監査法人は、(ⅰ)その所定の任期が満了するはずであった株主総会、(ⅱ)その解任により発生した
欠員を補充する提案がなされる株主総会および(ⅲ)その解任について招集された株主総会に出席する権利を
有し、これらの株主総会に係る一切の通知その他の通信文書を受領し、かかる株主総会において当社の旧監
査法人としてのその役割に関する事項につき発言する権利を有する。

 

・監査法人の辞任

監査法人がその職務を辞任する場合には、当社の側に不適切な事由が存在したか否かにつき株主総会に対して明
確にしなければならない。

　－　監査法人は、当社の法律上の所在地において辞任通知を提出することにより辞任することができ、その効力
は提出日またはかかる通知に記載されているそれ以降の日に発生する。かかる通知には以下のいずれかの事
項が記載される。

(1) 辞任に関して当社の株主または債権者に通知すべきと考える事由が存在しない旨の記述

(2) 辞任に関して当社の株主または債権者に通知すべきと考える事由に関する記述

上記の通知が提出された場合、当社はかかる通知の受領後14日以内に当該通知の写しを関連政府当局に送
付する。かかる通知に、上記(2)に従った記述が含まれている場合、かかる記述の写しは、当社の登記上
の本社において株主の縦覧に供される。また、当社は、かかる記述の写しを料金前払郵便でＨ株式の各株
主の株主名簿上の登録住所に宛てて送付する。

監査法人の辞任通知に当社の株主または債権者に通知すべき事由の記述が含まれている場合、監査法人は、取締
役会に対し、辞任に関する事由を説明することを目的として臨時株主総会を招集することを要求できる。

 

　(t)　紛争解決

当社定款に基づき、または中国会社法もしくは当社の業務に係るその他の関連する法律および行政規則により付
与された権利または課された義務に基づき、Ｈ株式の保有者と当社との間、Ｈ株式の保有者と当社の取締役、監査
役、総裁もしくはその他の上級執行役員との間、もしくはＨ株式の保有者と国内株式の保有者との間で発生した紛
争または請求は、関係当事者により仲裁に付される。

申立人は、その仲裁を、中国国際経済貿易仲裁委員会において、その規則に従い実施するか、または香港国際仲
裁センターにおいてその証券仲裁規則に従い実施するかを選択することができる。申立人が紛争または請求を仲裁
に付した場合、被申立人は申立人が選択した仲裁機関に従わなければならない。

申立人が香港国際仲裁センターにおける仲裁を選択した場合、その紛争または請求に係るいずれの当事者も、香
港国際仲裁センターの証券仲裁規則に従い深センで審理を行うよう申請することができる。

定款第290条第１項に定める紛争または権利については、法律および行政規則に別段の定めがない限り、中国法
が適用される。
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紛争または権利の請求が仲裁に付される場合には、その請求または紛争の全部が仲裁に付されなければならず、
紛争もしくは請求を発生させた同一の事実に基づく請求原因を有し、またはかかる紛争もしくは請求の解決のため
に参加が必要とされるすべての当事者は、かかる当事者が当社または当社の株主、取締役、監査役、総裁もしくは
その他の上級執行役員である限り、その仲裁に従うものとする。株主の身元に係る紛争および株主名簿に関する紛
争は仲裁に付託する必要はない。

仲裁機関の判断は、最終的かつ確定的であり全当事者を拘束する。

 

２【外国為替管理制度】

 

中国の法定通貨は人民元であり、外国為替管理の対象となっており、外国為替に自由に交換することができな
い。中国人民銀行の権限下にある国家外為管理局は、外国為替管理規則の執行を含む、外国為替に関連する一切の
事項を管理する機能を付与されている。

1993年12月31日以前においては、外貨管理に割当方式が採用されていた。外貨を必要とする企業は、中国人民銀
行またはその他の指定銀行を通じて人民元を外貨に交換する前に、国家外為管理局の地方事務局より割当を取得す
ることを求められた。かかる交換は、国家外為管理局が毎日指定する公式レートに基づき行われることを要した。
人民元は、スワップ・センターにおいても外貨に交換することができた。スワップ・センターにおいて用いられた
交換レートは、主として外貨の需要および供給ならびに中国の企業による人民元の要求により決定された。スワッ
プ・センターにおける外貨の売買を希望する企業はいずれも、最初に国家外為管理局の承認を取得しなければなら
なかった。

1993年12月28日、中国国務院の権限下にある中国人民銀行は、1994年１月１日発効の外貨管理システムの追加的
改正に関する中国人民銀行の通知(以下「本件通知」という。)を公表した。本件通知において、外国為替の割当方
式の廃止、経常勘定項目における人民元の条件付交換の実施、銀行による外国為替の決済および支払システムの確
立、ならびに人民元の公式交換レートおよびスワップ・センターの人民元の市場交換レートの統一を発表した。
1994年３月26日、中国人民銀行は、外国為替決済、売却および支払管理暫定規則(以下「本件暫定規則」という。)
を公表した。本件暫定規則は、中国の企業、経済組織および社会組織による外国為替の売買を規制する詳細な規定
を定めている。

1994年１月１日より、人民元についての従来の二重為替相場制は廃止され、需要および供給により決定される管
理変動相場制となった。中国人民銀行は、毎日、人民元対米ドルの為替レートを設定し、公表する。この為替レー
トは、前日の銀行間外国為替市場における人民元および米ドルの取引価格を参照して決定される。また、中国人民
銀行は、国際外国為替市場の交換レートを参照して、他の主要通貨に対する人民元の交換レートを公表する。外国
為替取引において、指定外国為替銀行は、中国人民銀行が公表した交換レートに従い、一定の範囲内で適用交換
レートを自由に決定することができる。

1996年１月29日、中国国務院は、1996年４月１日発効の新しい中国外国為替管理規則(以下「外国為替管理規
則」という。）を公布した。外国為替管理規則は、すべての国際的支払いおよび移転を経常勘定項目および資本勘
定項目に分類する。経常勘定項目の大部分は、資本勘定項目とは異なり、もはや国家外為管理局の承認を得る必要
がない。外国為替管理規則は、その後、1997年１月14日に改正された。この改正により、中国は国際的な経常勘定
の支払いおよび移転を制限しないことが明確にされた。

1996年６月20日、中国人民銀行は、1996年７月１日発効の外国為替決済、売却および支払管理規則(以下「決済
規則」という。)を公表した。決済規則は、本件暫定規則に優先し、経常勘定項目に関する外国為替の交換につい
て残存する規制は廃止された。ただし、資本勘定項目に関する外国為替取引については、継続して既存の制限が適
用される。決済規則に基づいて、中国人民銀行は、外資系企業による銀行での外国為替決済および売却の実施宣言
(以下「本件宣言」という。)を行った。本件宣言は、外資系企業に対して、その必要性に基づいて、経常勘定にお
ける外国為替の受領および支払いのための外国為替決済口座ならびに指定外国為替銀行での資本勘定における外国
為替の受領および支払いのための特別口座を開設することを許可した。

1998年10月25日、中国人民銀行および国家外為管理局は、1998年12月１日発効の外国為替スワップ事業中止に関
する通知を公表した。これに従って、外資系企業を対象とした中国における外国為替スワップ事業はすべて中止さ
れ、外資系企業による外国為替取引は、外国為替の決済および売却のための銀行制度の下で行われることとなっ
た。
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関連規則により特別に免除される外資系またはその他の企業を除き、中国のすべての事業体（経常勘定取引から
生じた外貨収入の一部を留保し、かつかかる留保された外貨収入を用いて経常勘定取引の決済または承認された資
本勘定取引の決済をする権利を付与されている外資系商事会社および輸出入権を所有している製造会社を除く。）
は、指定外国為替銀行に対して、それらの外国為替収入を売却しなくてはならない。領土外で組織が行った借入れ
または債券および株式の発行による外国為替収入(例えば、当社が海外における株式売却により受領した外国為替
収入)は、指定外国為替銀行に対する売却を要求されないが、指定外国為替銀行の外国為替口座に預託されること
がある。

経常勘定項目に関する取引のため外国為替を必要とする中国企業(外資系企業を含む。)は、国家外為管理局の承
認を得ることなく、有効な受領および証明により、外国為替口座からの支払いまたは指定外国為替銀行における支
払いを行うことができる。株主に対する利益配当のために外国為替を必要とする外資系企業および規則に基づき株
主に対して外国為替による配当を行うことが要求される中国企業(当社を含む。)は、利益配当に関する取締役会の
決議により、その外国為替口座からの支払い、または指定外国為替銀行における交換および支払いを行うことがで
きる。

資本勘定項目に関する外国為替の交換は、直接投資および資本拠出と同様に、依然として規制対象であり、ま
た、国家外為管理局および／または関連部署の事前の承認を取得しなければならない。

Ｈ株式の保有者に対する配当は、人民元建てで宣言されるが、香港ドル建てで支払わなければならない。

中国人民銀行は毎日、主として前日の市場における米ドルに対する人民元の需給を参照して、基準となる為替
レートを設定して発表する。中国人民銀行は、外国為替の国際市場にみられる全般的状況等その他の要因も考慮す
る。当座勘定の項目については、人民元から外国通貨への為替取引に関する規制緩和のための中国政府の政策が
1996年に導入されたが、外国直接投資、融資または担保等の資本勘定の項目についての人民元から外国為替への為
替取引には、国家外為管理局およびその他の関係当局による承認が義務付けられている。

 

３【課税上の取扱い】

 

(1)　中国における課税

 

　(a)　配当に対する課税

個人投資家

株式制度の試行企業に対する課税の問題に関する暫定規則および中国個人所得税法（2011年６月30日改正、同日
発効。以下「新個人所得税法」という。）に従い、中国の企業により支払われる配当は、一般に、20％の税率で賦
課される中国源泉所得税の課税対象となる。中国に居住していない外国人については、中国における企業から受領
した配当は、適用される租税条約により減額されるか、中国国務院の税務当局によって特別に免除されない限り、
20％の源泉所得税の課税対象となる。

1993年７月21日、国家税務総局は、外商投資企業、外国企業および外国人が受領する譲渡益ならびに株式（持
分）配当に対する課税に関する国家税務総局通達（以下「課税通達」という。）を発布した。この通達は、Ｈ株式
等の外国証券取引所において上場されている株式（以下「国外株式」という。）に関連して、中国の企業が外国人
に対して支払う配当につき、当面中国の源泉所得税の課税対象にならない旨を規定している。1994年７月26日付の
旧中国経済体制改革に関する国家委員会、旧中国国務院証券委員会および証券監督管理委員会宛の書簡において、
国家税務総局は、課税通達において規定されている、国外において上場された中国企業から受け取る配当の暫定的
免税措置を改めて表明した。
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課税通達は、国家税務総局により2011年１月４日に廃止された。2011年６月28日、国家税務総局は、国家税務総
局通達[1993]第045号廃止後の個人所得税の徴収および管理に関する国家税務総局通達（以下「新課税通達」とい
う。）を発布した。新課税通達に従い、課税通達の廃止後においては、香港に上場された中国企業が外国人に対し
て支払う配当は、中国個人所得税法およびその施行規則に基づき、中国の源泉所得税の対象となるが、かかる源泉
所得税は、二重課税防止協定（以下「協定」という。）のための適用ある条約／協約／議定書に従い減免されるこ
とがある。一般に、租税の徴収および管理の手続を簡素化するために、また多くの協定において固定税率が合意さ
れていることから、香港に上場された企業が申請を行わない外国人に対して支払う配当には、協定に従い、10％の
税率が適用される。10％の税率が適用されない場合、源泉徴収者は、(1)適用税率が10％未満である場合は、適正
な手続により超過税額を返還し、(2)適用税率が10％から20％である場合は、適用税率にて外国人所得税を源泉徴
収し、(3)協定が適用されない場合は、20％の税率で外国人所得税を源泉徴収する。

 

法人投資家

2008年１月１日、新たな中国企業所得税法（以下「企業所得税法」という。）が発効した。中国内に事務所もし
くは店舗を設立していないか、または、事務所および店舗を設立している場合でも受領した配当および特別配当と
その事務所もしくは店舗との間に関連性がない場合には、非居住者企業は、企業所得税法に基づき、中国で得た所
得について20％の企業税を課される。2008年11月６日、国家税務総局は、「中国居住者である企業がＨ株保有者で
ある外国の非居住者企業に配当を行った場合における企業所得税の源泉徴収に係る質問に関する通達」を発布し
た。かかる通達によれば、中国居住者である企業は、2008年以降の配当をＨ株保有者である非居住者企業に対して
行う前に10％の企業所得税を源泉徴収することが義務付けられている。かかる源泉徴収税は、適用ある二重課税防
止協定に基づき軽減される場合がある。

 

租税条約

中国における居住者ではなく、中国との間に二重課税の防止に関する租税条約を締結している国に居住している
投資家は、中国企業が当該投資家に支払う配当につき課税される源泉所得税の軽減を受けることができる場合があ
る。中国は現在、オーストラリア、カナダ、フランス、ドイツ、日本、マレーシア、オランダ、シンガポール、英
国および米国を含む80ヶ国を超える国々と二重課税の防止に関する租税条約を締結している。かかる二重課税の防
止に関する租税条約に基づいて中国の課税当局により課税される源泉徴収の税率は一般に軽減されている。

 

　(b)　キャピタルゲインに対する課税

個人投資家

中国個人所得税法および中国個人所得税法実施規定（その後の改正を含む。）によれば、株式持分の売却により
実現された所得は、20％の税率で所得税の課税対象となる。財政部は、中国個人所得税法実施規定に基づいて中国
企業の株式の売却により実現される所得に対する個人所得税の課税のための詳細な実施措置を策定する権限を付与
されている。しかしながら、今日までかかる実施措置は財政部により策定されておらず、株式の売却により実現し
た所得に対する個人所得税の課税はなされていない。

株式の売却に関連して実現される利益に対する個人所得税の徴収実行の停止に関して、1998年３月30日付にて財
政部と国家税務総局が共同で発布した通達に従って、個人による株式の売却に基づく所得は、当面個人所得税の課
税を免除されている。さらに、課税通達は、Ｈ株式を含む国外株式の売却により外国人によって実現された所得に
つき、当面中国の所得税が課税されない旨を規定している。かかる暫定的な免税措置が失効した場合には、Ｈ株式
の個人保有者は、適用される二重課税の防止に関する租税条約により当該税金が減免されない限り、キャピタルゲ
インにつき20％の税率で所得税の課税対象となりうる。
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法人投資家

2000年11月18日に中国国務院は、外国企業が中国で得る利息およびその他の所得に対する所得税の軽減に関する
中国国務院通達（以下「減税通達」という。）を公布した。減税通達の下、2001年１月１日より、中国国内に代理
店もしくは事業所を有していない外国企業が得た、または中国国内にある代理店もしくは事業所と実質的な関連性
を有さずに外国企業が得た利息、賃貸料、特許権使用料およびその他の所得に、10％に減税された所得税が適用さ
れる。このため、前段落に記載されている免税が適用されないか、または継続されず、減税通達も適用されない場
合には、外国企業である株主は、適用ある二重課税防止協定により軽減されない限り、キャピタルゲインに対し
20％の課税を受ける場合がある。

新企業所得税法および中国企業所得税法施行規則に従い、駐在員事務所もしくはその他の施設を設立していない
か、または設立した駐在員事務所もしくは施設と受領した配当および特別配当との間に実際には関連性がない非居
住者企業は、中国で得た売上について10％の企業所得税を課される。かかる源泉所得税は、適用ある二重課税防止
協定に従って軽減されるか、または免除されることがある。

 

　(c)　印紙税

中国の株式公開企業の株式譲渡に課される中国印紙税は、1988年10月１日に施行された印紙税に関する中国暫定
規則により、中国人以外の投資家による中国国外でのＨ株式の取得および処分については適用されない。印紙税に
関する中国暫定規則には、中国印紙税は、中国国内において作成または受領され、中国において法的拘束力を有
し、かつ中国の法律の保護を受ける文書に対してのみ課税される旨が規定されている。

 

　(d)　遺産税

中国国籍でない者がＨ株式を保有することによって、中国法に基づく遺産税に関する責任が生じることはない。

 

　(e)　法人所得税

当社に対する適用

2007年３月16日に、第10回全国人民代表大会は、企業所得税規定を改正するための決議を採択した。2008年１月
１日から新企業所得税の適用が始まり、これにより、中国における企業所得税率は33％から25％に軽減され、外商
投資企業および外国企業に適用される税率と一致することになる。同時に、外商投資企業および外国企業に関する
中国所得税法ならびに企業所得税規定は失効した。

 

　(f)　付加価値税

1994年１月１日に発効し、2008年に改正された付加価値税に関する中国暫定規則およびその施行規則に基づき、
当社による中国国内における製品の販売、製品の輸入ならびに中国国内における加工および／または修理に関する
役務の提供は、付加価値税の対象となっている。納付すべき付加価値税は、「産出付加価値税」から「投入付加価
値税」を引いて計算される。購入品に関して当社が納付すべき投入付加価値税は、顧客から徴収した産出付加価値
税の中から回収可能であり、産出付加価値税のうち、支払った投入付加価値税を超過した分は、税務当局に納付さ
れる。付加価値税の税率は17％であるが、製品の種類によっては、一定の限られた状況において13％となる。商品
の販売または課税対象役務の提供につき支払われるべき税額は、当事業年度における販売に係る税額から当事業年
度における購入に係る税額を控除または差し引いた残額となる。

 

　(g)　営業税

1994年１月１日に発効し、2008年に改正された営業税に関する中国暫定規則およびその施行規則に基づき、中国
において、課税対象役務の提供、無形財産の譲渡または不動産の販売を行う企業に対しては、営業税が課税され
る。営業税は、中国において行われた課税対象役務の提供、無形財産の譲渡または不動産の販売に対して、３％か
ら20％の税率で課される。
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(2)　日本における課税

「第一部-第８-２-(7)日本における課税」を参照のこと。

 

４【法律意見】

 

当社の中国における法律顧問である嘉源律師事務所より、大要下記の趣旨の法律意見書が関東財務局長宛てに提
出されている。

(ⅰ)　当社は、中国法に基づく株式有限会社として適法に設立され、かつ有効に存続している。当社は独立した
法人としての地位を有する。

(ⅱ)　本書を関東財務局長に提出することについて、当社による適法な授権がなされている。当社の会長である
リ・ヤンジャンに対して、当社を代表して本書およびその訂正報告書を作成しこれらを提出するため、委
任状を作成することにつき、適法な授権がなされている。

(ⅲ)　本書に含まれる中国の法令に関するすべての記述は、すべての重要な点において真実かつ正確である。
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第２【企業の概況】
 

１  【主要な経営指標等の推移】

 

 

（注1）連結財務情報は、資産、負債および移行された事業運営に関連して留保された事業（以下「留保事業」と称する。）運

営の実績を含む。かかる留保事業は、当社に移行されたものではないが、かかる留保事業の実績は、リストラクチャ

リング期日までに移行された事業と結合されている。

（注2）上記の2013年度の連結財務指標等のデータは、修正再表示されている。
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２【沿革】

 

当社は、グローバル・オファリングに備えた当社の支配株主である中煤集団のリストラクチャリング後、2006年
８月22日に中国会社法に基づく株式有限会社として設立された。中煤集団は国有企業である。中煤集団および当社
との間で締結されたリストラクチャリング契約に従い、中煤集団は、当社株式と引換えに、資産、負債ならびにそ
の石炭事業、コークス事業、採鉱設備製造事業およびその他の関連事業の実質上すべてを当社に移行させた。

中煤集団の前身である中国煤炭進出口総公司は、1981年12月に設立された国有企業であり、その事業の主軸は石
炭製品の輸出入であった。中国煤炭進出口総公司は、その名称を1992年に中国煤炭工業進出口総公司に変更し、さ
らに1997年には中国煤炭工業進出口集団公司に変更した。1998年には、平朔煤炭工業公司、中国煤炭銷售運輸総公
司、中国地方煤鉱総公司および中煤生産技術開発公司が合併し、中国煤炭工業進出口集団公司となった。

中国煤炭工業進出口集団公司は、1999年から2003年までに更なる再編成を実施した。この期間において、大屯煤
電集団有限責任公司、中国煤鉱工程機械装備集団公司、北京煤鉱機械廠、張家口煤鉱機械有限公司、中国煤炭集合
利用集団公司、中国煤炭物産集団公司および中国建設集団公司が、中国政府当局の認可に基づき、中国煤炭工業進
出口集団公司と合併した。かかる再編成の後、中国煤炭工業進出口集団公司は、2003年にその名称を中国中煤能源
集団公司、すなわち中煤集団に変更した。

2006年12月19日、当社は香港証券取引所のメインボードにＨ株式を上場した。

2008年２月１日、当社は上海証券取引所のメインボードにＡ株式を上場した。

 

３【事業の内容】

 

(1)　主要事業

当社グループは、中国国内において主に石炭事業、石炭化学事業、採鉱設備事業およびその他の関連事業に携
わっている。当社グループによる石炭事業には、石炭の生産、販売および取引が含まれる。当社グループによる石
炭化学事業には、コークス、メタノール、尿素およびその他の石炭化学製品の生産および販売が含まれる。当社グ
ループによる採鉱設備事業には、採鉱機械および採鉱設備の設計、研究開発、製造および販売ならびにアフター
サービスの提供が含まれる。当社グループのその他の事業には、発電および電力販売ならびに一次アルミニウムの
製造および販売が含まれる。当社グループの主要な子会社の主要事業についての詳細は、「第一部-第６-１財務書
類」を参照のこと。

「第一部-第６-１-注記１ 組織および主な活動」および「第一部-第６-１-注記６ セグメント情報」を参照のこ

と。

(2)　石炭事業

2015年に国内石炭市場における需要と供給の不均衡の状況が深刻化したため、石炭価格は引き続き下落し、石炭
会社に対する多大な営業圧力が増すこととなった。当社は、市場開発を強化し、生産スケジュールを最適化し、石
炭の品質管理を強化し、製品構成を改善するよう努め、かつ、石炭事業における損失を減少させるためにコスト削
減および効率化改善を引き続き促進することにより、困難な状況に積極的に対応した。

 

(i)　石炭生産

当社がマーケット指向アプローチを強調し、科学的かつ合理的な手法による石炭生産を組織化し、生産、輸
送および販売間の連携を強化し、比較的効率性の高い炭鉱の生産量を増加させ、市場の競争力が弱い特定の炭
鉱の生産量の削減および制限を取り入れたことにより、製品構造および石炭の品質が効率的に向上した。報告
期間中において、商業用石炭産出量は95.47百万トンに達し、これは前年と比較して16.37百万トン（14.6％）
の減少であり、そのうち、一般炭の産出量が86.61百万トンに達し、これは前年と比較して18.2％の減少であ
り、コークス用炭が8.86百万トンに達し、前年と比較して47.2％増加した。
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一般炭の市場が縮小していることおよび生産の組織化が困難であること等の苦境に対応するために、平朔公
司は、露天炭鉱および地下炭鉱の生産スケジュールを調整ならびに合理化し、製品構造を引き続き最適化し、
生産の各段階（洗炭、準備および出荷）における石炭の品質管理を向上させ、土地の取得および移転作業を加
速させ、19,918メートルの坑道延先を達成した。また、66.48百万トンの商業用石炭産出量を記録し、これは前
年と比較して21.4％の減少であった。中煤華晋公司の王家嶺炭鉱は、効率性の高い安定した生産を維持した。
亜平炭鉱は、技術革新を完了し、生産を開始した。中煤華晋公司は、12,926メートルの坑道延先を達成した。
また、9.95百万トンの商業用石炭産出量を記録し、これは前年と比較して42.8％の増加であり、そのうち、ク
リーン・コークス用炭が5.64百万トンに達し、これは前年と比較して18.7％の増加であった。上海能源公司
は、生産上の配置を積極的に最適化し、石炭産出量を安定させ、洗炭用炭の割合を増加させ、34,689メートル
の坑道延先を達成した。また、前年と比較して概ね横ばいである8.13百万トンの商業用石炭産出量を記録し
た。

 

商業用石炭産出量（10,000トン）

 

2015年

 

2014年（再表示）

増減

（％）

    

合計 9,547 11,184 -14.6

そのうち：平朔公司 6,648 8,459 -21.4

　　　上海能源公司 813 808 0.6

　　　中煤華晋公司 995 697 42.8

（注）　報告期間および2014年度同期における商業用石炭生産量は、陝西の禾草溝炭鉱の商業用石炭生産量を含んで

いない。
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(ii)　石炭販売量

当社は、自らのマーケティング戦略を柔軟に調整し、市場配置を最適化し、革新的な事業協力モデルを導入
し、新規の市場および新規の顧客を積極的に探索した。当社は、石炭の品質管理を強化し、対外購入した低硫
黄石炭の配合を高め、製品構造を改善し、商業用石炭の品質を向上させた。さらに、当社は、顧客本位のアプ
ローチにおいて自らの販売サービス管理を強化し、自らのサービス水準を改善した。報告期間中において国内
の石炭市場の需要が低下したため、当社は、137.72百万トンの累計商業用石炭販売量を記録し、これは前年と
比較して12.2％の減少であり、そのうち、商業用自己生産石炭の販売量は97.54百万トンに達し、前年と比較し
て8.1％減少した。平朔公司の商業用自己生産石炭の販売量は65.91百万トンに達し、前年と比較して21.9％減
少した。上海能源公司の商業用自己生産石炭の販売量は7.29百万トンに達し、前年と比較して1.3％増加した。
中煤華晋公司の商業用自己生産石炭の販売量は9.76百万トンに達し、前年と比較して48.8％増加した。

石炭販売量の前年比における減少により、報告期間中において、当社の商業用自己生産石炭の鉄道輸送量は
75.40百万トンに達し、前年と比較して13.19百万トン（14.9％）減少した。

 

 

2015年

 

2014年

増減

（％）

商業用石炭の販売量（10,000トン）    

(1)自己生産石炭の国内販売 9,723 10,557 -7.9

地域別：中国北部 3,015 5,347 -43.6

　　　　中国東部 4,754 3,433 38.5

　　　　中国南部 1,383 1,553 -10.9

　　　　その他 571 224 154.9

石炭の種類別：一般炭 8,831 9,939 -11.1

コークス用炭 892 618 44.3

(2)自己生産石炭の輸出 31 52 -40.4

地域別：台湾、中国 31 52 -40.4

石炭の種類別：一般炭 31 52 -40.4

(3)自己勘定取引 3,609 4,634 -22.1

そのうち：国内転売 3,417 4,416 -22.6

　　　　　輸入取引 177 215 -17.7

　　　　　自社輸出 15 3 406.7

(4)代理販売 409 446 -8.3

そのうち：輸入代理 10 66 -84.8

　　　　　輸出代理 206 214 -3.7

　　　　　国内代理 193 166 16.3

合計 13,772 15,689 -12.2
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(3)　石炭化学事業

2015年、当社は、石炭化学計画の生産管理を強化し、機器の運用パラメーターを最適化し、生産負荷を安定させ
た。石炭化学計画は全般的に良好な実施状況であり、オレフィン、尿素およびメタノール等、スケールメリットが
出始めてきた主要製品の生産性は向上した。当社は、製品の品質管理に注力した。石炭化学製品の包括的な販売
ネットワークを強化することにより、主要製品は、順調な売上を達成した。主に世界的に原油価格が下落したこと
による影響を受け、主要な国内の化学製品の価格は、大幅に下落し、石炭化学製品の利益にある程度の影響を及ぼ
した。当社は、運営管理を強化し、コスト削減と効率化に注力した。石炭化学セクターは、より良い経済効果を達
成し、石炭事業の業績の低迷により生じる営業圧力をある程度軽減した。

報告期間中、当社の楡林オレフィン計画は、安定的な製品品質と強固な生産・販売に加え、全負荷運転を達成し
た。ポリオレフィンの総生産量は683,000トン、販売量は676,000トンに達し、それぞれ前年比で509,000トンおよ
び519,000トン増加した。

図克肥料計画は、１単位当たりの消費を削減する努力により、生産優位性を全面的に生かし、国内外の市場を積
極的に開拓した。報告期間中、当社の累積尿素生産量は、1.963百万トン（前年比85.9％増）に達し、尿素販売量
は1.754百万トン（前年比104.4％増）に達した。

蒙大メタノール計画は、運転開始以降安定した運転を維持しており、順調に製品を販売し、周囲の市場に積極的
に進出した。報告期間中、当社の累積メタノール生産量は、786,000トン（前年比36.2％増）に達し、796,000トン
（35.8％増）のメタノールを販売した。

 

石炭化学製品生産量および販売量   

（10,000トン） 2015年 2014年 増減(％)

     

(I)　オレフィン    

1. ポリエチレン生産量 35.3 9.7 263.9

 販売量 35.3 8.9 296.6

2. ポリプロピレン生産量 33.0 7.7 328.6

 販売量 32.3 6.8 375.0

(II)　尿素    

1. 生産量 196.3 105.6 85.9

2. 販売量 175.4 85.8 104.4

(III)　メタノール

1. 生産量 78.6 57.7 36.2

2. 販売量 79.6 58.6 35.8

(IV)　コークス

1. 生産量 195.7 194.4 0.7

2. 販売量 208.2 252.2 -17.4

 そのうち自己生産石炭の販売量 193.2 200.4 -3.6

 

（注１）

 

当社のメタノールの販売量には、中煤集団の子会社である黒龍江煤化工グループによって生産されるす

べての自己勘定メタノール製品の販売が含まれる。

（注２） 2014年のオレフィン、尿素およびメタノールの販売量は、試験生産期間中のものである。
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(4)　採鉱設備事業

2015年、国内の石炭需要が引き続き縮小したことにより、市場の競争はさらに激化した。当社は、積極的に石炭
採鉱専門サービスを開始し、設備修理および付属品事業からの収益を増やすために尽力した。当社は、研究開発を
推進する能力を強化し、製品の全体的な競争力を向上させた。また、当社は、海外市場を積極的に開拓するため、
「一帯一路」方針を採用した。報告期間中における採鉱設備の生産高は4.31十億人民元であり、前年と比較して
22.5％減少した。採鉱設備の総生産量は230,000トンに達し、前年と比較して15.8％減少したが、そのうち8,735機
（組）が大型採鉱設備であった。

 

 生産高（100百万人民元）   

採鉱設備 2015年 2014年

増減

（％）

2015年の売上高

（100百万人民元）

採鉱設備部門の

売上比率（％）

コンベヤー設備 18.9 23.1 -18.2 7.2 14.5

支柱設備 12.1 16.5 -26.7 9.3 18.7

ロード・ヘッダー 3.9 5.1 -23.5 0.6 1.2

剪断機 4.3 5.6 -23.2 2.7 5.4

電動採鉱モーター 3.9 5.3 -26.4 3.1 6.2

合計

 

43.1

 

55.6

 

-22.5

 

49.8 ‒

（注１）表中の製品売上高はセグメント間売上高を控除する前の採鉱設備部門の売上高を指している。

（注２）売上高合計4.98十億人民元は、付属品、サービスおよび取引からの収益を含む。

 

(5)　事業セクター間の調整

当社は、事業セクター間の組織的な開発を促進するため、その伝統的な主要事業の安定化に努め、産業の転換・
整備を促進し、石炭―電気―化学を含む環状産業チェーンを完成させた。報告期間中、当社の発電所は、石炭のク
リーンで効率的な利用を積極的に進め、1.46百万トンの自己生産低発熱量石炭を消費した。内モンゴル・陝西地域
の石炭化学計画は、自己生産石炭の地域転換に一層尽力し、建設中の周辺の鉱山のエンジニアリング石炭を1.13百
万トン適時に消費した。石炭設備セグメントは、481百万人民元の国内製品販売・サービス売上高を達成し、セグ
メントの売上高のうち9.7％を占め、設備市場の急速な縮小により生じる営業圧力をある程度軽減した。

 

４【関係会社の状況】

 

(1)　親会社

2015年12月31日現在、中煤集団が当社の発行済株式資本の57.36％を保有しており、当社の親会社である。「第
一部-第５-１-(5)大株主の状況」を参照のこと。

 

(2)　子会社および関連会社

2015年12月31日現在において、当社は、以下の主要な子会社、共同支配企業および関連会社に対する持分を所有
している。かかる会社は、2015年の業績に関して重要な意味を持つものであるかまたは貸借対照表の日付現在にお
いて当社グループに大きく寄与していると取締役は考えている。
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(ⅰ)　主要な子会社

会社の名称

事業国／事業地

および設立日 払込資本金

以下に帰属する

株式持分

主要な活動

法人組織

の種類当社

当社

グループ

上場：       

上海大屯能源股份有限公司 中国沛県

1999年12月29日

722,718,000人

民元

62.43％ 62.43％ 採鉱および石炭の

販売

株式有限会社

非上場：       

中煤平朔集団有限公司（「平朔」） 中国朔州

2008年8月25日

20,845,658,000

人民元

100％ 100％ 採鉱および石炭の

販売

有限責任会社

中国煤鉱機械装備有限責任公司 中国北京

1988年4月26日

7,623,597,469

人民元

100％ 100％ 石炭産業に関する

機械および機器の

設計、製造および

販売

有限責任会社

中煤焦化控股有限責任公司 中国北京

2003年8月15日

1,048,813,800

人民元

100％ 100％ コークスの生産お

よび販売

有限責任会社

山西中煤華晋能源有限責任公司 中国太原

2011年9月8日

3,806,684,315

人民元

51％ 51％ 採鉱および石炭の

販売

有限責任会社

中国煤炭開発有限責任公司 中国北京

1981年2月17日

100,000,000

人民元

100％ 100％ 採掘機器の取引 有限責任会社

中煤招標有限責任公司 中国北京

2001年12月28日

50,000,000

人民元

100％ 100％ 入札サービス 有限責任会社

中煤興安能源化工有限公司 中国烏蘭浩特

2011年8月16日

500,000,000

人民元

100％ 100％ 石炭化学工業 有限責任会社

中煤鄂爾多斯能源化工有限公司 中国鄂爾多斯

2011年4月27日

3,977,140,000

人民元

100％ 100％ 石炭化学工業 有限責任会社

華光資源有限公司 オーストラリア、

シドニー

1997年6月18日

500,000

豪ドル

100％ 100％ 投資管理、石炭お

よびコークスの売

買

有限責任会社

朔州市格瑞特実業有限公司 中国朔州

2004年8月20日

425,409,000

人民元

100％ 100％ 石炭脈石発電 有限責任会社

朔州中煤平朔能源有限公司 中国朔州

2004年2月17日

232,190,000

人民元

100％ 100％ 石炭の加工および

販売

有限責任会社

陜西南梁鉱業有限公司 中国府谷

1999年2月5日

400,776,800

人民元

55％ 55％ 採鉱および石炭の

販売

中国と外国間の

合弁会社

大同中煤出口煤基地建設有限公司 中国大同

2000年8月8日

125,000,000

人民元

19％ 60％ 石炭の加工および

販売

中国と外国間の

合弁会社

中煤能源黒龍江煤化工有限公司 中国依蘭

2007年6月22日

2,474,873,500

人民元

100％ 100％ 石炭化学工業 有限責任会社

山西中煤東坡煤業有限公司 中国朔州

2002年11月1日

1,111,488,600

人民元

100％ 100％ 採鉱 有限責任会社

中煤能源新疆煤電化有限公司 中国石河子

2009年4月9日

800,000,000

人民元

60％ 60％ 石炭化学工業 有限責任会社

中煤能源哈密煤業有限公司 中国哈密

2009年7月13日

614,766,400

人民元

100％ 100％ 採鉱および石炭の

販売

有限責任会社

中煤能源伊犁煤電化有限公司 中国伊寧

2009年7月22日

100,000,000

人民元

100％ 100％ 石炭化学工業 有限責任会社

内蒙古中煤蒙大新能源化工有限公司 中国鄂爾多斯

2005年11月9日

3,198,601,000

人民元

100％ 100％ 石炭化学製品の製

造および販売

有限責任会社

烏審旗蒙大鉱業有限責任公司 中国鄂爾多斯

2007年4月27日

854,000,000

人民元

66％ 66％ 採鉱および石炭の

販売

有限責任会社

鄂爾多斯市伊化鉱業資源有限責任公司 中国鄂爾多斯

2007年1月16日

1,013,000,000

人民元

51％ 51％ 採鉱および石炭の

販売

有限責任会社

広州中煤華南銷售有限公司 中国広州

2009年11月11日

10,000,000

人民元

100％ 100％ 石炭製品の輸入お

よび輸出

有限責任会社
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会社の名称

事業国／事業地

および設立日 払込資本金

以下に帰属する

株式持分 主要な活動

法人組織

の種類

中煤陝西楡林能源化工有限公司（「陝西

楡林」）

中国楡林

2010年4月21日

9,369,060,000

人民元

100％ 100％ 石炭化学製品の製

造および販売

有限責任会社

鄂爾多斯市銀河鴻泰煤電有限公司 中国鄂爾多斯

2006年5月10日

94,493,800

人民元

78.84％ 78.84％ 鉱山の開発 有限責任会社

山西蒲縣中煤晉昶礦業有限責任公司 中国臨汾

2012年3月12日

50,000,000

人民元

51％ 51％ 鉱山の開発 有限責任会社

中国煤炭銷售運輸有限責任公司 中国北京

1983年3月29日

3,197,361,498

人民元

100％ 100％ 石炭製品およびそ

の他関連製品の販

売

有限責任会社

山西中新唐山溝煤業有限責任公司 中国大同

1981年11月18日

16,350,000

人民元

80％ 80％ 採鉱および石炭の

販売

有限責任会社

山西蒲縣中煤禹碩鉱業有限責任公司 中国臨汾

2013年6月5日

50,000,000

人民元

63％ 63％ 鉱山の開発 有限責任会社

内蒙古中煤遠興能源化工有限公司 中国鄂爾多斯

2013年12月27日

1,032,399,000

人民元

75％ 75％

 

石炭化学製品の製

造および販売

有限責任会社

中煤財務有限責任会社（中煤財務） 中国北京

2014年3月6日

3,000,000,000

人民元

91% 91% 融資、預金の受入

れ

有限責任会社

(a)　すべての子会社は12月31日を決算日としているが、華光資源有限公司のみ６月30日である。

 

(ⅱ)　主要な共同支配企業

会社の名称

事業国／事業地

および設立日 払込資本金

以下に帰属する

株式持分

主要な活動

法人組織

の種類当社

当社

グループ

大同中新能源有限公司 中国大同

2001年8月27日

161,000,000

人民元

5％
42％

(b) 石炭の加工および

販売

中国と外国間の

合弁会社

河北中煤旭陽焦化有限公司 中国邢台

2003年11月21日

100,000,000

人民元

－
45％

(b) コークスの製造お

よび販売

有限責任会社

甘粛中煤天大能源有限公司 中国慶陽

2011年10月14日

260,000,000

人民元
50％

(b)
50％

(b) 石炭および石炭化

学工業

有限責任会社

(b)　これらの企業のいずれの出資者もかかる企業の活動を単独で支配することはできず、かかる企業に関する戦略上、財務上および事業上の決定に

は出資者全員の同意が必要であることから、かかる企業は当社グループの合弁会社として報告されている。
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(ⅲ)　主要な関連会社

会社の名称

事業国／事業地

および設立日 払込資本金

以下に帰属する

株式持分

主要な活動

法人組織

の種類当社

当社

グループ

天津港中煤華能煤碼頭有限公司 中国天津

2007年9月14日

1,125,000,000

人民元

24.50％ 24.50％ 港湾物流 有限責任会社

国投中煤同煤京唐港口有限公司 中国天津

2005年6月16日

965,583,000

人民元

21％ 21％ 石炭用の岸壁の建設 有限責任会社

太原煤気化龍泉能源発展有限公司 中国太原

2006年9月8日

1,740,350,000

人民元

40％ 40％ コークス、石炭およ

びその他関連製品の

製造および販売

有限責任会社

浙江浙能中煤舟山煤電有限責任公司 中国舟山

2007年6月5日

2,344,000,000

人民元

27％ 27％ 石炭および関連製品

の輸出入

有限責任会社

中天合創能源有限責任公司 中国鄂爾多斯

2007年10月24日

16,000,000,000

人民元

38.75％ 38.75％ 石炭化学工業 有限責任会社

陝西延長中煤楡林能源化工有限公司 中国楡林

2008年5月21日

7,000,000,000

人民元

30％ 30％ 石炭および石炭化学

工業

有限責任会社

山西平朔煤矸石発電有限責任公司 中国朔州

2002年12月10日

714,250,000

人民元

－ 33％ 発電および関連製品 有限責任会社

朔州平朔路達鉄路運輸有限公司 中国朔州

2004年5月19日

10,000,000

人民元

－ 37.50％ 鉄道輸送 有限責任会社

朔州市平魯区平安化肥有限責任公司 中国朔州

1996年7月31日

137,018,257

人民元

－ 29.71％ 爆発製品および花火

製品の生産

有限責任会社

国潤（張家口）工業技術有限責任公司 中国張家口

2004年11月18日

3,530,000

米ドル

－ 40％ 採掘用車両の製造お

よび技術サービスの

提供

中国と外国間の

合弁会社

北京中水長固液分離技術有限公司 中国北京

2001年9月20日

31,700,000

人民元

－ 25.86％ 環境に優しい機器の

製造および販売

有限責任会社

内蒙古博源連合化工有限公司 中国鄂爾多斯

2004年7月12日

650,000,000

人民元

－ 20％ メタノール関連製品

の製造および販売

中国と外国間の

合弁会社

内蒙古蘇里格天然気化工有限公司 中国鄂爾多斯

2009年6月9日

300,000,000

人民元

－ 20％ メタノール関連製品

の製造および販売

有限責任会社

中電神頭発電有限責任公司 中国朔州

2012年2月20日

1,000,000,000

人民元

20％ 20％ 発電および関連製品 有限責任会社

大同煤礦集団機電裝備撫順電機有限公司 中国大同

2012年3月20日

60,000,000

人民元

－ 30％ 電動モーターの製造

および販売

有限責任会社

朔州市富民供水投資建設公司 中国鄂爾多斯

2009年6月9日

153,000

人民元

－
65％

(c) 水の供給 有限責任会社

中信（江陰）碼頭有限公司 中国江陰

2010年6月7日

500,000,000

人民元

－ 30％ 港湾業務 有限責任会社

中煤艾尓競鉱業有限公司 中国鄂爾多斯

2013年8月12日

8,100,000

米ドル

－ 49％ 石炭産業用の機械お

よび機器の製造およ

び販売

有限責任会社

天津市炭金能源技術有限公司 中国天津

2001年8月28日

2,000,000

人民元

－ 40％ 石炭製品の取引 有限責任会社

貴州盤江力博裝備製造有限公司 中国貴州

2012年7月11日

15,408,200

人民元

－ 16％ 石炭産業用の機械お

よび機器の設計、製

造および販売

有限責任会社

(c)　この会社に関する戦略上、財務上および事業上の決定が他の株主に支配されていることから、かかる会社は当社グループの関連会社として報告

されている。
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５【従業員の状況】

 

　2015年12月31日現在、当社は52,648名の従業員を有していた。下表は、当社の従業員構成を示したものである。

 

職務構成区分

 

2015年

 

2014年

 

増減（人）

 

増減（％）

生産担当従業員 34,860 36,193 -1,333 -3.7

販売担当従業員 985 985 0 0

技術担当従業員 8,993 8,991 2 0.2

財務担当従業員 824 820 4 0.5

総務担当従業員 3,760 3,886 -126 -3.2

その他 3,226 3,275 -49 -1.5

合計 52,648 54,150 -1,502 -2.8

 

教育水準区分 2015年 2014年 増減（人） 増減（％）

大学院卒以上 1,069 1,020 49 4.8

大学卒 10,882 10,750 132 1.2

高等専門学校 11,611 11,126 485 4.4

専門学校以下 29,086 31,254 -2,168 -6.9

合計 52,648 54,150 -1,502 -2.8

（注）：主要子会社には、平朔公司、上海能源公司および中煤華晋公司が含まれる。
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第３【事業の状況】

 

１【業績等の概要】

 

「第一部-第３-７財政状態、経営成績およびキャッシュ・フローの状況の分析」を参照のこと。

 

２【生産、受注および販売の状況】

 

当社グループの主要顧客は、石炭、石炭化学および採鉱設備等の当社グループの主要製品の市場に基づき、国内
の電力会社およびコークス会社である。2015年において、当社グループの上位５つの顧客より得た売上高は、
8.809十億人民元であり、当社グループ総売上高の14.9％を占めた。

主要サプライヤーは、主に、当社グループに対して、トレーディング石炭およびディーゼル・オイル等の原料を
提供する。2015年において、上位５つのサプライヤーからの当社グループの購入総額は、5.738十億人民元であ
り、当社グループ総売上原価の10.4％であった。

2015年12月31日に終了した事業年度に関し、（当社取締役会が認識する限りにおいて当社の発行済株式の５％以
上を保有する）当社取締役、その関連者または当社株主のいずれも、当社グループの５つの主要顧客または５つの
主要サプライヤーの受益権を有していない。

「第一部-第２-３事業の内容」および「第一部-第３-７財政状態、経営成績およびキャッシュ・フローの状況の
分析」を参照のこと。

 

３【対処すべき課題】

 

2015年の困難な市況に直面し、当社は、年間生産目標および年間経営目標を重視し、生産および販売の連携を強
化し、生産スケジュールを合理化し、製品構成を最適化し、製品の品質を向上させ、精力的に費用を削減し、効率
を改善し、安定した生産および事業の運営を維持するよう努力した。報告期間中において、当社は、95.47百万ト
ンの商業用石炭生産量、および2015年初めの計画量を若干下回る97.54百万トンの商業用自己生産石炭の販売量を
達成した。商業用自己生産石炭の１単位当たり売上原価は、前年と比べて6.6％減少した。当社の営業収益は、石
炭価格の下落の継続および生産を制限する当社の自主的な計画を主な理由として、前年と比べて16.1％減少した。

2016年、当社は、生産スケジュールを科学的かつ適正な手法で合理化し、生産、輸送および販売の関係を強化
し、製品構成を最適化し、コスト管理の強化を継続し、変革と改良を加速させ、かつ、困難な市況に積極的に対処
することにより、「確固たる自信をもってあらゆる困難を克服する」ための一般要件を遵守する。2016年の商業用
自己生産石炭の計画生産量および販売量は、80百万トンである。当社は、商業用自己生産石炭の１単位当たり売上
原価を2015年と同水準に抑えるよう尽力する。当社は、営業収益の割合を安定させ、2016年においてはおよそ50十
億人民元の営業収益を達成する予定である。さらに、当社は、費用の増加を厳しく抑制し、損失を軽減し、欠損を
補うよう尽力し、大きな成果を達成する所存である。

第１に、当社は、中国政府による供給サイドの改革がもたらした変化に積極的に順応する。「効率性の優先、生
産の安定化、品質の向上および構造の最適化」の要件に基づき、当社は、科学的手法で生産を組織し、石炭配合を
向上させて生産作業が完結するよう努力する。

第２に、当社は、石炭化学プロジェクトの運転基準の強化を継続する。製品の消費量を減少させ、製品の利便性
を向上させる。

第３に、当社は、市場指向を強化する。「量と価格の双方に等しく注意を払う」の原則を守り、販売組織を向上
させ、生産と販売の最適な関係を確保する。

第４に、当社は、経営改善水準をさらに引き上げ、予算管理を強化し、手続管理、目標管理および業績評価を強
調し、費用の増加を厳しく管理する。当社は、事業運営をさらに活性化するため、継続して内部改革を推進し、事
業の経営および管理の向上を図る。
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第５に、当社は、投資構造を最適化し、新たな産業メカニズムを構築し、重要プロジェクトを促進する。当社
は、当社の長期的かつ安定的発展を達成するための取り組みとして、プロジェクトへの投資を厳しく管理し、構造
上の調整を加速させ、変革と改良を推進する。

第６に、当社は、安全性および品質の標準化をさらに推進し、安全管理およびリスク事前制御システムを改善
し、石炭、石炭化学その他の重要事業部門の経営管理の引き締めを行う。当社は、省エネおよび環境保護の年間目
標の管理を推進し、日々の監督および検査を強化する。

第７に、当社は、革新主導の戦略を強化し、技術投資を確保し、技術管理を向上させ、重要な技術プロジェクト
を順序正しく実施して、古い拠点の改良および変革と共に新たな拠点の建設を支援する。当社は、情報統合を推進
し、「インターネット＋」を活用して従来産業の変革、改良、改変そして発展について検討する。

直近の経済成長率の鈍化および石炭市場における高い変動性のため、上記の事業計画の実施においては、当社の
実際の状況に応じて調整が加えられることがある。よって、本書で開示される事業計画は、当社が投資家に対して
何らかの成果を約束するものではなく、投資家は、これに関するリスクについて情報を供され、認識すべきであ
る。

 

４【事業等のリスク】

 

１．マクロ経済の変動リスク

石炭産業は中国経済の根幹をなす分野であり、マクロ経済に密接に関係し、電気、金属、建築資材および化学産
業を含む他の関連産業から著しい影響を受けている。世界の主要先進経済が調整局面から抜け出せていない現在、
バルクコモディティ価格および中国の経済成長率は低下傾向にある。2016年のマクロ経済に影響を与える不安定要
素および不確実要素は依然として存在しており、当社の経営成績に重大な影響を及ぼす場合がある。

 

２．商品価格変動リスク

需給、製品特性、輸送能力および天候等の諸般の条件に影響を受けるため、石炭および石炭化学製品の価格の動
向を的確に判断することは依然として難しい。最近の海外の原油価格の急落は、国内の化学製品の価格に重大な影
響を及ぼし、これはさらに、当社の石炭化学製品の利益マージンにも多大な影響を及ぼす。当社は、市場調査と分
析を強化し、販売戦略を柔軟に調整し、製品の収益性を増加させる。

 

３．安全生産リスク

自然状態および生産特性等の要因による制限があることから、採鉱および石炭化学製品の生産工程には、高い安
全リスクが伴い、安全管理がより困難となる。当社は、引き続きその安全管理およびリスク事前制御システムを改
善し、安全かつ効率的な炭鉱の建設を大いに推進し、自動生産の水準を改良する。同時に、当社は、システム保護
能力の向上に重点を置き、大災害に対応する特別プロジェクトを定期的に立ち上げることにより、あらゆる生産段
階における安全な運転を確保するよう大いに努力する。

 

４．プロジェクト投資リスク

新たな投資プロジェクトには、通常、実現可能性の検討から生産を開始するまでにより長い時間を必要とする。
承認プロセスにおける不確実性およびプロジェクトが属する産業およびプロジェクトの関連産業は変化するため、
プロジェクトの完成時期および営業が開始された後のプロジェクトの実際の利回りは、ある一定の範囲内で予測と
は異なる可能性がある。当社は、投資コストを管理し投資リスクを回避するために、関連する認証およびライセン
ス手続を迅速に進め、合理的な投資の規模、速度を確保することによりプロジェクトの準備作業を強化する。
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５．環境保護リスク

石炭および石炭化学の生産は、環境に対して必然的にある程度の影響を及ぼすこととなる。当社は、省エネおよ
び排出削減に関する法令を厳密に遵守し、「環境に優しいチャイナ・コール」の展開の促進を継続する。当社は、
技術および環境保護のための投資を増やし続け、採鉱と環境保護との調和の取れた開発を遵守してきた。当社は、
鉱区における地盤沈下の処理および改良工事を現実的な方法で実施し、鉱区における循環経済を開発することによ
り、社会的責任に積極的に取り組み、省資源を実行する環境に優しい企業を確立するための努力を惜しまない。

 

６．コスト増加リスク

近年、採鉱の複雑な状況、大型設備の維持、安全性および環境保護への投資の増加ならびに一部の炭鉱の生産の
減少などの要因により、石炭のコスト管理の圧力が比較的高まっている。当社は、コストの増加を抑えるために、
新たな技術、新たな作業工程および設備の導入、製品の配置の最適化、生産効率の向上、原料購入費および１単位
当たりの消費を減少させることにより、引き続きコスト管理により多くの努力を払う。

 

７．外国為替リスク

当社の輸出販売は一般的に米ドルで決済されており、当社の負債は日本円および米ドルを含む外貨建てで計算さ
れる。同時に、当社は、輸入した機器および補修部品のための支払いを行うために外貨を必要としており、必要な
外貨は主として米ドルである。人民元に対する外国為替レートの変動は、当社の業績に好悪双方の影響を与える。
当社は、世界の為替市場の動向の研究を強化し、様々な金融商品を利用することにより、外国為替のリスクを効果
的に管理し、回避する。

 

当社の事業等のリスクについては、その他「第一部-第６-１-注記４ 財務リスク管理」を参照のこと。

 

５【経営上の重要な契約等】

 

関連当事者間取引

以下は、2015年度における当社グループの主要な関連当事者間取引である。

 

１．継続的関連当事者間取引

再編および改革後の上場の結果、当社グループと中煤集団の間には関連当事者間取引が存在する。当社グループ
と中煤集団の間の日々の継続的関連当事者間取引は、当社の通常の業務過程において行われ、かかる取引は、当社
グループの石炭製品と中煤集団の石炭製品の間の潜在的な競争を防止し、石炭製品、総合原材料、エンジニアリン
グ設計および建設、当社グループの通常の業務過程における市場価格での土地および財産の中煤集団からのリース
等の製品およびサービスを当社グループが保証することを可能にする。かかる取引は、当社グループの事業規模の
拡大を促進し、取引の不確実性を低め、取引コストを削減し、事業の不必要な混乱を防止し、移行コストを回避す
る。当社グループは、中煤集団といくつかの関連当事者間取引契約を締結している。同時に、当社の重要子会社で
ある中煤華晋公司の有力株主である山西焦煤集団とも関連当事者間取引が存在する。かかる取引により、当社は山
西焦煤集団から、石炭製品の安定供給、炭鉱建設および関連サービスを市場価格で容易に得ることができる。これ
らの契約に基づく取引は、香港上場規則第14A章に基づく当社の継続的関連当事者間取引に相当する。当該関連当
事者間取引契約の条件、2015年度の年間限度額および実際に発生した金額は以下のとおりである。
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(1)　石炭供給包括契約

2014年10月23日、当社は、中煤集団との石炭供給包括契約を更新した。かかる契約は、2015年１月１日から2017
年12月31日まで有効で、期間満了時に更新可能である。かかる契約に従い、中煤集団は、中煤集団およびその子会
社（当社を除く。）が所有する炭鉱から生産される石炭製品を当社グループに独占的に供給することに同意してお
り、いかなる第三者（当社グループおよび当社グループが指定した機関を除く。）にもかかる石炭製品の販売を行
わないことに同意している。当社グループは、中煤集団およびその子会社（当社を除く。）が提供する石炭製品の
品質および数量が当社グループの要件を満たすことができない時点で、第三者によって生産された石炭製品を購入
することができる。詳細については、2014年10月23日の当社の発表文に記載されている。

価格原則：

市場価格による。市場価格は、環渤海動力石炭価格指数に基づき、石炭の品質および様々な出荷方法を考慮して
決定される。

2015年12月31日に終了した事業年度において、リストラクチャリング対象炭鉱で生産された石炭製品の中煤集団
による当社向け供給に関して当社が中煤集団に支払う石炭買取費用の年間支払限度額は、2015年度には3.9十億人
民元であった。実際の負担額は、1.251十億人民元であった。

 

(2)　総合原材料およびサービス相互供給包括契約

2014年10月23日、当社は、中煤集団との総合原材料およびサービス相互供給包括契約を更新した。当該契約は
2015年１月１日から2017年12月31日まで有効であり、期間満了時に更新可能である。かかる契約に基づき、

　(1) 中煤集団およびその子会社（当社を除く。）は、(i)生産材料および付帯的サービス（原材料、補助材料、

輸送および荷役サービス、電気および熱供給、設備の維持およびリース、労働請負その他を含む。）ならび
に(ii)人材育成、医療サービスおよび緊急救助、通信、資産管理サービスその他を含む社会福祉サービスお
よびサポート・サービスを、当社グループに供給する。

　(2) 当社グループは、(i)生産材料および付帯的サービス（特に石炭、採鉱施設、原材料、補助材料、電気およ

び熱供給、輸送および荷役サービス、設備の維持およびリース、労働請負その他を含む。）ならびに(ii)排
他的な石炭輸出関連サービス（商品供給の組織化、混炭の実施、物流および輸送の手配、港湾関連サービス
の提供、検査および品質検査の手配、商品配送関連サービスの提供を含む。）を中煤集団およびその子会社
（当社を除く。）に供給する。

詳細については、2014年10月23日の当社の発表文に記載されている。

価格原則は以下の順に適用される。

・　大型設備および原材料については、原則として入札手続により確定される。

・　入札手続が取られない場合、当該市場価格に従う。

・　同等の市場価格が入手できない場合は、合意された価格が適用される。合意された価格は、合理的な原価に
合理的な利益マージンを加えた価格に基づいて決定される。

2015年12月31日に終了した事業年度において、

　(1) 2015年度に中煤集団およびその子会社（当社を除く。）により提供された原材料および付帯的サービスなら

びに社会福祉サービスおよびサポート・サービスに関する当社の年間支払限度額は、4.225十億人民元であ
り、実際の負担額は2.666十億人民元であった。

　(2) 2015年度に中煤集団およびその子会社（当社を除く。）に原材料および付帯的サービスならびに石炭輸出関

連サービスを提供したことによる年間収益限度額は690百万人民元であり、実際の収益は504百万人民元で
あった。
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(3)　プロジェクト設計、建設および一般請負サービス包括契約

2014年10月23日、当社は、中煤集団との間でプロジェクト設計、建設および一般請負サービス包括契約を締結し
た。当該契約は2015年１月１日から2017年12月31日まで有効であり、期間満了時に更新可能である。かかる契約に
基づき、中煤集団およびその子会社（当社を除く。）は、プロジェクト設計、建設および一般請負サービスを当社
グループに提供し、当社グループが下請けに出したプロジェクトを引き受ける。詳細については、2014年10月23日
の当社の発表文に記載されている。

価格原則：

サービス・プロバイダーならびにプロジェクトの設計、建設および一般請負サービスの価格は、原則として入札
手続により決定され、適用ある法令および規則を遵守する。中煤集団およびその子会社（当社を除く。）は、中国
の招標投標法で定められる手順および／または計測方法ならびに当社グループが作成する入札案内書面に記載され
る特定の要件を厳密に遵守して入札する。

2015年12月31日に終了した事業年度において、中煤集団およびその子会社（当社を除く。）が2015年に提供した
プロジェクト設計、建設および一般請負サービスに関する当社の年間支払限度額は、6.87十億人民元であり、実際
の負担額は2.808十億人民元であった。

 

(4)　不動産賃貸借包括契約

2014年10月23日、当社は、中煤集団との間で、2015年１月１日から開始する、期間満了時に更新可能な10年間の
不動産賃貸借包括契約を締結した。これに応じて、2006年９月５日に中煤集団との間で締結された不動産賃貸借包
括契約は終了した。かかる契約に基づき、中煤集団およびその子会社（当社を除く。）は、当社グループに対し、
一般事業目的および付帯的目的で中国における不動産の一部を賃貸することに同意した。賃貸された不動産は、総
床面積約317,298.01平方メートルの360物件を含み、主に生産および運営に使用されている。詳細については、
2014年10月23日の当社の発表文に記載されている。

価格原則：

(i)賃料は、不動産賃貸借包括契約の期間中、市場実勢価格に基づいて３年ごとに検討および調整される。調整
後の賃料は、独立した不動産鑑定士によって確認される市場実勢価格を超えないものとする。(ii)当社グループに
賃貸された不動産賃料の下方修正は、上記のとおり不動産賃貸借包括契約に規定される通常の３年ごとの賃料調整
機能にかかわらず、不動産賃貸借包括契約の期間中いつでも行うことができる。(iii)賃料は、毎年現金で支払わ
れ、当社グループの内部資金から提供される。

賃借建物および不動産に関して当社が中煤集団およびその子会社（当社を除く。）に支払う不動産賃料に係る
2015年度の年間限度額は、105百万人民元であった。2015年12月31日に終了した事業年度の実際の賃料負担額は、
91百万人民元であった。

 

(5)　土地使用権賃貸借包括契約

2006年９月５日、当社および中煤集団は、期間満了時に更新可能な20年間の土地使用権賃貸借包括契約を締結し
た。かかる契約に基づき、中煤集団およびその子会社（当社を除く。）は、当社グループに対し、一般事業目的お
よび付帯的目的で土地使用権の一部を賃貸することに同意した。かかる土地使用権は、総面積合計が約
5,788,739.77平方メートルの土地202筆を含み、その大部分が生産および運営に使用されている。詳細について
は、2006年９月５日、2011年10月21日および2014年10月23日の当社の発表文に記載されている。

価格原則：

(i)賃料は、土地使用権賃貸借包括契約の期間中、市場実勢価格に基づいて、３年ごとに検討および調整され
る。調整後の賃料は、独立した不動産鑑定士によって確認される市場実勢価格を超えないものとする。(ii)当社グ
ループに賃貸された土地使用権の下方修正は、上記のとおり土地使用権賃貸借包括契約に規定される通常の３年ご
との賃料調整機能にかかわらず、土地使用権賃貸借包括契約の期間中いつでも行うことができる。(iii)賃料は、
１年毎に現金で支払われ、当社グループの内部資金から提供される。
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当社が中煤集団およびその子会社（当社を除く。）に支払う土地使用権賃料に関する2015年度の年間支払限度額
は、61百万人民元であった。2015年12月31日に終了した事業年度の実際の賃料負担額は、58百万人民元であった。

 

(6)　金融サービス包括契約

2014年10月23日、当社の支配子会社である財務公司は、中煤集団との間で金融サービス包括契約を締結した。か
かる契約は、2015年１月１日から2017年12月31日まで有効であり、期間満了時に更新可能である。かかる契約に基
づき、財務公司は、中煤集団ならびにその子会社（当社を除く。）および関連会社に対し、預金および貸付サービ
スならびにファイナンス・リース等の金融サービスを提供することに同意する。詳細については、2014年10月23日
の当社の発表文に記載されている。

価格原則：

(i)預金の金利は、対等取引により、両当事者による同等の預金に対して中国の通常の商業銀行が提供する金利
を参考にして交渉されるものとする。預金の金利は、かかる種類の預金に対して中国人民銀行が許可する上限、ま
たは同種の預金に対して財務公司が他の顧客に対して提供する金利、または中国の通常の商業銀行が中煤集団なら
びにその子会社（当社を除く。）および関連会社に対して提供する同種の預金の金利の中で低いものを上回っては
ならない。(ii)貸付の金利は、対等取引により、両当事者による同等の貸付に対して中国の通常の商業銀行が課す
金利を参考にして交渉されるものとする。貸付の金利は、かかる種類の貸付に対して中国人民銀行が規定する最低
金利、または同種の貸付に対して財務公司が他の顧客に対して課す金利、または中国の通常の商業銀行が中煤集団
ならびにその子会社（当社を除く。）および関連会社に対して課す同種の貸付の金利の中で高いものを下回っては
ならない。(iii)その他の金融サービス（預金および貸付を除く。）に対する手数料の基準は、中国人民銀行また
は中国銀行業監督管理委員会が設定する対応するサービス手数料に従って決定されるものとする。かかる設定手数
料率が入手できない場合、サービス手数料は、対等取引により、同等の金融サービスに対して通常の商業銀行が課
す手数料を参考にして交渉される。いかなる場合も、手数料の基準は、同等のサービスに対して通常の商業銀行が
採用する手数料の基準を下回ってはならない。

財務公司が中煤集団ならびにその子会社（当社を除く。）および関連会社に対して行った2015年度の貸付および
ファイナンス・リースの一日当たりの残高限度額（経過利息を含む。）は、800百万人民元であった。2015年12月
31日に終了した事業年度に実際に発生した１日当たりの残高は、601百万人民元であった。中煤集団およびその関
連会社に対する金融サービスの提供に対して財務公司が課す金融サービス手数料に係る2015年度の年間限度額は、
３百万人民元であり、2015年12月31日に終了した事業年度について実際に課せられた手数料は、1.5百万人民元で
あった。

 

(7)　石炭および石炭関連製品ならびにサービス供給契約

2014年10月23日、当社は山西焦煤集団との間で石炭および石炭関連製品ならびにサービス供給契約を締結した。
かかる契約は、2015年１月１日から2017年12月31日まで有効であり、期間満了時に更新可能である。かかる契約に
基づき、当社は、山西焦煤集団から石炭および石炭関連製品を購入し、サービスを受けることに同意し、山西焦煤
集団は、当社グループから石炭および石炭関連製品を購入し、サービスを受けることに同意した。詳細について
は、2014年10月23日の当社の発表文に記載されている。

価格原則：

(i)インフラプロジェクトおよび採鉱施設の獲得については、価格は入札手続によって確定される。(ii)石炭の
供給についての価格は、当該市場の価格に従う。市場価格は、環渤海動力石炭価格指数に基づき、石炭の品質およ
び様々な出荷方法を考慮して決定される。

当社が山西焦煤集団から購入した石炭および石炭関連製品ならびに受けたサービスに係る2015年度の年間限度額
は、650百万人民元であり、実際に発生した金額は217百万人民元であった。山西焦煤集団が当社から購入した石炭
および石炭関連製品ならびに受けたサービスに係る2015年度の年間限度額は、410百万人民元であり、実際に発生
した金額は387百万人民元であった。
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当社の監査人は、香港保証業務基準3000「過去財務情報の監査またはレビュー以外の保証業務」に従い、かつ香
港公認会計士協会により発行された実務指針740「香港上場規則に基づく継続的関連当事者間取引における監査報
告書」に言及し、当社グループの継続的関連当事者間取引に関して報告を行うために雇用された。監査人は、香港
上場規則第14A.56条に従って当社グループが開示した継続的関連取引当事者間に関し、その所見および結論を記載
した無限定レターを交付した。監査人のレターの写しは、当社によりHKSEに提出されている。かかるレターには、
以下が記載されている。

上記の継続的関連当事者間取引は、当社取締役会の承認を得ている。

当社グループによる商品およびサービスの供給に関連する継続的関連当事者間取引の価格設定は、すべての重要
な点において、当社グループの価格方針に従って決定された。

上記の継続的関連当事者間取引は、すべての重要な点において、かかる取引を規制する関連契約に従って行われ
た。

上記の継続的関連当事者間取引は、かかる取引に関する当社の発表文で開示されている各取引の年間限度額を超
えなかった。

 

当社のすべての独立非業務執行取締役は、上記の継続的関連当事者間取引を再検討し、かかる取引が、(1)当社
の通常業務の過程で、(2)通常のまたはより有利な商業上の取引条件で、(3)かかる取引を規定する関連契約に従っ
て、公正かつ合理的であり、全体としての当社の株主の利益にかなった条件で、締結されたことを確認した。

当社は、2015年12月31日に終了した事業年度における上記の継続的関連当事者間取引に基づく特定の契約が、こ
れに関係する価格設定の原則に従って締結されたことを確認した。

 

２．非継続的関連当事者間取引

2015年12月６日、当社の支配子会社である上海大屯能源股份有限公司は、中煤集団の完全子会社である大屯煤電
（集団）有限責任公司との間で、江蘇大屯鋁業有限公司の保有株式持分の75％を、287.2315百万人民元を対価とし
て大屯煤電（集団）有限責任公司に譲渡する株式譲渡契約を締結した。

2015年12月６日、当社の完全子会社である中煤平朔集団有限公司は、中煤集団の完全子会社である平朔煤業公司
との間で、山西中煤平朔新型建材有限公司の保有株式持分の100％、山西中煤平朔鑫源有限責任公司の保有株式持
分の100％、および山西中煤平朔正嘉橡膠製品有限公司の保有株式持分の100％を、それぞれ91.6823百万人民元、
223.3618百万人民元、325.4147百万人民元を対価として平朔煤業公司に譲渡する株式譲渡契約を締結した。

当社グループは、株式の処分により、約46.3661百万人民元の損失（関連取引コスト計上前）を計上した。これ
は、株式譲渡契約に基づく取引の対価である約927.6903百万人民元と、2015年９月30日現在の当社グループの勘定
に基づく処分対象資産の帳簿価格である約881.3242百万人民元との差額に相当する。

上記の関連当事者間取引は、主要資産の再編には該当しない。取引の詳細については、2015年12月６日にSSE
ウェブサイト、HKSEウェブサイトおよび当社ウェブサイトで公表された当社の関連する発表文を参照のこと。

上記を除き、財務書類の注記に記載の関連当事者間取引または継続的関連当事者間取引のうち、香港上場規則の
開示可能な関連当事者間取引または継続的関連当事者間取引の定義に該当するものは存在しない。当社は、上記の
関連当事者間取引および継続的関連当事者間取引につき、その時々の香港上場規則の開示要件を遵守している。

 

重要な契約

本報告書の「関連当事者間取引」の項で開示されているものを除き、当社またはその子会社は、当社グループ以
外の支配株主またはその子会社と重要な契約を締結しておらず、また、当社グループ以外の支配株主またはその子
会社による当社またはその子会社へのサービスの提供に関連する重要な契約はなかった。
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６【研究開発活動】

 

2015年、石炭業界の厳しい状況に直面し、チャイナ・コール・エナジーは、「低コスト、高効率、変革および改
良」の観点から技術革新を行い、「安全、経済性および発展」の３つのテーマに重点を置いた。当社は、重要な技
術開発および革新能力の構築において多くの重要な成果を上げ、安全確保、効率性の向上、コスト削減および核と
なる競争性強化に新たに貢献した。

 

１．主要な核となる技術における新たな研究開発の躍進

2015年、当社が請け負った国内の科学技術プログラムである「内モンゴル陝西の内陸地域における100百万トン
石炭拠点の建設に係る主要技術」は、受入検査に合格した。研究結果は、幅広く採用され、内モンゴル・陝西拠点
に位置する炭鉱において実施され、計画の進展をさらに後押しした。国家863プログラムに基づく「緊急対応実証
システム」も受入検査に合格し、これは、炭鉱における採掘の安全性を効果的に確保する炭鉱ガス緊急対応システ
ムが整備されたことを意味する。天盤切削および圧力解放技術により形成される採掘跡脇の入口固定に関する試験
は、完了し、中国石炭工業協会により承認された。これにより、立杭費用はさらに１メートル当たり1,126人民元
削減された。当社は、露天掘り、坑内、洗炭・準備および化学産業の分野において設備の局地化を進め、局地化工
事において一連の成果を残し、150百万人民元の調達資金を節約した。新たな触媒の研究開発は、ミクロ活性対照
試験を完了し、これにより、さらなる発展のための強固な基盤が築かれた。当社の主要技術プログラムにおいて開
発された新エネルギー坑内無軌道ゴム車輪車は、国家炭鉱安全監察局による結果評価に合格し、石炭安全性適合認
定を取得し、新たな成長ポイントとなることが予想される。当社が開発した世界最長の8.8-m高機能型水圧天盤支
柱の最初の一式は、試作品の製造を終え、専門家による受入試験に合格した。これは、高機能型採鉱サポート製品
の新シリーズが発売されることを意味する。

 

２．新たな高水準の主要な技術的成果

2015年、当社は、合計で22の業界技術賞を獲得した。これには、平朔鉱区の地下鉱山との露天採鉱斜面安定性調
整に係る主要管理技術研究、車両知的制御および坑内作業員との情報通信に係る技術および応用、米国のコンソー
ル基準に基づいた高機能型水圧天盤支柱の完全版に係る主要技術研究および王家嶺炭鉱の長距離主要石炭谷におけ
る安全かつ効率的な輸送システムの研究および応用に授与された石炭業界技術進歩賞の第一位が含まれる。当社
は、コンプレックス・トップ・ビーム水圧天盤支柱およびそのアプリケーションであるZL200910083335.3.が受賞
した第一位を含む中国石炭工業協会の13の特許賞を受賞した。これらの高度な技術開発の広範囲な応用は、当社の
産業の品質改善および向上にとって新たな後押しとなった。

 

2015年、当社は、核となる技術および知的財産の確保を強化し、241件の新規特許（46件の発明特許を含む。）
を取得した。当社が保有する有効な特許は、合計1,177件に達し、このうち167件が発明特許であった。産業化志向
の特許ポートフォリオの配置図が最初に作成され、当社の中心となる技術競争力は、さらに強化された。

 

３．技術革新システムの構築における継続的進展

2015年、当社は、「第13次５か年」技術開発計画および採鉱および安全、石炭化学、設備製造および局地化を含
む４つのサブ計画の準備を終え、さらに、「第13次５か年」技術革新戦略、目標、戦略的中心および支援措置を明
確にした。当社傘下のエネルギー抽出設備国家研究開発センターは、主要な技術計画に注力し、29の試験計画の情
報収集および分析、39の学術論文の提出、15件の特許申請、4件のソフトウェア著作権の申告を行い、研究開発に
関する能力は、引き続き向上した。国家管轄当局の承認によって設立された当社傘下の北京採鉱設備企業特別研究
所は、高いレベルの研究者をさらに集め、教育し、全面的に活用するための新たなプラットフォームとなった。新
たに設立された石炭業界の「高機能型連結採鉱設備動力試験およびビッグデータ分析に係る工学研究センター」
は、研究結果を実際の生産性に変換する速度を上げる新たなプラットフォームを提供した。
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４．従業員の革新的活動の新たな進展

2015年、当社傘下の企業は、引き続き、従業員の長期的革新メカニズムの改善を行った。従業員の革新意識を信
頼し、当社は、前線作業員の革新意欲を全面的に促進した。当社は、科学的問題の対処および特に現地の安全性、
生産、技術、製品品質等に関する主要な問題に対処するための合理的提案の収集に関する「５つの小規模」活動を
幅広く組織し、これにより、約2,000の成果が出た。これらの活動は、安全確保能力、技術水準、製品品質および
経済利益の向上に大いに寄与した。全従業員間には革新に対する力強い雰囲気が生まれ、従業員の革新、効率性最
適化および企業家精神に対する認識は一層深まった。

 
 

７【財政状態、経営成績およびキャッシュ・フローの状況の分析】

 

下記の検討および分析は、当社グループの監査済財務書類およびその注記と併せて読まれるべきである。当社グ
ループの財務書類は、国際財務報告基準に基づいて作成されている。

 

(1)　概要

2015年、当社グループは、生産組織を最適化し、市場の開拓に努力を惜しまず、コスト削減および可能性の開拓
を強化し、産業構造の再編を加速させ、石炭を含む製品価格の大幅下落による影響に積極的に対応した。2015年12
月31日に終了した事業年度において、当社グループのセグメント間販売控除後の総売上高は、前年から11.393十億
人民元減少して、59.271十億人民元に達した。税引前利益は、前年から4.255十億人民元減少し、-3.576十億人民
元であった。当社株主に帰属する当期純利益は、前年から3.408十億人民元減少し、-3.267十億人民元であった。
営業活動により生じたキャッシュ（純額）は、前年から2.201十億人民元増加し、7.285十億人民元であった。１株
当たりの基本利益は、前年から0.26人民元減少し、-0.25人民元であった。

 

(単位：100百万人民元)

 

2015年12月31日に

終了した事業年度

2014年12月31日に

終了した事業年度

増減

(金額) (％)

売上高 592.71 706.64 -113.93 -16.1

税引前利益／（損失） -35.76 6.79 -42.55 -626.7

EBIDTA 70.79 79.50 -8.71 -11.0

当社株主に帰属する

当期純利益／（損失） -32.67 1.41 -34.08 -2,417.0

営業活動により生じた

キャッシュ（純額） 72.85 50.84 22.01 43.3

 

2015年12月31日現在、当社グループのギアリング・レシオ（有利子負債総額を、有利子負債総額と資本の合計で
除した値）は、期首から4.9％ポイント増加し、53.0％であった。

 

(単位：100百万人民元)

 

 

2015年12月31日現在 2014年12月31日現在

増減

(金額) (％)

資産 2,580.26 2,440.12 140.14 5.7

負債 1,577.44 1,410.83 166.61 11.8

　有利子債務 1,130.26 952.08 178.18 18.7

資本 1,002.82 1,029.29 -26.47 -2.6

　当社株主に帰属する持

分 837.08 869.04 -31.96 -3.7
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(2)　経営成績

１．連結経営成績

１　売上高

2015年12月31日に終了した事業年度において、当社グループの総売上高（セグメント間販売控除後）は、2014年
12月31日に終了した事業年度における70.664十億人民元から16.1％減少して、59.271十億人民元となった。当社グ
ループの商業用石炭の生産および販売価格が市況を主な要因として前年度と比較して減少および下落した結果、石
炭事業セグメントの外部売上高は、前年度と比較して17.601十億人民元減少し、採鉱設備製品の販売量が前年度と
比較して減少したことを受け、採鉱設備事業セグメントの外部売上高は、前年度と比較して1.091十億人民元減少
した。しかしながら、当社グループが生産工程の転換を加速した結果、内モンゴル陝西拠点の主要な石炭化学計画
が2014年下半期に徐々に運転を開始したことにより、石炭の外部売上高は、前年度と比較して7,630百万人民元増
加した。

2014年12月31日に終了した事業年度と比較した、2015年12月31日に終了した事業年度における石炭事業、石炭化
学事業、採鉱設備事業およびその他の事業からなる当社グループの４つの事業セグメントのセグメント間販売控除
後の売上高の変動は、以下のとおりであった。

 

(単位：100百万人民元)

セグメント間販売控除後の売上高

 

2015年12月31日に

終了した事業年度

2014年12月31日に

終了した事業年度

増減

(金額) (％)

石炭事業 404.66 580.67 -176.01 -30.3

石炭化学事業 119.15 42.85 76.30 178.1

採鉱設備事業 44.99 55.90 -10.91 -19.5

その他の事業 23.91 27.22 -3.31 -12.2

合計 592.71 706.64 -113.93 -16.1

 

2015年12月31日に終了した事業年度および2014年12月31日に終了した事業年度における当社グループの各事業セ
グメントから生じたセグメント間販売控除後の売上高の当社グループの総売上高に占める割合は、以下のとおりで
あった。

 

セグメント間販売控除後の売上高の割合(％)

 

2015年12月31日に

終了した事業年度

2014年12月31日に

終了した事業年度

増減

（％ポイント）

石炭事業 68.3 82.2 -13.9

石炭化学事業 20.1 6.1 14.0

採鉱設備事業 7.6 7.9 -0.3

その他の事業 4.0 3.8 0.2
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２　売上原価

2015年12月31日に終了した事業年度において、当社グループの売上原価は、2014年12月31日に終了した事業年度
における63.468十億人民元から13.1％減少し、55.167十億人民元となった。

原料費は、2014年12月31日に終了した事業年度における31.555十億人民元から23.3％減少して24.200十億人民元
となり、売上原価に占める割合は43.9％であった。原料消費割合のさらなる管理強化、廃原料の修繕および活用の
強化および原料調達の一元化等、当社グループが行った様々な措置により、このうち、自己勘定石炭取引および洗
炭用原炭の外部購入の費用は、前年度と比較して減少し、石炭事業の原料費は前年度と比較して6.802十億人民元
減少した。市況による影響を受け採鉱設備事業の注文が減少した結果、原料費は前年度と比較して1,056百万人民
元減少した。2014年下半期以降に生産を開始した内モンゴル陝西拠点の主要な石炭化学計画により、石炭化学事業
の原料費は前年度と比較して1.829十億人民元増加し、運転を開始した石炭化学計画は、石炭事業と石炭化学事業
間の内部取引の増加と相まって、原料費のセグメント間取引消去を前年度と比較して1,203百万人民元増加させ
た。

人件費は、2014年12月31日に終了した事業年度における4.335十億人民元から2.4％減少して4.230十億人民元と
なり、売上原価に占める割合は7.6％であった。かかる減少は、各事業ごとの業績に連動した報酬原則を誠実に実
施し、総給与をさらに管理強化し、派遣労働者の削減および必要な総労働力削減を強化したことによるものであっ
た。

減価償却費および償却費は、2014年12月31日に終了した事業年度における4.935十億人民元から29.5％増加し
て、6.393十億人民元となり、売上原価に占める割合は11.6％であった。かかる増加は主として、内モンゴル陝西
拠点の主要な石炭化学計画が2014年下半期の間に徐々に運転を開始したことにより、石炭化学事業の減価償却費お
よび償却費が前年度と比較して1.389十億人民元増加したことを理由とするものであった。

修繕維持費は、2014年12月31日に終了した事業年度における835百万人民元から1.2％減少して824百万人民元と
なり、売上原価に占める割合は1.5％であった。かかる減少は主として、設備の日常的な修繕維持を向上させたこ
とに加え、当社グループの子会社の自己修繕能力を最大限活用し、外注修繕費が減少したことによるもので
あった。

輸送費および港湾費は、2014年12月31日に終了した事業年度における11.834十億人民元から0.8％減少して、
11.735十億人民元となり、売上原価に占める割合は21.3％であった。かかる減少は主として、当社グループの商業
用自己生産石炭の売上高が減少したことにより石炭事業の輸送費および港湾料が前年度と比較して673百万人民元
減少したことによるものであったが、その一方で、2014年下半期の間に徐々に運転を開始した内モンゴル陝西拠点
の主要な石炭化学計画を一因として石炭化学事業の輸送費および港湾料は、611百万人民元増加した。

売上税および追加税は、2014年12月31日に終了した事業年度における1.078十億人民元から38.5％増加して1.493
十億人民元となり、売上原価に占める割合は2.7％であった。かかる増加は主として、価格に基づく税金の計算お
よび徴収を特徴とする石炭資源税の改革によって、資源税が前年度と比較して525百万人民元増加したことによる
ものであった。さらに、市況の影響を受け、当社グループの利益が前年度と比較して減少した結果、前年度と比較
して都市維持税および建設税が97百万人民元、教育追加税が70百万人民元削減された。

炭鉱における採鉱工事の外注費用は、2014年12月31日に終了した事業年度における2.805十億人民元から59.8％
減少し、1.127十億人民元となり、売上原価に占める割合は2.0％であった。かかる減少は主として、すべての石炭
生産企業が外注事業の管理をさらに強化し、外注事業単価を厳密に管理し、外注の剥土量および坑道延先が前年度
と比較して減少したことによるものであり、これにより、炭鉱における採鉱工事の外注費用は減少した。

その他費用は、2014年12月31日に終了した事業年度における6.091十億人民元から15.2％減少して5.165十億人民
元となり、売上原価に占める割合は9.4％であった。かかる減少は主として、すべての石炭生産企業が2015年の間
に石炭持続可能開発基金（積立金）への引当金を中止したことにより、石炭事業セグメントのその他費用が1.469
十億人民元減少したことによるものであった。内モンゴル陝西拠点の主要な石炭化学計画が2014年下半期の間に
徐々に運転を開始したことにより、石炭化学セグメントのその他費用は、これに応じて、659百万人民元増加し
た。
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３　売上総利益および売上総利益率

2015年12月31日に終了した事業年度において、当社グループの売上総利益は、2014年12月31日に終了した事業年
度における7.196十億人民元から43.0％減少して4.104十億人民元となり、売上総利益率は、2014年12月31日に終了
した事業年度における10.2％から3.3％ポイント減少して6.9％となった。

2015年12月31日に終了した事業年度における当社グループの各事業セグメントの売上総利益および売上総利益率
ならびに2014年同期と比較した変動は以下のとおりである。

 

(単位：100百万人民元)

 売上総利益 売上総利益率（％）

 

2015年

12月31日に

終了した

事業年度

2014年

12月31日に

終了した

事業年度

増減

(％)

2015年

12月31日に

終了した

事業年度

2014年

12月31日に

終了した

事業年度

増減

(％ポイント)

石炭事業 1.19 56.13 -97.9 0.3 9.6 -9.3

商業用自己生産石炭 0.13 53.86 -99.8 0.04 13.7 -13.66

　自己勘定石炭取引 1.13 1.84 -38.6 0.9 1.0 -0.1

石炭化学事業 28.74 3.22 792.5 24.1 7.5 16.6

採鉱設備事業 8.86 10.41 -14.9 17.8 17.0 0.8

その他の事業 2.43 2.98 -18.5 7.7 8.3 -0.6

当社グループ 41.04 71.96 -43.0 6.9 10.2 -3.3

（注）上記の各事業セグメントの売上総利益および売上総利益率は、セグメント間販売控除前の値である。

 

２．セグメント経営成績

１　石炭事業セグメント

・売上高

当社グループの石炭事業の売上高は主として、中国国内および海外の顧客に対して行った、当社グループの炭鉱
および洗炭工場で生産された石炭の販売（商業用自己生産石炭の販売）により得られたものであった。また、当社
グループは、顧客へ転売するために外部の石炭会社からも石炭を購入（自己勘定石炭取引による販売）しており、
石炭の輸入および輸出ならびに国内の代理業務に従事していた。

2015年12月31日に終了した事業年度において、当社グループの石炭事業の総売上高は、2014年12月31日に終了し
た事業年度における58.464十億人民元から28.0％減少して、42.106十億人民元となった。セグメント間販売を控除
した後の売上高は、2014年12月31日に終了した事業年度における58.067十億人民元から30.3％減少して、40.466十
億人民元となった。

2015年12月31日に終了した事業年度において、当社グループの商業用自己生産石炭の販売の売上高は、2014年12
月31日に終了した事業年度における39.245十億人民元から25.9％減少し、29,092十億人民元となった。セグメント
間販売を控除した後の売上高は、2014年12月31日に終了した事業年度における38.900十億人民元から26.2％減少
し、28.705十億人民元となり、そのうち一般炭の売上高は前年から10.585十億人民元減少し、24.948十億人民元、
コークス用炭の売上高は前年から390百万人民元増加し、3.757十億人民元となった。2015年において、当社グルー
プの商業用自己生産石炭の販売は、前年度から8.55百万トン減少し、97.54百万トンを記録し、これにより売上高
は3.134十億人民元減少した。商業用自己生産石炭の加重平均販売価格は、前年度と比較して１トン当たり73人民
元下落し、１トン当たり294人民元となり、売上高に関して7.061十億人民元の減少となった。

外部の石炭会社から購入した石炭の転売（自己勘定石炭取引）における売上高は、2014年12月31日に終了した事
業年度における18.750十億人民元から32.9％減少して、12.578十億人民元となった。セグメント間取引の売上高を
控除した後の売上高は、2014年12月31日に終了した事業年度における18.750十億人民元から39.4％減少して、
11.369十億人民元となった。

代理業務の売上高は、前年から7百万人民元減少し、11百万人民元に達した。
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2014年12月31日に終了した事業年度と比較した、2015年12月31日に終了した事業年度における当社グループの石
炭の販売量および販売価格の変動は以下のとおりである。

(単位：100百万人民元)

 売上総利益 売上総利益率（％）

 

2015年

12月31日に

終了した

事業年度

2014年

12月31日に

終了した

事業年度

増減

(％)

2015年

12月31日に

終了した

事業年度

2014年

12月31日に

終了した

事業年度

増減

(％ポイント)

石炭事業 1.19 56.13 -97.9 0.3 9.6 -9.3

商業用自己生産石炭 0.13 53.86 -99.8 0.04 13.7 -13.66

　自己勘定石炭取引 1.13 1.84 -38.6 0.9 1.0 -0.1

石炭化学事業 28.74 3.22 792.5 24.1 7.5 16.6

採鉱設備事業 8.86 10.41 -14.9 17.8 17.0 0.8

その他の事業 2.43 2.98 -18.5 7.7 8.3 -0.6

当社グループ 41.04 71.96 -43.0 6.9 10.2 -3.3

（注）上記の各事業セグメントの売上総利益および売上総利益率は、セグメント間販売控除前の値である。

 

・売上原価

2015年12月31日に終了した事業年度において、当社グループの石炭事業の売上原価は、2014年12月31日に終了し
た事業年度における52.851十億人民元から20.6％減少し、41.987十億人民元となった。主要な費目の変動は以下の
とおりであった。

 

(単位：100百万人民元)

費目

 

 

2014年12月31日に

終了した事業年度

 

増減

2015年12月31日に

終了した事業年度 (金額) （％)

原料費

（洗炭用原炭の外部購入費

用および自己勘定石炭取

引費用を除く）

 

 

 

44.80 50.85 -6.05 -11.9

洗炭用原炭の外部購入費用 11.28 12.27 -0.99 -8.1

自己勘定石炭取引費用
★ 122.11 183.09 -60.98 -33.3

人件費 29.00 32.53 -3.53 -10.9

減価償却および償却 41.82 42.27 -0.45 -1.1

修繕維持 6.79 7.86 -1.07 -13.6

輸送費および港湾費 106.14 112.87 -6.73 -6.0

採掘工事の外注費用 11.27 28.05 -16.78 -59.8

売上税および追加税 12.88 10.25 2.63 25.7

その他の費用
* 33.78 48.47 -14.69 -30.3

石炭事業の売上原価合計 419.87 528.51 -108.64 -20.6

★
　自己勘定石炭取引費用には、輸送費および自己勘定石炭取引に関連する棚卸資産の減損引当金は含まれない。

*
　その他の費用には、主に、採鉱事業に関連して発生した環境修復費用および石炭生産に直接的に関連して発生した中小規模

のプロジェクト等の費用が含まれる。

 

2015年12月31日に終了した事業年度において、当社グループの商業用自己生産石炭の売上原価は、前年から
4.780十億人民元（14.1％）減少して、29.079十億人民元であった。商業用自己生産石炭の１単位当たり売上原価
は、前年から１トン当たり20.99人民元（6.6％）減少して、１トン当たり298.16人民元であった。自己勘定石炭取
引費用は、前年から6.101十億人民元（32.9％）減少して、12.465十億人民元であった。自己勘定石炭取引の１単
位当たり外部売上原価は、前年から１トン当たり88.22人民元（22.0％）減少して、１トン当たり312.45人民元で
あった。
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当社グループの商業用自己生産石炭の１単位当たり売上原価の主要項目の変動は以下のとおりである。

 

(人民元／トン)

   増減

費目

2015年12月31日に

終了した事業年度

2014年12月31日に

終了した事業年度 (金額) （％)

原料費

（洗炭用原炭の外部購入費

用を除く） 45.94 47.93 -1.99 -4.2

洗炭用原炭の外部購入費用 11.57 11.57 － －

人件費 29.74 30.66 -0.92 -3.0

減価償却および償却 42.88 39.84 3.04 7.6

修繕維持 6.96 7.41 -0.45 -6.1

輸送費および港湾費 106.23 103.97 2.26 2.2

売上税および追加税 13.21 9.66 3.55 36.7

採掘工事の外注費用 11.56 26.44 -14.88 -56.3

その他の費用 30.07 41.67 -11.60 -27.8

商業用自己生産石炭の１

単位当たり売上原価

 

298.16 319.15 -20.99 -6.6

 

2015年12月31日に終了した事業年度における当社グループの商業用自己生産石炭の１単位当たり売上原価の前年
度比の変動は、主として以下の要因によるものであった。

１単位当たりの原料費は、１トン当たり1.99人民元減少したが、これは主として、長期購入契約を通じて当社グ
ループの子会社による原料の購入価格が下落したこと、中国で製造される部品の割合が増加したこと、ならびに原
料の需要、消費の管理維持および再利用がさらに改善されたことにより、原料費が前年度と比較して605百万人民
元減少したことによるものであった。

１単位当たりの人件費は、１トン当たり0.92人民元減少したが、これは主として、各事業ごとの業績に連動した
報酬原則を誠実に実施し、総給与をさらに管理強化し、派遣労働者の削減および必要な総労働力削減を強化したこ
とにより、人件費が合計で353百万人民元減少したことによるものであった。

減価償却および償却に係る１単位当たりの費用は、１トン当たり3.04人民元増加したが、これは主として、商業
用自己生産石炭の生産量が前年度と比較して減少したことによるものであった。

１単位当たりの修繕維持費は、１トン当たり0.45人民元減少したが、これは主として、当社グループの石炭生産
企業の自己修繕能力を最大限活用したことによる外注修繕費の減少および設備の日常的な修繕維持の強化により、
修繕費が減少したことによるものであった。

１単位当たりの輸送費および港湾費は、１トン当たり2.26人民元増加したが、これは主として、鉄道輸送費およ
び港湾料の負担が必要な当社グループの商業用自己生産石炭の販売の増加および鉄道輸送費の増加が組み合わさっ
た結果によるものであった。

１単位当たりの売上税および追加税は、１トン当たり3.55人民元増加したが、これは主として、2014年12月１日
に発効した価格に基づく税金の計算および徴収を特徴とする石炭資源税の改革以降、当社グループが支払った資源
税が前年と比較して増加したことによるものであった。

１単位当たりの採掘工事の外注費用は、１トン当たり14.88人民元減少した。これは主として、外注事業の管理
のさらなる強化および外注事業の単価の厳密な管理に対する当社グループの子会社の取組みならびに外注の剥土量
および坑道延先が前年度と比較して減少したことにより、採鉱工事の外注費用が1.678十億人民元減少したことに
よるものであった。
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１単位当たりのその他費用は、１トン当たり11.60人民元減少した。かかる減少は主として、2014年12月１日に
発効した価格に基づく税金の計算および徴収を特徴とする石炭資源税の改革以降、当社グループの該当する石炭会
社が石炭持続可能開発基金（2014年の引当金は1.41十億人民元）を終了したことによるものであった。同時に、当
社グループは、コスト削減および可能性開拓のための措置を講じ、生産に関連しない随時発生するプロジェクトの
金額ならびに小規模および中規模のプロジェクトの費用を削減した。上記のすべての要因が組み合わさったことに
より、その他費用は前年と比較して1.469十億人民元減少した。

 

・売上総利益および売上総利益率

2015年12月31日に終了した事業年度において、当社グループの石炭事業の売上総利益は、2014年12月31日に終了
した事業年度における5.613十億人民元から97.9％減少し、119百万人民元となった。売上総利益率は、2014年12月
31日に終了した事業年度における9.6％から9.3％ポイント減少し、0.3％となった。

 

２　石炭化学事業

・売上高

2015年12月31日に終了した事業年度において、当社グループの石炭化学事業の売上高は、2014年12月31日に終了
した事業年度における4.285十億人民元から178.5％増加し、11.932十億人民元となり、セグメント間販売を控除し
た後の売上高は、2014年12月31日に終了した事業年度における4.285十億人民元から178.1％増加して、11.915十億
人民元となった。そのうち、楡林オレフィン計画は、2015年初めから公式に生産を開始し、5.553十億人民元の売
上高に貢献し、図克肥料計画および蒙大メタノール計画は2014年下半期から生産を開始し、2015年の１年間運転を
継続し、3.049十億人民元の売上高の増加に貢献した一方で、コークス販売の売上高は、コークスの価格および販
売量が前年と比べて減少したことにより前年と比べて844百万人民元の減少となった。

 

2015年において、オレフィンの売上高は、4.926十億人民元となった。これは主として、楡林オレフィン計画が
2015年初めから公式に生産を開始したことによるものであった。尿素の販売から生じる売上高は、2014年における
615百万人民元と比較して2.255十億人民元増加し、2.870十億人民元となった。これは主として、図克肥料計画の
１年間の安定的な運転により尿素の売上高が2.238十億人民元増加したこと、および山西省霊石のコークス炉ガス
からの化学肥料生産計画により尿素の売上高が17百万人民元増加したことによるものであった。メタノールの売上
高は、2014年における712百万人民元から427百万人民元増加し、1.139十億人民元となった。これは主として蒙大
メタノール計画の１年間の運転によりメタノールの売上高が507百万人民元増加したことによるものであった。当
社グループのコークスの売上高は、2014年における2.344十億人民元から844百万人民元減少し、1.500十億人民元
となった。
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当社グループの主要な化学製品の販売量および販売価格の変動は下記の表のとおりであった。

 

2015年12月31日に

終了した事業年度

2014年12月31日に

終了した事業年度 増減

 

販売量

(１万トン)

販売価格

(人民元

／トン)

販売量

(１万トン)

販売価格

(人民元

／トン)

販売量

(１万トン)

販売価格

(人民元

／トン)

販売量

 

（％)

販売価格

 

（％)

I.　オレフィン

　　１.ポリエチレン 35.3 7,771 ☆ ☆ 35.3 － － －

　　２.ポリプロピレン 32.3 6,751 ☆ ☆ 32.3 － － －

II.　メタノール◆ 79.6 1,432 36.3 1,959 43.3 -527 119.3 -26.9

III.　尿素 175.4 1,637 39.2 1,566 136.2 71 347.4 4.5

IV.　コークス         

１．自己生産 193.2 712 200.4 907 -7.2 -195 -3.6 -21.5

２．自己勘定取引 15.0 836 51.4 1,021 -36.4 -185 -70.8 -18.1

３．輸出代理
*

0.02 20 0.4 12 -0.38 8 -95.0 66.7

◆　中煤集団の子会社である黒龍江煤化工グループにより生産された2015年度の22,800トンおよび2014年度の56,300トンのメ

タノールの販売を含む。

*
  販売価格は、代理手数料である。

☆　当該期間において該当なし
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・売上原価

2015年12月31日に終了した事業年度において、当社グループの石炭化学事業の売上原価は、2014年12月31日に終
了した事業年度における3.963十億人民元から128.6％増加し、9.058十億人民元となった。詳細は下記のとおりで
ある。

 

(単位：100百万人民元)

費目

2015年12月31日に

終了した事業年度

2014年12月31日に

終了した事業年度

増減

(金額) (％)

原料費 49.01 30.72 18.29 59.5

人件費 4.76 1.14 3.62 317.5

減価償却および償却 16.22 2.33 13.89 596.1

修繕維持 1.42 0.45 0.97 215.6

輸送費および港湾費 10.30 4.19 6.11 145.8

売上税および追加税 1.58 0.10 1.48 1,480.0

その他の費用 7.29 0.70 6.59 941.4

石炭化学事業の売上原価

合計 90.58 39.63 50.95 128.6

 

2015年12月31日に終了した事業年度における当社グループの主要化学製品の売上原価および2014年度同期と比較
した変動は下記のとおりである。

当社グループの楡林オレフィン計画は、2015年初めから運転を開始した。オレフィンの売上原価は2.894十億人
民元であり、１単位当たり売上原価は、１トン当たり4,279人民元であった。メタノールと尿素の売上原価は、
2014年度同期と比較して増加した一方、１単位当たり売上原価は2014年度同期と比較して減少した。これは主とし
て2014年下半期において図克肥料計画および蒙大メタノール計画が運転を開始し、１単位当たり売上原価が低下し
たことによるものであった。コークスの売上原価および１単位当たり売上原価は、2014年度同期と比較して減少し
たが、これは、2014年度同期と比較してコークスの販売が減少したことおよびコークスの生産に必要な原炭の購入
価格が下落したことによるものであった。

 

・売上総利益および売上総利益率

2015年12月31日に終了した事業年度において、当社グループの石炭化学事業の売上総利益は、2014年12月31日に
終了した事業年度における2.552十億人民元から322百万人民元増加し、2.874十億人民元となった。売上総利益率
は、2014年12月31日に終了した事業年度における7.5％から16.6％ポイント増加し、24.1％となった。これは主と
して、2014年下半期以降に当社グループの事業変革が加速し、内モンゴル陝西拠点の主要な石炭化学計画が生産を
開始した結果、石炭化学事業の売上総利益および売上総利益率が増加したことによるものであった。
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３　採鉱設備事業セグメント

・売上高

2015年12月31日に終了した事業年度において、当社グループの採鉱設備事業の売上高は、2014年12月31日に終了
した事業年度における6.135十億人民元から18.8％減少し、4.980十億人民元となった。そのうち、セグメント間販
売を控除した後の売上高は、2014年12月31日に終了した事業年度における5.590十億人民元から19.5％減少し、
4.499十億人民元となった。これは主として、市場需給の影響を受け、前年度と比較して採鉱設備の販売量が減少
したことを理由とするものであった。

 

・売上原価

2015年12月31日に終了した事業年度において、当社グループの採鉱設備事業の売上原価は、2014年12月31日に終
了した事業年度における5.094十億人民元から19.6％減少し、4.094十億人民元となった。主要費目および2014年度
同期と比較した変動は下記のとおりである。

 

(単位：100百万人民元)

費目

2015年12月31日に

終了した事業年度

2014年12月31日に

終了した事業年度

増減

(金額) (％)

使用済原料および商品取

引費用 24.86 35.42 -10.56 -29.8

人件費 5.02 5.67 -0.65 -11.5

減価償却および償却 2.96 1.71 1.25 73.1

修繕維持 0.45 0.78 -0.33 -42.3

輸送費 0.85 1.10 -0.25 -22.7

売上税および追加税 0.21 0.19 0.02 10.5

その他の費用 6.59 6.07 0.52 8.6

採鉱設備事業の売上原価

合計 40.94 50.94 -10.00 -19.6

 

・売上総利益および売上総利益率

2015年12月31日に終了した事業年度において、当社グループの採鉱設備事業セグメントの売上総利益は、2014年
12月31日に終了した事業年度における1.041十億人民元から14.9％減少し、886百万人民元となった。売上総利益率
は、2014年12月31日に終了した事業年度における17.0％から0.8％ポイント増加し、17.8％となった。

 

４　その他の事業

2015年12月31日に終了した事業年度において、発電およびアルミニウム等のその他の事業からの当社グループの
総売上高は、2014年12月31日に終了した事業年度における3.612十億人民元から12.3％減少して3.167十億人民元と
なった。そのうち、セグメント間販売を控除した後の売上高は、2014年12月31日に終了した事業年度における
2.722十億人民元から12.2％減少し、2.391十億人民元となった。売上原価は、2014年12月31日に終了した事業年度
における3.314十億人民元から11.8％減少して2.924十億人民元となった。売上総利益は、2014年12月31日に終了し
た事業年度における298百万人民元から18.5％減少して243百万人民元となり、売上総利益率は、2014年12月31日に
終了した事業年度における8.3％から0.6％ポイント減少し、7.7％となった。
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３．販売費および一般管理費

2015年12月31日に終了した事業年度において、当社グループの販売費および一般管理費は、2014年12月31日に終
了した事業年度における4.904十億人民元から10.3％減少し、4.400十億人民元となった。これは主として、当社グ
ループが費用管理を更に強化した結果、前年度と比べて費用が減少したことによるものであった。

 

４．その他の純利益

2015年12月31日に終了した事業年度において、当社グループのその他の純利益は、2014年12月31日に終了した事
業年度における188百万人民元から50.5％増加し、283百万人民元となった。これは主として、報告期間中において
当社グループの子会社が受領した政府の助成金が増加したことによるものであった。

 

５．営業利益

2015年12月31日に終了した事業年度において、当社グループの営業利益は、2014年12月31日に終了した事業年度
における2.497十億人民元から98.3％減少し、43百万人民元となった。この減少は主として、市況の影響を受けて
前年度と比較して当社グループの商業用自己生産石炭の販売量が減少し、価格が下落したことにより、石炭事業か
らの利益が4.832十億人民元減少したことによるものであった。ただし、当社グループによる産業転換の加速に伴
い、石炭化学事業の利益が前年と比べて2.314十億人民元の増加を記録した。これは主として、内モンゴル陝西拠
点の主要な石炭化学計画が、2014年下半期に徐々に運転を開始したことによるものであった。

主要事業セグメントの営業利益および2014年度同期と比較した変動は以下のとおりである。

 

(単位：100百万人民元)

 

2015年12月31日に

終了した事業年度

2014年12月31日に

終了した事業年度

増減

(金額) （％）

当社グループ 0.43 24.97 -24.54 -98.3

　そのうち：石炭事業 -21.85 26.47 -48.32 -182.5

石炭化学事業 24.57 1.43 23.14 1618.2

採鉱設備事業 1.21 1.33 -0.12 -9.0

その他の事業 -0.35 -0.22 -0.13 59.1

（注）各事業セグメントの上記営業利益は、セグメント間販売控除前の数値である。

 

６．金融収益および金融費用

2015年12月31日に終了した事業年度において、当社グループの金融費用（純額）は、2014年12月31日に終了した
事業年度における1.952十億人民元から103.9％増加し、3.981十億人民元となった。金融収益は、2014年12月31日
に終了した事業年度における763百万人民元から26.6％増加して966百万人民元となった。この増加は主として、財
務公司の設立および営業開始により銀行間預金からの受取利息が増加したことによるものであった。金融費用は、
2014年12月31日に終了した事業年度における2.715十億人民元から82.2％増加し、4.947十億人民元となった。これ
は主として、内モンゴル陝西拠点の主要な石炭化学計画が、2014年下半期以降連続的に運転を開始したことによ
り、費用処理された利息費用が2014年度同期と比較して994百万人民元増加したことによるものであった。さら
に、2015年12月31日現在の有利子債務は113.026十億人民元であり、2014年12月31日現在における95.208十億人民
元から17.818十億人民元の純増となった。
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７．関連会社および共同支配企業の利益に対する持分

2015年12月31日に終了した事業年度において、当社グループの関連会社および共同支配企業の利益に対する持分
は、2014年12月31日に終了した事業年度における134百万人民元から170.1％増加し、362百万人民元となった。こ
れは主として、報告期間中において、発電所および処理施設を含む当社グループの投資対象から生じた利益が増加
したことにより、認識された当社グループの利益に対する持分が前年と比べて株式保有に比例して増加したことに
よるものであった。

 

８．税引前利益

2015年12月31日に終了した事業年度において、当社グループの税引前利益は、2014年12月31日に終了した事業年
度における679百万人民元から626.7％減少し、-3.576百万人民元となった。

 

９．法人税等

2015年12月31日に終了した事業年度において、当社グループの法人税等は、2014年12月31日に終了した事業年度
における192百万人民元から489.6％減少し、-748百万人民元となった。

 

10．当社株主に帰属する当期純利益

2015年12月31日に終了した事業年度において、当社株主に帰属する当期純利益は、2014年12月31日に終了した事
業年度における141百万人民元から2,417.0％減少し、-3.267十億人民元となった。

 

(3)　キャッシュ・フロー

2015年12月31日現在、当社グループの現金および現金同等物の残高は、2014年12月31日現在における18.132十億
人民元から6.936十億人民元純減し、11.196十億人民元となった。

営業活動により生じたキャッシュ（純額）は、2014年12月31日に終了した事業年度における5.084十億人民元か
ら43.3％増加して、7.285十億人民元となった。当社グループの税引前利益は前年度と比較して4.255十億人民元減
少した。減価償却および償却等の非現金費用ならびに利益を減少させたが営業活動からのキャッシュ・フローには
影響を及ぼさなかった減損損失および金融費用等の項目を控除した結果、損益に影響を及ぼす項目により営業活動
からのキャッシュ・インフローが前年度と比較して886百万人民元減少した。一方で、当社グループは、現金管理
を強化し、運転資金の使用を厳しく管理した。使用運転資金の金額の変動により、キャッシュ・インフローは、前
年度と比較して2.710十億人民元増加した。さらに、前年度と比較して利益が減少したことにより、法人税の支払
いによるキャッシュ・アウトフローは、前年度と比較して377百万人民元減少した。

投資活動に使用されたキャッシュ（純額）は、2014年12月31日に終了した事業年度における17.767十億人民元か
ら48.2％増加して、26.322十億人民元となった。そのうち、プロジェクト建設、機器購入、資源埋蔵量ならびにそ
の他の長期資産購入および株式投資等の活動に使用された現金は前年度と比較して9.806十億人民元減少した。当
社グループの、当初期間が３ヶ月を超える定期預金額の変動により、キャッシュ・アウトフローが前年度から
14.989十億人民元（当該期間のアウトフロー（純額）は12.600十億人民元となり、一方、前年度同期のインフロー
（純額）は2.389十億人民元となった。）増加したため、連結の効果により、投資活動から生じたキャッシュ・ア
ウトフロー（純額）が増加した。さらに、財務公司を当社グループに連結させたことにより、キャッシュ・インフ
ローは、2.730十億人民元増加した。

財務活動により生じたキャッシュ（純額）は、2014年12月31日に終了した事業年度における19.585十億人民元か
ら38.2％減少し、12.099十億人民元となった。これは主として、借入れから受領した現金が前年度から12.996十億
人民元減少したこと、債券の発行により受領した現金が前年度から10.488十億人民元増加したこと、および債務の
現金による返済が前年度から4.931十億人民元増加したことによるものであった。
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(4)　流動性および資本の源泉

2015年12月31日に終了した事業年度において、当社グループの資金は主として、事業運営による収入、銀行借入
金および資本市場で調達された正味手取金から得られたものであった。当社グループの資金は、主に石炭事業、石
炭化学事業および採鉱設備事業の生産施設および生産機器施設への投資、当社グループが負っている債務の返済な
らびに当社グループの運転資金および一般経常費用に充てられた。

当社グループの事業から生じた現金、世界および国内の資本市場における株式募集により得られた正味手取金な
らびに獲得した関連銀行融資によって、プロジェクト建設のほか、将来の生産および事業活動のための資金は十分
に提供される。

 

(5)　資産および負債

１．有形固定資産

2015年12月31日現在、当社グループの有形固定資産の価額（純額）は128.805十億人民元となり、これは2014年
12月31日現在における126.367十億人民元と比較して2.438十億人民元（1.9％）の純増であった。これは主とし
て、当社グループの子会社によるプロジェクトへの投資が増加したこと、ならびに追加の生産・事業設備および施
設に対する需要により有形固形資産が増加したことによるものであった。

2015年12月31日および2014年12月31日現在における当社グループの有形固定資産（純額）の構成は以下のとおり
である。

 

(単位：100百万人民元)

 2015年12月31日現在

割合

（％） 2014年12月31日現在

割合

（％）

建物 295.81 23.0 228.29 18.1

鉱業用建造物 143.50 11.1 135.83 10.7

工場、機械および設備 404.68 31.4 332.91 26.3

鉄道用建造物 29.57 2.3 26.85 2.1

自動車、備品その他 12.88 1.0 14.12 1.1

建設仮勘定 401.61 31.2 525.67 41.7

合計 1,288.05 100.0 1,263.67 100.0

 

２．採掘権および探査権

2015年12月31日現在、当社グループの採掘権および探査権の純額は、2014年12月31日現在における33.168十億人
民元と比較して324百万人民元（1.0％）純減し、32.844十億人民元となった。これは主として、報告期間中におけ
る採掘権の償却によるものであった。

 

３．無形資産

2015年12月31日現在、当社グループの無形資産は2014年12月31日現在における264百万人民元と比較して1.099十
億人民元（416.3％）増加し、1.363十億人民元であった。これは主として、楡林オレフィン計画の運転開始によ
り、無形資産の総額が1.149十億人民元となったことによるものであった。

 

４.関連会社への投資

2015年12月31日現在、当社グループによる関連会社への投資額（純額）は、2014年12月31日現在における10.135
十億人民元と比較して1.087十億人民元（10.7％）増加し、11.222十億人民元であった。これは主として、中天合
創公司において同社の株式保有比率に基づく1.163十億人民元の増資が行われたこと、株式持分に参加するため、
鄂州発電公司に535百万人民元の出資が行われたことによるものであった。さらに、当社グループが煤気化龍泉公
司に対して重大な影響力を行使しなくなったことにより、同社への675百万人民元の投資が売却可能金融資産とし
て認識され、中煤遠興公司が博源連合化工公司および蘇里格天然気化工公司に対して重大な影響力を行使しなく
なったことにより、上記２社への投資額154百万人民元は、売却可能金融資産として認識された。
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５.ジョイント・ベンチャーへの投資

2015年12月31日現在、当社グループによるジョイント・ベンチャーへの投資額（純額）は、2014年12月31日現在
における671百万人民元と比較して1.208十億人民元（180.0％）増加し、1.879十億人民元となった。これは主とし
て、陜西公司が、禾草溝公司の設立時に同社の1.200十億人民元の長期株式投資を認識したことによるものであっ
た。

 

６．売却可能金融資産

2015年12月31日現在、当社グループの売却可能金融資産の純額は、2014年12月31日現在における4.341十億人民
元と比較して1.226十億人民元（28.2％）増加し、5.567十億人民元となった。これは主として、当社グループが煤
気化龍泉公司に対して重大な影響力を行使しなくなったことにより、同社への675百万人民元の投資が売却可能金
融資産として認識され、中煤遠興公司が博源連合化工公司および蘇里格天然気化工公司に対して重大な影響力を行
使しなくなったことにより、上記２社への投資額154百万人民元は、売却可能金融資産として認識された。さら
に、当社グループは、蒙西華中鉄路公司において株式保有比率に応じて400百万人民元の増資を行った。

 

７．その他の非流動資産

2015年12月31日現在、当社グループのその他の非流動資産の純額は6.717十億人民元となり、これは2014年12月
31日現在における7.179十億人民元と比較して462百万人民元（6.4％）の純減であった。これは主として、禾草溝
公司の設立時にジョイント・ベンチャーへの投資として禾草溝公司に係る陜西公司の投資資本1.200十億人民元の
前払い、陜西公司による大海則炭鉱の石炭資源に係る500百万人民元の前払いおよび財務公司による当社グループ
の非上場子会社に対する317百万人民元の貸付の提供を認識したことによるものであった。

 

８．前払金およびその他の売掛金

2015年12月31日現在、前払金およびその他の売掛金の純額は、2014年12月31日現在における7.217十億人民元か
ら2.510十億人民元（34.8％）増加して、9.727十億人民元となった。かかる増加は主に、中天合創公司が当社グ
ループを通じて財務公司から借り入れた1.550十億人民元の貸付信託および新たに連結会社となった山西中煤平朔
鑫源有限責任公司に係る、平朔公司の子会社の範囲の変更から生じたその他の1.374十億人民元の売掛金から生じ
たものであった。

 

９．借入金

2015年12月31日現在、当社グループの借入金残高は、2014年12月31日現在における63.853十億人民元と比較して
6.304十億人民元（9.9％）純増して、70.157十億人民元となった。これは主として、当社グループの子会社のプロ
ジェクト建設のための運転資金として使用される銀行借入金の増加によるものであったが、そのうち長期借入金
（１年以内に期限が到来する分を含む。）の残高は、2014年12月31日現在における57.848十億人民元と比較して
6.651十億人民元純増して、64.499十億人民元となり、短期借入金の残高は、2014年12月31日現在における6.005十
億人民元と比較して347百万人民元純減して、5.658十億人民元となった。

 

10．長期社債

2015年12月31日現在、当社グループの長期社債の残高は、2014年12月31日現在における30.855十億人民元から
4.959十億人民元（16.1％）純減して、25.896十億人民元となった。かかる減少は主として、当社が10十億人民元
のミディアムターム・ノートを発行し、当社グループが発行した2016年に満期となる14.973十億人民元のミディア
ムターム・ノートが長期社債の発行高に含まれなくなったことによるものであった。
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(6)　重要な質権

2015年12月31日に終了した事業年度において、当社グループは重要な質権を有していなかった。

 

(7)　重大な投資

報告期間中における当社グループの重大な投資の詳細については、本報告書の「取締役会報告書」の項目を参照
のこと。

 

(8)　重大な取得および処分

報告期間中における重大な取得および処分の詳細については、本報告書の「取締役会報告書」の項目を参照のこ
と。本項目において開示される場合を除き、当社グループは、報告期間中において、子会社、関連会社およびジョ
イント・ベンチャーに関する重大な取得および処分を行わなかった。

 

(9)　ミディアムターム・ノートおよび短期社債の登録および発行

報告期間中において、当社は、ミディアムターム・ノートの発行を登録した。詳細については、本報告書の「取
締役会報告書－その他重要な事象」の項目を参照のこと。報告期間中において、当社グループの子会社である上海
能源公司は、１十億人民元の短期社債を発行し、当社グループの子会社である平朔公司は、１十億人民元の短期社
債を発行した。

 

(10)　事業のリスク

事業のリスクの詳細については、「第一部-第３-４事業等のリスク」を参照のこと。
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(11)　偶発債務

１．銀行保証

2015年12月31日現在、当社グループは、合計14.413十億人民元の保証を提供しており、5.845十億人民元は、当
社グループの株式投資企業の銀行借入に対し、当社グループの株式保有に応じて提供された保証であった。詳細は
下記のとおりである。

 

(単位：１万人民元)

当社の外部保証（子会社に対する保証を除く。）

保証会社

保証会社の

上場会社と

の関係 被保証会社 保証金額

保証締結日

（契約

締結日）

保証

開始日

保証

満期日

保証の

種類

完了

状況

期限

到来

状況

未払

金額

念書の

有無

関係会社

への提供

の有無

関連

当事者

との関係

中国中煤能源股

份有限公司 当社本社

山西平朔煤研石

発電有限責任公

司 4,350

2008年

12月19日

2008年

12月19日

2020年

12月18日 連帯保証 未 未 - 有 無 -

中国中煤能源股

份有限公司 当社本社

山西平朔煤研石

発電有限責任公

司 18,600

2008年

12月24日

2008年

12月24日

2020年

12月23日 連帯保証 未 未 - 有 無 -

中国中煤能源股

份有限公司 当社本社 華晋焦煤公司 6,700

2008年

３月28日

2008年

３月28日

2022年

12月20日 連帯保証 未 未 - 無 無 -

中国中煤能源股

份有限公司 当社本社 華晋焦煤公司 30,325.5

2008年

３月28日

2008年

３月28日

2023年

12月20日 連帯保証 未 未 - 無 無  

中国中煤能源股

份有限公司 当社本社 華晋焦煤公司 9,981.1

2008年

３月28日

2008年

３月28日

2023年

12月20日 連帯保証 未 未 - 無 無 -

中国中煤能源股

份有限公司 当社本社 華晋焦煤公司 6,250

2012年

11月21日

2012年

11月21日

2027年

11月20日 連帯保証 未 未 - 無 無 -

中国中煤能源股

份有限公司 当社本社

太原煤気化龍泉

能源発展有限公

司 58,300

2012年

10月29日

2012年

10月29日

2021年

１月31日 連帯保証 未 未 - 無 無 -

中国中煤能源股

份有限公司 当社本社

陝西延長中煤楡

林能源化工有限

公司 431,579.1

2013年

４月28日

2013年

４月28日

2025年

４月28日 連帯保証 未 未 - 有 無 -

上海大屯能源股

份有限公司 子会社

豊沛鐵路股份有

限公司 869.2

2013年

11月21日

2013年

11月21日

2024年

４月20日 連帯保証 未 未 - 有 無 -

中煤陜西楡林能

源化工有限公司 子会社

延安禾草溝煤業

有限公司 12,500

2015年

12月28日

2015年

11月29日

2025年

9月1日 連帯保証 未 未 - 有 無  

中煤陜西楡林能

源化工有限公司 子会社

延安禾草溝煤業

有限公司 5,000

2015年

12月28日

2015年

12月30日

2018年

12月30日 連帯保証 未 未 - 有 無  

報告期間中に発生した保証合計（子会社に対する提供を除く。）

報告期間末日現在の保証残高合計（子会社に対する提供を除く。）(A)

6,833.6

584,454.9

当社による子会社に対する保証提供

報告期間中に発生した子会社に対する保証合計

報告期間末日現在の子会社に対する保証残高合計 (B)

-82,054.2

856,845.3

当社の保証合計（子会社に対する提供を含む。）

保証合計 (A+B)

当社の純資産に対する保証合計の割合（％）

うち：

株主、事実上の支配者および関連当事者に対する保証合計 (C)

ギアリング・レシオが70％を超える被保証者に対し直接的または間接的に提供された保証債務残高 (D)

純資産の50％を超える保証合計の超過額 (E)

上記３つの合計額 (C+D+E)

1,441,300.20

17.2

 

-

560,635.7

-

560,635.7
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２．環境保護責任

環境保護法令は、中国において全面的に施行されている。しかし、当社グループの経営陣は、財務書類に記載さ
れているものを除き、当社グループの財政状態に重大な悪影響を及ぼすことがあるその他の環境保護責任は現在の
ところ存在しないと考えている。

 

３．偶発法的債務

2015年12月31日に終了した事業年度において、当社グループは重大な訴訟または仲裁には関係しておらず、当社
グループが認識している限り、当社グループに対して係属中であるか、提起されるおそれがあるか、または当社グ
ループが関係している重大な訴訟または仲裁はない。

 

(12)　その他の事象

１．信託資産管理

2015年12月31日時点で、当社グループはいかなる信託資産管理商品またはデリバティブ投資も有していなかっ
た。

 

２．貸付信託

◆　概要

(単位：１万人民元)

貸付信託期首残高 貸付信託当期発生額 貸付信託の実質元本回収金額 貸付信託期末残高

220,200 155,000 65,000 310,200

 

◆　詳細

          (単位：１万人民元)

借入人

貸付信託

額 期間

利率

（％）

担保ま

たは保

証人

未払金

額の有

無

関連取

引の有

無

延長の

有無

係争中の

訴訟の有

無

資金源お

よび資金

調達の有

無

関係当事

者との関

係

予想リ

ターン

投資収益

および損

失

延安禾草溝煤業有限公司 50,000 １年 6.6 - 無 無 無 無 無 － 3,300 1,687

延安禾草溝煤業有限公司 95,000

６ヶ

月 6.6 - 無 無 有 無 無 － 3,135 1,237

中天合創能源有限責任公司 155,000

３ヶ

月 4.35 - 無 無 無 無 無 － 1,742 918

河北中煤旭陽焦化有限公司 10,200 ３年 7.47 - 無 無 有 無 無 － 2,286 762

 

３．資産管理商品およびデリバティブへのその他の投資

2015年12月31日時点で、当社グループはその他のいかなる信託資産管理商品投資またはデリバティブ投資も有し
ていなかった。
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第４【設備の状況】

 

１【設備投資等の概要】

 

(1)　2015年の設備投資予算の実績

石炭、石炭化学、採鉱設備および発電を含む主要な事業を中心に、2015年における当社の設備投資には、16.832
十億人民元の予算が計上され、そのうち12.543十億人民元（74.52％）は報告期間中に投資された。

 

2015年の設備投資予算の実績（項目別）
(単位：100百万人民元)

設備投資項目  

2015年の

設備投資予算額  

2015年の

実際の設備投資額  

実際の投資率

（％）

合計  168.32  125.43  74.52

インフラ計画  101.42  88.78  87.54

株式投資  41.76  22.00  52.68

固定資産の取得および維持  25.14  14.65  58.27

 

2015年の設備投資予算の実績（事業セグメント別）
(単位：100百万人民元)

事業セグメント  

2015年の

設備投資予算額  

2015年の

実際の設備投資額  

実際の投資率

（％）

合計  168.32  125.43  74.52

石炭  91.92  50.35  54.78

石炭化学  57.25  58.31  101.85

採鉱設備  1.71  0.61  35.67

発電  16.23  15.48  95.38

その他  1.21  0.68  56.20

 

(2)　対外株式投資の総合的な分析

　2015年、当社の対外株式投資は2.2十億人民元であり、前年度と比較して879百万人民元（28.55％）減少した。
主要な株式投資事業には、蒙西華中鐵路股份有限公司の増資に対する400百万人民元の出資、中天合創公司の増資
に対する1.163十億人民元の出資、鄂州発電公司の株式の対価としての535百万人民元の出資等が含まれる。

(a)　重要な株式投資

当社は、当社の内部資本を資金源として、主に石炭化学事業に従事し、主要製品として石炭およびメタノールを
生産する中天合創公司の株式持分の38.75％を保有している。その他のパートナーには、中国石化長城能源化工有
限公司、申能股份有限公司および内蒙古満世煤炭集団股份有限公司が含まれる。当該プロジェクトは、訴訟に関与
していなかった。

当社は、当社の内部資本を資金源として、主に石炭事業に従事し、主要製品として石炭を生産する平朔東露天炭
鉱内の小規模炭鉱の統合後の株式持分の100％を保有している。当該プロジェクトは、訴訟に関与していなかっ
た。

当社は、当社の内部資本を資金源として、主に鉄道輸送に従事し、鉄道輸送サービスを提供する蒙西華中鐵路股
份有限公司の株式持分の10％を保有している。その他のパートナーには、中国鉄路建設投資公司および中国神華能
源股份有限公司が含まれる。当該プロジェクトは、訴訟に関与していなかった。

当社は、当社の内部資本を資金源として、主に発電に従事し、電力供給を提供する鄂州発電公司の株式持分の
10％を保有している。その他のパートナーには、湖北能源集団股份有限公司および淮南鉱業（集団）有限責任公司
が含まれる。当該プロジェクトは、訴訟に関与していなかった。
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当社は、当社の内部資本を資金源として、主に発電に従事し、電力供給を提供する新疆準東の五彩湾の北に位置
する第二発電所の株式持分の50％を保有している。その他のパートナーには、中電投新疆能源化工集団有限責任公
司が含まれる。当該プロジェクトは、訴訟に関与していなかった。

(b)　重要な非株式投資

投資予算総額が3.698十億人民元である山西中煤平朔小回溝煤业有限公司によって開発された小回溝炭鉱プロ
ジェクトは、年間３百万トンの生産能力を有している。2015年12月31日現在、実際の投資累計額は1.01十億人民元
であり、そのうち0.362十億人民元が2015年に投資された。計画の認可、初期設計、採鉱許可および建設開始報告
に係る承認は取得された。立坑の仮設陰圧換気システムの完成を受け、プロジェクトは、既に地下建設の第二段階
に入っている。

投資予算総額が6.021十億人民元である鄂爾多斯市伊化礦業資源有限責任公司によって開発された母杜柴登炭鉱
計画は年間６百万トンの生産能力を有している。準備作業開始に係る国家能源局からの助言文書および国家安全生
産監督管理総局からのプロジェクトの安全性認可に加え、本計画の環境影響評価報告書、水および土壌の保全計
画、省エネ評価報告書、水資源評価報告書および社会的安定性リスク評価報告書を含む関連書類は、関連する国お
よび地方の政府機関から承認され、その他の関連する手続も順調に進んでいる。

投資予算総額が7.198十億人民元である烏審旗蒙大礦業有限責任公司によって開発された納林河第２号炭鉱プロ
ジェクトは年間８百万トンの生産能力を有している。準備作業開始に係る国家能源局からの助言文書に加え、埋蔵
量に関するプロジェクトの評価意見書および埋蔵量の報告、安全性事前評価報告書、地質災害評価報告書、重層鉱
物資源、土地再生評価報告書および計画地の選定を含む12項目の承認に必要な関連書類は、関連する国および地方
の政府機関から承認され、このうち水および土壌の保全計画ならびに水資源評価報告に関する２文書はそれぞれ水
資源省の評価に合格し、その他の関連する手続も順調に進んでいる。

投資予算総額が27.171十億人民元である陝西延長中煤楡林能源化工有限公司によって開発された楡林エネルギー
および薬品総合利用プロジェクト（当社は30％の持分を有する。）は、年間0.6百万トンのポリエチレンおよび年
間0.6百万トンのポリプロピレンの生産能力を有している。2015年12月31日現在、当社による資金調達による手取
金2.1十億人民元がプロジェクトに投資された。必要な認可をすべて取得し、プロジェクトは基本的に完了し、試
験生産の段階に入った。

当社は鄂爾多斯市の石炭深処理実証計画に38.75％の持分を保有している。プロジェクトの第一段階は、年間25
百万トンの予定能力を有する炭鉱、石炭準備工場、年間3.6百万トンの生産能力を有するメタノール施設および自
己設備火力発電所等の付随施設の建設を伴う。2015年12月31日現在、計画の化学部分は、空気分離装置を含む８つ
の主要な設備の仮引渡しを達成し、このうち空気分離装置は共同使用試験運転の段階に入っており、その他の設備
は最終的な個別試用試験運転の段階に入っている。葫芦素石炭計画の主要立坑および補助立坑の昇降システムは使
用が開始されている。第一切羽の共同試験運転のための採鉱設備の設置および試運転は完了している。門克慶石炭
計画の補助立坑の昇降システムは使用が開始されており、採鉱建設の第二段階および第三段階は全面的に開始され
ている。

投資額が19.335十億人民元である陝西公司のオレフィンプロジェクトは年間300,000トンのポリエチレンおよび
年間300,000トンのポリプロピレンの生産能力を有している。2015年12月31日現在、実際の投資累計額は18.599十
億人民元であり、そのうち0.637十億人民元が2015年に投資された。必要な認可をすべて取得し、建設は完全に完
了し、プロジェクトは、正式に生産を開始した。

投資額が10.664十億人民元である内モンゴル鄂爾多斯市のエンジニアリングプラスチック計画は、年間500,000
トンの生産能力を有している。2015年12月31日現在、実際の投資累計額は9.226十億人民元であり、そのうち1.771
十億人民元が2015年に投資された。建設プロジェクトの工場前面の建物は受入検査に合格して使用されており、設
備および機器は仮引渡しを達成し、最終使用試験運転の準備が整っている。

投資額が6.773十億人民元である山西省の平朔2×660メガワットの低発熱量石炭発電計画は、2×660メガワット
の発電能力を有している。2015年12月31日現在、実際の投資累計額は0.726十億人民元であり、そのうち0.388十億
人民元が2015年に投資された。承認書類ならびに環境影響評価および水資源評価報告の承認が取得され、建設が開
始されている。
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投資額が3.197十億人民元である山西省の安太堡2×350メガワットの低発熱量石炭発電計画は、2×350メガワッ
トの発電能力を有している。2015年12月31日現在、実際の投資累計額は0.036十億人民元であり、そのうち0.036十
億人民元が2015年に投資された。承認書類ならびに環境影響評価および水資源評価報告の承認が取得され、建設が
開始されている。

投資額が4.725十億人民元である新疆準東の五彩湾の北に位置する第二発電所は、2×660メガワットの発電能力
を有しており、超臨界空冷石炭発電機を採用している。2015年12月31日現在、実際の投資累計額は0.407十億人民
元であり、そのうち0.376十億人民元が2015年に投資された。国家能源局からの建設工事計画および実施承認が取
得された。プロジェクトの承認は、新疆自治区から付与された。建設プロジェクトは2015年６月に開始した。35キ
ロボルトの送電線の建設が完了した。主要発電所および煙突等を含むインフラが建設中である。

 

(3)　2016年の設備投資に関する準備

2016年の当社の設備投資の予算額は、2015年と比較して2.962十億人民元（17.60％）減少した13.870十億人民元である。上

記の設備投資予算から、10.655十億人民元（プロジェクト開始前の準備作業費用100百万人民元を含む。）がインフラ計画に投

資される予定であり、1.528十億人民元が固定資産の取得、小規模の建築ならびに改築および維持に投資される予定であり、

0.093十億人民元が新たな採鉱設備の調達に投資される予定であり、また1.687十億人民元が株式投資に充てられる予定であ

る。

事業セグメント別の設備投資予算は下記のとおりである。

 

(単位：100百万人民元)

事業セグメント  

2016年の

投資予算額  

2015年の

実際の投資額  

2015年の実際

の投資額と

比較した

2016年の

設備投資予算

の増加／減少

（％）  

合計に

対する割合

（％）

合計  138.70  125.43  10.58  100.00

石炭  72.16  50.35  43.32  52.03

石炭化学  25.05  58.31  -57.04  18.06

採鉱設備  0.48  0.61  -21.31  0.35

発電  40.75  15.48  163.24  29.37

その他  0.26  0.68  -61.76  0.19
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1.　2016年の主要なインフラ計画の概要は下記のとおりである。

 

(単位：100百万人民元)

番号  プロジェクト名  生産能力  投資予定総額  

2016年

投資予算額

石炭部門

主要な計画は下記のとおりである。

１  鄂爾多斯市の母杜柴登炭鉱  年間6百万トン  60.21  4.19

２  鄂爾多斯市の納林河第２号炭鉱　立坑  年間8百万トン  71.98  5.78

３  山西省の小回溝炭鉱  年間3百万トン  36.98  6.50

４  大海則炭鉱  年間15百万トン  170.32  7.45

５  黒龍江省の依蘭第３号炭鉱  年間2.4百万トン  24.84  5.30

６  安家嶺露天炭鉱の改築および拡張計画  -  30.00  7.50

７  安太堡露天炭鉱の改築および拡張計画  -  30.00  7.50

石炭化学部門

主要な計画は下記のとおりである。

１  年間500,000トンの生産能力を有する

蒙大エンジニアリングプラスチック計

画

 年間500,000トン  106.64  6.20

２  平朔粗悪炭総合利用計画  多孔質硝酸アンモニウム：

年間400,000トン

天然ガス：年間110百万ノル

マルリューベ

 43.91  2.30

３  図克坑内水利用計画  一日30,000立方メートル  4.96  1.50

４  図克外部水道管路計画  205キロメートル  15.18  3.00

採鉱設備部門

主要な計画は下記のとおりである。

１  中煤北京煤鉱機械有限責任公司による

環境保全技術を用いた高機能型水圧式

天盤支柱を製造する改良計画

 -  3.19  0.30

発電部門

主要な計画は下記のとおりである。

１  山西省の平朔低発熱量石炭発電計画  2×660メガワット  67.73  9.99

２  「大型発電所の建設および小型発電所

の閉鎖」構想に基づく江蘇省の大屯火

力発電所

 2×350メガワット  33.77  8.00

３  山西省の安太堡低発熱量石炭発電計画  2×350メガワット  33.48  6.99

４  新疆準東の五彩湾の北に位置する第二

発電所

 2×660メガワット  47.25  14.00

         

2.　2016年の主要な株式投資事業の計画には、中天合創公司の増資に対する613百万人民元の出資、新疆準東の五彩湾の北に

位置する第二発電所への投資に対する117百万人民元の出資が含まれる。

当社の開発計画および目的に基づき、設備投資費用予算は当社の事業開発（潜在的な取得を含む。）、投資計画の進展、市

場環境の変化ならびに必要な政府認可および規定文書の取得状況に応じて変更される可能性がある。当社は規制当局および証

券取引所の要件に従い、適時に開示を行う。

3.　2016年の主要な借入れによる資金調達計画は下記のとおりである。

2016年、当社は、借入れによる資金調達の合理的な規模および速度を取り決めるために、生産および営業の必要性ならびに

設備投資計画に基づく。詳細な取決めは、当社の実際の状況を参照して行われる。
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(4)　企業開発戦略

国家的な経済開発およびエネルギー開発の新たな標準に基づき、「第12次５ヶ年計画」の包括的な概要に基づき、また、将

来を見据え、当社は、その戦略的ビジョンならびに今後５年間の開発戦略および開発目標を定めた。

戦略的ビジョン

当社は、比較的強い国際競争力を持つクリーンエネルギー供給者としての地位を築くことを目指す。当社はまた、環境に優

しい安全な生産における主導者となり、クリーンかつ効率性の高い利用の模範となり、質の高いサービスの提供者となり、企

業および従業員、株主ならびに社会の利益を最大化するよう努力する。

今後５年間の開発構想

マーケット指向であり効率性の最適化を重視するクリーンエネルギーの提供者の要件に従い、当社は、石炭、電力および化

学に関する新たな循環経済的な事業分野を確立し、エネルギー総合サービスに関する新たな事業分野を立ち上げるよう努力す

る。当社はまた、短期および長期、改革および安定ならびに経営管理および活力の間の重要な関係に対処するために、「全機

能搭載、カスタマイズされた差別化および補完的利益」の新たな地域構造を構築するよう努力する。当社は、安全性および安

定性、品質および効率性の改善、変革および向上、改革および調整ならびに基盤の統合を含む５つの主要な課題に関して成果

を上げることに徹底的に取り組む。当社は、革新、連携、環境保護、公開および共有という５つの主要な開発概念を意識的に

実施する。

石炭産業

当社は、クリーンかつ効率的な石炭の開発の促進に重点的に取り組む。当社は、石炭生産の効率性を向上させ、石炭の現場

での変換率を上げ、大きな規模の経済および集約的開発を強調するために、石炭、電気および化学の総合プロジェクトの建設

を精力的に推進する。豊富な石炭資源、市場の位置および環境容量といった要素を活かすことにより、当社は、速度および規

模指向の状態から品質および効率性ベースの状態への転換を完全に実現するために、内モンゴル－陝西および山西省等の大規

模な石炭拠点を差別化して開発することに重点的に取り組む。

石炭化学産業

当社は、内モンゴル－陝西および山西省等の大規模な石炭化学拠点を建設するために最も先進的な石炭ガス化技術および環

境省エネ基準を採用する。当社は、プロジェクトを集約し、生産規模を拡大し、製品を改良するために、石炭ベースの新たな

原料、化学肥料および新たなエネルギーのモデルプロジェクトの向上を着実に促進し、エネルギー消費量、水消費量および汚

染物質の排出を厳格に管理する。当社は、従来の石炭化学から現代の洗練された石炭化学への転換を実現するために、石炭

ベース製品の大量生産および付加価値の基準を向上させる。

発電産業

鄂爾多斯市、山西省北部、陝西省北部および準東等における９つの10百万キロワットの大規模な石炭発電拠点の建設に注力

し、採鉱地域における資源、環境容量および送電チャンネルと完全に統合させることにより、当社は、石炭発電産業の価値連

鎖を向上させ、総合的かつ相乗的な石炭および電気の開発を実現するために、最も先進的な節電、節水および環境に優しい発

電技術を採用し、山西省、新疆および江蘇省等において大規模な炭坑口石炭火力発電所および低発熱量石炭発電所を建設す

る。

採鉱設備製造産業

国際的な資源協力の戦略的な機会を捉え、「中国製造2025年戦略計画」に対応することにより、当社は、経営システムの改

革をさらに深め、その技術革新および技術協力を堅持する。当社はまた、設備製造とIOT、ビッグデータおよびクラウドコン

ピューティング等を含む新たな情報技術との徹底的な統合の向上にも重点的に取り組む。当社は、大規模、最高仕様かつ高性

能の設備製造を促進し、その技術の蓄えおよび革新能力を強化し、さらには、先進的な技術および設備のローカライズならび

に炭鉱に関する重要な技術および設備の習得を確保する。当社は、生産指向の状態から生産およびサービス指向の状態へと転

換し、比較的強い国際競争力を持つ設備製造サービス提供者となるための策として設備製造を加速させることを目指す。今後

５年間の開発目標

一連の改良、調整、変革および向上を通じて構造調整を基本的に完了し、地域構造をより統一させ、産業の相乗効果をより

目立たせ、サービスの変革から生じる成果を顕著にし、企業経営をより科学的かつ合理的にするために、当社は、総合的な経

済力、持続可能な革新開発能力および従業員の革新主導力をさらに改善し、当社が比較的強い国際競争力を持つクリーンエネ

ルギー供給者になるための強固な基盤を築く。
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２【主要な設備の状況】

 

「第一部-第６-１-注記７ 有形固定資産」を参照のこと。

 

３【設備の新設、除却等の計画】

 

「第一部-第３-７財政状態、経営成績およびキャッシュ・フローの状況の分析」および「第一部-第４-１設備投資等の概

要」を参照のこと。
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第５【提出会社の状況】

 

１【株式等の状況】

 

(1)【株式の総数等】

 

①【株式の総数】

（2015年12月31日現在）

授　権　株　数（株） 発 行 済 株 式 総 数（株） 未 発 行 株 式 数（株）

13,258,663,400 13,258,663,400 0

 

②【発行済株式】

（2015年12月31日現在）

記名・無記名の別および

額面・無額面の別 種　類 発 行 数（株）

上場金融商品取引所名または

登録認可金融商品取引業協会名 内容

記名式額面株式

（券面額１人民元）

普通株式

Ａ株式 9,152,000,400 上海証券取引所 注

記名式額面株式

（券面額１人民元）

普通株式

Ｈ株式 4,106,663,000 香港証券取引所 注

計 － 13,258,663,400 － －

（注）Ａ株式およびＨ株式はともに普通株式であり、その株主は、配当を受け、株主総会に出席する権利および定款に記載

されるその他の権利を有している。これら２種類の株式の主要な違いは、Ａ株式が上海証券取引所に上場されてお

り、Ｈ株式が香港証券取引所に上場されていることである。

 

(2)【行使価格修正条項付新株予約権付社債券の行使状況等】

該当なし。

 

(3)【発行済株式総数および資本金の推移】

 

年月日

発行済株式総数（株） 資本金（人民元）

概　要増減数 残高数 増減額 残　高

2008年２月１日 1,525,333,400 13,258,663,400 1,525,333,400 13,258,663,400

上海証券取引所へ

の上場に関連した

Ａ株式の発行

2015年12月31日 0 13,258,663,400 0 13,258,663,400 －

 

2015年12月31日に終了した事業年度において、当社および当社の子会社は、当社グループの上場有価証券（「有
価証券」とは、香港上場規則において規定される意味を有する。）の購入、販売または償還を行っていない。
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(4)【所有者別状況】

2014年12月31日現在、当社にはＡ株式を所有する株主が214,523名、Ｈ株式を所有する株主が10,960名存在し、
合計で225,483名の株主が登録されているが、それらの株主の所有者別状況に関する情報は保有していない。

 

(5)【大株主の状況】

2015年12月31日現在、当社の取締役、監査役および最高経営責任者の知る限り、かつ、香港証券先物取引条例第
336条に基づき備え置くことが義務付けられている権利者名簿によれば、当社の株式または潜在株式について、大
株主（取締役、監査役および最高経営責任者を除く。）の持分またはショートポジションは上記のとおりである。

（2014年12月31日現在）

氏名または名称 住　　所 所有形態

所有株式数

（株）

発行済株式総数に対す

る所有株式数の割合

(％)

中煤能源集団公司 中 華 人 民 共 和 国

100011北京市朝陽区

黄寺大街１号

該当なし 7,605,207,608 57.36％

富德生命人寿保険股份有限公司 中華人民共和国広東

省深圳518048、福田

区益田路6003号第五

棟32階

ロング

ポジション

2,012,858,147 15.18％

合　計   9,618,065,755 72.54%

（注１）上記に開示される場合を除き、2015年12月31日現在、当社の取締役、監査役および最高経営責任者の知る限り、か

つ、香港証券先物取引条例第336条に基づき備え置くことが義務付けられている権利者名簿によれば、当社の株式また

は潜在株式について持分を有していたか、または、ショートポジションを有していたその他の者は存在しない。

（注２）大株主の住所については、入手可能な情報のみを記載している。

（注３）開示情報は、HKSEのウェブサイト（www.hkex.com.hk）において提供されている情報に基づいている。

 

EDINET提出書類

チャイナ・コール・エナジー・カンパニー・リミテッド(E05990)

有価証券報告書

 84/301



２【配当政策】

 

2015年12月31日に終了した事業年度において、当社の2015年度の監査済連結財務書類に記載されている、当社の
株主に帰属する純利益はマイナスであり、取締役会は、現金配当を分配すること、または、資本準備金から資本化
を実行することを提案しない。独立取締役は、利益を分配しない旨の提案に同意した。かかる提案は、2015年度当
社定時株主総会で承認を得ることを条件とする。

当社の2014年の利益分配案は、2015年６月16日に開催された当社の2014年度定時株主総会において審議され、承
認された。2014年度は、国際財務報告基準に従って作成された連結財務書類に記載されている2014年度の分配可能
利益1,065,958,000人民元の30％に相当する319,787,400人民元の現金配当が株主に対して分配された。当該配当
は、当社の全発行済株式資本13,258,663,400株に基づき行われ、１株当たり0.024人民元（税込み）の配当であっ
た。最終配当は、2015年７月までにそれぞれ当社の株主に適法に支払われた。
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３【株価の推移】

 

下記の表は、上海証券取引所に上場している当社のＡ株式および香港証券取引所に上場している当社のＨ株式の
価格の推移である。

 

(1)【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

上海証券取引所（Ａ株式）

    （単位：人民元）

回　次 2011年 2012年 2013年 2014年 2015年

決算年月 12月31日 12月31日 12月31日 12月31日 12月31日

最　高
9.05

(147.88円)

7.87

(128.60円)

4.83

(78.92円)

7.03

(114.87円)

6.15

(100.49円)

最　低
8.85

(144.61円)

7.72

(126.14円)

4.69

(76.63円)

6.66

(108.82円)

6.04

(98.69円)

 

香港証券取引所（Ｈ株式）

   （単位：香港ドル）

回　次 2011年 2012年 2013年 2014年 2015年

決算年月 12月31日 12月31日 12月31日 12月31日 12月31日

最　高
8.48

(116.94円)

8.42

(116.11円)

4.42

(60.95円)

4.92

(67.85円)

3.02

(41.65円)

最　低
8.36

(115.28円)

8.29

(114.32円)

4.31

(59.43円)

4.82

(66.47円)

2.93

(40.40円)

 

(2)【当該事業年度中最近６月間の月別最高・最低株価】

上海証券取引所（Ａ株式）

     （単位：人民元）

月　別 2015年７月 2015年８月 2015年９月 2015年10月 2015年11月 2015年12月

最　高
11.53

(188.40円)

10.72

(175.16円)

7.28

(118.96円)

7.17

(117.16円)

7.08

(115.69円)

6.54

(106.86円)

最　低
6.21

(101.47円)

5.68

(92.81円)

5.88

(96.08円)

6.20

(101.31円)

5.78

(94.45円)

5.93

(96.90円)

 

香港証券取引所（Ｈ株式）

     （単位：香港ドル）

月　別 2015年７月 2015年８月 2015年９月 2015年10月 2015年11月 2015年12月

最　高
4.60

(63.43円)

4.00

(55.16円)

3.67

(50.61円)

3.92

(54.06円)

3.68

(50.75円)

3.26

(44.96円)

最　低
3.45

(47.58円)

3.40

(46.89円)

2.97

(40.96円)

3.30

(45.51円)

3.09

(42.61円)

2.80

(38.61円)

（注）当社が算出した株価の推移は、証券取引所の情報と完全には一致しないことがある。
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４【役員の状況】

　男性の取締役、監査役および上級管理職の数：16名、女性の取締役、監査役および上級管理職の数：０名（女性の取締

役、監査役および上級管理職の割合：０%）

 

(1)　当社の取締役、監査役および上級管理職

 

　(a)　当社取締役

（本書日付現在）

役名

および職名

氏　　名

（年齢） 略　　歴 任期

所有

株式数

会長および業務

執行取締役

リ・ヤンジャン

(Li Yanjiang)

(58歳)

リ氏は、当社取締役会の第３会議の会長および

業務執行取締役を務めている。リ氏は、現在、

中煤集団の取締役会の会長を務めている。リ氏

は、阜新鉱業学院より学士号を取得して卒業

し、1982年１月に研究員の肩書きを取得した。

同氏は、中国煤炭国際経済技術合作総公司の

ジェネラル・マネジャー、中国建設集団公司の

取締役会会長、ジェネラル・マネジャーおよび

党委員会の副書記役、国家煤炭工業局企画発展

局局長、中国煤炭工業進出口集團公司の取締役

およびジェネラル・マネジャー、煤炭科学研究

総院の党委員会の書記役および副所長、中国福

馬機械集団有限公司の取締役会会長および党委

員会の書記役およびジェネラル・マネジャー、

中国機械工業集団有限公司の党委員会の書記役

および取締役、中煤集団の取締役会の副会長お

よびジェネラル・マネジャーならびにその他の

役職を務めている。同氏は、石炭企業の生産工

程、運営および管理の分野に長年従事してお

り、石炭産業における豊富な経験と、企業運営

および管理における幅広い経験を有している。

2015年６月から

2018年６月

-
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役名

および職名

氏　　名

（年齢） 略　　歴 任期

所有

株式数

業務執行取締役

および総裁

ガオ・ジェンジュ

ン

(Gao Jianjun)

(57歳)

ガオ氏は、当社取締役会の第３会議（当社の第

３期取締役会をいう。以下同じ。）の業務執行

取締役および当社の総裁を務めている。同氏

は、現在、緑色煤電有限責任公司の副会長を務

め、また、中国職業安全健康協会のバイス・プ

レジデントも務めている。同氏は、1982年に山

東鉱業学院（現・山東科技大学）において鉱業

学士号を取得し、1998年に遼寧工程技術大学に

おいて工業学修士号を取得した。同氏は石炭産

業の教授級上級技術者および上級専門マネ

ジャーであり、中国国務院より政府特別報奨手

当を付与される権利を有している。同氏は、当

社の副総裁、中煤集団のジェネラル・マネ

ジャー補佐、企業開発部のジェネラル・マネ

ジャーおよび人事部のジェネラル・マネ

ジャー、華晋焦煤有限責任公司の取締役、上海

大屯能源股份有限公司の会長およびジェネラ

ル・マネジャー、ならびに中煤平朔集団有限公

司の業務執行取締役を務めた。同氏は、煤炭科

学研究総院の人事所および新技術推広所、ま

た、中国統配煤鉱総公司および煤炭工業部総合

局に勤務した。ガオ氏は、採鉱産業に長期にわ

たり携わっており、かかる産業における詳細な

知識を得ており、企業開発戦略、リストラク

チャリングおよび生産業務に関する豊富な経営

技術を有している。

2015年６月から

2018年６月

-
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役名

および職名

氏　　名

（年齢） 略　　歴 任期

所有

株式数

非業務執行取締

役

パン・イ

(Peng Yi)

(53歳)

パン氏は、当社取締役会の第３会議の非業務執

行取締役を務めている。同氏は、現在、中煤集

団の取締役およびジェネラル・マネジャーなら

びに中煤財産保険股份有限公司の取締役も務め

ている。パン氏は、1984年７月に武漢建築材料

工業学院（現・武漢理工大学）の建設工学部を

卒業し、1999年６月に武漢大学から経営学の修

士号（MBA）を取得し、2011年に武漢理工大学

から経済学の博士号を取得した。パン氏は、石

炭産業の上級技術者、上級会計士および上級専

門マネジャーでもあり、中国国務院より政府特

別報奨手当を付与される権利を有している。パ

ン氏は、中南建築設計院設計事務所の所長、中

南建築設計院深セン分院の副院長、中南建築設

計院財務処の所長、武漢凱迪電力股份有限公司

の副ジェネラル・マネジャー、主任エコノミス

トおよび財務主任、武漢格林天地環保産業集団

有限公司の取締役会会長、武漢凱迪藍天科技有

限公司の取締役会会長ならびに当社取締役会の

第１会議の業務執行取締役、業務執行副総裁お

よび最高財務責任者および第２会議の副会長、

中煤集団の副ジェネラル・マネジャーおよび主

任会計士を歴任している。パン氏は企業経営、

資金運営および財務管理に関する豊富な経験を

有する。

2015年６月から

2018年６月

-

非業務執行取締

役

リュウ・チーヨン

(Liu Zhiyong)

(58歳)

リュウ・チーヨン氏は、当社取締役会の第３会

議の非業務執行取締役であり、現在、中央企業

の常勤社外取締役、中煤集団の社外取締役およ

び中国中車股份有限公司の非業務執行取締役を

務めている。リュウ氏は、政治経済学を専攻し

て南京政治学院を卒業し、1988年７月に経済学

の学士号を取得した。同氏は、国務院弁公庁第

３事務局の副課長、課長および副理事長、広西

チワン族自治区の柳州市政府の党委副書記（２

年間の出向）、国務院弁公庁第３事務局の事務

局長および副理事長、国務院弁公庁第１事務局

の監査役および副理事長（総務担当）、ならび

に国務院弁公庁党委員会の業務執行副書記役を

務めた。リュウ氏は、中国国内におけるマクロ

経済政策、組織的・人的資源に関する問題およ

びその他の問題に精通している。

2015年６月から

2018年６月

-
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役名

および職名

氏　　名

（年齢） 略　　歴 任期

所有

株式数

非業務執行取締

役

シャン・シュージ

ア

(Xiang Xujia)

(46歳)

シャン・シュージア氏は、当社取締役会の第３

会議の非業務執行取締役であり、現在、首鋼福

山資源集団有限公司の非業務執行取締役を務め

ている。シャン氏は、浙江大学にて、情報科学

および電子工学を専攻して卒業し、1991年７月

に工学の学士号を取得した。同氏は、経済法を

専攻して、2001年６月に西南政法大学で法学修

士号を取得した。シャン氏は、中国の有資格弁

護士であり、７年以上にわたって法律業務に携

わっている。同氏は、国浩律師事務所（深圳）

の弁護士およびリーガル・パートナー、北京市

の徳恒律師事務所の弁護士、生命人寿保険股份

有限公司のコンプライアンス最高責任者、ジェ

ネラル・マネジャー補佐、取締役会秘書役およ

び資産運用部のジェネラル・マネジャー、生命

保険資産管理有限公司のジェネラル・マネ

ジャー兼取締役会会長、富徳資源投資控股集団

有限公司の取締役、生命保険資産管理（香港）

有限公司の取締役、深圳市富徳控股（集団）有

限公司の総裁および深圳市富徳金融投資控股有

限公司の総裁である。同氏は、証券・金融、

コーポレート・ガバナンス、リスク管理および

投資等に幅広い経験を有する。

2015年６月から

2018年６月

-

独立非業務執行

取締役

ジャン・カ

(Zhang Ke)

(62歳)

ジャン・カ氏は、当社取締役会の第３会議の独

立非業務執行取締役であり、現在、信永中和公

認会計師事務所有限責任公司の会長および主席

パートナー、貴陽朗瑪信息技術股份有限公司、

二六三网络通信股份有限公司の独立取締役、中

国盐业总公司の社外取締役および中国民生銀行

股份有限公司の監査役である。同氏は、1982年

に中国人民大学産業経済学部で経済学の学士号

を取得した。ジャン氏は、証券取引取扱資格を

持つ勅許公認会計士および上級会計士である。

ジャン氏は、中国国際経済諮詢公司部門の部

長、中信会計師事務所の常務副主任、中信永道

会計師事務所の副ジェネラル・マネジャー、

クーパース・アンド・ライブランド・インター

ナショナルのパートナー、中信永道会計師事務

所のジェネラル・マネジャー、クーパース・ア

ンド・ライブランド（中国）の副業務執行取締

役ならびに中国民生銀行股份有限公司、珠海中

富実業股份有限公司および中国国際航空股份有

限公司を含む多数の上場企業の独立取締役を歴

任した。同氏は、2006年８月から2013年２月ま

で当社の独立非業務執行取締役を務めた。ジャ

ン氏は、上場企業の財務諸表の精査および分析

において30年を超える経験を有し、内部統制の

監督および財務諸表の監査に関する内外の監査

人との対応において豊富な経験を有する。

2015年６月から

2018年６月

-
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役名

および職名

氏　　名

（年齢） 略　　歴 任期

所有

株式数

独立非業務執行

取締役

ツァオ・ペイ

(Zhao Pei)

(66歳)

ツァオ氏は、当社取締役会の第３会議の独立非

業務執行取締役であり、現在、中国金属学会の

副理事長および事務長である。ツァオ氏は、安

泰科技股份有限公司の業務執行取締役および総

裁、北京安泰鋼研超硬材料製品有限責任公司の

会長、河冶科技股份有限公司の会長ならびに中

連先進鋼鉄材料技術有限責任公司の取締役を歴

任した。同氏は、北京科技大学の教授および副

院長、冶金工業部の科学技術課の課長、鋼鉄研

究総院の副チーフ・エンジニアおよびチーフ、

鋼鉄研究総院の副所長、新冶高科技集団公司の

会長ならびに北京鋼研新冶工程設計有限公司の

会長も歴任している。ツァオ氏は、工学の博士

号を取得しており、英国リーズ大学の博士課程

研究員、教授および博士課程指導教員であり、

中国国務院より政府特別報奨手当を付与される

権利を有している。ツァオ氏は、冶金技術およ

び材料科学への造詣が深く、中国ならびに海外

における関連する企業および研究機関に精通し

ていることから、当該領域における技術開発お

よび市場動向を十分に理解することが可能であ

り、また同氏に大規模かつハイテク企業ならび

に上場企業の経営ならびに運営をする上で幅広

い経験を有している。

2015年６月から

2016年12月

-
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役名

および職名

氏　　名

（年齢） 略　　歴 任期

所有

株式数

独立非業務執行

取締役

ガイ・ワイ・フン

(Ngai Wai Fung)

(53歳)

ガイ氏は、当社取締役会の第３会議の独立非業

務執行取締役、萬年高顧問有限公司の常務取締

役および信永方円企業服務集団有限公司の最高

経営責任者を務めている。現在、同氏は中国中

鐵股份有限公司、霸王国際（集団）控股有限公

司、波司登国際控股有限公司、宝龍地産控股有

限公司、海豊国際控股有限公司、合生元国際控

股有限公司、首創鉅大有限公司、長飛光纖光纜

股份有限公司、北京金隅股份有限公司、至卓国

际控股有限公司および中国民航信息網絡股份有

限公司の独立取締役ならびにLDK太陽能有限公

司の独立取締役ならびに香港特許秘書公会の前

総裁、香港樹仁大学の法学部の客員教授を務め

ている。ガイ氏は、香港特別自治区の行政長官

より、経済発展委員会の専門的サービスの作業

グループの非常任役員に任命されており、ま

た、香港公認会計士協会の専門資格付与・検査

評議会の会員にも任命されている。同氏は、香

港上場会社理事会の会員である。同氏は、上海

財経大学、香港理工大学、米国ミシガン州のア

ンドリュース大学および英国のウォルヴァーハ

ンプトン大学を卒業している。同氏は、金融学

の博士号、金融学の修士号、MBA課程および法

学士号（優等学位）を取得している。ガイ氏

は、英国勅許公認会計士協会の会員、香港公認

会計士協会の会員、英国勅許秘書役・事務局長

協会の会員、香港特許秘書公会の会員、香港取

締役協会の会員および香港証券投資協会の会員

である。ガイ氏は、業務執行取締役、最高財務

責任者および会社秘書役として、20年を超える

上級管理職の経験（その大半が、主要なレッ

ド・チップ企業を含む上場発行体の財務、会

計、内部統制および規制コンプライアンスなら

びにコーポレート・ガバナンスおよび会社秘書

役事項の分野）を有している。ガイ氏は、上

場、Ｍ＆Ａおよび債券の発行を含む多数の重要

な資金調達プロジェクトに参加または指導して

きた。ガイ氏は、中国人寿保険股份有限公司、

方興地産（中国）有限公司、中国鉄建股份有限

公司および三一重装国際控股有限公司の独立非

業務執行取締役も務めた。

2015年６月から

2016年12月

-
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　(b)　当社監査役

（本書日付現在）

役名

および職名

氏　　名

（年齢） 略　　歴 任期

所有

株式数

株主代表監査役 ジョウ・リータオ

(Zhou Litao)

(55歳)

ジョウ氏は、当社監査役会の第３会議の株主代

表監査役であり、現在、中煤集団の法律顧問、

中国法学会のエネルギーに関する法律研究会の

執行副理事長、中国煤炭工業協会の法律問題委

員会の会長、国家律師学院の客員教授および中

国国際経済貿易仲裁委員会の仲裁員を務めてい

る。同氏は、1983年に湖北財経学院（現・中南

財経政法大学）において法律学を専攻し、卒業

した。同氏は、2000年９月に中国鉱業大学にお

いて経営科学および工学の修士課程を修了し、

2007年12月に、フランスのHEC経営大学院（パ

リ）でエグゼクティブMBA課程を修了した。同

氏は、2011年６月に中国政法大学において法学

博士号を取得した。ジョウ氏は、上級エコノミ

ストおよび公認企業法律顧問である。同氏は、

中国中煤能源集団有限公司の法律事務部のジェ

ネラル・マネジャーおよび当社監査役会の第１

会議および第２会議の監査役を務めた。ジョウ

氏は、中国民法、商法、および国際的な商慣習

に詳しく、企業法務管理における豊富な経験を

有している。

2015年６月から

2016年12月

-

株主代表監査役 ジャオ・ロンジェ

(Zhao Rongzhe)

(50歳)

ジャオ氏は、当社監査役会の第３会議の株主代

表監査役であり、現在、中国中煤能源集団有限

公司の副主任会計士および財務管理部のジェネ

ラル・マネジャー、中誠信託有限責任公司、江

泰保険経紀股份有限公司、万盛基業投資有限責

任公司および中煤財務有限責任公司の取締役、

上海中国煤炭大厦有限責任公司の監査役会の会

長、中国総会計士協会理事および中国会計協会

石炭部門の副会長 を務めている。ジャオ氏

は、中国鉱業大学で財務会計学を専攻して1989

年６月に経済学の学士号を取得し、2011年６月

に香港公開大学でMBAを取得した。ジャオ氏は

上級会計士である。ジャオ氏は、国家煤炭工業

部の財務労働局の首席職員、中国煤鉱機械装備

有限責任公司の財務部の副部長、中国煤炭工業

進出口集団公司の法人資産財務部の副部長、中

煤集団の財務部の部長、中煤集団の財務管理部

のジェネラル・マネジャーおよび副主任会計士

を歴任した。ジャオ氏は、財務管理において20

年を超える経験を有し、会計評価、資産運用お

よび財務管理に関して広範な経験を有してい

る。

2015年６月から

2018年６月
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役名

および職名

氏　　名

（年齢） 略　　歴 任期

所有

株式数

従業員代表監査

役

ツァン・シャオピ

ン

(Zhang Shaoping)

(51歳)

ツァン氏は、当社監査役会の第３会議の従業員

代表監査役および中国煤炭開発有限責任公司の

業務執行取締役、ジェネラル・マネジャーを務

めている。同氏は、産業建設工学および土木建

設工学を専攻して、1986年７月に河北煤炭建築

工程学院を卒業し、工学の学士号を取得した。

同氏は、石炭産業の上級技術者および上級専門

マネジャーである。北京煤炭規画設計総院の従

業員、中国統配煤鉱総公司の従業員および主席

従業員、煤炭工業部政策法規課の首席職員およ

び補助研究員、中国煤炭銷售運輸総公司の副局

長、中国煤炭工業進出口集団公司の党委員会部

の副主任および主任ならびに党事務課の課長な

らびに中国中煤能源集団有限公司の党委員会事

務課の課長、中国煤炭開発有限責任公司の党委

員会の秘書役および副ジェネラル・マネジャー

ならびに当社監査役会の第２会議の従業員代表

監査役を歴任した。ツァン氏は、石炭産業に長

期にわたって携わり、石炭産業への深い造詣を

有しており、また経営管理に関する長期の経験

を有している。

2015年６月から

2018年６月

-
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　(c)　当社上級管理職

（本書日付現在）

役名

および職名

氏　　名

（年齢） 略　　歴 任期

所有

株式数

総裁 ガオ・ジェンジュ

ン

(Gao Jianjun)

(57歳)

ガオ氏は、当社取締役会の第３会議の業務執

行取締役および当社の総裁を務めている。詳

細な情報については、本項目の「取締役」会

議を参照のこと。

2015年６月か

ら取締役会第

４会議が設置

され、取締役

会 第 ４ 会 議

(当社の第４

期取締役会を

いう。以下同

じ。）により

当社上級管理

職の新たな会

議が設定され

る日まで

-

副総裁 チ・ハガン

(Qi Hegang)

(56歳)

チ氏は、当社の副総裁であり、現在、中煤集

団の主席技術者、中煤能源技術研究総院の院

長、煤炭工業技術委員会の採鉱業者の採鉱委

員会の委員、中国鉱業大学の非常勤教授を務

め、全国高等学校設置機関評議会の専門家で

ある。同氏は、採鉱工学を専攻して上海大屯

中等専科学校を卒業し、中国鉱業大学および

清華大学経管学院においてそれぞれ工業技術

の修士号およびEMBAを取得した。同氏は、石

炭産業の上級専門技術者および上級専門マネ

ジャーでもある。同氏は、大屯煤電（集団）

有限責任公司の姚橋炭鉱における炭鉱設計室

の室長、副主席技術者、副鉱長および鉱長、

大屯煤電 (集団）有限責任公司の主席技術者

ならびに上海大屯能源股份有限公司の取締役

を務めた。チ氏は採鉱の生産、技術および経

営管理に長期にわたり携わっており、石炭産

業への深い造詣を有している。同氏は、30年

超に及ぶ本産業における運営および経営管理

の経験を有している。

2015年６月か

ら取締役会第

４会議が設置

され、取締役

会第４会議に

より当社上級

管理職の新た

な会議が設定

される日まで

-
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役名

および職名

氏　　名

（年齢） 略　　歴 任期

所有

株式数

副総裁 ニウ・ジェンホウ

ア

(Niu Jianhua)

(53歳)

ニウ氏は、当社の副総裁である。同氏は、計算

数学を専攻して、1984年に山東鉱業学院（現・

山東科技大学）を卒業し、2011年に清華大学経

管学院においてEMBAを取得した。同氏は石炭産

業の上級技術者および上級専門マネジャーであ

る。同氏は、煤炭科学研究総院の人事管理局に

幹部として勤務し、煤炭工業部の人事局技術幹

部所の副所長、煤炭工業部総合局の秘書役なら

びに中煤集団の総合課の主任およびジェネラ

ル・マネジャー補佐を務めていた。ニウ氏は石

炭業界において長期にわたる経験を有してお

り、また本産業への造詣が深く、経営管理に関

して豊富な経験を有している。

2015年６月か

ら取締役会第

４会議が設置

され、取締役

会第４会議に

より当社上級

管理職の新た

な会議が設定

される日まで

-

副総裁 プ・ジン

(Pu Jin)

(55歳)

プ氏は、当社の副総裁である。同氏はまた、現

在、中国煤鉱機械装備有限責任公司の業務執行

取締役、中国煤炭機械工業協会の副理事長、中

国煤炭学会の常務理事、煤炭工業技術委員会の

機械電気専門家委員会の副主任ならびに全国煤

炭産業「653」専門家助言委員会の副主任を務

めている。同氏は工学の修士号を取得して1998

年に中国鉱業大学を卒業し、同済大学の経営科

学および工学学院から2003年に経営学で博士号

を取得した。同氏は上級専門技術者、国家上級

専門マネジャーおよび石炭業界上級専門マネ

ジャーであり、中国国務院より政府特別報奨手

当を付与される権利を有している。機械工業部

傘下の中国通用機械総公司の自動工学部および

海外事業部のジェネラル・マネジャー補佐およ

び副ジェネラル・マネジャー、中煤深圳公司の

ジェネラル・マネジャー、中煤南方能源有限公

司のジェネラル・マネジャーおよび中国煤鉱工

程機械裝備集団公司の会長ならびにその他の役

職を務めた。プ氏は採鉱機械に関して、理論に

基づく確固たる専門知識を有するほか、企業経

営に関する広範な経験を有している。

2015年６月か

ら取締役会第

４会議が設置

され、取締役

会第４会議に

より当社上級

管理職の新た

な会議が設定

される日まで

-
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役名

および職名

氏　　名

（年齢） 略　　歴 任期

所有

株式数

最高財務責任者 ウェン・キンアン

(Weng Qing'an)

(59歳)

ウェン氏は、当社の最高財務責任者であり、現

在、中煤財務有限責任公司の会長である。同氏

は会計学を専攻して1998年７月に中国鉱業大学

を卒業した。同氏は上級会計士および石炭業界

の上級専門マネジャーであり、公認企業法律顧

問である。大屯煤電（集団）有限責任公司の財

務課の主任、副主任会計士、副課長および課

長、大屯煤電（集団）有限責任公司の副主任会

計士、主任会計士および取締役、上海大屯能源

股份有限公司の監査役および取締役、平朔煤業

公司の主任会計士ならびに華晋焦煤有限責任公

司の監査役会会長を務めた。ウェン氏は採鉱を

行う基幹的な企業および上場企業に長期にわ

たって勤務し、上場企業の資金運営および財務

管理に関する豊富な経験を有するほか、国有企

業において財務を30年超経験してきた。

2015年６月か

ら取締役会第

４会議が設置

され、取締役

会第４会議に

より当社上級

管理職の新た

な会議が設定

される日まで

-

取締役会秘書役

および秘書役

ジョウ・ドンジョ

ウ

(Zhou Dongzhou)

(57歳)

ジョウ氏は、当社の取締役会秘書役および秘書

役を務めている。同氏は、1982年７月に中国鉱

業学院（現・中国鉱業大学）において英語学を

専攻して卒業し、また、1997年５月には同大学

で工学修士号を取得した。同氏は石炭産業にお

ける翻訳の准教授および上級専門マネジャーで

ある。同氏は、中国鉱業大学および国家煤炭工

業部科技教育局に勤務し、また、煤炭工業部総

合局および国家煤炭工業局総合局の秘書役、中

煤集団の市場開発部門のマネジャーおよび煤炭

貿易本部の副本部長、中国煤炭進出口公司の副

所長ならびに当社の共同秘書役を務めた。

2015年６月か

ら取締役会第

４会議が設置

され、取締役

会第４会議に

より当社上級

管理職の新た

な会議が設定

される日まで

-
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(2)　当社の取締役、監査役および上級管理職への報酬

　(a)　報酬

取締役および監査役の報酬は、株主総会の承認を受けなければならず、上級管理職の報酬は、当社取締役会の承
認を受けなければならない。2015年度における当社の取締役、監査役および上級管理職への報酬の総額は、5.569
百万人民元（税込み）であった。

2015年12月31日に終了した事業年度に関する当社の取締役および監査役の報酬についての詳細は、連結財務書類
注記に記載されている。

2015年12月31日に終了した事業年度に関し、報酬を放棄することに合意した当社の取締役または監査役はいな
い。

当社の取締役の報酬の総額は、報酬委員会により決定され、当社取締役会および次の定時株主総会において株主
により承認されなければならない。取締役の報酬の総額を決定する際には、報酬委員会および当社取締役会は、当
社グループの業績だけでなく、取締役の職務、責任および功績といった数々の要素を考慮に入れる。

当社の2015年度第１回臨時株主総会によって承認されたとおり、当社の第３会議の取締役会の取締役および監査
役会の監査役の報酬を決定する基準は、以下のとおりである。非業務執行取締役は、当社から報酬を受領する一方
で、当社は、各独立非業務執行取締役に対して毎月300,000人民元（税抜。個人所得税控除済みかつ源泉徴収税支
払済み。独立非業務執行取締役の報酬は、実際の在任期間に応じて決定される。）を支払う。当社の上級管理職で
もある取締役は、「当社の上級執行役員の報酬に関する管理方法」に従って報酬を受領する。上記の取締役を除
き、その他の取締役は、当社から報酬を受領しない。取締役会会議、監査役会会議、年次株主総会および取締役会
および監査役会が行う関連する活動に出席する取締役および監査役の旅費は、当社が負担する。上級管理職の報酬
は「当社の上級管理職の報酬に関する措置」に基づき支払われる。

独立非業務執行取締役を除き、当社から報酬を受領するその他の取締役、監査役および上級管理職の報酬は、当
社が支払う基本給、賞与、５つの保険および１つのファンドおよび企業年金を含む。

 

　(b)　取締役および監査役の役務提供契約

当社の取締役および監査役はそれぞれ、2015年６月16日に当社と役務提供契約を締結した。役務提供契約の規定
に従い、当社の各取締役および監査役は、当社の取締役または監査役として各々の職務を遂行することに合意して
いる。取締役の任期は就任日から３年である。監査役の任期は、就任日から３年である。

上記の契約を除き、当社のいずれの取締役または監査役も、補償金（法律に規定された補償金を除く。）を支払
わなければ当社が１年以内に解約することができない役務提供契約を締結していない。

　

　(c)　先買権および株式オプション契約

中国の関連する法には、株主に対し、株式数に応じて株を引き受ける権利を付与する先買権についての規定はな
い。当社は、現在株式オプション契約を締結していない。

 

　(d)　当社の株式、潜在株式および社債に係る取締役および監査役の持分およびショートポジション

2015年12月31日現在、証券先物取引条例第352条に基づき当社が保管している持分原簿への記録が義務付けられ
ている、または上場会社の取締役による証券取引のモデル規定に基づき当社およびHKSEに対する通知が義務付けら
れている、当社の取締役、監査役または最高経営責任者による、当社またはその（証券先物取引条例第15部での意
味における）関連会社の株式、株式デリバティブの潜在株式または社債に係る持分またはショートポジションの保
有は生じていなかった。

2015年12月31日現在、当社は、当社の取締役、監査役および最高経営責任者ならびにその配偶者または18歳未満
の子どもに対し、当社またはその関連会社の株式または社債を取得する権利を一切付与しておらず、上記の者は、
前記の株式または社債を取得する権利を一切行使していない。
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2015年12月31日現在、リ・ヤンジャン氏、パン・イ氏、リュウ・チーヨン氏およびシャン・シュージア氏を除
き、その他のいかなる取締役も、証券先物取引条例第15部第２節および第３節の規定に基づき発行体に対して開示
するべき対象に該当する当社の株式および潜在株式に係る持分またはショートポジションを保有する会社の取締役
または従業員ではない。

 

５【コーポレート・ガバナンスの状況等】

 

(1)【コーポレート・ガバナンスの状況】

 

報告期間中、当社は、引き続き業務の標準化を追求し、当社のコーポレート・ガバナンスのシステムを改善し、
情報システムの発展を加速し、包括的なリスク管理システムおよび内部統制制度を改善するとともに、経営効率お
よびコーポレート・ガバナンスの強化に努めた。

 

１．コーポレート・ガバナンスの概説

当社は、業務執行機関、意思決定機関および監査機関ならびに経営陣の間の権限、責任ならびに標準化業務を明
確化することにより抑制と均衡のメカニズムを確立するため、会社法および証券法等の関連法令の条項に従い、株
主総会、取締役会、監査役会および経営陣からなるコーポレート・ガバナンス構造を確立している。当社は、「定
款」、「株主総会の手続規則」および「取締役会の手続規則」などの規則および規定を策定した。報告期間中、当
社は、定款を含む規制上の枠組みを、最新の法令、上場規則および当社株式が上場している証券取引所の規制規則
に従って改定し、コーポレート・ガバナンスシステムをより最適化した。詳細については、2015年６月16日に公表
されたSSE、HKSEおよび当社の発表文を参照のこと。当社のコーポレート・ガバナンスは、CSRCの関連規則の要件
に準拠している。

当社取締役会は、当社のコーポレート・ガバナンスに関する文書を検討し、当社が香港上場規則別紙14に定めら
れる「コーポレート・ガバナンス実施規定」および「コーポレート・ガバナンス報告書」の該当条項を満たしてい
ると考えている。2015年12月31日に終了した事業年度において、当社は上記の条項を厳守していた。

 

２．実質株主が保有する当社の実質持分およびショート・ポジション

詳細については、本報告書の取締役会報告書の「実質株主の株式保有」の項を参照のこと。

 

３．取締役および監査役による証券取引のモデル規定

当社は、香港上場規則別紙10に定められる「上場発行者の取締役による証券取引のモデル規定」（以下「モデル
規定」という。）を導入している。当社は、具体的な調査を行った上で、当社取締役および監査役全員が2015年を
通じてモデル規定を遵守したことを確認した。

 

４．取締役会

(1)　取締役会の構成および任期

当社取締役会の第３会議は現在、リ・ヤンジャン氏、パン・イ氏、リュウ・チーヨン氏、ガオ・ジェンジュン
氏、シャン・シュージア氏、ジャン・カ氏、ツァオ・ペイ氏およびガイ・ワイ・フン氏の８名により構成される。
各取締役の任期およびその他の詳細は、「第一部-第５-４-(1)当社の取締役、監査役、上級管理職および従業員」
の項目を参照のこと。

当社定款が定める当社取締役会の主要な職務は、当社の事業計画および投資計画の決定、当社の年次予算案およ
び決算案の策定、当社の利益処分案および損失填補案の策定、当社の内部管理体制の設計、当社の総裁、最高財務
責任者または取締役会秘書役の選任または解任および総裁の指名に基づく当社の副総裁の選任または解任、ならび
にその他株主総会および当社定款によって付与される役割の実行に及ぶ。
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当社取締役会は、各会計年度において、当社の真実かつ公正な財務状態、業績およびキャッシュ・フローを記載
した報告期間にかかる財務書類の作成を監督する責任を負う。2015年12月31日に終了した事業年度の財務書類を作
成するにあたり、当社取締役会は適切な会計原則を採用し、慎重、公正かつ合理的な判断および予測を行い、継続
基準に基づいて財務書類を作成した。海外における監査人の責任に関する記述は、本報告書の独立監査人の監査報
告書に記載される。

報告期間中、すべての取締役は、当社が提供する専門的な訓練会を含む継続的な専門訓練に熱心に参加したが、
これにより取締役は最新知識および最新技術を把握することができた。すべての取締役が、適切かつ十分な情報を
もって取締役会に貢献できることが確実になっている。

当社における職務上の関係を除き、取締役、監査役、および上級管理職の間には、金銭的な取引関係、ビジネス
上の取引関係、血縁関係、その他の重大な利害関係は存在しなかった。

 

(2)　2015年度における取締役会の開催

2015年、当社の取締役会は、７回開催された。取締役の取締役会の本人出席率は、以下のとおりである。

 

氏名 当社における役職  本人出席  代理出席  本人出席率（％)

ワン・アン* 取締役会会長、業務執行取締役  5/5  -  100

リ・ヤンジャン 取締役会会長、業務執行取締役  7/7    100

パン・イ 非業務執行取締役  6/7  1  86

ヤン・リエカ* 業務執行取締役、総裁  3/3    100

リ・ヤンマン* 非業務執行取締役  3/3    100

ツァン・ジャレン* 独立非業務執行取締役  3/3    100

ツァオ・ペイ 独立非業務執行取締役  6/7  1  86

ガイ・ワイ・フン 独立非業務執行取締役  7/7    100

リュウ・チーヨン* 非業務執行取締役  4/4    100

ガオ・ジェンジュン* 業務執行取締役、総裁  4/4    100

シャン・シュージア* 非業務執行取締役  4/4    100

ジャン・カ* 独立非業務執行取締役  3/4  1  75

注：*ワン・アン氏は、2015年９月に当社の取締役会会長および業務執行取締役を退任した。リ・ヤンジャン氏は、2015年10月

に当社の取締役会会長に任命された。ヤン・リエカ氏、リ・ヤンマン氏およびツァン・ジャレン氏は、2015年６月に取締

役会の任期満了に伴い当社の取締役を退任した。リ・ヤンジャン氏、ガオ・ジェンジュン氏、リュウ・チーヨン氏、シャ

ン・シュージア氏およびジャン・カ氏は、2015年６月に取締役会の第３会議の取締役として任命された。

報告期間における取締役会会議の詳細は、以下に記載されるとおりである。

1.　2015年３月20日に開催された取締役会の第２会議の2015年度第１回会議では、以下に関する12の議案を審議

し、承認した。

・2014年度年次報告書およびその概要

・2014年度業績報告書、2014年度取締役会報告書

・2014年度財務報告書

・提案された2014年度利益処分計画

・2015年度設備投資計画

・2015年度中間財務報告書および年次監査報告書の監査を行う監査人への依頼

・2014年度の当社によるＡ株式発行による手取金の預託および実際の使用に関する特別報告書

・2015年度の当社の取締役会の第２会議の取締役および監査役会の報酬

・2014年度の内部統制に関する評価報告

・2014年度社会責任報告書

・2015年度上級管理職の業務成績評価
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・2015年度石炭先物ヘッジ計画

2014年度の設備投資計画の進捗状況に関する報告も行われた。

 

2.　2015年４月24日に開催された取締役会の第２会議の2015年度第２回会議では、以下に関する６の議案を審議

し、承認した。

・2015年度第１四半期報告書

・特定の固定資産の減価償却期間の調整

・鄂州発電公司の株式持分への参加

・当社の取締役会の第３会議の業務執行取締役および非業務執行取締役の選任

・当社の取締役会の第３会議の独立非業務執行取締役の選任

・当社の2014年度定時株主総会の開催

以下に関する６つの報告も行われた。

・図克工業区における送水工事計画

・新疆准东の五彩湾の北に位置する2×660メガワット第二発電所計画

・監査業務に関する2014年度の進捗状況および2015年度の業務手配

・当社の安全衛生環境保護に関する2014年度の進捗状況および2015年度の業務手配

・石炭化学計画の集中販売計画

・先物管理者委員会の提出

 

3.　2015年５月25日に電話会議で開催された取締役会の第２会議の2015年度第３回会議では、持株比率に基づく

中煤陝西楡林能源化工有限公司による延安禾草溝煤業有限公司の銀行借入れに対する保証の提供に関する提

案を審議し、承認した。

 

4.　2015年６月16日に開催された取締役会の第３会議の2015年度第１回会議では、以下に関する６の議案を審議

し、承認した。

・当社の取締役会会長の選任

・当社の取締役会副会長の選任

・取締役会の下に設置する取締役会の委員会のメンバーの選任

・当社の総裁を含む上級管理職の任命

・当社の副総裁の任命

・2015年度の取締役会の第３会議の取締役および監査役会の監査役の報酬

 

5.　2015年８月21日に開催された取締役会の第３会議の2015年度第２回会議では、以下に関する５の議案を審議

し、承認した。

・2015年度中間報告書

・当社によるＡ株式発行による手取金の預託および実際の使用に関する特別報告書

・持株比率に基づく中天合創能源有限責任公司の石炭深処理実証計画の銀行借入れに対する保証提供

・定款変更

・2015年度の当社の最初の臨時株主総会の開催

2015年１月から６月までの設備投資計画の進捗状況および2015年度下半期の業務手配に関する報告も行わ

れた。
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6.　2015年10月27日に開催された取締役会の第３会議の2015年度第３回会議では、以下に関する４の議案を審議

し、承認した。

・2015年度第３四半期報告書

・中天合創能源有限責任公司の石炭深処理実証計画に対する委託貸付の提供

・当社の取締役会会長の選任

・2014年度の上級管理職に対する報酬の支払いに対する提案

 

7.　2015年12月６日に開催された取締役会の第３会議の2015年度第４回会議では、以下に関する４の議案を審議

し、承認した。

・上海大屯能源股份有限公司による大屯石炭電気（集団）公司に対する江蘇大屯鋁業有限公司の75％の株式

持分の譲渡

・中煤平朔集団有限公司による平朔煤炭工業公司に対する山西中煤平朔鑫源有限責任公司の100％の株式持

分の譲渡

・中煤平朔集団有限公司による平朔煤炭工業公司に対する山西中煤平朔正嘉橡膠製品有限公司の100％の株

式持分の譲渡

・中煤平朔集団有限公司による平朔煤炭工業公司に対する山西中煤平朔新型建材有限公司の100％の株式持

分の譲渡

 

報告期間において、当社は、取締役会の会議回数、招集手続、会議の議事録および記録、会議の規則ならびに関
連事項に関するすべての規定を遵守した。当社の取締役の出席率は、取締役が勤勉に責任を持って当社および株主
の利益を増進するために尽力していることを示した。

 

(3)　当社取締役の総会への出席率および取締役会による総会の決議の遂行

報告期間において、すべての取締役は、当社が上場している国内および海外の関連する法令ならびに当社定款の
規定に従い、真摯に当社取締役としての義務を果たすべく取り組み、総会の決議を遂行し、総会によって委任され
たすべての職務を完遂した。以下の表は、当社取締役の総会への出席状況を示すものである。
 

氏名 当社における役職  本人出席  本人出席率（％)

ワン・アン* 取締役会会長、業務執行取締役  1  100

リ・ヤンジャン 取締役会会長、業務執行取締役  2  100

パン・イ 非業務執行取締役  1  50

ヤン・リエカ* 業務執行取締役、総裁  1  100

リ・ヤンマン* 非業務執行取締役  1  100

ツァン・ジャレン* 独立非業務執行取締役  1  100

ツァオ・ペイ 独立非業務執行取締役  2  100

ガイ・ワイ・フン 独立非業務執行取締役  2  100

リュウ・チーヨン* 非業務執行取締役  1  100

ガオ・ジェンジュン* 業務執行取締役、総裁  1  100

シャン・シュージア* 非業務執行取締役  1  100

ジャン・カ* 独立非業務執行取締役  1  100

注：*ワン・アン氏は、2015年９月に当社の取締役会会長および業務執行取締役を退任した。リ・ヤンジャン氏は、2015年10

月に当社の取締役会会長に任命された。ヤン・リエカ氏、リ・ヤンマン氏およびツァン・ジャレン氏は、2015年６月に

取締役会の任期満了に伴い当社の取締役を退任した。リ・ヤンジャン氏、ガオ・ジェンジュン氏、リュウ・チーヨン

氏、シャン・シュージア氏およびジャン・カ氏は、2015年６月に取締役会の第３会議の取締役として任命された。

 

(1) 　中国の会計原則およびIFRSのそれぞれに沿った当社の中間報告書および年次報告書の審査および監査

業務のために、2015年度の監査人を、プライスウォーターハウスクーパース中天エルエルピーおよび
プライスウォーターハウスクーパースに引続き依頼し、また、2015年度の上記の監査費用が11.50百万
人民元であったことを確認した。
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(2) 　319,787,400人民元の現金配当を株主に分配した。これは、当社の全発行済株式資本13,258,663,400株

に基づいて行われた2014年度の配当可能利益1,065,958,000人民元の30％を占め、１株当たり0.024人
民元（税込み）の配当である。

 

(4)　当社取締役会のコーポレート・ガバナンス機能

2012年５月25日における当社総会において承認されたとおり、取締役会の手続規則が変更され、取締役会は以下
の機能を遂行するよう委任された。

・当社のコーポレート・ガバナンス方針およびプラクティスの策定、検討および提言

・当社の取締役および上級管理職の専門的訓練ならびに専門能力の継続的成長とともに、法令遵守および規制上
の要件における当社の方針ならびにプラクティスの検討ならびに監視

・従業員および取締役の行動規定ならびにコンプライアンス・マニュアル（もしあれば）の策定、検討ならびに
監視

・かかる規定およびコーポレート・ガバナンス報告書での開示におけるコーポレート・ガバナンス・実施規定遵
守の検討

・株主とのコミュニケーション方針について、その実効性の確保のために行う定期的な策定および検討

報告期間中、当社取締役会は、当社定款を含む当社のコーポレート・ガバナンスに関する文書一式を検討し、変
更し、これらの文書に係る実施を随時監視し、当社の取締役ならびに上級管理職の専門的訓練および専門能力の継
続的成長について検討し、これを熱心に主催し、当社による法令違反を発見するために当社を検討および監視し、
当社の2015年度コーポレート・ガバナンス報告書を承認し、HKSEおよび当社のウェブサイト上に同報告書を開示す
ることを承認し、株主とのコミュニケーション方針を策定、検討および監視し、その実効性を確保した。
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５．当社の経営陣の構成および責任

当社の経営陣は、１名の総裁および３名の副総裁から構成される。総裁は、取締役会に対し説明責任を有してい
る。経営陣の責任は、当社の生産、運営および管理を引き受けること、取締役会の決議および当社の年間事業計画
および投資計画を実行するためのリソースを組織化すること、当社の内部管理および基本管理システムの構造に関
する提案を策定すること、当社の基本規則および規定を策定すること、当社の副総裁（マネジャー）の任命または
解任を提案すること、取締役会が任命または解任すべき経営陣を除く当社の経営陣を任命または解任すること、お
よび定款および取締役会が委任するその他すべての職務を遂行することである。

 

６．取締役会会長および総裁

当社の取締役会会長はリ・ヤンジャン氏であり、総裁はガオ・ジェンジュン氏である。取締役会会長と総裁と
は、責任が明確に線引きされた異なる役職である。取締役会会長と総裁を兼任することはできず、それぞれの権限
についても、書面において明確に区別されている。詳細については、当社定款を参照のこと。当社の取締役および
監査役の他に、上級管理職もまた当社の事業の日々の営業管理につき、職責を有している。それぞれの役職の職務
は、本書「第一部-第５-４-(1)当社の取締役、監査役、上級管理職および従業員」において詳述されている。

 

７．保険への加入

香港上場規則別紙14に記載されるコーポレート・ガバナンス実施規定A1.8の規定およびコーポレート・ガバナン
ス報告書によると、当社は、その取締役に対して起こされる可能性がある法的措置に備えて適当な保険に加入しな
くてはならない。当社は、取締役、監査役および上級管理職のために掛けている損害賠償保険を更新した。

 

８．報酬委員会

当社の取締役会の報酬委員会は現在、２名の独立非業務執行取締役および１名の非業務執行取締役により構成さ
れている。「報酬委員会の運営マニュアル」は、報酬委員会の地位、構成、権限、意思決定手続および手続規則に
ついて明確に規定している。報酬委員会の主要な責務は、当社の取締役および上級管理職の報酬に関する方針を当
社取締役会に対して提出し、取締役および上級管理職の報酬について当社取締役会に対して提言することならびに
上級管理職の成績を評価することである。報酬委員会の責務は、香港上場規則の関連要件に準拠している。報酬委
員会は、当社取締役会に対し説明責任を有している。

2015年、報酬委員会は３回開催され、主として2014年度の当社の年次報告書およびその概要、2014年度の業績報
告書、2014年度の取締役会報告書、2015年度の当社取締役会第２会議の取締役および監査委員会の監査役の報酬、
上級管理職の2015年度業務成績評価、2015年度の当社取締役会第３会議の取締役および監査委員会の監査役の報酬
ならびに2014年の上級管理職に対する報酬の支払いに関する提案に関する決議について審議が行われた。

報酬委員会の各委員の任期は取締役の任期と同じである。同委員会の委員は、任期満了後、再選される資格を有
する。取締役会の第３会議の報酬委員会は、報酬委員会の委員長は独立非業務執行取締役であるガイ・ワイ・フン
氏、委員は非業務執行取締役であるパン・イ氏、独立非業務執行取締役であるジャン・カ氏の３名で構成される。
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2015年度の報酬委員会会議の出席状況（委任状による出席も含む。）の詳細は以下のとおりである。

 

委　員  本人出席  代理出席  本人出席率（％)

ガイ・ワイ・フン（報酬委員会の委

員長）  3  0  100

リ・ヤンジャン*  1  0  100

ツァン・ジャレン*  1  0  100

パン・イ*  1  0  50

ジャン・カ*  2  0  100

注：*リ・ヤンジャン氏およびツァン・ジャレン氏は、2015年６月の当社取締役会の任期満了時点で報酬委員会の委員を退任し

た。パン・イ氏およびジャン・カ氏は2015年６月の当社取締役会第３会議において、報酬委員会の委員として選任された。

 

９．指名委員会

指名委員会は現在、独立非業務執行取締役２名および業務執行取締役１名で構成されている。「取締役会の指名
委員会の運営マニュアル」は、指名委員会の地位、構成、権限、意思決定手続ならびに手続規則について明確に規
定している。とりわけ、指名委員会の委員長は独立非業務執行取締役から選任されることが義務付けられている。
指名委員会の主要な責務は、当社の取締役および上級管理職の選定基準および手続の調査、取締役および上級管理
職の候補者の検討、ならびに取締役会に対する推奨ならびに独立非業務執行取締役の独立性の査定である。指名委
員会の責務は、香港上場規則の関連要件に準拠している。指名委員会は、当社取締役会に対し説明責任を有してい
る。

当社取締役会の第３会議の指名委員会は、現在、委員会の委員長である独立非業務執行取締役ツァオ・ペイ氏な
らびに委員であるリ・ヤンジャン氏およびジャン・カ氏により構成されている。

香港上場規則別紙14の「コーポレート・ガバナンス実施規定」の関連するセクションに基づき、指名委員会は、
以下を含む当社の取締役会の多様性方針を発展させた。

(1)取締役会に対し取締役の候補者を推薦する際または取締役会の規模および構成を検討する際、指名委員会
は、候補者が当社になし得る潜在的な貢献を客観的に判断することに加え、取締役会の構成員の多様性を全体的に
検討し、評価するべきであり、これにより、取締役会が職務を遂行する際の見方および観点が多様化し、当社の事
業上の特徴に見合う取締役会構成員の最善の組み合わせを構成し、取締役会の効率性およびパフォーマンスを高め
る。

(2)取締役会の多様化した構成は、年齢、文化的背景、学歴、専門家としての資格、経験、技術レベルおよび知
識ならびにその他の資質を含むが、これらに限られない一連の要因に基づく。指名委員会は、取締役会の多様性の
向上を検討することおよび取締役会に改善の提案を行うこと（必要な場合）に加え、異なる時期および段階での当
社の事業発展および戦略計画に基づき多様性要因のパラメーターを決定するべきである。

 

2015年、指名委員会は２回開催され、主として当社取締役会第３会議の業務執行取締役および非業務執行取締役の
選出、当社取締役会第３会議の独立非業務執行取締役の選出、当社の総裁を含む上級管理職の選任および当社の副
総裁の選任に関する決議について審議が行われた。
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2015年度の指名委員会会議の出席状況（委任状による出席も含む。）の詳細は以下のとおりである。

 

委　員  本人出席  代理出席  本人出席率（％)

ワン・アン*  1  0  100

リ・ヤンジャン*  1  0  100

ツァン・ジャレン*  1  0  100

ツァオ・ペイ（指名委員会の委員

長）  2  0  100

ジャン・カ*  1  0  100

注：*ワン・アン氏およびツァン・ジャレン氏は、2015年６月の当社取締役会の任期満了時点で報酬委員会の委員を退任した。

リ・ヤンジャン氏およびジャン・カ氏は2015年６月の当社取締役会第３会議において指名委員会の委員として選任された。

 

10．監査委員会

当社の取締役会の監査委員会は現在、独立非業務執行取締役３名および非業務執行取締役２名で構成されてい
る。「取締役会の監査委員会の運営マニュアル」は、監査委員会の地位、構成、権限、意思決定手続および手続規
則について明確に規定している。監査委員会は主として、当社の財務書類の真実性および完全性、当社の内部統制
およびリスク管理システムの有効性の監視、監査法人への依頼およびその業務の監督、当社の年次および中間報告
書ならびに業績報告書の審査、財務報告書にて採用された重要な会計原則および慣行の策定、会計および監査事項
に関するクレーム、潜在的な違法行為および不正な会計または監査事項に関する処理手続の策定に関し責任を負っ
ている。監査委員会の責務は、香港上場規則の関連要件に準拠している。指名委員会は、当社取締役会に対し説明
責任を有している。

2015年、監査委員会は合計７回開催され、主に2014年度年次報告書およびその概要、2014年度業績報告書、2014
年度の取締役会報告書、2014年度財務報告書、2014年度利益処分案、2015年度財務計画、2015年度中間財務報告書
の審査および年次財務報告書の監査を行う監査人への依頼、2014年のＡ株式発行による手取金の預託および実際の
使用に関する特別報告書、2014年度の内部統制に関する評価報告書、2015年度の石炭先物ヘッジ計画、2015年度第
１四半期報告書、特定の固定資産の減価償却期間調整に関する2015年度中間報告書ならびに2015年度第３四半期報
告書に関する決議について審議が行われた。

さらに、同会合において、プライスウォーターハウスクーパース中天により報告された2014年度の当社財務報告
書の監査に関する予備的意見の報告書、プライスウォーターハウスクーパース中天により報告された2014年度の当
社財務報告書の監査状況、プライスウォーターハウスクーパースにより報告された2015年度の当社財務報告書の監
査計画、監査業務に関する2014年度の進捗状況および2015年度の業務手配に関して審議が行われた。

監査委員会の各委員の任期は当社取締役の任期と同じである。同委員会の委員は、任期満了後、再選される資格
を有する。取締役会の第３会議の監査委員会は５名で構成され、委員会の議長は独立非業務執行取締役であるジャ
ン・カ氏、委員は非業務執行取締役であるパン・イ氏およびシャン・シュージア氏、独立非業務執行取締役である
ツァオ・ペイ氏およびガイ・ワイ・フン氏である。

2015年度の監査委員会会議の出席状況（委任状による出席も含む。）の詳細は以下のとおりである。

委　員  本人出席  代理出席  本人出席率（％)

ジャン・カ（監査委員会の委員

長）*  4  0  100

ガイ・ワイ・フン  7  0  100

パン・イ  5  0  71

ツァオ・ペイ  6  0  86

シャン・シュージア*  4  0  100

注：*シャン・シュージア氏およびジャン・カ氏は、2016年６月の当社取締役会第３会議において監査委員会の委員として選任

された。
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11．戦略計画委員会

当社の取締役会の戦略計画委員会は、１名の独立非業務執行取締役を含む４名の取締役から構成されている。
「取締役会の戦略計画委員会の運営マニュアル」は、戦略計画委員会の地位、構成、権限、意思決定手続および手
続規則について明確に規定している。戦略計画委員会は主として、当社の長期的な開発戦略、重要な投資、財務、
資産運用計画、設備投資計画に関する検討および当社取締役会に対する提言に責任を負っており、上記の事項の実
施を調査する権限を有している。戦略計画委員会の責務は、香港上場規則の関連要件に準拠している。戦略計画委
員会は、当社取締役会に対し説明責任を有している。

2015年、戦略計画委員会は２回開催され、主として2014年度年次報告書およびその概要、2014年度業績報告書、
2014年度の取締役会報告書、2015年度の設備投資計画、鄂州発電公司の株式持分への参加に関する決議について審
議が行われた。さらに、同会合において、2014年度の設備投資計画の完了状況に関する報告書、図克工業地域にお
ける送水技術計画、および新疆准东の五彩湾の北に位置する2×660メガワット第二発電所計画に関して審議が行わ
れた。

戦略計画委員会の各委員の任期は当社取締役の任期と同じである。同委員会の委員は、任期満了後、再選される
資格を有する。取締役会の第３会議の戦略計画委員会は４名で構成され、委員長は当社の取締役会会長であるリ・
ヤンジャン氏、委員は業務執行取締役兼総裁であるガオ・ジェンジュン氏、非業務執行取締役であるシャン・
シュージア氏および独立非業務執行取締役であるツァオ・ペイ氏である。

2015年度の戦略計画委員会会議の出席状況（委任状による出席も含む。）の詳細は以下のとおりである。

委　員  本人出席  代理出席  本人出席率（％)

ワン・アン（戦略計画委員会の委員長）*  2  0  100

リ・ヤンジャン（戦略計画委員会の委員

長）*  -  -  -

リ・ヤンマン*  1  0  50

ヤン・リエカ*  2  0  100

ツァン・ジャレン*  2  0  100

ツァオ・ペイ  1  0  50

ガオ・ジェンジュン*  -  -  -

シャン・シュージア*  -  -  -

注：*ワン・アン氏は、2015年６月の当社取締役会の任期満了時点で戦略計画委員会の委員および委員長を辞任した。ツァン・

ジャレン氏、リ・ヤンマン氏およびヤン・リエカ氏は、2015年６月の当社取締役会の任期満了時点で戦略計画委員会の委員を

退任した。リ・ヤンジャン氏は、2015年６月および10月のそれぞれの当社取締役会第３会議において戦略計画委員会の委員お

よび委員長に選任された。ガオ・ジェンジュン氏およびシャン・シュージア氏は、2015年６月の当社取締役会第３会議におい

て戦略計画委員会の委員に選任された。
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12．安全衛生環境保護委員会

当社の安全衛生環境保護委員会は、１名の独立非業務執行取締役を含む３名の当社取締役から構成される。「安
全衛生環境保護委員会の運営マニュアル」は、安全衛生環境保護委員会の地位、構成、権限、意思決定手続および
手続規則について明確に規定している。安全衛生環境保護委員会は主として、当社の安全、衛生および環境保護計
画の遂行、安全、衛生および環境保護問題に関連する潜在的な責任、法令の変更ならびに技術革新の監督に責任を
負っている。安全衛生環境保護委員会は、当社取締役会に対し説明責任を有している。

2015年、安全衛生環境保護委員会は２回開催され、2014年度年次報告書およびその概要、2014年度業績報告書、
2014年度取締役会報告書および2014年度社会的責任報告書に関する決議について審議が行われた。さらに、同会合
において、安全衛生環境保護に関する2014年度の進捗状況および2015年度の業務手配に関する報告書に関して審議
が行われた。

安全衛生環境保護委員会の各委員の任期は当社取締役の任期と同じである。同委員会の委員は、任期満了後、再
選される資格を有する。取締役会の第３会議の安全衛生環境保護委員会は３名で構成され、委員長は業務執行取締
役兼総裁であるガオ・ジェンジュン氏、委員は非業務執行取締役であるリュウ・チーヨン氏および独立非業務執行
取締役であるガイ・ワイ・フン氏である。

2015年度の安全衛生環境保護委員会会議の出席状況（委任状による出席も含む。）の詳細は以下のとおりであ
る。

委　員  本人出席  代理出席  本人出席率（％)

リ・ヤンジャン*  2  0  100

ヤン・リエカ*  2  0  100

ガオ・ジェンジュン*（安全衛生
環境保護委員会の委員長）  -  -  -

ツァオ・ペイ  1  0  50

リュウ・チーヨン  -  -  -

ガイ・ワイ・フン*  -  -  -

注：*リ・ヤンジャン氏は、2015年６月の当社取締役会の任期満了時点で戦略計画委員会の委員および委員長を退任した。ヤ

ン・リエカ氏は、2015年６月の当社取締役会の任期満了時点で戦略計画委員会の委員を退任した。ガオ・ジェンジュン氏は、

2015年６月の当社取締役会第３会議において戦略計画委員会の委員および委員長に選任された。リュウ・チーヨン氏およびガ

イ・ワイ・フン氏は、2015年６月の当社取締役会第３会議において戦略計画委員会の委員に選任された。

 

13．独立非業務執行取締役による責務の遂行

当社取締役会には現在３名の独立非業務執行取締役がいる。当社の「独立取締役の業務システム」は、独立取締
役の雇用要件、独立性、指名、選任および交代の基準ならびに責務について明確に規定している。重要な関連当事
者間取引の検討などの会社法、香港上場規則、SSE上場規則およびその他関連法令により権限を付与された責務に
加え、当社は独立取締役に対し、監査法人の選任または解任の提案を行う責務およびその他の取締役会に対する責
務も付与している。

報告期間中、当社の独立取締役は、会社法、「上場会社に独立取締役制度を確立する手引き」、「一般株主の権
利および利益の保護強化に関する規定」ならびに当社定款、「独立取締役の業務システム」および「独立取締役の
年次報告業務システム」の規則および要件等を含む関連するすべての法令を厳守していた。独立非業務執行取締役
は独立して業務を遂行し、2015年度の関連する会議へ出席し、当社子会社の十分な調査、当社の重要事項の意思決
定に対する慎重な参加、当社の関連事項に対する独立した意見の表明ならびに当社のコーポレート・ガバナンス、
改革の推進および生産および事業に関する建設的な助言および提言を行った。義務の遂行中に、独立取締役は当社
株主（特に少数株主）の法的権利を独立性および客観性をもって保護し、独立取締役の機能を十分に活用した。

2015年、当社は独立取締役会を７回開催し、以下の問題に関する議案を審議した。

・2014年度年次報告書およびその概要

・2014年度業績報告書

・2014年度取締役会報告書

・2014年度財務報告書
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・提案された2014年度の利益処分計画

・2015年度財務計画

・2015年度中間財務報告書の審査および年次財務報告書の監査に関する監査人への依頼

・2014年のＡ株式発行による手取金の預託および実際の充当に関する特別報告書

2014年度の内部統制に関する評価報告書

・2015年度の石炭先物ヘッジ計画

・2015年度第１四半期報告書

・2015年度中間報告書

・2015年度第３四半期報告書

・特定の固定資産の減価償却期間調整

・上海大屯能源股份有限公司による、大屯煤電（集團）有限責任公司に対する江蘇大屯鋁業有限公司持分75％の
譲渡

・中煤平朔集團有限公司による、平朔煤炭工業公司に対する山西中煤平朔鑫源有限責任公司の持分100％の譲渡
の決議

・中煤平朔集團有限公司による、平朔煤炭工業公司に対する山西中煤平朔正嘉橡膠製品有限公司の持分100％の
譲渡の決議

・中煤平朔集團有限公司による、平朔煤炭工業公司に対する山西中煤平朔新型建材有限公司の持分100％の譲渡
の決議

 

独立非業務執行取締役は、2014年度の当社財務報告書の監査の予備的意見に関する報告、プライスウォーターハ
ウスクーパース中天により報告された2014年度の当社財務報告書の監査状況、プライスウォーターハウスクーパー
スにより報告された2015年度当社財務報告書の監査計画、当社の監査業務に関する2014年度の進捗状況および2015
年度の業務手配についても傍聴した。

2015年度の独立取締役の会議の出席状況（委任状による出席も含む。）の詳細は以下のとおりである。

 

委　員  本人出席  代理出席  本人出席率（％)

ジャン・カ*  4  0  100

ツァオ・ペイ  6  0  86

ガイ・ワイ・フン  7  0  100

ツァン・ジャレン*  3  0  100

注：*ツァン・ジャレン氏は、2015年６月の当社取締役会の任期満了時点で独立取締役を退任した。ジャン・カ氏は、2015年６

月の当社取締役会第３会議で独立取締役に選任された。

 

14．監査人の報酬

2015年度において、当社グループの海外における監査人はプライスウォーターハウスクーパースであり、国内に
おける監査人はプライスウォーターハウスクーパース中天であった。2015年12月31日に終了した事業年度における
当社グループの年次監査費用は、合計で11,500,000人民元であり、このうち内部統制に関する監査費用は
1,200,000人民元であった。上記費用の他に、当社グループはその他の非監査費用を負担しなかった。
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15．株主および株主総会

すべての株主が平等な地位を享受し、自身の権利を効果的に行使することを確保するため、当社は、定款に従っ
て毎年株主総会を開催する。定款に基づき、臨時株主総会は、議決権を付与する当社の発行済株式を単独でまたは
共同で10％超保有する株主によって書面により要求された場合、２か月以内に開催されるものとする。関連する文
書には、会議の目的を記載し、すべての株主に送達しなければならない。株主は、取締役会に対して質問を提起す
ることおよび総会において意見を述べることができる。当社の連絡先情報は、本報告書の「当社概要」の項に記載
されている。

報告期間中、2014年度定時株主総会および臨時株主総会１回を含む２回の株主総会が開催された。

(a)　2014年度定時株主総会において、以下に関する10の議案が審議された。

・2014年度取締役会報告書

・2014年度監査役会報告書

・2014年度財務報告書

・提案された2014年度利益処分計画

・2015年度設備投資計画

・当社の2015年度中間財務報告書および年次監査報告書の監査を行う監査人への依頼

・2015年度の当社の取締役会第２会議の取締役および監査役会の監査役の報酬

・当社の取締役会第３会議の業務執行取締役および非業務執行取締役の選任

・当社の取締役会第３会議の独立非業務執行取締役の選任

・当社の監査役会第３会議の株主を代理する監査役の選任

(b)　2015年度の最初の臨時株主総会において、以下に関する議案が審議された。

・定款変更

・持株比率に基づく中天合創能源有限責任公司の石炭深処理実証計画の銀行借入れに対する保証の提供

・持株比率に基づく中煤陝西楡林能源化工有限公司による延安禾草溝煤業有限公司の銀行借入れに対する保証の提

供

・2015年度の取締役会第３会議の取締役および監査役会の監査役の報酬

 

16．監査役および監査役会

当社の監査役会は３名の監査役で構成されているが、そのうち２名が株主代表であり、１名が従業員代表であ
る。監査役会は、株主総会に対し説明責任を有し、株主総会にその業務を報告する。

報告期間中、当社は、監査役会のメンバーの変更を完了し、ジョウ・リータオ氏およびジャオ・ロンジェ氏を株
主代表監査役として、ツァン・シャオピン氏を従業員代表監査役として監査役会の第３会議を選任した。ワン・
シー氏は、監査役会会長および株主代表監査役を退任した。

監査役会の主な任務は、法律に従い、当社の経営、財務ならびに当社の取締役および上級管理職による任務遂行
の適法性を監督、検査および評価することである。

報告期間中、監査役会の会議は、５回開催され、このうち、２回が監査役会第２会議で３回が監査役会第３会議
であった。

監査役会の会議の出席状況の詳細は、以下のとおりである。

 監査役  本人出席  代理出席  本人出席率（％)

監査役会第２会議 ワン・シー  2/2  0  100

 ジョウ・リータオ  2/2  0  100

 ツァン・シャオピン  2/2  0  100

監査役会第３会議 ジョウ・リータオ  3/3  0  100

 ジャオ・ロンジェ  3/3  0  100

 ツァン・シャオピン  3/3  0  100
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17．補助的なメカニズムの構築および実施

(1)　関連当事者間取引の管理

当社は、様々な関連当事者間取引を管理および規制するために、当社の株式が上場している証券取引所の上場規
則、「上場会社の関連当事者間取引に関する上海証券取引所のガイドライン」ならびに当社の「関連当事者間取引
に関する管理施策」および「関連当事者間取引に関する管理施策の実施に関する詳細な規則」の規定を厳密に遵守
する。必要な関連当事者間取引は、当社の取締役会および株主総会において審議され、承認された日常的な関連当
事者間取引およびその限度額に従い合理的な方法で行われる。関連当事者間取引の対価は、包括契約に定める方針
に沿って行われるため、公正かつ合理的であり、株主全体の最大利益にかなうものである。

当社は、コンプライアンス研修、研究および調査、大規模な管理の強化および関連当事者リストの更新により、
管理基盤を強化するため、2015年度に、関連当事者間取引の予算管理、月次監視、限度額に関する警告および定期
的な議論体制を維持した。電子的な統計ソフトウェアの支援により、当社は、関連事業体に対して、隠れた問題を
取り除くことを指示および要請するために、関連当事者間取引の月次実績額を管理し、関連当事者間取引の管理の
過程で認識された関連事業体の問題を分析および調査し、これにより、継続的関連当事者間取引が年間除外限度額
を超えないことを確保した。当社は、非継続的関連当事者間取引の承認および開示手続が適時に行われることを確
保するために、重要情報を報告する内部体制を導入し、非継続的関連当事者間取引を継続的に監視および統制し
た。

上記の施策の実施により、当社の関連当事者間取引の管理および統制の基準はさらに向上した。報告期間中のす
べての関連当事者間取引は、国内および国外の法令、規制および規制上の要件を遵守している。

 

(2)　内部統制制度および内部統制監査の設置

当社の取締役会は、2015年度の当社の内部統制に関する評価報告書を審議および承認し、財務報告に関する当社
の内部統制制度の有効性を監査するためにプライスウォーターハウスクーパース中天を雇用した。香港上場規則別
紙14に定められる「コーポレート・ガバナンス実施規定」の規則C.2.1および「コーポレート・ガバナンス報告
書」に従い、取締役は、当社および当社の子会社の組織および構造、財務、業務、コンプライアンスおよびリスク
管理を含む重要な事業領域を対象とする当社および当社の子会社の内部統制制度の有効性に関する検討を行った。
取締役会は、現在の当社の内部統制制度は、中国の関連法令および証券規制当局の要件を遵守しており、制度はい
かなる重大なまたは重要な不足もなく、当社の経営上の必要性に適応していると考えている。

当社は、財政部を含む５つの部によって共同で発布された「企業内部統制基準」およびその補足指針を誠実に実
施することおよび国内外で認められた現在のリスク管理および内部統制基準、COSO内部統制フレームワーク、国務
院のSASACが発行した「主要企業に対する包括的リスク管理ガイドライン」を参照することにより法的事業体の標
準化されたコーポレート・ガバナンスおよび統制構造を確立し、これにより、抑制と均衡に加え、責任および義務
を適切に負うコーポレート・ガバナンスおよび統制構造を確立した。さらに、当社は、内部統制、適合した事業お
よび資産の管理および安全性の合理的な設計および営業効率性の確保を行うために、「内部統制ハンドブック」お
よび「内部統制評価ハンドブック」を策定し、最適化し、これにより、当社の持続的かつ健全な発展が強力にサ
ポートされた。

2015年、当社は、科学的方法に基づく意思決定、効率的な実施および効果的な管理を追求して、企業の事業運営
および管理活動の主要側面に対処するため、主要な事業ユニット、重要なワークフローおよび重要な統制項目に注
力した。戦略計画、投資意思決定、安全生産、インフラ管理、予算管理、財務管理、人事管理、調達および販売管
理ならびに契約管理システムの観点において、当社はワークフローを策定および最適化し、継続的に当社の内部統
制基準を強化し、引き続き当社の内部統制制度の構築を推進した。2015年、当社は、「石炭品質管理業務に関する
評価方法（改訂版）」、「商業石炭の品質に関する月次評価方法（改訂版）」、「従業員の退職管理」、「任務遂
行に係る経費に対する管理上の措置」および「上級管理職の任務遂行に係る経費に対する管理上の措置」ならびに
その他の規則および規制を策定した。制度を強化し、ワークフローを最適化することにより、当社は、制度の策定
に基づき、企業運営の標準化、集中化、特別化、刷新および情報化を引き続き向上させ、これにより事業運営の効
率を上げ、リスク耐性能力を高める。
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「目標、リスクおよび統制」に焦点を置き、当社は、当社の定期的リスク評価および内部自己評価の基準となる
「組織的計画およびレベル別実施」の営業手法を採用し、事業管理プロセスの弱点および潜在的なリスクエクス
ポージャーを誠実に識別した。2015年、当社は、職務割当ハンドブックを改定しワークフローの分類および改定を
行い、制度策定の構造および主要な決定、重要な職員の任命および解任、主要な計画手配および巨額資金の運用に
関する意思決定管理のワークフローを強化した。当社は、発生し得る主要な潜在的問題を排除する重大な事象のリ
スク評価を行い、発生する様々なリスクの可能性を効果的に防ぎ、管理した。

 

(2)【監査報酬の内容等】

①【外国監査公認会計士等に対する報酬の内容】

  （単位：人民元）

区分
2014年度 2015年度

監査報酬 非監査報酬 監査報酬 非監査報酬

提出会社
11,500,000

(187,910,000円)

－

 

11,500,000

(187,910,000円)
－

連結子会社
500,000

(8,170,000円)
－

500,000

(8,170,000円)
－

計
12,000,000

(196,080,000円)

－

 

12,000,000

(196,080,000円)
－

 

(注) 「計」に記載された金額は、当社およびその連結子会社に関連して支払われた、または支払われるべき監査

報酬の合計である。

 

②【その他重要な報酬の内容】

　上記表に記載されているもの以外で、報酬に関する重要な情報はない。

 

③【外国監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

　上記表に記載されているもの以外で、報酬に関する重要な情報はない。

 

④【監査報酬の決定方針】

　監査人に対する報酬に関する方針は定められていない。
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第6 【経理の状況】

 

1.　当社は、香港証券取引所のメインボードヘ当社株式を新規上場させるにあたっての、当社の親会社であるチャ

イナ・コール・グループのグループ再編の結果、2006年8月22日に中国会社法に基づく株式有限会社として設立さ

れた。以下に掲げる当社の財務書類は香港上場規則によって認められている国際財務報告基準に基づいて作成され

ている。財務書類は「財務諸表等の用語、様式および作成方法に閲する規則」（昭和38年大蔵省令第59号）

（「財務諸表等規則」）第131条第1項の適用を受けている。なお、日本文の財務書類はこれを日本語に翻訳したも

のである。

 

2.　本書記載の2014年12月31日終了事業年度および2015年12月31日終了事業年度の財務書類は、「公認会計士法」

(昭和23年法律第103号)第1条の3第7項に規定されている外国監査法人等であるプライスウォーターハウスクーパー

スにより国際監査基準に基づく監査を受けており、当該財務書類に対する監査報告書が添付されている。日本文

は、これらの原文の監査報告書を翻訳したものである。

なお、前述の財務書類は、「財務諸表等の監査証明に関する内閣府令」（昭和32年大蔵省令第12号）第l条の2の規

定により、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づく監査は受けていない。

3.　本書記載の財務書類（原文）の金額は、人民元で表示されている。「円」で表示されている金額は、財務諸表

等規則第134条の規定に基づき、2016年6月8日現在の中国人民銀行公表の中心値1人民元＝16.34円で換算された金

額である。金額は千円単位（四捨五入）で表示されている。日本円に換算された金額は、四捨五入のため合計欄の

数値が総数と一致しない場合がある。なお、円換算額は単に読者の便宜上のために表示されたものであり、人民元

の額が上記のレートで円に換算されることを意味するものではない。

4.　本書記載の財務書類の作成において当社が採用した企業会計基準、会計慣行および表示方法と、日本において

一般に公正妥当と認められているそれらとの間の主な相違点に関しては、「4 国際財務報告基準と日本における会

計原則および会計慣行の主要な相違」に説明されている。

5.　円換算額および「2 主な資産・負債及び収支の内容」から「4 国際財務報告基準と日本における会計原則及び

会計慣行の主要な相違」までの記載は原文の財務書類には含まれておらず、当該事項における財務書類への参照事

項を除き、上記2. 監査の対象にもなっていない。
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1【財務書類】
（1）連結貸借対照表

 
添付の注記（原文118頁から214頁）は、当連結財務書類の重要な一部である。
当連結財務書類（原文111頁から117頁）は、2016年3月22日に取締役会により発行を承認された。
 
Li Yanjiang Weng Qing’an Chai Qiaolin
取締役会会長兼業務執行取締役 最高財務責任者 財務部長

 
 

EDINET提出書類

チャイナ・コール・エナジー・カンパニー・リミテッド(E05990)

有価証券報告書

114/301



（2）連結損益計算書

 
添付の注記（原文118頁から214頁）は、当連結財務書類の重要な一部である。
 
 
（3）連結包括利益計算書

 
添付の注記（原文118頁から214頁）は、当連結財務書類の重要な一部である。
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（4）連結持分変動計算書

 
添付の注記（原文118頁から214頁）は、当連結財務書類の重要な一部である。
 

 
添付の注記（原文118頁から214頁）は、当連結財務書類の重要な一部である。
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（5）連結キャッシュ・フロー計算書

 
添付の注記（原文118頁から214頁）は、当連結財務書類の重要な一部である。
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（6）連結財務書類に対する注記
1. 一般情報

チャイナ・コール・エナジー・カンパニー・リミテッド（以下「当社」 という。） は、香港証券取引所のメイ

ンボードへの当社株式の上場準備に向けた、チャイナ・ナショナル・コール・グループ・コーポレーシヨン（以下
「チャイナ・コール・グループ」または「親会社」 という。）のグループ再編により（以下「本再編」 とい

う。）、中華人民共和国（以下「中国」という。）の会社法の下で、株式有限会社として2006年8月22日に中国で
設立された。当社および子会社（以下合わせて「当社グループ」 という。）は主に、石炭の採掘および加工、石

炭および石炭化学製品の販売、ならびに採炭機械の製造および販売に従事している。当社の登記上の本社所在地
は、中国北京市朝陽区黄寺大街一号である。
当社のH株は、2006年12月に香港証券取引所のメインボードに上場し、当社のA株は、2008年2月に上海証券取引
所に上場した。
 
 

2.　重要な会計方針の要約

連結財務書類の作成において適用される主要な会計方針が以下に記載されている。当該会計方針は、特に明記し
ていない限り、全ての表示期間を通して適用される。
 
 

2.1 作成基準

連結財務書類は、国際財務報告基準（以下「IFRS」という。）に準拠して作成されている。当該連結財務書類
は、売却可能金融資産を公正価値により再評価し修正を行った取得原価主義に基づいて作成されている。
IFRSに準拠して連結財務書類を作成するにあたり、特定の重要な会計上の見積りの利用が求められる。また、当
社の会計方針の適用過程で、経営陣による判断が求められる。高度な判断や複雑性を伴う分野、または連結財務書
類にとって仮定および見積りが重要となる分野については、注記4に開示されている。
 
2.1.1 継続企業の前提

当社グループは、銀行融資により、日常必要となる運転資本を確保している。現在の経済状況は、特に(a)当
社グループ製品の需要レベル、および(b)予見しうる将来にわたる銀行融資の可能性に関する不確実性を産み
出している。取引実績の合理的範囲内での変化を考慮に含めた、予想、予測によれば、現在の融資の範囲内で
当社グループは操業可能である。調査の結果、予見しうる将来、存続するに十分な資源を有していると、取締
役会は合理的に予測する。このため、当社グループは、連結財務書類の作成にあたり、継続企業の前提を引き
続き採用する。当社グループの借入に関する詳細は、注記21に記載される。
 

2.1.2 会計方針および開示の変更

（a）当社グループが適用した新規および修正された基準

（i）当社グループは、以下の基準を、2015年1月1日以降に開始する事業年度より初度適用した。

・従業員または第三者による確定給付制度への拠出に関する、IAS第19号（改訂）。当改訂では、当該期間のみ
に提供された勤務に連動している拠出と、複数期間の勤務に連動している拠出に区別される。提供された勤務
に連動し、従業員の勤務期間に依存しない場合、当該拠出を当該期間の勤務費用の減額として認識すること
を、当改訂は認めている。提供された勤務に連動し、従業員の勤務期間に依存する拠出は、給付と同様の期間
帰属方法を用いて、勤務期間にわたり按分される必要がある。

 
・IFRS年次改善（2010-2012年サイクル）による改訂。IFRS第8号「事業セグメント」、IAS第16号「有形固定資
産」、IAS第38号「無形資産」、およびIAS第24号「関連当事者についての開示」に対する改訂が含まれる。

 
・IFRS年次改善（2011-2013年サイクル）による改訂。IFRS第3号「企業結合」、IFRS第13号「公正価値測定」、
およびIAS第40号「投資不動産」に対する改訂が含まれる。

 
2015年1月1日開始年度から有効である、その他の基準、改訂および解釈は、当社グループに重要な影響を及
ぼさない。
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（b）香港新会社条例（第622章）
さらに、香港新会社条例（第622章）における、第9部「会計と監査」の要件が、当該会計年度に発効され
た。その結果、当連結財務書類の一定の情報に関する表示および開示に関して、変更が生じる。

 
（c）公表されているが、2015年1月1日に開始する事業年度において発効しておらず、また早期適用もされていな

い新基準および改訂された関連基準
当該新基準および改訂基準に関する当社グループおよび親会社の影響評価は以下の通りである。

・IFRS第11号（改訂）「ジョイント・オペレーションに対する持分の取得」。当改訂により、投資家がジョイン
ト・オペレーションに対する持分を取得し、そのジョイント・オペレーションがIFRS第3号「企業結合」で定
義する「事業」を構成する場合、事業結合の会計処理に関する原則を投資家が適用することとなる。具体的に
は、投資家は、以下を行う必要がある。

- 識別可能資産および負債を公正価値で測定する。

- 取得関連費用を費用処理する。

- 繰延税金を認識する。

- 差額をのれんとして認識する。

IFRS第11号に整合する範囲で、事業結合の会計処理に関する、その他すべての原則が適用される。

当改訂は、ジョイント・オペレーションの当初の持分と追加取得の持分の両方に適用される。共同支配を維持
しながら、同一のジョイント・オペレーションに対する追加の持分を取得する場合、従前に保有していた持分
は再測定されない。

当改訂は2016年1月1日以降に開始する事業年度より発効し、早期適用も認められる。
 
・IAS第16号（改訂）およびIAS第38号（改訂）「減価償却及び償却の許容される方法の明確化」。当改訂は、収
益に基づく減価償却あるいは償却が適切である条件を明確化する。IAS第16号（改訂）は、当該有形固定資産
の使用により生成された収益に基づく減価償却は適切ではないことを明確化する。

IAS第38号（改訂）において、当該無形資産の使用により生成された収益に基づく償却は適切ではないと推定
される。ただし、以下の限られた場合においては、この推定を覆すことができる。

- 無形資産が収益の測定値として表現される場合。あるいは

- 収益が無形資産の経済的便益の消費と強い相関があることを証明できる場合。

当改訂は2016年1月1日以降に開始する事業年度より発効し、早期適用も認められる。
 
・投資者と、関連会社または合弁会社の間の資産の売却または拠出（IFRS第10号およびIAS第28号の修正）。当
改訂は、投資者と、関連会社または合弁会社の間の資産の売却または拠出に関するIFRS第10号とIAS第28号の
ばらつきに対処する。取引が事業に係る場合、利得または損失の全額を純損益に含めて認識する。取引が事業
を構成しない資産に関わるものである場合、当該資産が子会社に含まれる場合であっても、利得または損失の
一部を純損益に含めて認識する。当初、当改訂は2016年1月1日以降に開始する事業年度より発効する予定で
あった。発効日は、無期限に延期されている。当改訂の早期適用は、引き続き認められる。

 
・IFRS年次改善（2012-2014年サイクル）による改訂。IFRS第5号「売却目的で保有する非流動資産及び非継続事
業」、IFRS第7号「金融商品：開示」、IAS第19号「従業員給付」、およびIAS第34号「期中財務報告」に対す
る改訂が含まれる。当改訂は2016年1月1日以降に開始する事業年度より発効し、早期適用も認められる。

 
・IAS第27号（改訂）「個別財務書類における持分法」。本改訂により、個別財務書類において、子会社、合弁
会社および関連会社に対する投資について、持分法を用いた会計処理が認められる。当改訂は2016年1月1日以
降に開始する事業年度より発効し、早期適用も認められる。
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・IAS第1号（改訂）「開示イニシアティブ」。当改訂により、IAS第1号における重要性と集約、小計の表示、財
務諸表の構造、および会計方針の開示に関する指針が明確化される。

当改訂は、具体的な変更は要求しないが、多くの表示上の問題点を明確化し、作成者の状況や利用者のニーズ
に合わせて、作成者による財務諸表の様式と表示の調整が容認されることを強調する。

当該改訂の主要な内容は、以下のとおりである。

- 重要性：企業は、有用な情報が隠されることになる方法で、情報を集約あるいは分解すべきではない。重要

でない情報に関しては、企業は開示しなくてもよい。

- 分解と小計：当改訂は、追加が認められる小計の内容、及びその表示方法を明確化する。

- 注記：企業は、特定の順序に従い財務諸表の注記を表示することを要求されていない。経営陣は、自らの状

況や利用者のニーズに合わせて、注記の構造を調整すべきである。

- 会計方針：開示されるべき重要な会計方針の認識方法を規定。

- 持分法で会計処理する投資から生じるその他の包括利益：関連会社及び共同支配会社から生じる、その他の

包括利益は、純利益にリサイクルされる項目とリサイクルされない項目とに区分して表示される。

当改訂は2016年1月1日以降に開始する事業年度より発効し、早期適用も認められる。
 
・IAS第12号（改訂）「法人所得税」。IASBはIAS第12号「法人所得税」に対する改訂を発行した。未実現損失に
関する繰延税金資産の認識のおける当改訂は、公正価値で測定される負債性金融商品に関連する繰延税金資産
の会計処理方法を明確化する。改訂は2017年1月1日以降に開始する事業年度より発効し、早期適用も認められ
る。

 
・IAS第7号（改訂）「キャッシュ・フロー計算書」

IASBは、IAS第7号に対する改訂を発行し、これにより、財務諸表の利用者が財務活動に関連する負債の変動を
評価できるようになる。当改訂は、財務諸表開示の改善を継続的に検討するIASBの開示イニシアティブの一環
である。改訂は2017年1月1日以降に開始する事業年度より発効する。

 
・IFRS第15号「顧客との契約から生じる収益」。IFRS第15号は、収益をいつ、いくらで認識するるのかを決定す
るために、次の5つのステップによる包括的な枠組みを創設する。（1）顧客との契約の識別（2）契約におけ
る履行義務の識別（3）取引価格の算定（4）取引価格の履行義務への配分（5）履行義務の充足と収益認識。
コア原則によれば、企業は、約束された財またはサービスの顧客への移転を描写するように、財またはサービ
スと交換に企業が権利を得ると見込んでいる対価を反映した金額で、収益を認識しなければならない。これに
より、稼得過程に基づいた収益認識モデルから遠のき、支配の移転に基づく資産負債アプローチに近づく。

IFRS第15号は、契約コストおよびライセンス契約の資産化に関する具体的なガイダンスを提供する。また、
IFRS第15号には、企業の顧客との契約から生じる収益およびキャッシュ・フローの性質、金額、時期および不
確実性に関する一貫した開示要件も含まれる。

IFRS第15号は、以下に挙げる従前の収益基準に置き換わる。IAS第18号「収益」およびIAS第11号「工事契
約」。また、収益認識に関連する以下の解釈指針に置き換わる。IFRIC解釈指針第13号「カスタマー・ロイヤ
ルティ・プログラム」、IFRIC解釈指針第15号「不動産の建設に関する契約」、IFRIC解釈指針第18号「顧客か
らの資産の移転」、およびSIC解釈指針第31号「収益－宣伝サービスを伴うバーター取引」。

IFRS第15号は2018年1月1日以降に開始する事業年度より発効し、早期適用も認められる。
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・IFRS第9号「金融商品」は、金融資産および金融負債の分類、測定および認識について記載している。IFRS第9
号の完全版は2014年7月に発行された。当該基準は、IAS第39号のうち金融商品の分類および測定に関連する部
分を置き換えている。IFRS第9号は、混在した測定モデルを維持しながらも単純化し、償却原価、その他包括
利益を通じた公正価値、および純損益を通じた公正価値の3つの主要測定カテゴリーを定めた。分類の基本
は、企業のビジネスモデル、および金融資産の契約キャッシュ・フローの特徴によって決まる。資本性金融商
品は、損益を通じて公正価値で評価し、当初の取消不能オプション変動額はリサイクルせずに、その他包括利
益を通じて公正価値で評価することを要求する。IAS第39号の発生損失モデルに代わり、予想信用損失モデル
が新たに作られた。金融負債については、以下を除いて、分類および測定に変更はない。企業自身の信用リス
クに起因する変動は、その他包括利益を通じて認識され、公正価値での測定が指定された負債は損益を通じて
認識される。IFRS第9号は、明確なヘッジ有効性テストに置き換わることにより、ヘッジの有効性に関する要
件を緩和している。当該基準では、ヘッジ対象とヘッジ手段の間に経済的な関連性があり、ヘッジ比率は、経
営者が実際にリスク管理目的で使用する比率と同一の必要がある。

同時的な文書化は引き続き要求されるが、現在IAS第39号に基づき作成される文書とは異なる。当該基準は
2018年1月1日以降に開始する事業年度より発効し、早期適用も認められる。当社グループは、IFRS第9号の全
面的な影響の評価を行っていない。

 
・IFRS第16号「リース」は、リースの定義、認識と測定方法に取り組み、借手、貸手両者のリース活動に関する
有用な情報を財務諸表の利用者に報告する際の原則を定める。IFRS第16号からの主要な変更点は、大部分のオ
ペレーティング・リースは、借手の貸借対照表に計上される点である。当改訂は、IAS第17号「リース」及び
関連解釈に置き換わる。当該基準は2019年1月1日以降に開始する事業年度より発効し、IFRS第15号「顧客との
契約から生じる収益」を同時に採用する企業に限り早期適用も認められる。

この他に、まだ発効していないが、当社グループに重要な影響を及ぼすIFRSまたはIFRIC解釈指針はない。
 
 
2.2 子会社

2.2.1 連結

子会社とは、当社グループが支配している事業体（ストラクチャード・エンティティを含む）である。事業体へ
の関与を通じて、当社グループが変動的な利益を得ることができる、および事業体に対する支配力を用いて当該利
益への影響力を有している場合、当社グループが当事業体を支配している状態である。子会社は当社グループに支
配権が移った日から全部連結され、支配が終了した日から連結対象外となる。
 
（a）企業結合

当社グループは、共通支配下ではない企業結合の会計処理として取得法を採用している。子会社の取得のため
に移転された対価は、移転した資産、被取得企業の前所有者に対して発生した負債、および当社グループが発
行した資本持分の公正価値である。移転された対価には、条件付対価契約から生じた資産または負債の公正価
値が含まれる。企業結合において取得した識別可能資産、引受けた負債、および偶発債務は、当初、取得日の
公正価値で測定される。
当社グループは被取得企業の非支配持分について、個々の取得ごとに認識している。被取得企業に対する非支
配持分のうち、現在の所有持分であり、清算時に企業の純資産に対する比例的な取り分を保有者に与えている
ものを、公正価値、または被取得企業の識別可能純資産のうち、非支配持分の持分相当額のいずれかで測定し
なければならない。非支配持分の他の全ての内訳項目は、IFRSで他の測定基礎が要求されている場合を除き、
取得日の公正価値で測定しなければならない。
取得関連費用は発生時に費用処理される。
企業結合が段階取得により達成される場合、取得企業が以前に保有していた被取得企業の持分は、損益を通じ
て取得日の公正価値で再測定される。当該再測定から生じる利益または損失は、損益を通じて認識される。
当社グループによって移転された条件付対価は、取得日の公正価値で認識される。資産または負債とみなされ
る条件付対価の公正価値の事後的な変動は、IAS第39号に基づき損益、またはその他の包括利益の変動として認
識される。資本に分類される条件付対価は再測定されず、その後の決済は資本の中で会計処理される。
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移転された対価、被取得企業の非支配持分の金額、および取得日における被取得企業の持分が、取得された認
識可能な純資産を超過する場合、差額は、のれんとして計上される。バーゲン・パーチェスの場合のように、
当該対価の総額が取得した子会社の純資産の公正価値より低い場合、差額は直接、損益を通じて認識される。
内部取引ならびにグループ会社間取引に係る残高、未実現利益は消去される。また、未実現損失も消去され
る。子会社が報告した金額は、当社グループの会計方針と統一するために、必要に応じて変更された。

 
（b）支配の変更を伴わない子会社に対する所有持分の変動

支配の喪失を伴わない非支配持分との取引は、資本取引（つまり、所有者としての立場での所有者との取引）
として会計処理される。支払対価の公正価値と取得した子会社の純資産の持分の帳簿価額との差額は資本に計
上している。非支配持分の処分による利得または損失も資本に計上している。

 
（c）子会社の処分

当社グループが支配を終了する際、企業に対する残余持分は支配の喪失日における公正価値で再測定され、帳
簿価額の変動は損益として認識される。当該公正価値は、残余持分を関連会社、合弁会社または金融資産とし
て事後に会計処理を行う際の当初の帳簿価額となる。さらに、その企業に関して以前にその他の包括利益に認
識した金額は、当社グループがその関連資産または負債を直接処分したものとして会計処理を行う。これは、
以前、その他の包括利益で認識していた金額を損益に振り替えることを意味する。

 
 
2.2.2 個別財務書類

子会社への投資は、減損損失控除後の取得原価で会計処理する。取得原価には投資に直接帰属する費用が含まれ
る。子会社の営業成績は、配当金および未収配当金を基準に、当社によって会計処理される。
当該配当金額が、配当の宣言された期間における子会社の包括利益合計額を超える場合、または個別財務書類上
の当該投資の帳簿価額が、連結財務書類上ののれんを含む投資先の純資産の帳簿価額を超える場合、当該投資から
配当金を受け取る時点において、子会社への投資に関する減損テストが要求される。
 
 
2.3 関連会社

関連会社とは、当社グループが重要な影響力を有しているが支配はしていない企業であり、通常、議決権の20％
から50％を保有している全ての事業体をいう。関連会社に対する投資は持分法を用いて会計処理される。持分法に
おいて、投資は取得原価で当初認識され、取得日以降は投資先の損益に対する投資者の持分を認識し、帳簿価額が
増減する。当社グループの関連会社に対する投資には、取得により認識された、のれんが含まれる。関連会社の取
得原価と、関連会社の識別可能資産および負債公正価値純額のうち当社グループ持分の差額は、関連会社に対する
所有持分を取得した時点で、のれんとして会計処理される。
関連会社に対する所有持分が減少したものの、引き続き重要な影響力を保持する場合、以前にその他の包括利益
で認識されていた金額の比例金額のみが純損益の適切な区分に振り替えられる。
取得後の損益に対する当社グループの持分は損益計算書で認識し、取得後のその他の包括利益の変動に対する持
分はその他の包括利益に認識され、それに対応して投資の帳簿価額が修正される。持分法による投資損失が、その
他の無担保債権を含む関連会社に対する投資の持分と同額以上である場合、当該関連会社に代わって法的債務また
は推定的債務を負担する、または支払う場合を除いて、当社グループは持分を超過する損失を認識しない。
当社グループは関連会社に対する投資の減損を示す客観的証拠があるかどうかについて、各報告日に判断してい
る。客観的証拠があると判断した場合に、当社グループは減損金額を関連会社の回収可能価額と帳簿価額の差額と
して算出し、損益計算書上の「関連会社及び合弁企業の利益（損失）に対する持分」の近くに計上する。
当社グループと関連会社間のアップストリーム取引およびダウンストリーム取引から生じる損益は、当社グルー
プと関連性のない投資家の関連会社に対する持分の範囲でのみ、当社グループの連結財務書類上で認識する。未実
現損失は、当該取引が譲渡資産の減損の証拠となる場合を除いて消去する。関連会社の会計方針は当社グループが
採用している方針と統一するために、必要に応じて変更される。
関連会社に対する投資において発生する希薄化損益は、損益計算書で認識される。
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2.4 ジョイント・アレンジメント

当社グループは、IFRS第11号をすべてのジョイント・アレンジメントに適用した。IFRS第11号では、ジョイン
ト・アレンジメントは、投資企業の契約上の権利および義務に基づき、ジョイント・オペレーションあるいは合弁
会社のいずれかに分類される。当社グループがジョイント・アレンジメントの性質を評価した結果、合弁会社と決
定付けた。合弁会社は持分法を用いて会計処理される。
持分法において、合弁会社に対する持分は、当初に原価で認識され、取得後の利益または損失あるいは増減の当
社グループ持分は、その他包括利益に計上される。合弁会社に対する当社グループの投資には取得時に認識され
た、のれんが含まれる。合弁会社の取得原価と、合弁会社の識別可能資産および負債公正価値純額のうち当社グ
ループ持分の差額は、合弁会社に対する所有持分を取得した時点で、のれんとして会計処理される。合弁会社の損
失の当社グループ持分相当額が、当該合弁会社の持分（実質的に当社グループによる合弁会社に対する純投資額の
一部を成す、あらゆる長期持分を含む）以上の金額になる場合、当該合弁会社に代わって債務を負担する、または
支払う場合を除いて、当社グループは追加的損失を認識しない。
当社グループと合弁会社間の取引に係る未実現利益は、当該合弁会社に対する持分の範囲でのみ、消去される。
また、未実現損失は、当該取引が譲渡資産の減損の証拠となる場合を除いて消去される。合弁会社の会計方針は当
社グループが採用している方針と統一するために、必要に応じて変更された。
 
 

2.5 セグメント別報告

事業セグメントは、最高経営意思決定者（以下「CODM」という。）に提出される内部報告書と整合した方法で報
告されている。CODMは、事業セグメントの資源配分および業績評価について責任を負う者として定義され、戦略的
意思決定を行うプレジデント・オフィスと位置づけられている。

 
2.6 外貨換算

（a）機能および表示通貨

当社グループの各企業の財務書類に含まれる項目は、企業が営業活動を行う主要な経済的環境の通貨（以下
「機能通貨」という。）を用いて測定されている。連結財務書類は、当社の機能および当社グループの表示通
貨である人民元で表示されている。
 
（b）取引および残高

外貨建取引は取引日現在の中国人民銀行による為替レートを使用して、機能通貨に換算されている。当該取引
の決済から生じる外貨為替差損益、および外貨建の貨幣性資産ならびに負債を年度末の為替レートで換算する
ことにより生じる外貨為替差損益は、適格キャッシュ・フロー・ヘッジおよび適格純投資ヘッジとして資本に
繰り延べる場合を除き損益計算書において認識している。
借入金ならびに現金および現金同等物に関連する為替差損益は、損益計算書上の「金融収益または費用」に表
示される。その他全ての為替差損益は、損益計算書上の「その他の利益―純額」に表示される。
損益を通じて公正価値で保有する持分証券等の非貨幣性金融資産および負債の換算差額は、公正価値の損益の
一部として損益で認識される。売却可能として分類される持分証券等の非貨幣性金融資産の換算差額は、その
他の包括利益に含まれる。
 

（c）当社グループ会社

表示通貨とは異なる機能通貨を使用している全てのグループ会社（超インフレ経済の通貨を所有している企業
はない。）の経営成績および財政状態は、以下の方法で表示通貨に換算している。
a） 表示される各貸借対照表の資産および負債は貸借対照表日レートで換算する。

b） 各損益計算書の収益および費用は平均為替レートで換算する（ただし、当該平均為替レートが取引日の為

替レートの累積的影響額の合理的な概算値とはいえない場合はこの限りではない。この場合の収益および
費用は取引日現在の為替レートで換算する）。

c） 結果的に生じた為替差額の総額はその他の包括利益で認識する。
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2.7 探査および評価費

探査および評価費は、調査および既存の探査データの分析、地質調査の実施、試掘およびサンプリング、採収・
処理方法の検査およびテスト、プレフィージビリティ・スタディおよびフィージビリティ・スタディに直接帰属す
る費用からなる。また、探査および評価費には、採掘権、対象領域への接近許可を得るために支払われた立入料、
既存のプロジェクトにおける権利を得るために第三者に支払われる金額も含まれる。
プロジェクトの初期段階における探査および評価費は、土地使用権および採掘権の取得時に発生した費用を除
き、発生時に費用処理する。実現可能性が高くなった段階後のプロジェクトに係る費用は資産計上され、プロジェ
クトが継続する場合は有形固定資産へ振り替えられる。プロジェクトの実現見込みがない場合、プロジェクトに関
連する回収できない費用は損益計算書上において費用処理する。
 
 
2.8 有形固定資産

有形固定資産は建物、採鉱設備、設備、機械および装置、鉄道設備および自動車、付属設備、その他からなり、
取得原価から減価償却累計額および減損損失を控除した額で表示している。資産の取得原価は、その購入価額に資
産を使用目的において現在の稼働状態にし、設置するために直接かかった費用を加えた額である。
有形固定資産取得後に発生した費用は資産の帳簿価額に含まれるか、または、その費用に関連する項目によっ
て、当社グループに将来的にもたらされる経済的便益の発生可能性が高く、かつ当該項目の取得費用が確実に測定
することができる場合にのみ、必要に応じて、別の資産として認識される。交換された部品の帳簿価額の認識は中
止される。他の全ての修繕維持費は、それらが発生した期に損益計算書上において費用処理される。
採鉱設備を除いて、各資産の減価償却は定額法を用いて計算され、残存価値控除後の取得原価はそれぞれの見積
耐用年数にわたり配分される。有形固定資産の見積耐用年数は以下の通りである。
 
建物 10－50年
設備、機械および装置 8－18年
鉄道設備 25－30年
自動車、付属設備およびその他 5－15年
 
採鉱設備（主軸および予備の鉱業用シャフト、地下トンネルを含む）は、採掘基準における可採石炭埋蔵量のみ
を用いて生産高比例法に基づいて減価償却される。
資産の残存価値および耐用年数は、毎年貸借対照表日に見直され、適宜、修正される。
建設仮勘定は建設中もしくは設置中にある有形固定資産を示しており、減損損失控除後の取得原価で計上する。
取得原価は建設期間中の建設に帰属する借入費用を含む建設に係る直接費用から成る。関連資産が完成し、目的通
り利用可能となる時点まで、建設仮勘定の減価償却引当は実施されない。
資産の帳簿価額が、その見積回収可能価額を上回る場合、当該資産の帳簿価額はその回収可能価額まで直ちに償
却される。（注記2.14を参照のこと。）
処分による利得および損失は受取金額と帳簿価額を比較して算定され、損益計算書に含まれる。
 
 
2.9 繰延剥土費用

露天採鉱の採掘において、石炭層の上にある岩石や土壌を除去するために剥土活動が必要である。各会計期間に
発生する実際の剥土費用は、地質条件や産出計画によって異なる可能性がある。剥土費用の会計処理において、剥
土費用のうち、将来採掘される石炭層に対して発生する（将来の経済的便益を生じる）部分は有形固定資産に資産
計上され、関連する石炭鉱石が採掘される期間において生産コストに対して償却される。残りの部分は発生した時
点で産出費用に計上される。
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2.10 投資不動産

投資不動産には、長期の賃貸収入の目的または資産売却益を得る目的で保有するオフィスビルが含まれる。
投資不動産は、取得原価で当初認識され、その後IAS第16号「有形固定資産」の要件に準拠して、取得原価モデ
ルに基づいて会計処理する。
投資不動産の償却については、定額法を用いて算定し、残存価額控除後の取得原価を耐用年数にわたり配分す
る。これらの投資不動産の見積耐用年数は、30年から47年で見積られている。
投資不動産は、定期的に修繕または改善を実施しなければならない。主な修繕および改善費用は資産計上し、取
り替えた部品等の帳簿価額は、損益計算書において償却する。維持管理、修繕および軽微な改善費用は、発生時に
損益計算書において費用処理する。
 
 
2.11 土地使用権

土地使用権は償却累計額および減損損失控除後の取得原価で計上する。取得原価は、使用権のために支払われた
対価を示しており、20年から50年の様々な期間で設置される設備および建物により異なる。土地使用権の償却は土
地使用権の期間にわたり定額法で計算している。
 
 
2.12 採掘権および探査権

採掘権は償却累計額および減損損失控除後の取得原価で表示され、採掘基準における可採石炭埋蔵量のみを使用
する生産高比例法に基づき減価償却している。
探査権は減損損失控除後の取得原価で表示されている。探査権の取得原価は、政府が鉱業権を認可し採掘活動が
開始される時点において採掘権に振り替えられる。
 
 

2.13 無形資産

（a）コンピュータ・ソフトウェア

取得したコンピュータ・ソフトウェア・ライセンスは、取得のために発生した費用および特定のソフトウェア
を利用可能な状態にするためのコストを基礎として資産計上している。これらの費用は、5年間の見積耐用年数
にわたって償却される。コンピュータ・ソフトウェア・プログラムの開発または保守に伴う費用は、発生時に
費用として認識している。
 

（b）技術ノウハウ

技術ノウハウは、取得のために発生した費用および当該技術ノウハウを利用可能な状態にするためのコストを
基礎として資産計上している。これらの費用は、20年間の見積耐用年数にわたって償却される。
 
 
2.14 非金融資産の減損

無限の耐用年数を持つ無形資産、あるいは使用の準備が整っていない無形資産は、償却の対象外であり、毎年減
損テストが行われる。償却資産に関して、事象の発生ないし状況の変化により、帳簿価額が回収できない可能性を
示す兆候がある場合は、減損の検討を行う。資産の帳簿価額が回収可能価額を上回る金額は、減損損失として認識
する。回収可能価額は、資産の売却費用控除後の公正価値と使用価値のいずれか高い方の価額である。減損を評価
するため、資産は、個別に識別可能なキャッシュ・フローが存在する最小レベル（現金生成単位）でグループ化さ
れている。減損が生じている、のれん以外の非金融資産は、各報告日において減損の戻入れの必要性について検討
する。
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2.15 金融資産

2.15.1 分類

当社グループは、貸付金および債権、ならびに売却可能金融資産のカテゴリーに金融資産を分類している。金融
資産の取得目的に応じて分類される。経営陣は、当初認識時に金融資産の分類を決定する。
 
（a）貸付金および債権

貸付金および債権は、活発な市場で価格が設定されていない、固定または確定可能な支払を伴うデリバティブ
以外の金融資産である。満期までの期間が貸借対照表日後12ヶ月超のもの（非流動資産に分類される）を除
き、これらは流動資産に含まれる。貸付金および債権は、貸借対照表の「現金及び現金同等物」、「売掛金及
び受取手形」、「前払金及びその他の債権」、「その他非流動資産」および「長期受取債権」に含まれる。
 

（b）売却可能金融資産

売却可能金融資産は、このカテゴリーに指定されている、またはその他のカテゴリーに分類されていないデリ
バティブ以外の金融資産である。これらは、経営陣が当該投資を貸借対照表日後12ヶ月以内に処分する意向で
ない限り、非流動資産に含まれる。
 

2.15.2 認識および測定

金融資産の定期的な購入および売却は、取引日、すなわち当社グループが当該資産の購入または売却を約束した
日に認識される。純損益を通じて公正価値で測定しない全ての金融資産に関して、投資は公正価値に取引費用を上
乗せした価額で当初認識される。投資からのキャッシュ・フローを受領する権利が失効した、または移転され、か
つ所有に伴うほぼ全てのリスクおよび便益が当社グループから移転された場合、金融資産の認識は取り消される。
売却可能金融資産は、その後、公正価値で計上される。その公正価値が信頼性をもって測定できないために、活発
な市場の相場価格のない資本性金融商品は、取得原価で計上される。貸付金および債権は、実効金利法を用いた償
却原価で計上される。
売却可能として分類されている貨幣証券および非貨幣証券の公正価値の変動は、その他の包括利益で認識する。
売却可能として分類されている有価証券が売却された、または減損した場合、資本に認識された公正価値調整累
積額は、損益計算書の「その他の利益―純額」に含められる。
売却可能持分証券に係る配当金は、支払額を受領する当社グループの権利が確立した時点で「その他の収益」の
一部として損益計算書で認識する。
 
2.15.3 金融商品の相殺

認識された金額を相殺できる法的強制力のある権利を有しており、純額で決済するかまたは資産の実現と負債の
決済を同時に実行する意図を有している場合は、金融資産と負債は相殺され、純額が貸借対照表上で報告される。
相殺権は将来の事象について条件付きであってはならない。かつ、正常な営業過程にある場合のほか、自社、ある
いは取引相手が債務不履行や支払不能あるいは倒産に陥っている場合でも法的に強制可能でなくてはならない。

2.15.4 金融資産の減損

（a）償却原価で計上される資産

当社グループは、金融資産または金融資産グループの減損を示す客観的証拠があるかどうかについて、各報告
期間末に評価している。金融資産または金融資産グループは、当該資産の当初認識後に発生した1つまたは複数
の事象（以下、「損失事象」という。）の結果として減損を示す客観的証拠があり、当該損失事象が信頼性の
ある見積りによる金融資産または金融資産グループの見積将来キャッシュ・フローに影響を与える場合のみ、
減損され減損損失が発生する。
減損の証拠には、債務者または債務者グループが重要な財政難により、利息または元本の支払において債務不
履行または支払遅延を経験していることを示す兆候、破産手続またはその他の更生手続に入る可能性、および
債務不履行に関連する延滞または経済状況の変化など、見積将来キャッシュ・フローの測定可能な減少の存在
を観察可能なデータが示す場合などが含まれる。
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貸付金および債権カテゴリーにおいて、損失額は当該資産の帳簿価額と、当該金融資産の当初の実効金利で割
り引かれた見積将来キャッシュ・フロー（まだ発生していない将来の信用損失を除く）の現在価値との差額と
して測定する。当該資産の帳簿価額は減額され、損失額は連結損益計算書に認識される。貸付金が変動金利で
ある場合、減損損失を測定する割引率は契約で定められている現行の実効金利を使用する。実務においては便
宜上、当社グループは、観察可能な市場価格を用いた金融商品の公正価値を基準として減損を測定する。
報告日以降の期間において当該減損損失額が減少し、当該減少が減損認識後に発生する事象に客観的に関連づ
けられる場合（例えば、債権者の信用格付けに改善があった場合）は、以前に認識した減損損失の戻入を、連
結損益計算書に認識する。
 

（ｂ）売却可能として分類される資産

当社グループは、金融資産または金融資産グループの減損を示す客観的証拠があるかどうかについて、各報告
期間末に評価している。
持分証券の場合は、当該証券の取得原価を下回る公正価値の著しい下落または長期にわたる下落についても、
当該資産の減損を示す証拠とみなされる。そのような証拠が存在する場合、累積損失は資本から除去され、損
益で認識される。累積損失は、取得原価と現在の公正価値（以前に損益に認識された当該金融資産に係る減損
損失控除後）との差異として測定される。連結損益計算書に認識された持分証券に係る減損損失が連結損益計
算書を通じて戻入れられることはない。
 
 
2.16 棚卸資産

棚卸資産は、取得原価と正味実現可能価額のいずれか低い方の価額で計上される。取得原価は加重平均法により
決定される。完成品および仕掛品の取得原価は、原材料、直接労務費、その他の直接費および正常な稼働能力に基
づく関連する製造間接費から構成される。借入費用は、取得原価に含まれない。正味実現可能価額は、通常の事業
における見積売却価格から、売却に係る変動費用を控除した価額である。
 
 
2.17 売掛金およびその他の債権

売掛金とは、通常の事業の過程において販売された商品または提供されたサービスに対して顧客から受け取る金
額である。売掛金およびその他の債権の回収が1年以内に見込まれる場合（それ以上の場合であっても、事業の正
常営業循環期間内に回収が見込まれる場合）、流動資産に分類される。そうでない場合は、非流動資産に表示され
る。
売掛金およびその他の債権は、当初認識時には公正価値で計上し、当初認識後は実効金利法による償却原価（貸
倒引当金控除後）で測定している。
 
 
2.18 現金および現金同等物

連結キャッシュ・フロー計算書における、現金および現金同等物には、手許現金、要求払銀行預金、ならびに当
初の満期が3ヶ月以内の短期かつ流動性の非常に高いその他の投資が含まれる。
 
 
2.19 株式資本

普通株式は資本に分類している。新株発行に直接帰属することができる増分コストは、手取金から税金を控除し
て資本に計上している。
 
 
2.20 買掛金およびその他の未払金

買掛金およびその他の未払金は公正価値で当初認識され、当初認識後は実効金利法に基づき償却原価で測定して
いる。
未払金は支払い期限が1年以内（もしくはそれ以上であっても、事業の正常営業循環期間内である場合）に到来
する場合は、流動負債に分類される。それ以外の場合は、非流動負債に表示される。
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2.21 借入金および社債

借入金および社債は当初認識時においては発生した取引費用控除後の公正価値で計上する。借入金および社債は

その後、償却原価で表示する。収入（取引費用控除後）と返済額との差額は、実効金利法を用いて、借入期間にわ

たって損益計算書において認識している。

借入金および社債は、当社グループが貸借対照表日後少なくとも12ヶ月間、当該負債の決済を延期する無条件の

権利を有していない限り、流動負債に分類している。

 

 

2.22 借入費用

意図した使用または販売が可能となるまでに、相当の期間を要する資産である適格資産の取得、建設または生産

に直接帰属する一般および特別の借入費用は、意図した使用または販売が可能となるまで、当該資産の取得原価に

加算される。

特別に借り入れた資金について、適格資産に伴う支出までに一時的に投資したことによる投資利益は、資産化に

適格な借入費用から控除される。

その他全ての借入費用は、発生した期間に損益で認識される。

 

 

2.23 当期法人税および繰延税金

当期の法人税等は、当期税金および繰延税金で構成されている。税金は、損益計算書において認識される。ただ

し、税金が、その他の包括利益で認識される項目または直接資本で認識される項目に関連する場合を除く。この場

合は、その税金もまた、それぞれ、その他の包括利益、資本において直接認識している。

 

（a） 当期法人税

当期法人税費用は、当社の子会社、合弁会社および関連会社が事業を営み、課税所得を生成している国におい

て、貸借対照表日現在において施行されている、または実質的に施行されている税法に基づき計算している。

経営陣は、適用されている税法の解釈が異なる状況に関して、税務申告書におけるポジションを定期的に評価

し、適切な場合には、税務当局に納付する予想額に照らして、適宜納税のための引当金を計上している。

 

（b） 繰延税金

インサイド・ベイシス差異

繰延税金は、負債法により、資産および負債の税務基準額と連結財務書類上の帳簿価額との間に生じる一時差

異について認識している。ただし、企業結合以外かつ取引日に会計上の純損益にも課税所得のいずれにも影響

を与えないようなその他の取引における、資産または負債の当初認識から生じた繰延税金については、会計処

理を行わない。繰延税金は、貸借対照表日までに適用されているか実質的に適用されており、関連する繰延税

金資産の実現または繰延税金負債の決済時に施行される予定である税率（および法律）を用いて算定される。

繰延税金資産は、一時差異が利用される将来の課税所得が利用可能な範囲で認識される。

 

アウトサイド・ベイシス差異

繰延税金は、子会社、関連会社およびジョイント・アレンジメントに対する投資に関して生じた一時差異に対

して計上される。ただし、一時差異の解消時期が当社グループのコントロール下にある場合、ならびに当該一

時差異が予測可能な将来において解消されない可能性が高い場合を除く。通常、当社グループは関連会社の一

時差異の解消をコントロールできない。予測可能な将来に、一時差異解消をコントロールする能力が当社グ

ループに与えられる合意がある場合に限り、関連会社の未配当利益から生じる一時差異に関する繰延税金負債

は認識されない。
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子会社、関連会社およびジョイント・アレンジメントに対する投資から生じる将来減損一時差異に関して、一

時差異が将来解消され、一時差異を利用し得るに十分な課税利益が生じる可能性が高い場合のみ、繰延税金資

産が認識される。

 

（c） 相殺

繰延税金資産および繰延税金負債は、当期税金負債に対し当期税金資産を相殺する法律上強制力のある権利を
有しており、繰延税金資産と繰延税金負債が同一の税務当局によって同一の納税主体に課された法人所得税に
関する場合、または、繰延税金資産と繰延税金負債が同一の税務当局によって、純額ベースで残高を決済する
つもりでいる異なる納税主体に対して課された法人所得税に関する場合のいずれかにおいて、相殺される。
 
 
2.24 従業員給付

（a）年金債務

当社グループは、中国政府が運営する様々な確定拠出型退職給付制度に毎月拠出している。関連する政府機関
が、これらの制度に加入している既存および将来の全退職者に支払われる退職給付債務の引受を行っており、
当社グループには拠出額を超える退職後給付に関するその他の未払金はない。
さらに、政府に認可されている通り、当社グループは、従業員に対する追加の確定拠出型年金制度に拠出して
いる。当該ファンドは、適格なファンド・マネージャーにより管理されており、当社グループには拠出額を超
える退職後給付に関する追加の債務はない。
これらの制度に対する拠出額は、発生時に費用処理する。
 

（b）早期退職給付

従業員早期退職給付は、当社グループが早期退職条件を明示した従業員、または個別に特定の条件を通知した
従業員と契約を締結した事業年度で認識する。個別条件は、職階、勤務期間および当該従業員の勤務地域と
いった様々な要因により、早期退職従業員ごとに異なる。貸借対照表日後12ヶ月を超えて期日が到来する早期
退職給付は、現在価値に割引かれる。
 

（c）住宅給付

当社グループの常勤従業員は全員、政府管掌の様々な住宅基金に加入する権利を有している。当社グループ
は、従業員の給与の特定割合に基づき、これらの基金に毎月拠出している。これらの基金に関する当社グルー
プの負債は、各事業年度に支払われる拠出額までに制限されている。
 
 
2.25 引当金

引当金は、当社グループが過去の事象により現時点で法的債務または準債務を有しており、債務の決済時に資金
の流出が要求される可能性が高く、かつ当該金額が合理的に見積可能である場合に認識する。
同様の債務が複数ある場合、決済時に資金の流出が要求される可能性は、全体としての債務の種類を考慮して決
定される。引当金は、同じ種類の債務に含まれる一項目に関してのみ資金の流出の可能性が低い場合においても認
識される。
引当金は、資金の時間価値の市場評価および債務固有のリスクを反映する税引前の割引率を用いて、当該債務の
決済に必要となる見込みの支出額の現在価値として測定する。時間の経過に伴う引当金の増加は、利息費用として
認識する。
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2.26 閉鎖、復旧および環境コストに係る引当金

石炭採掘の結果の1つとして、採掘地の土地の掘削による地盤沈下が生じることがある。状況に応じて、当社グ
ループは、採掘活動の実施前に採掘地から居住者を移転させる、あるいは閉鎖および採掘後の地盤沈下による損失
や損害に対して居住者に補償を行う場合がある。また、当社グループは、採掘後の土地の復旧、原状回復または環
境保護に対して支払を行うよう要求される場合もある。
閉鎖および復旧費用には、インフラストラクチャーの解体および取壊し、残留物の除去、および環境汚染地域の
修復が含まれる。閉鎖および復旧費用は、炭鉱開発あるいは生産段階のいずれにおいて発生したかに関わらず、関
連する環境汚染から債務が発生した会計期間において、将来の見積費用の正味現在価値に基づき引当てられる。当
該費用は、原状回復活動が事業期間全体または閉鎖時のいずれにおいて発生が予想されるかに関わらず、将来の便
益が生じた時点で資産計上される。資産計上された費用は、事業期間全体にわたって償却され、引当金の正味現在
価値の増加額は借入費用に含まれる。
廃棄および復旧費用の予想額に変更があった場合、引当金および関連資産の帳簿価額に対して調整額が計上さ
れ、その影響額がその後、事業の残存期間にわたり、非遡及的に損益計算書で認識する。閉鎖および復旧費用に対
する引当金には、将来の環境汚染から生じると予想される追加債務は含まれない。費用の見積りは、状況の変化を
反映するため、各貸借対照表日に見直され、修正される。
 
 
2.27 収益認識

収益は、当社グループの通常の事業活動において製品および役務の販売に関して受領した、または受領する予定
の対価の公正価値で構成される。収益は、当社グループ内の売上を相殺消去した後に、付加価値税、返品、リベー
トおよび割引額を控除した純額で表示している。
当社グループは、収益の金額について信頼性をもって測定でき、将来の経済的便益が当社グループに流入する可
能性が高く、かつ以下に記載されている当社グループのそれぞれの活動に関して特定の条件が満たされている場合
に、収益を認識する。収益の金額は、販売に関連する全ての偶発事象が解消されるまで、信頼性をもって測定でき
るとはみなされない。当社グループは、顧客の種類、取引の種類および各契約の状況を考慮した上で、過去の実績
に基づき見積りを行っている。
 
（a） 製品の販売

石炭、石炭化学製品、採炭機械および副材料、ならびにその他の製品の販売に伴う売上高は、当該製品が顧客
に引渡され、かつ顧客による製品の受領に影響を及ぼすような未履行の債務がなくなった場合に認識する。
 

（b） サービスの販売

サービスの販売による売上高は通常、当該サービスを提供した期間に認識する。
 

（c） 賃貸料収入

不動産から得られる賃貸料収入は、損益計算書上でリース期間にわたり定額法で認識される。
 
 
2.28 受取利息

受取利息は、実効金利法を用いて時間配分方式で認識される。債権に減損が生じている場合、当社グループは帳
簿価額を回収可能価額（すなわち、当該商品の当初の実効金利で割引かれた見積将来キャッシュ・フロー）まで減
額し、受取利息として割引の戻し入れを継続する。減損が生じている貸付金に係る受取利息は、当初の実効金利を
用いて認識する。
 
 
2.29 受取配当金

受取配当金は、支払を受ける権利が確立した時点で認識する。
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2.30 リース

所有に伴うリスクおよび便益の大部分が貸し手に留まるリースは、オペレーティング・リースに分類される。オ
ペレーティング・リースに基づく支払額（貸し手から受領したインセンティブ控除後）は、リース期間にわたり、
定額法に基づき損益計算書に費用処理する。
 
 
2.31 政府補助金

政府からの補助金は、当該補助金を受け取る予定であり、当社グループが規定の条件を満たすという合理的な保
証がある場合、公正価値で認識する。
費用に関連する政府補助金は、補填される予定の関連費用に合わせるために必要な期間にわたり繰延べ、損益計
算書で認識する。
有形固定資産に関連する政府補助金は、繰延政府補助金として非流動負債に含められ、関連する資産の見積耐用
年数にわたって定額法により損益計算書に貸方計上される。
 
 
2.32 支払配当金

当社株主に対する支払配当金は、当該配当金が当社株主により承認された期間の当社グループおよび当社の財務
書類において、負債として認識される。
 
 
2.33 金融保証契約

金融保証契約とは、特定の債務者が支払期限到来時に債務の契約条件に従った支払が出来なくなった場合に債権
者が被る損失を填補するために、保証発行者が特定の支払を行うことを要求する契約である。当該金融保証は、子
会社または関連会社に代わり、借入、当座貸越およびその他銀行融資を確保するために、銀行、金融機関およびそ
の他の組織に提供される。
金融保証は、保証が提供された日の公正価値で、財務書類上で当初認識される。署名時点における金融保証の公
正価値はゼロである。これは、すべての保証は公正に合意され、保証料は、保証義務の金額と一致するからであ
る。将来の保証料に対する未収入金は認識されない。当初認識後、当該保証における当社の債務は、IAS第18号に
従い認識される手数料償却分を控除した後の当初の金額、または保証の清算に必要な金額に関する最善の見積りの
うち、高い方で測定される。これらの見積りは、経営陣の判断を加味した上で、同様の取引、過去の損失実績に基
づき、決定される。受取手数料は、保証期間にわたり定額法で認識される。保証に関する債務の増加は、連結損益
計算書のその他営業費用にて報告される。
子会社または関連会社の借入金またはその他未払金に関して、無償で保証が提供される際には、公正価値は拠出
として会計処理され、当社の財務書類上では、投資費用の一部として認識される。
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3. 財務リスク管理

3.1 財務リスク要因

当社グループの活動は、市場リスク（為替リスク、公正価値の金利リスクおよびキャッシュ・フロー金利リスク
を含む）、信用リスクおよび流動性リスクといった様々な財務リスクにさらされている。当社グループの総合的リ
スク管理プログラムは、金融市場の予測不可能性に焦点を当て、当社グループの財務業績への潜在的悪影響を最小
限に抑えることを目標とする。
（a） 市場リスク

（i） 外国為替リスク

当社グループの事業（輸出販売、機械および機器の輸入）、外貨預金（注記18（d）を参照のこと。）、な
らびに売掛金および受取手形（注記16（c）を参照のこと。）は、主に、米ドルに関する様々な通貨のエク
スポージャーから生じる為替リスクにさらされている。また、人民元は他の外貨に自由に交換できず、人民
元の外貨への交換は、中国政府により公布された外国為替管理の規則および規定の制約を受けている。
当社グループは従来、米ドルの為替レートをヘッジする目的でデリバティブを利用しておらず、また現在
のところ、予測可能な将来においてそのようにデリバティブを使用するという特定の方針もない。米ドルが
人民元に対して10％上昇/下落した場合、その他の変数が一定に保たれた状況下では、当社株主に帰属する
2015年度の当期純損失は約14,748,000人民元減少/増加することになる（2014年度の当期純利益は約
16,134,000人民元増加/減少する。）。

 

（ii） キャッシュ・フローおよび公正価値の金利リスク

当社グループの金利リスクは、長期借入金や長期社債を含む長期利息に係る借入から生じる。変動金利の
借入金により、当社グループはキャッシュ・フローの金利リスクにさらされており、また一方で固定金利の
借入金により、当社グループは公正価値金利リスクにさらされている。当社グループは、市場の状況によ
り、固定金利と変動金利の契約の相対比率を決定する。当社グループは従来、金利の潜在的な変動をヘッジ
する目的で金融商品を利用していなかった。
上記の事項を除き、当社グループの収益および営業キャッシュ・フローは、実質的に市場金利の変動から
独立している。
人民元建の借入金金利が0.5％上昇/下落した場合、その他の変数が一定に保たれた状況下では、2015年度
の税引後損失は、約197,356,000人民元増加/現象することになる（2014年度の税引後利益は、約
182,687,000人民元減少/増加する。）。
 

（b） 信用リスク

信用リスクは、グループ規模で管理されている。信用リスクは、主に、現金及び現金同等物、売掛金及び
受取手形、前払金及びその他の債権、長期受取債権、その他非流動資産に含まれる子会社貸付金、ならびに
グループ外の会社に提供された金融保証等により生じる。
銀行預金は、国有銀行や、中堅、大手の上場銀行に預けられているため、重大な信用リスクはない、と当
社グループは予測する。経営陣は、これらの取引先の不履行により重大な損失が発生することを予期してい
ない。
さらに、当社グループは信用エクスポージャーを、売掛金及び受取手形、前払金及びその他の債権、その
他非流動資産に含まれる子会社貸付金に抑える方針を定めている。顧客の財政状態、第三者からの保証の有
無、信用履歴、現在の市況を含むその他の要素を考慮に入れ、当社グループは顧客の信用度を評価し、信用
枠を設けている。当社グループは、顧客の信用履歴を定期的に監視されている。当社グループの全体的な信
用リスクがコントロール可能な範囲内で収まるように、信用履歴が好ましくない顧客に関しては、信用リス
ク書面の督促状の使用、信用期間の短縮や廃止も予定している。
当社グループは、グループ外の会社に対して提供されている金融保証から生じる信用リスクを、これらの
会社の営業および財務的状況を定期的に監視することにより管理している。
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（c） 流動性リスク

賢明な流動性リスク管理とは、十分な金額の借入枠を通じて、十分な現金および現金同等物ならびに資金
調達の利用可能性を維持することである。（注記21（f）を参照のこと。）対象となる事業のダイナミック
な性質により、当社グループは妥当な水準の現金および現金同等物を維持し、さらに利用可能な約定信用枠
の確保によりこれを補完している。
当社グループの主要な現金需要は、原材料、機械および機器の購入、ならびに関連債務の支払である。当
社グループは、事業により生じた資金、銀行借入金、短期および長期社債、ならびに新規株式公開による正
味手取額を組み合わせることにより、運転資本の資金調達を行っている。
経営陣は、当社グループの流動性準備金（未使用の借入枠（注記21（f）を参照のこと。）ならびに現金お
よび現金同等物（注記18を参照のこと。）を含む。）に関する定期的な予測を、予想キャッシュ・フローに
基づき監視している。
以下の表は、当社グループおよび当社の金融負債に関連する割引前キャッシュ・アウトフローを、貸借対
照表日現在の契約上の支払期日までの残存期間に基づき、支払期日別に分けて分析したものである。

 
当社グループの金融保証契約に関する情報については、注記38を参照のこと。

 
 
3.2 資本管理

資本管理における当社グループの目的は、株主に対するリターンおよびその他の利害関係者に対する利得を確保
し、また資本コストを減少させる最適な資本構成を維持するために、当社グループの継続企業としての存在能力を
守ることである。
業界他社と同様に、当社グループはギアリング・レシオに基づき資本を監視している。この比率は、借入金純額
を資本合計で除して算出される。借入金純額は、借入金合計額（連結貸借対照表に計上されている短期および長期
借入金が含まれる。）、および長期社債から、現金および現金同等物を減算した額である。資本合計は、中国企業
会計基準に基づき、連結貸借対照表に計上されている「資本」に借入金純額を加算して算出される。
2015年および2014年12月31日における当社グループのギアリング・レシオは以下の通りである。

 
2015年度におけるギアリング・レシオの増加は、主に2015年度の借入金の増加、および社債発行によるもので
あった。
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3.3 公正価値の見積り

以下の表は、評価法を使用して公正価値で計上される金融商品に関する分析を示したものである。それぞれのレ
ベルは以下の通り定義されている。
・同一の資産または負債の活発な市場における相場価格（未調整）（レベル1）
 
・資産または負債について、直接的に観察可能なインプット（すなわち、価格そのもの）または間接的に観察可
能なインプット（すなわち、価格から派生するもの）のうち、レベル1に含まれる相場価格以外のインプット
（レベル2）

 
・資産または負債について、観察可能な市場データに基づかないインプット（すなわち、観察不能なインプッ
ト）（レベル3）

 
2015年12月31日現在、当社グループは、公正価値で測定され、レベル1に定義している以下の資産を保有してい
る。

 
レベル1の金融資産
活発な市場で取引されている金融商品の公正価値は、貸借対照表日現在の市場価格に基づいている。市場は、見
積価格が取引所、ディーラー、ブローカー、業界団体、価格決定サービス、または監督官庁から容易かつ定期的に
入手可能な場合、かつこれらの価格が、独立企業間ベースで実際に、かつ定期的に発生している市場取引を表す場
合に、活発であるとみなされる。当社グループが保有する金融資産に使用されている市場価格は、現在の買い呼び
値である。
 
 
4. 重要な会計上の見積りおよび仮定

見積りおよび判断は継続的に評価されており、過去の実績やその他の要因（その状況において妥当と考えられる
将来の事象に関する予想を含む）に基づいている。当社グループは、将来に関する見積りおよび仮定を行ってい
る。その結果行われる会計上の見積りは、定義上、関連する実際の結果と一致することはほとんどない。翌事業年
度において資産および負債の帳簿価額に対する金額的に重要性のある調整が必要になるという重要なリスクを伴う
見積りおよび仮定については、以下に記載されている。
 
（a） 非流動資産の減損

有形固定資産、土地使用権、採掘権、探査権および無形資産を含む非流動資産は、償却累計額控除後の取得原
価で計上される。帳簿価額を回収できない可能性を示す事象や状況変化が生じた場合、これらの帳簿価額の減
損の有無について検討される。資産の帳簿価額が回収可能価額を上回る金額は、減損損失として認識される。
回収可能価額は、資産の売却費用控除後の公正価値と使用価値のいずれか高い方の価額である。資産の回収可
能価額を見積る際、非流動資産に伴う将来キャッシュ・フローや割引率といった様々な仮定が行われる。将来
の事象がそのような仮定と一致しない場合、回収可能価額は修正される必要があり、これにより当社グループ
の経営成績または財政状態に対して影響が及ぼされる場合がある。
 
（b） 有形固定資産の耐用年数

当社グループの経営陣は、有形固定資産の見積耐用年数および関連する減価償却費を決定する。この見積り
は、同様の性質および機能を持つ有形固定資産の過去の実際の耐用年数に基づいている。当該耐用年数は、技
術革新および激しい業界サイクルに対応した競合他社の行動の結果、大幅に変わる可能性がある。経営陣は、
耐用年数が以前に見積られた年数を下回る場合に減価償却費を増額したり、廃棄あるいは売却された技術的に
陳腐化した資産や非戦略的資産について償却または評価減を行ったりする。
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（c） 石炭埋蔵量の見積り

石炭埋蔵量は製品量の見積りである。当該製品は当社グループの資産から経済的および法的に採掘可能なもの
である。埋蔵量を算出するためには、量的、等級、生産技術、回収率、生産コスト、輸送コスト、商品需要お
よび商品価格を含む地質的要因、技術的要因および経済的要因の値域に関する見積りや仮定が必要である。
埋蔵の量および/または等級の見積りには、掘削サンプルのような地質データの分析から判断される、鉱体の
大きさ、形状、および深さ、または採掘現場の深さが必要である。見積過程では、複雑で難解な地質学的判断
およびデータを解明するための計算が必要となる可能性がある。
埋蔵量の見積りで使用される経済的仮定はその期間毎に変わるため、また追加的な地質データが操業の過程に
おいて発生するため、埋蔵量の見積りは期間毎に変更される可能性がある。報告した埋蔵量の変動は、当社グ
ループの財務成績および財政状態に対して、下記の事項を含む様々な影響を及ぼす可能性がある。

－ 見積将来キャッシュ・フローの変更により、資産の帳簿価額に影響が及ぼされる可能性がある。

－ 損益計算書に計上されている減価償却費、減耗償却費および償却費は、当該費用が製造量単位ベースで決

定されている場合、または資産の経済的耐用年数が変更されている場合に変更される可能性がある。

－ 閉鎖、復旧および環境コストに対する引当金は、埋蔵量の見積りの変更によりこれらの活動の時期または

費用に関する予想に影響が及ぼされる場合に変更される可能性がある。

－ 税金ベネフィットの回収可能性の見積りの変更により、繰延税金資産の帳簿価額が変更される可能性があ

る。

 
（d） 売掛金およびその他の債権

当社グループの経営陣は、売掛金およびその他の債権の減損に対して引当金を決定する。この見積りは、顧客
の信用履歴および現在の市況に基づいている。経営陣は、各貸借対照表日に当該引当金を再評価する。
 
（e） 法人税等

当社グループは、多数の税務管轄地において法人税等の義務がある。通常の事業の過程において、最終的な税
額が未確定な特定の取引および計算が存在する。これら各税務管轄地における法人税等引当金を決定するため
に、重要な判断が当社グループに要求される。当該問題に関する最終的な税額が当初の計上額と異なる場合、
当該差額は、当該金額が決定された期間の法人税等および繰延税金引当金に反映されることになる。さらに、
繰延税金資産の実現は、税務上の恩恵および繰越欠損金の利用に必要な十分な課税所得を将来の年度に生み出
す当社グループの能力による。将来の収益性の見積りとのずれや法人税率のずれにより、損益に重要な影響を
及ぼす可能性がある将来の税金資産および負債の価値に対して調整が必要になることがある。
 
（f） 閉鎖、復旧および環境コストに係る引当金

閉鎖、復旧および環境コストに係る引当金は、中国の既存の関連規制を勘案した上で、過去の実績および将来
の支出に関する最善の見積りに基づき、経営陣により決定される。ただし、現在の採掘活動による土地および
環境に対する影響が将来の年度に現れる範囲において、関連コストの見積りはその時々において修正される可
能性がある。
 
（g） 繰延剥土費用

露天採鉱の剥土費用の会計処理は、剥土活動に関連する将来の便益が発生するかどうかに係る経営陣の見積り
に基づいている。当該見積りは、実際の地質条件、石炭埋蔵量および経営陣の将来の産出計画の変更により影
響を受ける。当該会計上の見積りに係る経営陣の評価は、当社グループの財政状態および経営成績に影響を及
ぼし、剥土費用の会計処理は将来の期間において見直される可能性がある。
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（h） 会計上の見積りの変更

2015年1月、当社グループは、石炭セグメントにおける一部の機械設備の耐用年数を再評価、調整した。当該
会計上の見積りの変更による影響は、2015年1月1日より将来的に認識された。当該変更の結果、2015年12月31
日終了年度の減価償却費は344百万人民元減少し、建物、工場及び設備の正味帳簿価額は344百万人民元増加し
た。2016年12月31日終了年度における、年間の減価償却費は、208百万人民元減少すると予測される。
 
5. セグメント情報

5.1 一般事項

（a） 経営陣が、事業体の報告セグメントを識別する上で用いた要因

CODMは、プレジデント・オフィス（總裁辦公會）と位置づけられている。
当社グループの報告セグメントは、種々の製品およびサービスを提供する事業体または事業体のグループであ
る。以下の報告セグメントは、資源配分および業績評価の目的で当社のCODMに内部報告される情報の様式と整
合した方法で表示されている。セグメントは、製品およびサービスの様々な性質、セグメントが運営されてい
る生産プロセスおよび環境によって管理されている。数社の多角事業に携わる事業体を除き、大部分の事業体
は単一事業に従事している。これらの事業体の財務情報は、CODMのレビューを受けるにあたり、個々のセグメ
ント情報を表示する目的で分離されている。
 

（b）報告セグメント

当社グループの報告セグメントは、石炭、石炭化学製品、および採掘機械である。

・ 石炭－石炭の生産および販売

・ 石炭化学製品－石炭化学製品の生産ならびに販売

・ 採掘機械－採掘機械の製造および販売

 
 
5.2 報告セグメント別の（損失）/ 利益、資産および負債に関する情報

（a） 事業セグメント別損益、資産および負債の測定

CODMは、税引前損益に基づき業績を評価する。当社グループはセグメント間の売上および振替について、第三
者に対する売上または振替と同様の－すなわち現在の市場価格等で－会計処理を行う。セグメント別情報の金
額は人民元建となっており、CODMが使用している報告書の金額と一致する。
セグメント資産および負債は、セグメントによりその事業活動において使用されており、かつ当該セグメント
に直接帰属するか、もしくは合理的な基準に基づき当該セグメントに分配可能な事業資産および負債である。
セグメント資産および負債には、繰延税金資産、繰延税金負債、未払税金、あるいは前払税金は含まれていな
い。
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（b） 報告可能セグメント（損失）/ 利益、資産および負債

 
注：当該事業活動はCODMによる評価対象外のため、報告可能事業セグメントから除外されている。
その他のセグメントは、主に、財務、アルミニウム、電力発電、機器取引代理事業、入札サービス、およびそ
の他重要性が僅少である製造事業に関連している。
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5.3 地域別情報

売上高の分析

 
注：
（a） 売上高は顧客の所在地に基づく国における売上である。

 

非流動資産の分析

 
注：
上記の非流動資産には、金融商品および繰延税金資産は含まれていない。
 
 
6. 有形固定資産

 

EDINET提出書類

チャイナ・コール・エナジー・カンパニー・リミテッド(E05990)

有価証券報告書

138/301



2015年12月31日に終了した事業年度において、当社グループの減価償却費は、5,974,694,000人民元（2014年
度：4,549,040,000人民元）が売上原価に、526,779,000人民元（2014年度：446,838,000人民元）が販売費および
一般管理費に、91,656,000人民元（2014年度：229,183,000人民元）が建設仮勘定に、および22,011,000人民元
（2014年度：47,736,000人民元）が年度末現在未売却の棚卸資産の原価にそれぞれ計上された。
銀行借入金は、建物、工場、機械及び設備を担保に13,605,626,000人民元（2014年度：12,063,016,000人民元）
保証されている（注記22を参照）。銀行借入金は、建設仮勘定を担保に68,624,000人民元（2014年度：
1,381,550,000人民元）保証されている（注記21を参照）。
2015年12月31日時点、当社グループは、正味帳簿価額4,790,282,000人民元（2014年12月31日：5,770,994,000人
民元）の建物の所有権に関する法的手続を進行中であった。
 
 
7. 土地使用権

 
当社グループの土地使用権は、リース期間が20年から50年間の中国における賃借地に対する前払オペレーティン
グ・リース料の支払額を示している。
減価償却費は、52,706,000人民元（2014年度：43,687,000人民元）が売上原価に、41,850,000人民元（2014年
度：46,122,000人民元）が販売費および一般管理費に、10,815,000人民元（2014年度：5,845,000人民元）が建設
仮勘定に、およびゼロ人民元（2014年度：671,000）が年度末現在未売却の棚卸資産の原価にそれぞれ計上され
た。
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8. 採掘権および探査権

 
償却費は、2015年および2014年12月31日に終了した事業年度において、主に売上原価に計上された。
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9. 無形資産

 
償却費は、2015年および2014年12月31日に終了した事業年度において、主に売上原価並びに販売費及び一般管理
費に計上された。
 
 
10(a) 子会社

2015年12月31日時点の主要な子会社のリストは以下の通りである。
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（a） 主要な子会社
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注：
（a）華光資源有限公司は事業年度として6月30日が採用され、それ以外のすべての子会社は12月31日が採用され
ている。
 
 

（b） 重要な非支配持分

当年度の非支配持分合計金額は、16,574,854,000人民元（2014年度：16,025,405,000人民元）である。重要な
非支配持分は下記に記載されている。

 
子会社が当社へ、あるいは当社の他の子会社へ資金を移動する能力に関して重要な制約はない。

 
重要な非支配持分を有する子会社の要約財務情報
当社グループにとって重要な非支配持分を有する各子会社の要約財務情報は、下記に記載されている。
 
要約貸借対照表

 
 
要約損益計算書、および要約包括利益計算書
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要約キャッシュ・フロー計算書

 
上記は、グループ会社間消去前の情報である。
 
 
10(b) 関連会社に対する投資

 
注：
当社グループは当社グループの3つの関連会社の各支配株主との間で、2015年1月1日から2017年12月31日までの
期間における財務上及び営業上の重要な事項に関するすべての決議及び決定について、当社グループが指名した取
締役の投票権を当該支配株主が指名した取締役に委託することに同意した。当社グループは財務及び営業事項に関
するいかなる決定にも参加または影響を与えることができないので、これら3つの関連会社に対する影響は終了し
た。その結果、これら3つの関連会社に対する投資は、2015年1月1日より売却可能投資として計上されている。
 
2015年12月31日時点での当社グループの関連会社は、下記に記載されている。取締役の意見によれば、これらの
関連会社は、当社グループにとって重要である。すべての関連会社は非上場であり、株式の取引市場価格は存在し
ない。設立あるいは登記の国は、主たる事業を行う場所でもある。
 
2015年、および2014年12月31日時点の重要な関連会社に対する投資の内訳

 
当社グループの関連会社に対する持分に関連した偶発債務はない。
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関連会社の要約財務情報
持分法を用いて会計処理されている当社グループの重要な関連会社の要約財務情報は下記に記載されている。
 
要約貸借対照表

 
 
要約損益計算書、および要約包括利益計算書

 
上記の情報は、関連会社の財務書類に表示される金額（当社グループの持分相当額ではない）を反映している。
当社グループと関連会社の会計方針の相違は、調整済みである。
 
 
要約財務情報の調整
 
表示された要約財務情報の関連会社持分の帳簿価額への調整
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その他の重要でない関連会社の持分の帳簿価額および変動は下記に記載されている。

 
 
10(c) 合弁会社に対する投資

 
全ての合弁会社は非上場であり、株式の取引市場価格は存在しない。
当社グループの合弁会社に対する持分に関連するコミットメント、偶発債務はない。
 
合弁会社に対する投資の内訳

 
合弁会社の要約財務情報
以下は、当社グループにとって重要な合弁会社の要約財務情報であり、持分法により会計処理されている。
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要約貸借対照表

 
 
要約損益計算書、および要約包括利益計算書

 
上述の情報は合弁会社の財務書類に表示された金額（当社グループの持分相当額ではない）を反映しており、当
社グループと合弁会社との会計方針の相違は、調整済みである。
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要約財務情報の調整
 
要約財務情報
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11. 金融商品
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12. 売却可能金融資産

 
売却可能金融資産には以下の項目が含まれる。

 
注：取得原価で計上される当該投資は、活発な市場における市場価格がなく、かつ公正価値を信頼性をもって測
定できない非上場会社への持分投資を示す。

 
 
13. 長期受取債権

 
当社グループの長期受取債権には、主に交通銀行を経由した合弁会社に対する貸付信託102,000,000人民元
（2014年度：102,000,000人民元）が含まれる。当金額には、当期中において7.47％（2014年度：7.47％）の年利
が課され、2年以内に支払期限が到来する。
当該債権は、2015年および2014年12月31日において、支払期日を超過しておらず減損も生じていない。長期受取
債権の帳簿価額は、その公正価値に近似している。
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14. その他の非流動資産

 
注：
（a） 当社グループの石炭資源の拡大戦略に従い、当社グループはいくつかの現地の石炭採掘の取得に関する一

連の契約を締結している。これに関して、2015年12月31日現在、当社グループは締結した当該契約に従い、
2,408,844,000人民元（2014年12月31日現在： 3,484,655,000人民元）を支払っている。関連する法的手続

がまだ進行中であるため、当該金額はその他の非流動資産として計上されている。
（b） 採掘権および探査権の取得に関して、当社グループは2015年12月31日現在、2,382,715,000人民元（2014

年12月31日現在：1,882,715,000人民元）を支払っている。採掘および探査の許認可に関連する法的手続が
まだ進行中であるため、当該金額はその他の非流動資産として計上されている。関連する法的手続が完了次
第、当該前払金から採掘権または探査権へ振替えられる。

（c）2015年12月31日現在、建物、工場及び設備取得用途の、兄弟会社に向けた前払金は、5,239,000人民元
（2014年度：5,483,000人民元）であり、無担保、無利息である。

（d）残高は兄弟会社への貸付金を表している。当該貸付金は、無担保で貸借対照表日から12か月を超えて支払
期日が到来するものであり、年利6.16％の利息が付される。

 
 
15. 棚卸資産

 
当社グループの棚卸資産に対する減損引当金は、2015年12月31日現在260,440,000人民元（2014年度：
176,041,000人民元）である
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16. 売掛金および受取手形

 
注：
（a） 売掛金の分析は以下の通りである。

 
各貸借対照表日における売掛金の期日別の内訳は、以下の通りである。

 
貸倒引当金の変動は以下の通りである。

 
2015年および2014年12月31日時点、支払期日を超過しているが減損していない重要な売掛金はない。個別
に減損が生じている債権は、財政的に困難な状況下にある顧客に関連するものである。
当社グループは国内および国外に多数の顧客を有しているため、売掛金に関する信用リスクの集中はな
い。
当社グループは保証として担保を預かっていない。
関連当事者に対する売掛金は、当社グループと関連当事者間で締結している関連契約に従い、無担保、無
利息かつ要求払いである。
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（b） 受取手形は、主として満期が1年未満（2014年度：1年未満）の銀行が引受けた為替手形である。

 
（c） 売掛金および受取手形の帳簿価額は以下の通貨建である。

 
（d） 売掛金および受取手形の帳簿価額は、それらの公正価値に近似している。

 
（e） 2015年12月31日現在、323,162,000人民元（2014年度：668,161,000人民元）の受取手形が323,162,000人

民元（2014年度：651,612,000人民元）の支払手形の担保として銀行に保証されている。
 
 
17. 前払金およびその他の債権

 
注：
（a） サプライヤーに対する前渡金の分析は以下の通りである。

 
2015年および2014年12月31日現在、関連当事者への前渡金は、無担保、無利息である。
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（b） 貸付信託の内訳は以下の通りである。

 
注：
（i）当該残高は、合弁会社に対する中国建設銀行経由の貸付信託を示している。当該貸付金債権は、無担

保、利息年率6.60％であり、2016年中に返済される。

（ii）当該残高は、関連会社に対する中煤財務有限責任公司経由の貸付信託を示している。当該貸付金債権
は、無担保、利息年率4.35％であり、2016年中に返済される。

（c） 当該残高は、兄弟会社に対する貸付金である。当該貸付金債権は、無担保、利息年率4.35％～6.16％であ

り、貸借対照表日より12ヶ月以内に返済される。
 

（d） 関連当事者に対するその他の受取債権の分析は以下の通りである。

 
関連当事者に対するその他の受取債権は無担保、無利息かつ要求払いである。

 
（e） 各貸借対照表日における第三者からのその他の受取債権の期日別の内訳は、以下の通りである。
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（f） 貸倒引当金は、主に第三者および関連当事者からの受取債権に関連するものである。

前払金及びその他の債権の貸倒引当金の変動は以下の通りである。

 
（g） その他の債権の帳簿価額は、それらの公正価値に近似している。

 
（h） その他の債権に対して担保は設定されていない。

 
（i） その他の債権の帳簿価額は、下記の通貨建である。

 
 
18. 現金および銀行預金

 
注：
（a） 拘束性銀行預金は、主に関連する条例により要求されている環境復旧基金及び変革基金のための預託金な

らびに土地復旧のための預託金、L/C保証預託金、銀行引受手形預託金、中国人民銀行への預託準備金を含
んでいる。

 
（b） 2015年12月31日に終了した事業年度において、預金の加重平均実行金利の範囲は、年率0.30％から3.70％

（2014年度：0.35％から4.62％）であった。
 
（c） 2015年12月31日現在、91,474,000人民元（2014年度：194,620,000人民元）の定期預金が、247,078,000人

民元（2014年度：621,777,000人民元）の支払手形の担保として銀行保証されている。
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（d） 預金ならびに現金および現金同等物の帳簿価額は、以下の通貨建である。

 
現金および銀行預金は主に、中国の銀行における人民元建の預金である。これら人民元建預金の外貨への
交換ならびに中国国外への送金は、中国政府により公布された外国為替管理の規則および規定の制約を受
けている。また、為替レートは中国政府により決定される。

 
（e） 銀行預金の帳簿価額は、公正価値に近似している。

 
 
19. 株式資本

 
2015年および2014年12月31日終了年度において、当社の発行済資本の変動はなかった。
 
注：
（a）A株式は全ての重要な点においてH株と同等である。
 
（b） 2015年12月31日現在、チャイナ・コール・グループの完全所有子会社である中煤能源香港有限公司

（China Coal Hong Kong Company Limited）は、当社のH株約132,351,000株を保有しており、これは当社の

株式資本合計の1.00％に相当する。
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20. 準備金

 
注：
（a） 法定積立基金

中国の会社法および当社の定款により、当社は、関連する会計原則および中国企業に適用される財務規則
（以下「中国GAAP」という。）ならびに当社に適用される規制に従って決定された税引後利益の10％を、法
定利益積立金が当社の登録資本金の50％に達するまで当該積立金に配分する必要がある。当該積立金に対す
る利益処分は、株主に対する配当金支払前に上述の50％閾値に達するまで行わなければならない。法定利益
積立金は、前年度に損失が発生している場合、当該損失の相殺に利用できる。また、資本計上後の法定利益
積立金の残高が当社の株式資本の25％を下回らないことを条件として、当該積立金の一部を当社の株式資本
として資本計上することができる。

 
（b） 将来開発基金

関連する中国の規制に従って、当社グループは、採掘された石炭原料1トン当たり6人民元から8人民元
（2014年度：6人民元から8人民元）の金額を将来開発基金に積み立てる必要がある。当該基金は石炭採掘事
業の将来における開発に利用可能であるが、株主に分配することはできない。適格な開発費が発生した場
合、同額が将来開発基金から利益剰余金に振替えられる。

 
（c） 安全基金

中国財政部および国家安全生産監督管理総局が発布した特定の規則に従い、石炭事業に従事している当社グ
ループの子会社は、採掘された石炭原料1トン当たり10人民元から30人民元の金額を安全基金に積み立てる
必要がある。機械製造、冶金、その他関連事業に従事している当社グループの子会社は、売上の一定割合の
金額を安全基金に積み立てる必要がある。当該安全基金は、安全施設、環境改善のために利用可能である
が、株主に分配することはできない。適格な安全費用が発生した場合、同額が安全基金から利益剰余金に振
替えられる。

 
（d） 拠出金

2015年12月31日終了年度における主要な拠出金は以下を含む。
 
（i） 債権の買取

2015年に、チャイナ・コール・グループと当社グループとの間で締結した契約にしたがって、チャイ
ナ・コール・グループは当社グループに対して、当社グループが前年度に子会社の取得に際してチャイ
ナ・コール・グループから取得し、その後不良債権化した特定のその他債権467,430,000人民元を現金
で買い戻した。譲渡前において、当社グループはこれらの債権に対する減損引当金を275,568,000人民
元計上しており、当該債権の帳簿価額は191,862,000人民元であった。債権の帳簿価額を超える買取金
額は、税効果考慮後で206,676,000人民元にのぼり、親会社による拠出金として資本準備金にて認識さ
れている。
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（ii） 繰延税金負債の戻入

当社の組織再編成（注記23）の過程における公正価値調整から生じた繰延税金負債384,560,000人民元
は、関連課税標準の変動により2015年12月31日終了年度において戻し入れられ、資本準備金の追加
196,126,000人民元及び非支配持分の取得188,434,000人民元が計上された。

（e） 石炭事業に関連するその他の基金

（i） 変革基金および環境復旧基金

2007年11月15日に、山西省行政が公布した2007年10月1日より実施されている2つの規制に従い、山西省
に所在する当社グループの炭鉱会社は、炭鉱産業変革基金および環境復旧基金として、採掘された石炭
原料1トンに付きそれぞれ5人民元および10人民元を積み立てる必要がある。関連する規制に従い、その
基金は特に炭鉱産業の変革費用と土地復旧および環境費用として活用される予定であるが、株主に分配
することはできない。適格な変革費用および環境復旧費用が発生した場合、同額が変革基金および環境
復旧基金から利益剰余金に振替えられる。

山西省行政が公布した規制に従い、2013年8月1日以降、変革基金および環境復旧基金の積立は要求され
なかった。

 
（ii） 持続可能開発基金

2010年10月20日に江蘇省徐州行政が公布した規制に従い、徐州に所在する当社グループの子会社は、持
続可能開発基金として、採掘された石炭原料1トンに付き10人民元（2014年度：10人民元）の金額を積
み立てる必要がある。その基金は炭鉱産業の変革費用と土地復旧および環境費用として活用される予定
であるが、株主に分配することはできない。適格な費用が発生した場合、同額が持続可能開発基金から
利益剰余金に振替えられる。当該地方政府の関連要件に従い、2014年1月1日以降、持続可能開発基金の
積立は行われなかった。

 
21. 借入金および銀行信用枠
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注：
（a）2015年12月31日現在の当社グループの長期借入金は以下の通り返済される。

 
（b）長期借入金の帳簿価額および公正価値は以下の通りである。

 
長期借入金の公正価値は、期末日において実質的に当社グループの借入と同条件の借入に適用される現行市
場金利に基づく適切な割引率を用いた割引キャッシュ・フローに基づいている。この割引率は2015年12月31
日では年利6.00％から6.15％(2014年度：6.15％から6.55％)であった。

短期借入金および長期借入金の１年以内の返済予定額の帳簿価額は公正価値に近似している。
 
（c）各貸借対照表日における年間の実効金利は以下の通りである。

 
（d）保証付き借入金の内訳は以下の通りである。

 
（e）担保付き借入金の内訳は以下の通りである。

 
当社グループのその他の借入金は全て、無担保の銀行借入金である。
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（f）2015年12月31日現在、当社グループは以下の未使用借入枠を有している。

 
 
22. 長期社債

 
注：
（a） 2011年8月17日に、当社は各社債の額面100人民元で150,000,000口の社債を発行し、合計15,000,000,000

人民元を受領した。当該社債は期日が到来する2016年8月18日に全額償還する。当該社債は、表面利率が年
率5.65％であり、今後5年間毎年8月18日に利息が支払われる。実効利率は年率5.97％である。

さらに、当社は、引受人に対し引受手数料225,000,000人民元の支払義務があり、毎年45,000,000人民元ず
つ5回に分けて支払う。第1回目の45,000,000人民元の支払は当該取引完了日の2011年8月18日に支払済みで
ある。

 
（b） 2012年9月18日に、当社は各社債の額面100人民元で50,000,000口の社債を発行し、合計5,000,000,000人

民元を受領した。当該社債は期日が到来する2019年9月19日に全額償還する。当該社債は、表面利率が年率
5.12％であり、今後7年間毎年9月19日に利息が支払われる。実効利率は年率5.38％である。

さらに、当社は、引受人に対し引受手数料84,000,000人民元の支払義務があり、毎年12,000,000人民元ずつ
7回に分けて支払う。第1回目の12,000,000人民元の支払は当該取引完了日の2012年9月19日に支払済みであ
り、今後6年間毎年9月19日に同額が支払われる。

 
（c） 2013年7月23日に、当社は各社債の額面100人民元で50,000,000口の社債を発行し、合計5,000,000,000人

民元を受領した。当該社債は期日が到来する2020年7月25日に全額償還する。当該社債は、表面利率が年率
5.26％であり、今後7年間毎年7月25日に利息が支払われる。実効利率は年率5.51％である。

さらに、当社は、引受人に対し引受手数料84,000,000人民元の支払義務があり、毎年12,000,000人民元ずつ
7回に分けて支払う。第1回目の12,000,000人民元の支払は当該取引完了日の2013年7月25日に支払済みであ
り、今後6年間毎年7月25日に同額が支払われる。

 
（d） 2013年9月16日に、当社は各社債の額面100人民元で50,000,000口の社債を発行し、合計5,000,000,000人

民元を受領した。当該社債は期日が到来する2020年9月18日に全額償還する。当該社債は、表面利率が年率
5.60％であり、今後7年間毎年9月18日に利息が支払われる。実効利率は年率5.85％である。

さらに、当社は、引受人に対し引受手数料84,000,000人民元の支払義務があり、毎年12,000,000人民元ずつ
7回に分けて支払う。第1回目の12,000,000人民元は、2014年3月18日に支払済であり、今後6年間毎年9月19
日に同額が支払われる。
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（e） 2014年10月23日に、上海大屯は各社債の額面100人民元で10,000,000口の社債を発行し、引受手数料

15,000,000人民元控除後の合計985,000,000人民元を受領した。当該社債は期日が到来する2019年10月23日
に全額償還する。当該社債は、表面利率が年率5.28％であり、今後5年間毎年10月23日に利息が支払われ
る。実効利率は年率5.63％である。

 
（f） 2015年6月17日に、当社は各社債の額面100人民元で100,000,000口の社債を発行し、合計10,000,000,000

人民元を受領した。当該社債は期日が到来する2022年6月18日に全額償還する。当該社債は、表面利率が年
率4.95％であり、今後7年間毎年6月18日に利息が支払われる。実効利率は年率5.20％である。

さらに、当社は、引受人に対し引受手数料168,000,000人民元の支払義務があり、毎年24,000,000人民元ず
つ7回に分けて支払う。第1回目の24,000,000人民元は、2015年6月18日に支払済であり、今後6年間毎年6月
18日に同額が支払われる。

 
 
当該社債は、発行日に支払われた手数料控除後の受取額全額で当初認識されている。未払利息および未払手数料
のうち1年以内期日到来分は、以下の通り未払利息およびその他未払金に計上されている。

 
長期社債の公正価値は下記の通りである：

 
長期社債の公正価値は、公正価値ヒエラルキーのレベル1範囲内であった。
 
 
23. 繰延税金

繰延税金資産および負債は、当期税金負債に対し当期税金資産を相殺する法律上強制力のある権利を有してお
り、当該繰延税金が同一の税務当局に関係している場合には相殺される。相殺金額は以下の通りである。
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繰延税金勘定の変動総額は以下の通りである。

 
 
繰延税金資産は、関連する税務上の恩典が将来の課税所得を通じて実現する可能性が高い金額の範囲内で、税務
上の繰越欠損金に対して認識される。2015年12月31日現在、当社グループには、一部子会社の2,204,629,000人民
元（2014年度：2,072,378,000人民元）の税務上の累積欠損金に関して、未認識の繰延税金資産が551,157,000人民
元（2014年度：518,095,000人民元）あった。この累積欠損金は、将来の課税所得に対して繰越可能であり、2016
年から2020年までの間に失効する予定である。当社グループは、こうした税務上の欠損金がその失効前に使用され
ない可能性が50％以上あると経営陣が考えているため、これら繰延税金資産を認識していない。
 
繰延税金資産として認識されていない税務上の欠損金は、以下の事業年度に期限が到来する。

 
当年度における繰延税金資産および負債の変動額（同一の税務管轄内の資産負債の相殺を考慮しない）は以下の
通りである。
繰延税金資産：
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繰延税金負債：

 
注：
（a） 中国政府の特定の規則に従い、当社グループは、将来開発基金（注記20（b）を参照のこと。）、安全基

金（注記20（c）を参照のこと。）、変革基金および環境復旧基金（注記20（e）を参照のこと。）、ならび
に持続可能開発基金（注記20（e）を参照のこと。）（以上合わせて炭鉱基金という。）を積み立てること
が要求されている。2011年4月30日以前において当該金額が積み立てられる場合、税務上では積み立てられ
た時点で控除可能であるが、会計上では積み立てられた基金が使用される時点で費用処理されることから、
積み立てた基金の税務上の上限を超過した額に関して繰延税金負債が一時差異として計上される。

2011年5月1日より有効となる中国政府の新しい税務規則に従い、将来開発基金および安全基金は積み立てら
れた時点における税務上の控除は認められなくなり、積み立てられた基金が使用される時点でのみ控除可能
となる。従って、2011年5月1日以降において、当該炭鉱基金に対する追加の繰延税金負債は計上されない。

 
 
24. 買掛金および支払手形

 
注：
（a） 買掛金の内訳は以下の通りである。

 
関連当事者に対する買掛金は、当社グループと関連当事者間で締結している関連契約に従い、無担保、無
利息かつ要求払いである。

EDINET提出書類

チャイナ・コール・エナジー・カンパニー・リミテッド(E05990)

有価証券報告書

163/301



各貸借対照表日における買掛金の期日別の内訳は以下の通りである。

 
（b） 買掛金および支払手形の帳簿価額は、以下の通貨建である。

 
（c） 買掛金および支払手形の帳簿価額は、その公正価値に近似している。

 
（d） 2015年12月31日現在、91,474,000人民元（2014年度：194,620,000人民元）の定期預金が、247,078,000人

民元（621,777,000人民元）の支払手形の担保として銀行保証されている。（注記18（c）を参照のこと。）

2015年12月31日現在、323,162,000人民元（2014年度：668,161,000人民元）の受取手形が323,162,000人民
元（2014年度：651,612,000人民元）の支払手形の担保として銀行保証されている。（注記16（e）を参照の
こと。）
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25. 未払金、前受金およびその他の未払金

 
注：
（a） 顧客預り金および前受金の内訳は以下の通りである。

 
関連当事者からの顧客預り金および前受金は、当社グループと関連当事者間で締結している関連契約に従
い、無担保、無利息かつ要求払いである。

 
（b）当該残高は、当社グループ91％所有子会社である中煤財務有限責任公司（以下「中煤財務」という。）が
兄弟会社から受け取った預り金を示す。当該預り金は、無担保、貸借対照表日後12ヶ月以内に清算され、利
率が年利0.35％から3.25％であった。

 
（c）関連当事者に対する債務の内訳は、以下の通りである。

 
関連当事者に対する債務は、無担保、無利息かつ要求払いである

 
（d）未払金、前受金およびその他の未払金の帳簿価額は、その公正価値に近似している。
（e）2014年及び2015年12月31日現在、未払金およびその他の未払金の帳簿価額は、すべて人民元建である。
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26. 短期社債

 
2015年7月16日、上海大屯は各社債の額面100人民元で500,000,000人民元の短期社債を発行し、引受手数料
2,000,000人民元控除後の合計498,000,000人民元を受領した。当該社債は、表面利率が年率4.14％であり、当該利
息は期日到来時に支払われる。
2015年10月20日、上海大屯は各社債の額面100人民元で500,000,000人民元の短期社債を発行し、引受手数料
2,000,000人民元控除後の合計498,000,000人民元を受領した。当該社債は、表面利率が年率3.85％であり、当該利
息は期日到来時に支払われる。
2015年8月6日、Pingshuo (「中煤平朔集團有限公司」)は各社債の額面100人民元で1,000,000,000人民元の短期

社債を発行し、引受手数料1,500,000人民元控除後の合計998,500,000人民元を受領した。当該社債は、表面利率が
年率3.87％であり、当該利息は期日到来時に支払われる。
 
 
27. 閉鎖、復旧および環境コストに係る引当金

 
採掘活動により地盤沈下が生じる場合があり、その結果採掘地の居住者に損失を与える可能性がある。関連する
中国の規制に従って、当社グループは、地盤沈下により生じた損失に関して居住者に補償金を支払う、あるいは特
定の許容しうる状態まで採掘地を復旧するよう要求される。
現行の法律に基づき、経営陣は当社グループの財政状態または経営成績に重要な悪影響を及ぼす可能性のある負
債はないと考えている。しかしながら、中国政府は、より厳しい環境基準の適用に向けて既に動いており、さらに
前進していく可能性がある。環境に係る負債は、修復努力に係る最終的費用を見積る当社グループの能力に影響を
及ぼす不確実性に左右される。これらの不確実性には、（i）様々な土地（操業中、閉鎖あるいは売却に関わらず
炭鉱および開発地域を含むが、これらに制限されない）における汚染の正確な状態および程度、（ⅱ）必要な浄化
努力の程度、（ⅲ）代替的修復戦略毎に異なる費用、（iv）環境修復要件の変更、ならびに（v）新たな修復地の
特定が含まれる。
閉鎖、復旧および環境浄化費用に係る引当金は、過去の実績、および支出予想額を正味現在価値まで割引くこと
による将来の支出の最善の見積りに基づき、経営陣により決定されている。しかしながら、土地および現在の採掘
活動による環境の影響が将来の期間において明らかになった場合、関連する費用の見積りは将来修正されることに
なる。閉鎖、復旧および環境浄化費用に関連して引き当てられた金額は、その時点で入手可能な事実および状況に
基づき、少なくとも年に一度見直され、引当金はそれに応じて修正される。
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28. その他長期債務

 
注：
採掘権に対する債務は、主に採掘権購入に対する対価の未払残高である。関連する購入契約に基づき、対価は
2021年4月までに段階的に支払われる。当該債務のうち1年以内期日到来分は、その他の未払金に含まれる（注記25
を参照のこと。）。
 
 
29. 費用の内訳

売上原価、販売および一般管理費に含まれる費用の内訳は、以下の通りである。
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注：
（a） 損益計算書に計上された減価償却費の内訳は以下の通りである。

 
（b） 損益計算書に計上された償却費の内訳は以下の通りである。

 
（c） 損益計算書に計上された人件費（取締役への報酬を含む）の内訳は以下の通りである。

 
（d） 炭鉱資源および水資源に係る補償費は、採掘した鉱物資源および消費された水に関する中国政府への支払

金額を示している。

 山西省行政が2014年11月25日に発行された規制に従い、2014年12月1日より炭鉱資源に係る補償費は不要

となった。

 
（e） 2007年3月より、山西省に所在する炭鉱会社は山西省行政の要請で「環境維持費用」を採掘した石炭原料

の量に応じて地元政府に支払わなくてはならない。山西省に所在する当社の炭鉱子会社に適用される金額は
1トンに付き16人民元から20人民元である。

　山西省行政が2014年11月25日に発行された規制に従い、2014年12月1日より環境維持費用は不要となっ
た。
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30. 金融収益および費用

 
注：
（a） 適格資産に資産計上された金融費用は、適格資産の取得目的で借り入れた資金に関連している。当該借入

金に係る資産化率は、以下の通りである。

 
 
31. 従業員給付費用

 
注：
（a） これらの金額には主に、中国における政府管掌の住宅基金に対する当社グループによる拠出金（従業員の

基本給の12％から15％の割合）が含まれている。
 
報酬上位5名の従業員
当期中に当社グループの報酬上位5名の従業員は以下の通りであった。
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非取締役である個人への報酬支払の内訳は以下の通りであった。

 
2015年12月31日終了年度において、非取締役である個人に支払われた高額報酬は、994,644香港ドルから
1,069,476香港ドル（2014年度：1,185,829香港ドルから1,360,689香港ドル）の間であった。

 
（b） 当社グループは、中国における関連する地方および省政府が運営する様々な年金制度に加入している。当

該制度のもとで、当社グループは、適用される現地の規制に応じて従業員の基本給与の5％から20％の割合
で当該制度に毎月一定額を拠出するよう要求されている。2011年1月1日より、当社グループは適格従業員に
対する補助的年金制度にも毎月一定額を拠出している。

 
当社グループには、上記以外の従業員または退職者に対する年金または退職後給付に関するその他の未払債務は
ない。
 
 
32. 法人税等費用/（収益）

 
注：
（a） 中国法人税等（以下「EIT」という。）に係る引当金は25％の法定法人税率で算定されている。このよう

に、2015年度および2014年度の適用法人税率は、現在当社グループを構成している各企業の課税所得に関し
て、関連する中国の法人税規則に従って決定された25％となっているが、特定の子会社については関連する
中国の法人税規則に基づき15％の優遇税率で課税されている。

 
（b） 当社グループの税引前利益に対する課税額は以下の通り当社グループが事業を行っている管轄地において

適用されている利率を用いた場合に生じる理論上の金額とは異なる。

 
加重平均適用税率は21％（2014年度：28％）である。
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（c） その他の包括利益の要素に関係する税金の借方/（貸方）計上額は、以下の通りである。

 
 
33. 1株当たり利益/（損失）

基本的1株当たり利益/（損失）は、当社株主に帰属する当期純利益/（損失）を、当年度中の発行済普通株式数
13,258,663,000株で除して算定されている。

 
2015年および2014年12月31日に終了した事業年度において、当社は希薄化効果のある証券を有していなかったた
め、希薄化後1株当たり利益/（損失）は基本的1株当たり利益/（損失）と同額で表示されている。
 
 
34. 配当金

 
注：
（a） 年次株主総会の承認後、2014年5月13日に、当社は2013年の期末配当金（1株に付き0.081人民元）を発表

した。2014年度中に、約1,073,952,000人民元の配当金支払を行った。
 
（b） 年次株主総会の承認後、2015年6月16日に、当社は2014年の期末配当金（1株に付き0.024人民元）を発表

した。2015年度中に、約319,649,000人民元の配当金支払を行った。
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35. 取締役の報酬及び利益

（a） 2015年12月31日に終了した事業年度の取締役および監査役の報酬の内訳は以下の通りである。

 
1. リ・ヤンジャン氏は、2015年10月27日に取締役会副会長及び非業務執行取締役を辞任し、取締役会会長兼

業務執行取締役に任命された。
2. ワン・アン氏は、2015年9月23日に取締役会会長及び業務執行取締役を辞任した。

3. ガオ・ジィェンジュン氏は、2015年6月16日に業務執行取締役に任命された。

4. ヤン・リエカ氏は、2015年6月16日に業務執行取締役を辞任した。

5. リィゥ・ヂーヨン氏、およびシィァン・シュジャ氏は、2015年6月16日に非業務執行取締役に任命された。

6. リ・ヤンマン氏は、2015年6月16日に非業務執行取締役を辞任した。

7. ジャン・クェァ氏は、2015年6月16日に独立非業務執行取締役に任命された。

8. ジャン・ジアレン氏は、2015年6月16日に独立非業務執行取締役を辞任した。

 
（b） 2014年12月31日終了年度（修正再表示）：

旧会社法にしたがって従前開示されていた2014年12月31日終了年度における取締役報酬の比較情報の特定部分
は、香港会社法（第622章）の新しい適用範囲と要請にしたがって修正再表示されている。
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2014年12月31日に終了した事業年度の取締役および監査役の報酬は以下の通りである。

 
リ・ヤンジャン氏、ワン・アン氏、パン・イ氏、リィゥ・ヂーヨン氏、ジョウ・リータオ氏、ヂャオ・ロン
ヂェァおよびワン・ジ氏は、チャイナ・コール・グループから報酬を受け取った。これらの報酬の一部は、
これらの者が当社に提供したサービスに対するものである。
当該金額を当社へのサービスと親会社へのサービスに配分することは現実的でないと取締役は考えており、
経費の配分は行われていない。
2015年12月31日に終了した事業年度において、各取締役に支払われた報酬は、1,000,000香港ドル（830,780
人民元相当）未満であった。

 
（c） 取締役及び監査役の退職金

2015年12月31日に終了した事業年度において、当社及びその子会社の取締役及び監査役としての彼らのサー
ビスに関して当社が運営する確定給付年金制度によって、すべての取締役及び監査役に対して支払われた退職
金は179,448（2014年：153,700）香港ドルである。
当社またはその子会社が引き受ける業務の管理に関連するその他のサービスに関して、彼らに支払われたそ
の他の退職金はなかった（2014年：なし）。
 

（d） 取締役及び監査役の辞任報酬

2014年及び2015年12月31日に終了した事業年度において、早期辞任に対する報酬として当社から取締役及び
監査役に支払われたものはなかった。
 

（e）2014年及び2015年12月31日に終了した事業年度において、取締役及び監査役のサービスを利用可能にするた
めの第三者に提供された報酬はなかった。
当社の取締役及び監査役としてのサービスを利用可能にするために従前の雇用主に支払われたものはなかっ
た（2014年：なし）。
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（f）2014年及び2015年12月31日に終了した事業年度並びに2014年及び2015年12月31日現在において、取締役及び
監査役の利益のために、当社または子会社が会社として引き受けた借入、準借入、その他の取引はなかった。
 

（g）当年度末時点または当年度のいかなる時点においても、当社が当事者であり、直接・間接にかかわらず、当
社の取締役または監査役が重要な利益を有する重要な取引、合意、契約は存在しなかった。
2014年及び2015年12月31日に終了した事業年度において、報酬を放棄した当社の取締役または監査役はいな
かった。
 

 
36. 営業活動から生じたキャッシュ

（a） 営業から生じたキャッシュ・インフロー純額に対する税引前利益の調整

 

（b） キャッシュ・フロー計算書における建物、工場及び設備、土地使用権並びに無形資産の処分収入の構成：

 

（c） 非資金取引

2015年12月31日に終了した事業年度における主要な非資金取引は、建物、工場及び設備の購入に係る未払金の
決済のために裏書した2,212,694,000人民元の銀行引受手形である。
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37. 偶発債務

当社グループは通常の事業の過程において発生したいくつかの訴訟の被告人である。当該訴訟の結果は現時点で
は確定していないが、経営陣は結果として生じる債務が当社グループの財政状態または経営成績に対して重要とな
る不利な影響をもたらすことはないと想定している。
 
 

38. 金融保証契約

当社グループは、様々な子会社、関連当事者および第三者の銀行借入の保証を行ってきた。当該金融保証契約に
基づき、保証を受けた事業体が期限までに支払をできなかった際に、当社グループが貸主に対して賠償を行う。
保証された債務の条件、および額面金額は下記の通りである。

 
当該保証契約の公正価値の算定方法は、注記2.33に開示されている。
 
 

39. 契約債務

（a） 資本的支出契約

各貸借対照表日において当社グループによって契約が締結されているが発生していない資本的支出は、以下
の通りである。

 
（b） オペレーティング・リース契約―当社グループが借り手の場合

当社グループは、解約不能なオペレーティング・リースに基づき、以下の将来の最低支払リース料を支払う
義務がある。
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（c） 投資契約

2012年8月16日に締結された合意に基づき、蒙西華中鐵路股份有限公司（以下「蒙西華中」という。）が、
当社、中国鐵路建設投資公司、および他の14社により設立された。当社は、10％所有株主として、2015年12
月31日現在1,413百万人民元を蒙西華中に投資を完了し、将来同社に対して5,284百万人民元を分割で追加投
資することを確約している。
当社、義馬煤業集團股份有限公司、および山西海姿焦化有限公司（以下「海姿焦化」という。）が2011年6
月29日に締結した合意に基づき、2015年12月31日現在、山西蒲縣中煤晉昶礦業有限責任公司の51％持分を取
得する対価の一部として、178百万人民元を当社から海姿焦化に支払った。残りの対価301百万人民元を、将
来、特定の条件が満たされた時点で支払うことを確約している。
当社と海姿焦化が2011年6月29日に締結した合意に基づき、2015年12月31日現在、山西蒲縣中煤禹碩礦業有
限責任公司の63％持分を取得する対価の一部として、293百万人民元を当社から海姿焦化に支払った。残りの
対価446百万人民元を、将来、特定の条件が満たされた時点で支払うことを確約している。
2006年7月15日に締結した合意に基づき、当社、中国石油化工股份有限公司およびその他3社が中天合創を設
立した。2015年12月31日現在、38.75％持株会社として、6,174百万人民元を当社から中天合創に投資した。
残りの対価26百万人民元を、将来、分割で追加投資することを確約している。
2008年5月28日に締結した合意に基づき、当社、フフホト鉄路局およびその他7社が蒙冀鐵路有限責任公司
（以下「蒙冀鐵路」という。）を設立した。2015年12月31日現在、5％持株会社として、1,400百万人民元を
当社から蒙冀鐵路に投資した。残りの対価100百万人民元を、将来、分割で追加投資することを確約してい
る。
2011年12月23日に締結した合意に基づき、当社、フフホト鉄路局およびその他7社が呼准鐵路有限公司（以
下「呼准鐵路」という。）を設立した。2015年12月31日現在、10％持株会社として、266百万人民元を当社か
ら呼准鐵路に投資した。残りの対価819百万人民元を、将来、分割で追加投資することを確約している。
 

（d）貸付信託及び保証契約
注記40(b)参照。
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40. 重要な関連当事者取引

当社グループは、親会社であるチャイナ・コール・グループと広範囲にわたる取引を行っている。関連当事者取
引の開示目的において、当社グループは可能な範囲で、顧客およびサプライヤーが関連当事者であるかどうかに関
して、その直接所有構造の特定を支援する手続を実施している。経営陣は、把握している全ての重要な関連当事者
取引および残高が適切に開示されていると考えている。
関連当事者に対する製品の販売およびサービスの提供は、国が規定した価格または他の顧客も利用可能な価格で
行われる。当社グループは、これらの販売は通常の営業過程の活動であると考えている。
以下は、2015年および2014年12月31日に終了した事業年度における関連当事者取引の要約である。

 
（a） 関連当事者取引

 
（i） 関連する中国の法律および規則に基づき、石炭の輸出はチャイナ・コール・グループを含む認可された中

国企業4社の内1社を通じてのみ行うことができる。当社は、2006年9月5日に締結した石炭の輸出販売代理店
契約に基づき、チャイナ・コール・グループを石炭の輸出販売代理店に任命した。当該契約に基づき、中国
台湾市場を除く各国および各地域への石炭の輸出に関する代理店業務報酬は、輸出される石炭製品1トン当
たりについてFOB価格の0.7％であり、中国台湾市場への石炭の輸出販売に関する代理店業務報酬は、FOB価
格の0.7％に販売される石炭製品1トン当たり0.5米ドルを上乗せした価格である。代理店業務報酬は、2008
年12月31日より毎月支払われる。当契約は更新され、有効期間を2017年12月31日までに延長している。
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（ii） 当社とチャイナ・コール・グループは、2006年9月5日に、原材料およびサービスの提供に関する総合的

相互供給包括契約を締結した。当該契約に基づき、当社はチャイナ・コール・グループに、またチャイナ・
コール・グループは当社に生産原料および付帯サービスを提供し、当社もチャイナ・コール・グループに輸
出関連サービスを提供する。当社とチャイナ・コール・グループは、2012年12月31日に、原材料およびサー
ビスの提供に関する総合的相互供給包括契約に対する補足契約を締結した。当該契約に基づき、輸出される
石炭製品1トン当たりについて実際に発生する業務報酬の65％相当額が、当該業務報酬にあたる。上記の2契
約は更新され、有効期間を2017年12月31日までに延長している。

 
（iii） 当社とチャイナ・コール・グループは、2006年9月5日締結の鉱山建設、炭鉱設計および一般請負サービ

ス包括契約の満期日である2008年12月31日における契約更新に続き、鉱山建設および炭鉱設計包括契約を締
結した。その後、当社およびチャイナ・コール・グループは、契約が2011年12月31日に満了した時点で、当
該契約を延長し契約の名称をプロジェクト設計、建設および一般請負サービス包括契約に変更している。当
該取引には主に以下が含まれている。

・チャイナ・コール・グループは、当社にエンジニアリング設計、建設および一般請負サービスを提供す
る。

・チャイナ・コール・グループは、当社のプロジェクトの下請け業務を引き受ける。

・エンジニアリング設計、建設および一般請負サービスに関するサービス・プロバイダーと価格決定は、入
札の形式で決定される。

・当該契約は、2014年12月31日まで有効とする。
当契約は更新され、有効期間を2017年12月31日までに延長している。

 
（iv）当社とチャイナ・コール・グループは、2006年9月5日に、不動産リース包括契約を締結した。当該契約に
基づき、当社はチャイナ・コール・グループから、一般事業目的およびその他の目的で中国における特定の
建物および不動産をリースする。年間リース料は市場価格にもとづいて3年ごとに見直し・調整される。当
社とチャイナ・コール・グループは、2014年に当該不動産リース包括契約を更新し、当該契約は2024年12月
まで有効となっており、2015年から2017年の年間リース料上限額を105,000,000人民元とすることに合意し
ている。

 
（v） 当社とチャイナ・コール・グループは、2006年9月5日に、土地使用権に関する包括契約を締結した。当該

契約に基づき、当社はチャイナ・コール・グループから、一般事業目的およびその他の目的で中国における
特定の土地使用権をリースする。年間リース料は市場価格にもとづいて3年ごとに見直し・調整される。当
該契約は、20年間有効である。2015年から2017年までの年間リース料上限額は61,000,000人民元である。

 
（vi） 当社とチャイナ・コール・グループは、2008年12月31日に、石炭の供給包括契約を締結した。当該契約

に基づき、チャイナ・コール・グループは保有炭鉱から生産された石炭商品は全て当社に独占的に供給され
るように生産し、当該石炭商品を第三者に販売しないよう約束した。当契約は更新され、有効期間を2017年
12月31日までに延長している。

（vii） 中煤財務とチャイナ・コール・グループは、2014年3月18日に、財務サービス包括契約を締結した。当

契約に基づき、当社はチャイナ・コール・グループに対して、当社の事業範囲内における財務サービスを提
供する。当契約は、2014年12月31日まで有効であり、2014年3月18日に発効する。当契約は更新され、有効
期間を2017年12月31日までに延長している。
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（viii） 当社とチャイナ・コール・グループは、2006年9月5日に、商標ライセンス包括契約を締結した。当契

約に基づき、当社が1人民元の費用で、未使用分の会社の一部の登録商標を利用できる。当契約は、10年間
有効であり、2006年8月22日に発効した。

 
（ix） 当社と山西焦煤集团有限责任公司（以下「山西焦煤集团」という。）は、2014年10月23日に、石炭及び

石炭関連製品並びにサービス供給の契約を締結した。当該契約に基づき、当社は山西焦煤集团から石炭及び
石炭関連製品を購入しサービスを受けるとともに、山西焦煤集团は当社から石炭及び石炭関連製品を購入し
サービスを受ける。当契約は2017年12月31日まで有効で、2014年10月23日より発効している。
石炭及び石炭関連製品並びにサービス供給の契約にしたがい、価格は以下の価格方針・秩序に従う。

・ インフラ計画及び石炭採掘施設の調達に関して、価格は入札手続きにより決められる。

・ 石炭の供給に関して、価格は関連市場価格にもとづく。
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主要な管理職に対する報酬
 
主要な管理職には、取締役(業務執行取締役および非業務執行取締役)、監査役、およびその他の主要な管理職等
がある。主要な管理職の従業員サービスに対して支払ったまたは支払われるべき報酬は、以下の通りである。

 
未収入金の譲渡
 
2015年に、チャイナ・コール・グループと当社グループが締結した契約にしたがい、子会社の取得に際してチャ
イナ・コール・グループから受け取り、のちに不良債権化した当社グループの2つのその他未収入金467,430,000人
民元について、チャイナ・コール・グループは当社グループに対して現金で補償を行った。これらの未収入金はそ
の結果としてチャイナ・コール・グループに譲渡された。譲渡前において、当社グループはこれらの債権に対する
減損引当金275,568,000人民元を計上しており、当該債権の帳簿価額は191,862,000人民元であった。債権の帳簿価
額を超える買取金額は、税効果考慮後で206,676,000人民元にのぼり、親会社による拠出金として資本準備金にて
認識されている。
 

中国国内のその他の政府関連事業体との取引
チャイナ・コール・グループ、兄弟会社、関連会社および合弁会社との取引とは別に、当社グループはその他の
政府関連事業体との間で幅広く取引を行っている。
2014年および2015年12月31日に終了した事業年度において、当社グループの以下の活動のうち大半が国の支配下
にあるその他の事業体とともに行われている。
・ 石炭の販売

・ 機械および機器の販売

・ 石炭の購入

・ 原材料および予備部品の購入

・ 輸送サービスの購入

・ 銀行預金残高ならびに借入金

 
上述に加え、国の支配下にあるその他の事業体との間の取引には、以下のものが含まれるがこれらに限定されな
い。
・ 資産のリース

・ 退職給付制度

これらの取引は、当社グループが市場価格に基づき締結した契約に従って行われる。
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（b） 関連当事者との契約

 
2015年10月27日に、当社、中煤財務及び中天合創との間で締結した契約にしたがい、中煤財務は当社の信託
により、各回1,550百万人民元の2回分割払いにより、合計3,100百万人民元の貸付信託を中天合創に提供した。
2015年12月31日時点で、初回の割賦金1,550百万人民元が中天合創により引き出された。
17.05十億人民元の元本及び未払利息とその他の費用等の保証を当社から中天合創に比例方式のシンジケート
ローンで提供することに関する決定が、2015年10月27日開催の臨時株主総会を通過した。2015年12月31日時点
で、当社は保証の実行を開始していない。
0.9十億人民元未満の連帯債務保証を陝西榆林から禾草溝煤業に比例方式で提供することに関する決定が、
2015年10月27日開催の臨時株主総会を通過した。2015年12月31日時点で、陝西榆林は175百万人民元の保証を提
供している。
 

（c） 関連当事者に対する貸付保証
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41. 当社の貸借対照表及び持分変動計算書

当社の貸借対照表

 
当社の貸借対照表は、2016年3月22日に取締役会により発行を承認された。

 
Li Yanjiang Weng Qing’an Chai Qiaolin

取締役会会長兼業務執行取締役 最高財務責任者 財務部長
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（a） 当社の持分変動計算書

 
 

42. 最終持株会社

当社の取締役は、中国で設立された企業であるチャイナ・コール・グループを当社の最終持株会社とみなしてい
る。
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有価証券報告書

187/301



 

EDINET提出書類

チャイナ・コール・エナジー・カンパニー・リミテッド(E05990)

有価証券報告書

188/301



 

EDINET提出書類

チャイナ・コール・エナジー・カンパニー・リミテッド(E05990)

有価証券報告書

189/301



 

EDINET提出書類

チャイナ・コール・エナジー・カンパニー・リミテッド(E05990)

有価証券報告書

190/301



 

EDINET提出書類

チャイナ・コール・エナジー・カンパニー・リミテッド(E05990)

有価証券報告書

191/301



 

EDINET提出書類

チャイナ・コール・エナジー・カンパニー・リミテッド(E05990)

有価証券報告書

192/301



 

EDINET提出書類

チャイナ・コール・エナジー・カンパニー・リミテッド(E05990)

有価証券報告書

193/301



 

EDINET提出書類

チャイナ・コール・エナジー・カンパニー・リミテッド(E05990)

有価証券報告書

194/301



 

EDINET提出書類

チャイナ・コール・エナジー・カンパニー・リミテッド(E05990)

有価証券報告書

195/301



 

EDINET提出書類

チャイナ・コール・エナジー・カンパニー・リミテッド(E05990)

有価証券報告書

196/301



 

EDINET提出書類

チャイナ・コール・エナジー・カンパニー・リミテッド(E05990)

有価証券報告書

197/301



 

EDINET提出書類

チャイナ・コール・エナジー・カンパニー・リミテッド(E05990)

有価証券報告書

198/301



 

EDINET提出書類

チャイナ・コール・エナジー・カンパニー・リミテッド(E05990)

有価証券報告書

199/301



 

EDINET提出書類

チャイナ・コール・エナジー・カンパニー・リミテッド(E05990)

有価証券報告書

200/301



 

EDINET提出書類

チャイナ・コール・エナジー・カンパニー・リミテッド(E05990)

有価証券報告書

201/301



 

EDINET提出書類

チャイナ・コール・エナジー・カンパニー・リミテッド(E05990)

有価証券報告書

202/301



 

EDINET提出書類

チャイナ・コール・エナジー・カンパニー・リミテッド(E05990)

有価証券報告書

203/301



 

EDINET提出書類

チャイナ・コール・エナジー・カンパニー・リミテッド(E05990)

有価証券報告書

204/301



 

EDINET提出書類

チャイナ・コール・エナジー・カンパニー・リミテッド(E05990)

有価証券報告書

205/301



 

EDINET提出書類

チャイナ・コール・エナジー・カンパニー・リミテッド(E05990)

有価証券報告書

206/301



 

EDINET提出書類

チャイナ・コール・エナジー・カンパニー・リミテッド(E05990)

有価証券報告書

207/301



 

EDINET提出書類

チャイナ・コール・エナジー・カンパニー・リミテッド(E05990)

有価証券報告書

208/301



 

EDINET提出書類

チャイナ・コール・エナジー・カンパニー・リミテッド(E05990)

有価証券報告書

209/301



 

EDINET提出書類

チャイナ・コール・エナジー・カンパニー・リミテッド(E05990)

有価証券報告書

210/301



 

EDINET提出書類

チャイナ・コール・エナジー・カンパニー・リミテッド(E05990)

有価証券報告書

211/301



 

EDINET提出書類

チャイナ・コール・エナジー・カンパニー・リミテッド(E05990)

有価証券報告書

212/301



 

EDINET提出書類

チャイナ・コール・エナジー・カンパニー・リミテッド(E05990)

有価証券報告書

213/301



 

EDINET提出書類

チャイナ・コール・エナジー・カンパニー・リミテッド(E05990)

有価証券報告書

214/301



 

EDINET提出書類

チャイナ・コール・エナジー・カンパニー・リミテッド(E05990)

有価証券報告書

215/301



 

EDINET提出書類

チャイナ・コール・エナジー・カンパニー・リミテッド(E05990)

有価証券報告書

216/301



 

EDINET提出書類

チャイナ・コール・エナジー・カンパニー・リミテッド(E05990)

有価証券報告書

217/301



 

EDINET提出書類

チャイナ・コール・エナジー・カンパニー・リミテッド(E05990)

有価証券報告書

218/301



 

EDINET提出書類

チャイナ・コール・エナジー・カンパニー・リミテッド(E05990)

有価証券報告書

219/301



 

EDINET提出書類

チャイナ・コール・エナジー・カンパニー・リミテッド(E05990)

有価証券報告書

220/301



 

EDINET提出書類

チャイナ・コール・エナジー・カンパニー・リミテッド(E05990)

有価証券報告書

221/301



 

EDINET提出書類

チャイナ・コール・エナジー・カンパニー・リミテッド(E05990)

有価証券報告書

222/301



 

EDINET提出書類

チャイナ・コール・エナジー・カンパニー・リミテッド(E05990)

有価証券報告書

223/301



 

EDINET提出書類

チャイナ・コール・エナジー・カンパニー・リミテッド(E05990)

有価証券報告書

224/301



 

EDINET提出書類

チャイナ・コール・エナジー・カンパニー・リミテッド(E05990)

有価証券報告書

225/301



 

EDINET提出書類

チャイナ・コール・エナジー・カンパニー・リミテッド(E05990)

有価証券報告書

226/301



 

EDINET提出書類

チャイナ・コール・エナジー・カンパニー・リミテッド(E05990)

有価証券報告書

227/301



 

EDINET提出書類

チャイナ・コール・エナジー・カンパニー・リミテッド(E05990)

有価証券報告書

228/301



 

EDINET提出書類

チャイナ・コール・エナジー・カンパニー・リミテッド(E05990)

有価証券報告書

229/301



 

EDINET提出書類

チャイナ・コール・エナジー・カンパニー・リミテッド(E05990)

有価証券報告書

230/301



 

EDINET提出書類

チャイナ・コール・エナジー・カンパニー・リミテッド(E05990)

有価証券報告書

231/301



 

EDINET提出書類

チャイナ・コール・エナジー・カンパニー・リミテッド(E05990)

有価証券報告書

232/301



 

EDINET提出書類

チャイナ・コール・エナジー・カンパニー・リミテッド(E05990)

有価証券報告書

233/301



 

EDINET提出書類

チャイナ・コール・エナジー・カンパニー・リミテッド(E05990)

有価証券報告書

234/301



 

EDINET提出書類

チャイナ・コール・エナジー・カンパニー・リミテッド(E05990)

有価証券報告書

235/301



 

EDINET提出書類

チャイナ・コール・エナジー・カンパニー・リミテッド(E05990)

有価証券報告書

236/301



 

EDINET提出書類

チャイナ・コール・エナジー・カンパニー・リミテッド(E05990)

有価証券報告書

237/301



 

EDINET提出書類

チャイナ・コール・エナジー・カンパニー・リミテッド(E05990)

有価証券報告書

238/301



 

EDINET提出書類

チャイナ・コール・エナジー・カンパニー・リミテッド(E05990)

有価証券報告書

239/301



 

EDINET提出書類

チャイナ・コール・エナジー・カンパニー・リミテッド(E05990)

有価証券報告書

240/301



 

EDINET提出書類

チャイナ・コール・エナジー・カンパニー・リミテッド(E05990)

有価証券報告書

241/301



 

EDINET提出書類

チャイナ・コール・エナジー・カンパニー・リミテッド(E05990)

有価証券報告書

242/301



 

EDINET提出書類

チャイナ・コール・エナジー・カンパニー・リミテッド(E05990)

有価証券報告書

243/301



 

EDINET提出書類

チャイナ・コール・エナジー・カンパニー・リミテッド(E05990)

有価証券報告書

244/301



 

EDINET提出書類

チャイナ・コール・エナジー・カンパニー・リミテッド(E05990)

有価証券報告書

245/301



 

EDINET提出書類

チャイナ・コール・エナジー・カンパニー・リミテッド(E05990)

有価証券報告書

246/301



 

EDINET提出書類

チャイナ・コール・エナジー・カンパニー・リミテッド(E05990)

有価証券報告書

247/301



 

EDINET提出書類

チャイナ・コール・エナジー・カンパニー・リミテッド(E05990)

有価証券報告書

248/301



 

EDINET提出書類

チャイナ・コール・エナジー・カンパニー・リミテッド(E05990)

有価証券報告書

249/301



 

EDINET提出書類

チャイナ・コール・エナジー・カンパニー・リミテッド(E05990)

有価証券報告書

250/301



 

EDINET提出書類

チャイナ・コール・エナジー・カンパニー・リミテッド(E05990)

有価証券報告書

251/301



 

EDINET提出書類

チャイナ・コール・エナジー・カンパニー・リミテッド(E05990)

有価証券報告書

252/301



 

EDINET提出書類

チャイナ・コール・エナジー・カンパニー・リミテッド(E05990)

有価証券報告書

253/301



 

EDINET提出書類

チャイナ・コール・エナジー・カンパニー・リミテッド(E05990)

有価証券報告書

254/301



 

EDINET提出書類

チャイナ・コール・エナジー・カンパニー・リミテッド(E05990)

有価証券報告書

255/301



 

EDINET提出書類

チャイナ・コール・エナジー・カンパニー・リミテッド(E05990)

有価証券報告書

256/301



 

EDINET提出書類

チャイナ・コール・エナジー・カンパニー・リミテッド(E05990)

有価証券報告書

257/301



 

EDINET提出書類

チャイナ・コール・エナジー・カンパニー・リミテッド(E05990)

有価証券報告書

258/301



 

EDINET提出書類

チャイナ・コール・エナジー・カンパニー・リミテッド(E05990)

有価証券報告書

259/301



 

EDINET提出書類

チャイナ・コール・エナジー・カンパニー・リミテッド(E05990)

有価証券報告書

260/301



 

EDINET提出書類

チャイナ・コール・エナジー・カンパニー・リミテッド(E05990)

有価証券報告書

261/301



 

EDINET提出書類

チャイナ・コール・エナジー・カンパニー・リミテッド(E05990)

有価証券報告書

262/301



 

EDINET提出書類

チャイナ・コール・エナジー・カンパニー・リミテッド(E05990)

有価証券報告書

263/301



 

EDINET提出書類

チャイナ・コール・エナジー・カンパニー・リミテッド(E05990)

有価証券報告書

264/301



 

EDINET提出書類

チャイナ・コール・エナジー・カンパニー・リミテッド(E05990)

有価証券報告書

265/301



 

EDINET提出書類

チャイナ・コール・エナジー・カンパニー・リミテッド(E05990)

有価証券報告書

266/301



 

EDINET提出書類

チャイナ・コール・エナジー・カンパニー・リミテッド(E05990)

有価証券報告書

267/301



 

EDINET提出書類

チャイナ・コール・エナジー・カンパニー・リミテッド(E05990)

有価証券報告書

268/301



 

EDINET提出書類

チャイナ・コール・エナジー・カンパニー・リミテッド(E05990)

有価証券報告書

269/301



 

EDINET提出書類

チャイナ・コール・エナジー・カンパニー・リミテッド(E05990)

有価証券報告書

270/301



 

EDINET提出書類

チャイナ・コール・エナジー・カンパニー・リミテッド(E05990)

有価証券報告書

271/301



 

EDINET提出書類

チャイナ・コール・エナジー・カンパニー・リミテッド(E05990)

有価証券報告書

272/301



 

EDINET提出書類

チャイナ・コール・エナジー・カンパニー・リミテッド(E05990)

有価証券報告書

273/301



 

EDINET提出書類

チャイナ・コール・エナジー・カンパニー・リミテッド(E05990)

有価証券報告書

274/301



 

EDINET提出書類

チャイナ・コール・エナジー・カンパニー・リミテッド(E05990)

有価証券報告書

275/301



 

EDINET提出書類

チャイナ・コール・エナジー・カンパニー・リミテッド(E05990)

有価証券報告書

276/301



 

EDINET提出書類

チャイナ・コール・エナジー・カンパニー・リミテッド(E05990)

有価証券報告書

277/301



 

EDINET提出書類

チャイナ・コール・エナジー・カンパニー・リミテッド(E05990)

有価証券報告書

278/301



 

EDINET提出書類

チャイナ・コール・エナジー・カンパニー・リミテッド(E05990)

有価証券報告書

279/301



 

EDINET提出書類

チャイナ・コール・エナジー・カンパニー・リミテッド(E05990)

有価証券報告書

280/301



 

EDINET提出書類

チャイナ・コール・エナジー・カンパニー・リミテッド(E05990)

有価証券報告書

281/301



 

EDINET提出書類

チャイナ・コール・エナジー・カンパニー・リミテッド(E05990)

有価証券報告書

282/301



 

EDINET提出書類

チャイナ・コール・エナジー・カンパニー・リミテッド(E05990)

有価証券報告書

283/301



 

EDINET提出書類

チャイナ・コール・エナジー・カンパニー・リミテッド(E05990)

有価証券報告書

284/301



 

EDINET提出書類

チャイナ・コール・エナジー・カンパニー・リミテッド(E05990)

有価証券報告書

285/301



 

EDINET提出書類

チャイナ・コール・エナジー・カンパニー・リミテッド(E05990)

有価証券報告書

286/301



 

EDINET提出書類

チャイナ・コール・エナジー・カンパニー・リミテッド(E05990)

有価証券報告書

287/301



2【主な資産・負債および収支の内容】

「第一部-第６-１財務書類」を参照のこと。
 

 

3【その他】

（1）後発事象
該当なし。
 

（2）訴訟
「第一部-第６-１-注記37 偶発債務」を参照のこと。

 
 

4 【国際財務報告基準と日本における会計原則および会計慣行の主要な相違】

本書記載の財務書類は、香港上場規則によって認められている国際財務報告基準に準拠しており、日本において
一般に公正妥当と認められる会計原則に従って作成されたものとは異なる。主な相違点は以下のとおりである。
 
(1) 企業結合

IFRS第3号「企業結合会計」では、すべての企業結合取引において取得法の適用が求められている。
日本GAAPでも、「企業結合に関する会計基準」にもとづき、2010年4月1日以後実施される企業結合より、持分
プーリング法が禁止され、全面的にパーチェス法が適用されることとなった。
 
(2) 比例連結

IAS第31号「合弁会社に対する持分の財務報告」では、共同支配会社の会計処理について、持分法のほかに比例
連結が認められていた。2013年1月1日より、IAS第31号はIFRS第11号「共同契約（ジョイント・アレンジメン
ト）」に置き換えられ、共同契約は、合弁会社と合弁事業に分類され、合弁会社については、比例連結法という選
択肢が廃止され、持分法のみが適用されることとなった。
日本GAAPでは、原則として共同支配会社を関連会社として扱い、持分法が適用される。
 
(3) 非支配持分

IFRS第3号「企業結合会計」によれば、取得した非支配持分は、当該非支配持分の公正価値で測定する（全部の
れん方式）か、被取得企業の識別可能純資産に対する非支配持分割合で測定する（購入のれん方式）か、いずれか
の方法を選択できる。
日本GAAPでは、企業会計基準第22号「連結財務書類に関する会計基準」に基づき、2010年4月1日以後実施される
企業結合から、連結貸借対照表上、少数株主持分を全面時価評価法により評価することが要求されている。それ以
前は、部分時価評価法も認められていた。
 
(4) のれん

IFRS第3号「企業結合会計」では、のれんは、移転された対価、非支配持分の金額および以前に保有していた資
本持分の公正価値の総計が、取得した識別可能な資産および引き受けた負債の取得日における正味の金額を超過す
る額として測定される。従って、のれんは規則的に償却するのではなく、年次または減損の兆候がある場合に減損
テストを実施することとされている。
日本GAAPでは、のれんは、企業会計基準第21号「企業結合に関する会計基準」に基づき、2010年4月1日以後実施
される企業結合より、被取得企業または取得した事業の取得原価が、取得した資産および引受けた負債に配分され
た純額を超過する額で認識される。のれんは無形固定資産として計上し、20年以内のその効果の及ぶ期間にわたっ
て定額法その他の合理的な方法により規則的に償却するとともに、減損会計の適用の対象となっている。
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(5) 非金融資産の減損および再評価

IAS第36号「資産の減損」では、日本GAAPと同様の要件を規定している。しかしながら、IASのもとでは、減損の
認識に回収可能価額（正味売却価格と割引後キャッシュ・フローのいずれか高い方）を用いる。また、IASでは、
過年度に認識された資産の減損は、回収可能価額が翌期以降に増加した場合、損益計算書で直ちに収益として振替
えられなければならない。
さらに、IAS第16号「有形固定資産」およびIAS第38号「無形資産」では、固定資産を公正価値により再評価する
ことが認められている。
日本GAAPでは、資産の劣化の可能性が明らかになった時には、資産の割引前キャッシュ・フロー（20年以内の合
理的な期間に基づく）を見積ることを要求している。資産の簿価が割引前キャッシュ・フローを著しく上回った
（資産が劣化した）時は、減損が認識されなければならない。取得原価で計上されている資産の減損は、損益計算
書上で認識されなければならず、再評価資産については、再評価減として取扱わなければならない。再評価金額
は、割引前キャッシュ・フローがその後上昇した場合でも繰越されなければならず、減損損失の戻入は認められて
いない。
 
(6) 開発費

IAS 第38号「無形資産」では、開発費のうち使用または販売可能で、かつ、経済的便益が創出されることが確実

な場合、無形資産として認識する。
日本GAAPでは、研究開発費はすべて発生時の費用とされる。
 
(7) 公正価値評価

IAS第39号「金融商品：認識と測定」によれば、売却可能金融資産は、当初公正価値で測定され、評価差額は
「その他の包括利益」に計上される。活発な市場における市場価格がなく、かつ公正価値を信頼性をもって測定で
きない持分投資は原価で評価される。
貸付金と債権は、当初公正価値で測定後、実効金利法による償却原価で測定される。
金融負債は当初公正価値での測定が求められている。
 
日本GAAPでは、売却可能有価証券（「その他有価証券」）は公正価値で測定され、公正価値の変動額は以下のい
ずれかの方法で処理される。
1）公正価値の変動額を純資産に計上し、売却、減損あるいは回収時に損益計算書へ計上する。
2）個別ベースで、公正価値が原価を上回る場合には純資産に計上し、下回る場合には損益計算書に計上する。
市場価格のない株式は原価で評価する。
貸付金と債権は、取得原価または償却原価で測定される。償却原価法は利息法および定額法によるものとされ、
実効金利法は認められていない。
金融負債はヘッジ会計によるものを除き、公正価値での測定は認められていない。
 
2009年11月に公表されたIFRS第9号「金融商品」では、金融資産を償却原価または公正価値のいずれで測定する
かを決定するため単一アプローチを使用しており、IAS第39号の多くの相違する規則を置き換えるものである。こ
の改訂は、2015年1月1日以降開始する事業年度から適用され、早期適用も認められている。
 
(8) 金融資産の消滅の認識

IAS第39号「金融商品：認識と測定」では、金融資産の消滅の認識は、金融資産からのキャッシュ・フローに対
する契約上の権利が消滅する時、もしくは金融商品の所有に対するリスクと経済価値のほぼすべてが移転する時、
または金融商品の所有に対するリスクと経済価値の一部を留保したまま金融資産を譲渡しているが支配していない
場合にのみ認識される。留保されるリスクおよび経済価値は資産として認識される。
日本GAAPでは、「金融商品に係る会計基準」により、金融資産の消滅は、金融資産の契約上の権利を行使した
時、権利を喪失した時または権利に対する支配が他に移転した時に認識される。
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(9) 賃借人のリース資産の会計処理

IAS第17号「リース会計」では、ファイナンス・リースは資産の所有に関連する全てのリスクと便益が借手に移
転するリースと定義されており、それ以外はすべてオペレーティング・リースとなる。
IAS第17号に置き換わり、2019年1月1日以降に開始する事業年度よりIFRS第16号「リース」が発効し、大部分の
オペレーティング・リースを借手の貸借対照表に計上するよう求められることとなる。
日本GAAPでは、所有権が借手に移転すると認められるファイナンス・リース契約を除き、一定の注記を条件に、
通常の賃貸借取引に準じた会計処理が可能であったが、2007年3月30日に公表された「リース取引に関する会計基
準」では、所有権が借手に移転しないファイナンス・リースについても、通常の売買取引に準じた会計処理が要求
されることとなった。この新基準は、2008年4月1日以後開始事業年度から適用されている。
 
(10)棚卸資産

IAS第2号「棚卸資産」では、すべての棚卸資産が低価法（取替原価）で評価されなければならない。また、棚卸
資産原価は、先入先出法または加重平均法で計上される。
日本GAAPでは、棚卸資産は取得原価もしくは低価法で評価される。2008年4月1日以後開始事業年度から適用され
る「棚卸資産の評価に関する会計基準」では、通常の販売目的の棚卸資産について、収益性が低下した場合には、
正味売却価額まで帳簿価格を切り下げられる。また2010年4月1日より後入先出法も認められなくなった。
 
(11)貸倒引当金

IAS第39号「金融商品：認識および測定」では、売上債権や貸付金に対する貸倒引当金は、対象債権に減損が生
じているという客観的証拠が存在する場合に計上される。
日本GAAPでは、貸倒引当金は、このような客観的証拠が存在しない場合でも、実務上、過去の貸倒実績率を適用
して計上される場合がある。
 
(12)従業員退職給付の会計

IAS第 19号「従業員給付」のもとでは、退職給付に係る未認識数理計算上の差異及び過去勤務費用については、

従前、「コリドー・アプローチ」による遅延認識が認められていたが、2014年1月1日以降開始事業年度より発効す
る改訂IAS第 19号では、遅延認識が認められず、即時認識することとされた。

日本GAAPでも、未認識数理計算上の差異及び過去勤務費用は、従前、従業員の平均残存勤務期間ないしそれ以下
の期間で償却することが認められていたが、2013年５月17日に公表された「退職給付に関する会計基準」によれ
ば、2014年４月１日以後開始する事業年度より、即時認識が求められることとなった。
 
(13)有給休暇についての会計処理

IAS第 19号「従業員給付」では、雇用主は一定の条件が満たされた場合、将来の休暇に対しての従業員への補償

を未払費用計上しなければならない。
日本GAAPでは、有給休暇についての特別な会計基準はない。
 
(14)借入費用の資産計上

IAS第23号「借入費用」では、借入費用を期間費用として計上するのが標準的な処理であるが、意図された利用
または販売に供するまで相当な期間を要する適格資産の取得、建設および製造に対して直接起因する借入費用は、
当該資産の取得原価に算入される。原価に算入される金額は、適格資産がなければ避けられたであろう借入費用の
金額となる。ただし、適格資産に対する支出以前に借入金を一時的に投資したことにより生じた投資利益は、資産
の取得原価から控除される。
日本GAAPでは、不動産開発事業等を除き、借入費用は原則として期間費用とされる。
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(15)財務保証契約

IAS第39号「金融商品：認識および測定」は、財務保証契約について、当初は公正価値で計上し、その後は、IAS
第37号に従って決定される金額と、当初認識した金額からIAS第18号に従って償却した後の金額、のいずれか高い
方の金額で計上することを要求している。
日本GAAPでは、金融資産または金融負債の消滅の認識の結果生じる債務保証を除いて、保証を当初より公正価値
で財政状態計算書に計上することは求められておらず、債務保証の額を財務書類に注記するのみである。ただし、
保証に起因して、将来の損失が発生する可能性が高く、かつその金額を合理的に見積ることができる場合には、債
務保証損失引当金を計上する。
 
(16)株式報酬

IFRS第2号「株式報酬」では、従業員やその他の関係者との現金その他の資産決済型又は持分決済型の株式報酬
取引を費用として認識する。
日本GAAPでは、企業会計基準第8号「ストック・オプション等に関する会計基準」に基づき、「会社法」の施行
日（2006年5月1日）以後に付与されたストック・オプションについては、公正価値法を基礎として測定した報酬は
費用として認識されるが、持分決済型についてのみの規定となっている。また、それ以前に付与されたストック・
オプションは付与時点では認識されず、権利行使時に資本取引として処理されている。さらに、オプションが満期
になった場合、過去に計上した費用は特別利益として戻入れられる。
 
(17)配当金

IAS第10号「後発事象」によれば、企業が持分金融商品の所有者に対する配当を期末日後に宣言する場合には、
当該配当金を期末日時点の負債として認識する。
日本GAAPでは、「株主資本等変動計算書に関する会計基準」により、配当金は支払った時点で株主資本等変動計
算書に剰余金の配当として表示される。
 
(18)財政状態計算書の表示方法

IFRSでは、財政状態計算書を固定性配列法と流動性配列法のいずれによるかについて、特に指定がないのに対し
て、日本GAAPでは流動性配列法が原則とされている。
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第７【外国為替相場の推移】

 

１【最近５年間の事業年度別為替相場の推移】

 

決算年度 2011年 2012年 2013年 2014年 2015年

最高 13.05 13.77 17.31 19.78 20.37

最低 11.94 12.07 13.89 16.39 18.55

平均 12.34 12.65 15.79 17.24 19.41

期末 12.33 13.69 17.31 19.47 18.56

単位：１人民元の円相当額（円／人民元）

出典：中国人民銀行が公表している人民元／100円のデータを基に、円／人民元ベースに換算したものである。

 

２【最近６月間の月別最高・最低為替相場】

 

月別 2015年12月 2016年１月 2016年２月 2016年３月 2016年４月 2016年５月

最高 19.26 18.52 18.48 17.52 17.42 16.86

最低 18.55 17.81 17.15 17.18 16.69 16.42

平均 18.88 18.01 17.63 17.35 16.95 16.67

単位：１人民元の円相当額（円／人民元）

出典：中国人民銀行が公表している人民元／100円のデータを基に、円／人民元ベースに換算したものである。

 

３【最近日の為替相場】

 

16.34円(2016年６月８日)

 

単位：１人民元の円相当額(円／人民元)

出典：中国人民銀行が公表している人民元／100円のデータを基に、円／人民元ベースに換算したものである。
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第８【本邦における提出会社の株式事務等の概要】

 

以下は、Ｈ株式（以下「本株式」という。）に関する株式事務、権利行使の方法および関連事項の概要である。

 

１【本株式の株式事務】

 

本株式を取得する者（本第１項において、以下「実質株主」という。）は、その取得窓口となった証券会社（以
下「窓口証券会社」という。）から交付される外国証券取引口座に関する約款（以下「外国証券取引口座約款」と
いう。）に基づき、実質株主の名義で外国証券取引口座（以下「取引口座」という。）を開設する。売買の執行、
売買代金の決済、証券の保管およびその他本株式の取引に関する事項はすべてこの取引口座を通じて処理される。

以下は、外国証券取引口座約款に従った、本株式に関する事務手続の概要である。

 

(1)　証券の保管

本株式は、窓口証券会社のために香港における保管機関（以下「香港保管機関」という。）またはその名義人の
名義で登録され、香港保管機関により保管される。

 

(2)　本株式の譲渡に関する手続

実質株主は、その持株の保管替えまたは売却注文をなすことができる。実質株主と窓口証券会社との間の決済
は、円貨または窓口証券会社が応じ得る範囲内で実質株主が指定した外貨による。

 

(3)　実質株主に対する諸通知

当社が株主に対して行い、窓口証券会社が受領したすべての通知および通信は、窓口証券会社が保管し、窓口証
券会社の店頭において実質株主の閲覧に供される。実質株主がかかる通知および通信を希望する場合は、窓口証券
会社はかかる実質株主にそれらを送付し、実費は当該実質株主に請求される。

 

(4)　実質株主の議決権の行使に関する手続

議決権の行使は、実質株主が窓口証券会社を通じて行う指示に基づき、香港保管機関またはその名義人が行う。
実質株主が指示をしない場合、香港保管機関またはその名義人は議決権を行使しない。

 

(5)　現金配当の支払手続

外国証券取引口座約款に従い、現金配当は、窓口証券会社が香港保管機関またはその名義人からかかる配当金を
一括受領することを条件として、取引口座を通じて実質株主に支払われる。

 

(6)　株式配当の交付手続

株式配当により割り当てられた本株式は、実質株主が特に要請した場合を除き、窓口証券会社を代理する香港保
管機関により香港で売却され、その正味手取金は、窓口証券会社が香港保管機関またはその名義人からかかる手取
金を一括受領することを条件として、取引口座を通じて実質株主に支払われる。

株式分割の方法により発行される本株式は、一般に、香港保管機関またはその名義人に対して交付される。
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(7)　新株引受権

本株式について新株引受権が与えられた場合は、新株引受権は、原則として、窓口証券会社を代理する香港保管
機関により香港で売却され、その正味手取金は、窓口証券会社が香港保管機関またはその名義人からかかる手取金
を一括受領することを条件として、その取引口座を通じて実質株主に支払われる。

 

２【日本における実質株主の権利行使方法】

 

(1)　株主名簿管理人および名義書換取扱場所

日本には本株式に関する当社の株式保有の株主名簿管理人または名義書換取扱場所はない。各窓口証券会社は、
取引口座を有するすべての実質株主の明細表（以下「実質株主明細表」という。）を維持し、かかる明細表には各
実質株主の名前およびそれら実質株主のために保有される本株式の株数が記載される。

 

(2)　実質株主明細表の基準日

当社は配当の支払いまたは新株引受権の付与のための基準日を定めることができる。かかる配当または新株引受
権を受領する資格を有する実質株主を決定するための実質株主明細表の基準日は、通常当該基準日と同一の暦日と
なる。

 

(3)　事業年度の終了

当社の事業年度は毎年12月31日に終了する。

 

(4)　公　　告

日本において公告を行わない。

 

(5)　実質株主に対する株式事務に関する手数料

実質株主は、取引口座を開設するときに窓口証券会社の定めるところにより年間口座管理料を支払う他、必要に
応じて実費を支払う。

 

(6)　本株式の譲渡制限

本株式に譲渡制限はない。
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(7)　日本における課税

(a)　配　当

日本において実質株主に対して支払われる配当金は日本の税法上の配当所得となる。本株式が「上場株式等」
（租税特別措置法（昭和32年法律第26号、その後の改正を含む。）に定義される。）である限り、本株式について
日本の居住者たる個人または日本の法人が日本における支払の取扱者を通じて交付を受ける配当金については、外
国において当該配当の支払の際に徴収された源泉徴収税がある場合にはこの額を控除した後の残額に対して、個人
の場合は、2014年１月１日から2037年12月31日までに受領した場合は20.315％（所得税15.315％、地方税５％）、
2038年１月１日以降に受領した場合は20％（所得税15％、地方税５％)、日本法人の場合は、2014年１月１日から
2037年12月31日までに受領した場合は15.315％（所得税15.315％）、2038年１月１日以降に受領した場合は15％
（所得税15％）の税率により、それぞれ日本において支払われる際に日本の税金として源泉徴収（地方税について
は特別徴収）により課税される。日本の居住者たる個人である実質株主（当社の発行済株式総数の３％以上を有す
る個人株主を除く。）の場合には、本株式が「上場株式等」である限り、支払いを受ける当該配当については日本
では確定申告をしないことを選択することができる。その場合には、日本における課税は、上記の源泉徴収および
特別徴収のみとなる。ただし、確定申告をしないことを選択する場合には、当該納税者の外国税額控除の目的上、
外国において徴収された一切の外国の源泉徴収税額は考慮されないものとする。また、支払いを受けるかかる配当
については、日本の居住者たる個人は、申告分離課税による確定申告をすることを選択できる。当該配当に対する
かかる申告分離課税による確定申告の際の日本における税率は、2014年１月１日から2037年12月31日までの間に支
払いを受ける配当については20.315％（所得税15.315％、地方税５％）、2038年１月１日以降に支払いを受ける配
当については20％（所得税15％、地方税５％）である。日本の居住者たる個人である実質株主は、課税上、本株式
の譲渡から生じた損失と、2016年１月１日以降の上場株式や一定の公社債の売買損等を、かかる配当所得の金額か
ら控除することができる。日本の法人である実質株主の場合には、本株式について支払いを受けた配当には法人税
が課税されるが、上記に述べた日本における支払いの取扱者から交付を受ける際に源泉徴収された税額については
適用ある法令に従って税額の控除を受けることができる。

（注）2014年１月１日から2037年12月31日までの期間に係る上記の税率は、「東日本大震災からの復興のための施策を実施す

るために必要な財源の確保に関する特別措置法」に基づく「復興特別所得税」として算出される各所得税への2.1％の上

乗せ分を含む。

 

(b)　売却損益

日本の居住者たる個人または日本の法人による本株式の日本における売買に基づく損益についての課税は、内国
会社の株式の売買損益課税と原則として同様である。上場株式等の株式売買損と、2016年１月１日以降の上場株式
や一定の公社債の売買損等については、当社株式およびその他の上場株式等の配当所得の金額ならびに一定の公社
債の利子所得の金額（申告分離課税を選択したものに限る。）から控除することができる。当社株式の内国法人株
主については、株式の売買損益は、課税所得の計算上算入される。

 

(c)　相続税

本株式を相続しまたは遺贈を受けた日本の実質株主には、日本の相続税法に基づき相続税が課せられるが、外国
税額控除が認められる場合がある。

中国および香港における課税上の取扱いについては、「第一部-第１-３課税上の取扱い」を参照のこと。
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第９【提出会社の参考情報】

 

１【提出会社の親会社等の情報】

 

当社の発行する有価証券は金融商品取引法第24条の７第１項に該当しないため、該当事項はない。

 

２【その他の参考情報】

 

当社は、当事業年度の開始日から報告書提出日までの間において、以下の書類を関東財務局長に提出した。

 

有価証券報告書 2015年６月29日
  
半期報告書 2015年９月30日
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

 

第１【保証会社情報】

 

該当なし。

 

第２【保証会社以外の会社の情報】

 

該当なし。

 

第３【指数等の情報】

 

該当なし。
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（訳文）

独立監査人の監査報告書

 

 

チャイナ・コール・エナジー・カンパニー・リミテッド

（有限責任会社として中華人民共和国内において設立）

の株主各位

 

我々は、111ページから214ページ（訳者注：原文のページ）に記載されたチャイナ・コール・エナジー・カンパ
ニー・リミテッド（以下「会社」という。）及びその子会社の連結財務書類、すなわち、2015年12月31日現在の連
結貸借対照表、同日をもって終了した事業年度の連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結持分変動計算書及び
連結キャッシュ・フロー計算書、並びに重要な会計方針の要約及びその他の注記について監査を行った。

 

連結財務書類に対する取締役の責任

 

会社の取締役は、国際財務報告基準及び香港会社法の開示要件に準拠した真実かつ公正な概観を与える連結財務
書類を作成する責任、並びに不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務書類を作成するために取締役が必
要と判断した内部統制に対する責任を有する。

 

監査人の責任

 

我々の責任は、我々の監査に基づいて、これらの連結財務書類に関する意見を表明することにある。我々は、国
際監査基準に準拠して監査を行った。当該監査基準は、連結財務書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて合
理的な保証を得るために、我々が職業倫理に関する規定に準拠して監査計画を策定し、監査を実施することを求め
ている。

 

監査においては、連結財務書類の金額および開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手
続は、監査人の判断により、不正又は誤謬による連結財務書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択さ
れる。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実
施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、真実かつ公正な概観を与える連結財務書類の作成に
関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針の適切性及び経営者によって行われた
会計上の見積りの合理性の評価も含め全体としての連結財務書類の表示を評価することが含まれる。

 

我々は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
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監査意見

 

我々は、上記の連結財務書類が、国際財務報告基準に準拠して、会社及びその子会社の2015年12月31日現在の財
政状態、並びに同日をもって終了した事業年度におけるグループの業績及びキャッシュ・フローの状況について真
実かつ公正な概観を与えており、香港会社法の開示要件に準拠して適切に作成されているものと認める。

 

その他の事項

 

監査意見を含む本報告書は、株主全体を唯一の報告先として作成されたものであり、それ以外のいかなる目的に
おいて責任を有するものではない。我々は、本報告書の内容につき、それ以外の一切の者に対し責任を負わず、義
務を負うものではない。

 

 

プライスウォーターハウスクーパース

公認会計士

 

香港、2016年３月22日

 

次へ
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INDEPENDENT AUDITOR’S REPORT

 

To the shareholders of China Coal Energy Company Limited

(incorporated in the People’s Republic of China with limited liability)

 
We have audited the consolidated financial statements of China Coal Energy Company Limited (the “Company”) and its
subsidiaries set out on pages 111 to 214, which comprise the consolidated balance sheet as at 31 December 2015, and the
consolidated income statement, the consolidated statement of comprehensive income, the consolidated statement of changes in
equity and the consolidated cash flow statement for the year then ended, and a summary of significant accounting policies and
other explanatory information.

 

DIRECTORS’ RESPONSIBILITY FOR THE CONSOLIDATED FINANCIAL STATEMENTS

The directors of the Company are responsible for the preparation of consolidated financial statements that give a true and fair
view in accordance with International Financial Reporting Standards and the disclosure requirements of the Hong Kong
Companies Ordinance, and for such internal control as the directors determine is necessary to enable the preparation of
consolidated financial statements that are free from material misstatement, whether due to fraud or error.

 

AUDITOR’S RESPONSIBILITY

Our responsibility is to express an opinion on these consolidated financial statements based on our audit. We conducted our
audit in accordance with International Standards on Auditing. Those standards require that we comply with ethical
requirements and plan and perform the audit to obtain reasonable assurance about whether the consolidated financial statements
are free from material misstatement.

 
An audit involves performing procedures to obtain audit evidence about the amounts and disclosures in the consolidated
financial statements. The procedures selected depend on the auditor’s judgement, including the assessment of the risks of
material misstatement of the consolidated financial statements, whether due to fraud or error. In making those risk assessments,
the auditor considers internal control relevant to the entity’s preparation of consolidated financial statements that give a true
and fair view in order to design audit procedures that are appropriate in the circumstances, but not for the purpose of expressing
an opinion on the effectiveness of the entity’s internal control. An audit also includes evaluating the appropriateness of
accounting policies used and the reasonableness of accounting estimates made by the directors, as well as evaluating the
overall presentation of the consolidated financial statements.

 
We believe that the audit evidence we have obtained is sufficient and appropriate to provide a basis for our audit opinion.

 

EDINET提出書類

チャイナ・コール・エナジー・カンパニー・リミテッド(E05990)

有価証券報告書

300/301



OPINION

In our opinion, the consolidated financial statements give a true and fair view of the financial position of the Company and its
subsidiaries as at 31 December 2015, and of their financial performance and cash flows for the year then ended in accordance
with International Financial Reporting Standards and have been properly prepared in compliance with the disclosure
requirements of the Hong Kong Companies Ordinance.

 

OTHER MATTERS

This report, including the opinion, has been prepared for and only for you, as a body, and for no other purpose. We do not
assume responsibility towards or accept liability to any other person for the contents of this report.

 
 
 
 
 
PricewaterhouseCoopers

Certified Public Accountants

 

Hong Kong, 22 March 2016

 

 

 

 

※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途保管

しております。
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